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緒  言 

 
「土砂災害に関するシンポジウム」は，2002 年度土木学会西部支部に設置された「土砂

災害の危険予測と警戒避難基準雨量の設定法に関する調査研究委員会」の研究活動公表の

場として 2002 年度から始まりました。それ以来，土木学会西部支部の主催で 2 年ごとに，

鹿児島市（第 1，2回），熊本市（第 3，4回），宇部市（第 5回），宮崎市（第 6回），鹿児

島市（第 7回），福岡市（第 8，9回）の順で開催してきました。そして，今回は第 10回を

本年 8 月 28 日，29 日に宇部市で開催することとして，昨年 10 月に実行委員会を開催し，

実行委員 59名，アドバイザー10名，編集委員 83名の体制のもと準備をスタートしました。 

しかしながら，本年 2月頃から新型コロナウィルスの感染が拡大し，4月には全国に緊急

事態宣言が発出される事態に至りました。実行委員会においてシンポジウムの開催可能性

について慎重に検討しました。その結果，万全の状態での開催は困難であると判断し，今

回のシンポジウムは中止とし，論文集（電子版）を発行することを決定しました。本来な

らば，参加者が一堂に会して研究成果を共有し，広く議論したく考えておりましたが，こ

のような形となりましたこと，誠に残念に思っております。また，シンポジウム開催とい

う前提のもと論文投稿いただいた方にご迷惑をおかけしましたこと，お詫びいたします。 

この決定のもと，本シンポジウムの論文募集を行い，編集委員会において通常の査読・

編集作業を行いました。委員構成には九州・山口にこだわらず，広く全国から実務者，研

究者に委員就任をいただきました。土砂災害の問題は，気象学，地形・地質学，砂防工学，

河川工学，地盤工学，防災工学，社会科学など多種多様な学問分野が関係し，分野を越え

た幅広い学際的な見地から解明されることが必要です。この「学際性」こそが本シンポジ

ウムの理念であり，特徴です。今後は，新型コロナウィルスのような伝染病の感染リスク

があるなかでの災害発生時の対応や日頃の防災・減災活動など，より広い分野との連携・

協力が必要になってきたと考えます。 

さて，近年，局地的な集中豪雨や地震の発生増加に伴い，甚大な土砂災害が頻発してい

ます。2009年中国・九州北部豪雨災害，2011年 3月東日本大震災，同年 9月紀伊半島台風

12号災害，2012年九州北部豪雨災害，2013年伊豆大島土石流災害，2014年広島土石流災

害，2015年関東・東北豪雨災害，2016年熊本地震，2017年九州北部豪雨災害，2018年西

日本豪雨災害，2018 年北海道胆振東部地震，2019 年令和元年東日本台風，2020 年令和 2
年 7 月豪雨など豪雨・地震災害が頻発し，それらに伴って発生した土砂災害により，多く

の人的被害が発生しています。特に，紀伊半島台風 12号災害，伊豆大島土石流災害，広島

土石流災害，西日本豪雨災害，令和元年東日本台風など九州・山口以外の地域でも甚大な

土砂災害が頻発しています。実行委員，編集委員構成が全国規模に拡大したのは当然の結

果と言えます。 

今回のシンポジウム論文集には一般投稿論文 40編が掲載されており，前回を上回る多数

の論文の投稿をいただきました。なお，今回の論文集には基調講演，緊急災害報告の各論

文がないことを申し添えます。編集にあたり，一般投稿論文についてはそれぞれ 3 名の編

集委員が全文査読を行い，論文の質の向上を目指しました。多くの委員が今夏の豪雨災害
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への対応に追われる中でしたが，査読は順調に進行しました。これもひとえに委員の皆様

のお陰です。 

本シンポジウムは開催に至りませんでしたが，土木学会中国支部との共催として企画さ

れ，砂防学会，地盤工学会，日本地すべり学会，日本応用地質学会，水文・水資源学会，

日本自然災害学会，日本技術士会中国本部・九州本部，建設コンサルタンツ協会中国支部・

九州支部，山口県技術士会に後援をいただきました。併せて感謝申し上げます。 

最後に，本シンポジウム論文集の成果が土砂災害の防止・軽減に資することを期待しま

す。 

 
2020 年 8 月末日 

鈴木 素之 
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IX

「土砂災害に関するシンポジウム論文集」査読要領内規 

 

１．査読の目的  

 投稿原稿が，「土砂災害に関するシンポジウム論文集」に掲載される原稿として，ふさわしいものであるかどうかを判定

するための資料を提供することを査読の目的とする．査読において見出された疑義や不明な事項について修正を求める意見

があれば述べるものとする．  

 

２．査読にあたっての注意  

(1) 査読員は，当該原稿が公表前の研究・技術成果あるいは報告書等であることに十分留意し，原稿の内容について秘密

を守り，投稿者の権利を確実に保護しなければならない．したがって，査読は，査読員が個人として行うものであり，他人

に当該原稿を見せたり，原稿内容を話して意見を聞いたりしてはならない．  

(2) 原稿の査読は登載の可否を判定するための資料を提供するもので，その改善を図るのが目的ではない．原稿の内容に

対する責任は本来著者が負うべきものであり，その価値は一般読者が判断すべきものである．査読員の主観や好みを押しつ

けたり，原稿の体裁や書き方の完璧を期待する余り，将来の発展が大いに期待される原稿や実際に役立つ原稿を逃したりす

ることのないよう配慮する．  

 

３．査読の方法  

3.1 投稿原稿の区分 

 投稿原稿は，一般投稿論文と招待論文等（編集委員会の依頼に基づく招待論文，特別講演論文，基調講演論文および緊急

災害報告）の二つに大別される．一般投稿論文については原則として未発表のものとする．招待論文については，最新の研

究成果を詳しく紹介するものとし，特別講演論文，基調講演論文は災害事例や最新の研究成果，最先端の技術，事業などを

分かりやすく紹介・解説するものとする．緊急災害報告は，本シンポジウムの主旨にふさわしい災害について，執筆に十分

な準備がとれない場合に速報として紹介するものとする． 

 

3.2 論文の領域 

 「土砂災害に関するシンポジウム論文集」において取り扱う分野は，学術，技術，事業の領域を対象とし，住民，防災関

係機関等によりよい土砂災害対策を提供するための，新しい防災技術の発展に寄与することのできる以下のような調査ある

いは研究とする．  

① 豪雨・地震に起因して発生した崩壊，土石流，地すべり，天然ダム等に関する調査あるいは研究 

② 斜面の監視システム，モニタリング技術に関する調査あるいは研究 
③ 土砂災害の警戒避難，情報伝達，危機管理などソフト対策に関する調査あるいは研究 

④ 土砂災害を引き起こした豪雨の気象特性に関する調査あるいは研究 

⑤ 砂防えん堤などのハード対策に関する調査あるいは研究 
⑥ 土砂・流木の生産・流出・氾濫およびそれらによる河道閉塞に関する調査あるいは研究 
⑦ 土砂・流木の侵食・流動・堆積に関する調査あるいは研究 
⑧ 土砂災害，流木災害の数値シミュレーションに関する研究 
⑨ ダム堆砂，流域の土砂動態，総合土砂管理に関する調査あるいは研究 

⑩ その他，土砂災害と水害が混在した複合災害などに関する調査あるいは研究 

 

3.3 査読の評価および判定  

 査読は全文査読とする． 

 (1) 評価項目  

投稿原稿の査読は以下に示す評価項目のうち，｢有用性｣，｢新規性｣，｢速報性｣，｢信頼度｣，｢完成度｣の5項目に照らして

客観的に評価することを基本とする．但し，「学際性」，「防災事業の推進に対する有用性の有無」についても，評価を行う上
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での参考とする．  

 

1） 有用性：内容が防災上何らかの価値があること．たとえば，以下に示すような事項に該当する場合は有用性があると評

価する． 

A．主題，内容が時宜を得て有用である． 

B．研究・技術の応用性，有用性，発展性が認められる． 

C．研究・技術の成果が有用な情報を与えている． 

D．実験，実測のデータで研究，工事などの参考として寄与する． 

E．新しい数表，図表で応用に便利である． 

F．当該分野での研究・技術の体系化をはかり，将来への展望を図っている． 

G．研究，技術の成果は実務に取り入れられる価値を持っている． 

H．本原稿を掲載することは会員および読者に益するところが大きい． 

I．今後の実験，調査，計画，設計，工事に取り入れる価値がある． 

J．問題の提起，試論またはそれに対する意見として有用である． 

 

2）新規性：内容が公知・既発表または既知のことから容易には導き得るものでないこと．たとえば以下に示すような事項

に該当する場合は新規性があると評価する． 

A．主題，内容，手法に独創性がある． 

B．社会に問題を提起している． 

C．実現象の解明に貢献している． 

D．創意工夫に満ちた計画，設計，工事等について技術的検討，経験が提示されている． 

E．困難な研究・技術的検討をなしとげた成果が盛られている． 

F．時宜を得た主題について，新しい知見と見解を示している． 

 

3）速報性：内容の完成度や緻密さよりもむしろ，早期に発表することに何らかの価値があること．たとえば，以下に示すよ

うな事項に該当する場合は速報性があると評価する． 

A．災害に関する緊急の調査結果を報告している． 

B． 開始目前もしくは進行中のプロジェクトについて，重要な問題を提起している． 

C． 極めて重大な学術的・技術的成果を含んでおり，その発表を早めることが社会に大きく貢献すると判断される． 

D． 時宜を得た主題について，早急に必要とされる新しい知見と見解を示している． 

 

4）信頼度：内容に重大な誤りが無く，また読者から見ても信用の置けるものであること．次のような点についても留意し

て評価する． 

A．重要な文献が漏れなく引用され，公平に評価されている． 

B．従来からの技術や研究成果との比較や評価がなされ，適正な結論が導かれている． 

C．実験や解析の条件が明確に記述されている． 

 

5）完成度：内容が簡潔，明瞭に記述されていること．本論の展開が読者に理解できるように記述されているか評価する．た

だし，著しい厳密さ，正確さ，完璧さ，格調の高さ等は必要としない．次のような点についても留意して評価する． 

A．全体の構成が適切である． 

B．目的と結果が明確である． 

C．既往の研究・技術との関連性が明確である． 

D．文章表現が適切である． 

E．図・表がわかり易く作られている． 
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F．全体的に冗長になっていない． 

G．図・表等の数が適切である． 

 

6）学際性：土砂災害は，危険度評価や予知・予測法，対策工などにおいて砂防，地盤，地形・地質，河川，水文・気象など

様々な分野に関連する．従って，手法やアプローチなどが多分野にまたがる研究などは学際性があるものとして評価する． 

 

7）防災事業の推進に対する有用性の有無：今後土砂災害対策を行う上で非常に有用と判断されるものである．たとえば，

防災計画を策定する上での住民との合意形成に関するもの，防災事業の事業評価に関するもの，被害想定に関するもの，被

害の軽減化技術や危機管理に関するもの，監視，モニタリングを実施していく上での新たな技術に関するものなどは，防災

事業の推進に対して有用性があると評価する． 

 

 論文として投稿された原稿の査読にあたっては，投稿原稿がその分野においていかなる位置づけにあるか，研究，技術成

果の貢献度が大きいか，実用性があり社会への貢献度が高いか等の点について，(1)で述べた項目に照らして客観的に評価

する． 

  

(2) 判定  

 各査読員は(1)での各項の評価と，「学際性」，「防災事業の推進に対する有用性の有無」についても判断基準とし，水準以

上であれば，掲載「可」とし，掲載するほどの内容を含まないと考える場合，および掲載すべきでない場合「否」とする． 

 ただし，(1)で述べた各項の評価のうち，１つでも問題がありと評価されても「否」と判定されるものではない．多少の疑

義，疑問な点があっても技術や実務の発展に寄与する内容があるものは掲載されるように配慮する．特に，速報性について

は十分な配慮と示唆が必要とされる． 

 

以下に示す諸項目は編集委員会が「否」と判断する基準である．  

I．誤り  

A． 理論または考えのプロセスに客観的，本質的な誤りがある． 

B． 計算・データ整理に誤りがある． 

C． 現象の解析にあたり，明らかに不相応な理論を当てはめて論文が構成されている． 

D．都合のよいデータ・文献のみを利用して議論が進められ，明らかに公正でない記述により論文が構成されている． 

E． 修正を要する根本的な指摘事項をあまりにも多く含んでいる． 

 

II．既発表  

F．明らかに既発表とみなされる． 

G． 連載形式で論文が構成されており独立した論文，報告と認めがたい． 

H．他人の研究・技術成果をあたかも本人の成果のごとく記述して論文の基本が構成されている． 

 

III．レベルが低い  

I．通説が述べられているだけで新しい知見がまったくない． 

J．多少の有用な資料は含んでいても論文にするほどの価値は全く見られない． 

K．論文，報告にするには明らかに研究・技術的検討等がある段階まで進展していない． 

L．着想が悪く，当然の結果しか得られていない． 

M．研究・技術内容が単に他の分野で行われている方法の模倣で，全く意義を持たない． 

 

IV．内容全体・方針  

N．政策的な意図，あるいは宣伝の意図がきわめて強い． 
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O．きわめて片寄った先入観にとらわれ原稿全体が独断的に記述されている． 

P．理論的または実証的な論文，あるいは事実に基づいた報告でなく，単なる主観が述べられているに過ぎない． 

Q．私的な興味による色彩がきわめて強く，論文集に掲載するには問題が多い． 

R．本シンポジウムとしての本来の方針，目的に一致していない． 

 

3.4 登載の条件  

査読は3名の編集委員によって行う．その内，1名の委員を主査とする． 

登載可否の判定は，その３名の査読員による全文査読結果に基づき，査読員２名以上が「可」であれば，原則としてこの

投稿原稿は登載可とする．その際，主査が，査読結果の取りまとめを行い，修正意見があれば，修正依頼を著者に対して行

う．修正意見に対して著者が十分な回答を行ったかどうかは，主査が判断する．回答が十分でないと判断した場合は，登載

を取り消す．  

 

3.5 修正意見  

査読員は論文の内容にかかわる修正意見を述べることができる．原稿の内容についての責任はすべて著者がもつものであ

ることを念頭におき，修正意見を述べるものとする．  

 

3.6 修正意見についての注意  

(1) 新たな計算や実験を追加させることは極力避けるものとする．  

(2) 査読員の主観的な意見や好みを主張して原稿の構成を大幅に変えることを要求したり，投稿者が査読員と見解を異にす

る点について修正を要求することは避けるものとする．  

(3) 査読は，投稿者に対し研究を指導する立場にないことを留意すべきである．ただし，明らかに査読員の意見，指摘によ

って原稿の内容が向上すると思われる場合には，その点を述べてもよい．  

 

3.7 招待論文，特別講演論文，基調講演論文，および緊急災害報告についての取り扱い 

招待論文，特別講演論文，基調講演論文および緊急災害報告は，掲載を前提として査読を行い，必要に応じて修正依頼を

することができるものとする． 

 

４．査読の範囲  

 査読員は次の事柄については考慮しなくてもよい．  

(1) 簡単に分からない数式，計算の内容 

(2) 用いた資料の良否  

   （2004年 6月14日制定）  

（2005年12月15日改正）  

（2007年11月29日改正） 

（2009年12月 9日改正） 

（2011年12月27日改正） 

（2013年12月 2日改正） 

（2015年12月17日改正） 

（2019年11月28日改正） 
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1. INTRODUCTION  
 

Landslide hazard management of hill roads is 
critically needed in India due to its severe natural 
conditions1). Among such hazards, gradual sinking of 
hill roads is one of the major problems in India 
especially in the Himalayas, where hill roads run 
through steep hill slopes. Landslides may be blamed 
for the sinking but, if “landslide” means repeated 
mass movement on gentle slope with landslide clay 
on slip surface, it may not be charged for most cases 
of the sinking in the Himalayas. 

 

 
 
 
 
 
 
 

Figure 1  Gravitational Deformation and Sinking of Hill Road 
in Uttarkhand, India2) 

 
In a technical cooperation project in India funded 

by JICA, Capacity Development Project on 
Highways in Mountainous Regions, we proposed 
gravitational deformation be blamed for many 
sinking sections in the Himalayas2), as shown in 
Figure 1. Gravitational deformation often involves 
slope failures and rock fall at its toe and flanks as the 
deformation proceeds. 

In this paper, we estimate rates of sinking at road 
by gravitational deformation. 
 
2. GRAVITATIONAL DEFORMATION 
 

Gravitational deformation, or creep deformation, 
of steep hill slope has been well studied in Europe. 
Crosta summarized various studies relating to deep 
seated gravitational deformation3). In Japan, deep-
seated catastrophic landslides were triggered by 
Typhoon 12 Talas in 2011, which highlighted 
gravitational deformation as a precursor of such 
disasters4). After the typhoon, studies of gravitational 
deformation have been extensively conducted. 
 
(1) Difference between Landslide with Clay on 

Slip Surface and Gravitational Deformation 
Table 1 shows difference between gravitational 

deformation and landslide with clay on slip surface. 
 

Table 1 Landslide with Clay on Slip Surface and Gravitational 
Deformation2)   

Item Landslide with Clay 
on Slip Surface 

Gravitational 
Deformation 

Slope Gentle slope 
<= 30 degrees 

Steep slope 
30 degrees <= 

Boundary 
between moving 
& stable parts 

Slip surfaces with 
thin sheared zone of 
landslide clay, 

Loosened zone of 
fractured bedrock 

Thickness of the 
boundary 

Several ten 
centimeters. 

Several meters. 

Movement mode Slide on slip surface Creep deformation of 
loosened zones 

Groundwater 
involved 

Pore water pressure 
on slip surface 

Pressured fissure 
water 

Proceedings of the 10th Symposium on Sediment-Related Disasters, September, 2020 
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Deformation 

Road 

Road 
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In this paper, the word “landslide with clay on slip 
surface” means repeated mass movement on gentle 
slopes with landslide clay on slip surface. Such 
landslides also cause sinking of roads in hilly regions.  
 
(2) Topographic and Geological Features 

Gravitational deformation often shows particular 
topographic features on the slope where it lies. Such 
features are well studied so far. Gianfranco organized 
geomorphological features of gravitational 
deformation in Italian Alps, which focuses uphill 
facing scarp on the shoulder and bulging at the toe of 
the slope5).  

 
 

Figure 2 Development of Gravitational deformation2) 
 

Gravitational deformation also involves loosened 
zones of fractured bedrock, where bedrock creep 
proceeds with toppling at the shoulder and buckling 
at the middle and toe as shown in Figure 2. The 
loosened zones often form water passage for fissure 
water. At the toe of slopes where loosened zones 
appear to the surface, groundwater spring / seepage 
are often observed. 
 
(3) Mechanism of Gravitational Deformation & 

Sinking of Hill Roads 
Gianfranco reported slow and continuous sagging 

and bulging of valley slope profile due to 
gravitational deformation5), which supports the 
sinking of hill roads due to the same. At bulging, 
however, hill roads may be uplifted instead.  

Gravitational deformation often starts from 
relaxation of hill slope due to unloading or stress 
relief. Along with relaxation, facilitated by fractured 
zones of bedrock, loosened zones develop 
underground mainly parallel with slope surface as 
well as at the flanks of deformation blocks. In 
loosened zones, bedrock creep proceeds slowly but 
steadily and downward deformation of a block 
follows, which results in sinking of hill loads2). In 
several decades, sinking of hill roads by gravitational 
deformation may reach a height of several tens 
meters, such as shown in Figure 2. 

 
(4) Gravitational Deformation to Deep-seated 

Landslide  

Gravitational deformation is considered as a 
precursor of a deep-seated catastrophic landslide6)7). 
The mechanism of causing a deep-seated catastrophic 
landslide is still being discussed, however. 

Triggering a deep-seated catastrophic landslide 
may require strong force to destabilize large parts of 
a bedrock slope. Figure 3 shows a possible process of 
generating pressured fissure water strong enough to 
cause such landslide2): 

 
 

Figure 3 Possible Mechanism of Deep-seated Landslide2) 
 
a) The lower water table formed by fissure water 

behind a gravitational deformation slope is 
independent from the upper one, which may lie 
in upper slope far behind the lower one. 

b) Due to abundant provision of water to the fissure 
in upper slope by substantial rainfall, a fissure 
water passage connects the upper and lower 
water tables. Then the head of the upper affects 
the lower.  

c) The head of the lower water table at the toe of 
the slope drastically surges, up to the head of the 
upper one less resistance loss.  

d) A deep-seated catastrophic landslide is triggered 
by such strong water pressure. 

 
 
 
 

Figure 4 Peculiar Hole with Groundwater at the toe of slope 
 
In India, along hill roads in the Himalayas, deep-

seated landslides / collapse involving bed rock are 
often observed with devastating damage to roads. A 
massive rock collapse in 2015 at a section of Kulu - 
Manali Highway (NH21) supports the proposed 
process in Figure 3. As shown in Figure 4, a large 
peculiar hole with ground water spring was observed 

1.2m 
Debris 
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at the toe of the rock slope, which corresponds to the 
plane of rupture of the rock collapse. The large hole 
at the toe is thought to be made by the strong water 
pressure triggered by the connection of the upper and 
lower water tables behind the slope when the collapse 
occurred. 

Kosugi suggested effects of water tables in the 
ridge of hill slope to those at the toe8), which is 
favorable to the aforementioned proposed process. 
 
3. PAGLAJHORA SINKING ZONE 
 

National Highway NH55 in West Bengal in India 
connects Darjeeling, the famous tourist destination, 
to Siliguri, the major town of the strategic Siliguri 
Corridor. From Sukna to Kurseong, NH55 climbs up 
a height of around 1,400 meters within a stretch of 40 
km. A famous sinking zone of Paglajhora lies before 
Kurseong.  

 
 

Figure 5 Deep-seated Landslide and Road Sinking in Paglajhora 
 
The activities of Paglajhora Sinking Zone have 

decade’s long history. Sujit Mandal summarized 
comprehensive review of the zone, in which 
subsidence of roads were reported 9). 

Paglajhora Sinking Zone includes a trace of a 
massive catastrophic deep-seated landslide and road 
sinking sections. Through a study in February 2020, 
8 road sinking sections were confirmed as shown in 
Figure 5. 

 
(1) Geological Condition 

Geology of the Indian Himalayas is composed of 4 
geological zones stretching east and west, among 
which Greater Himalayan Sequence underlies 
Paglajhora Sinking Zone. Greater Himalayan 
Sequence is composed of highly metamorphic rock 
of gneiss, migmatite, and quartzite10).  

The slopes in Paglajhora Sinking Zone are very 
steep with average gradients of 60 ~70 degrees9). 

(2) Map Reading 
Aerial photo reading is an effective way for 

detecting topographic features relating to landslides. 
Aerial photos are, however, difficult to obtain in India. 
In the project, instead, map reading was performed to 
detect such topographic features, with contour maps 
generated by a GIS with spacial information obtained 
by satellites, as explained in Table 2. 

 
Table 2 Contour Map Preparation  

Item Description 
GIS QGIS Ver.2.18 
Satellite Image 
Data 

DEMs from ”ALOS World 3D-30m (AW3D30)” 
provided from JAXA, Japan Aerospace 
Exploration Agency 

 
Through map reading, blocks of gravitational 

deformation are interpreted by extracting 
topographic features of the deformation2). Figure 6 
shows a result of map reading for the site. The 8 road 
sinking sections in Figure 5 correspond to the 
gravitational deformation blocks interpreted through 
map reading.  

 
 
 
 

Figure 6 Map Reading of Paglajhora Sinking Zone 
 
(3) Deep-seated Landslide 

The massive deep-seated landslide occurred in the 
rainy season in 2010, which further developed in 
2011 by Sikkim earthquake9). The Sikkim earthquake 
totally demolished NH55 and the rail track of 
Darjeeling Himalayan Railway (DHR) including 
their foundations.  

After a long repairing period, NH55 and DHR 
opened again in 2015~16, crossing the trace of the 
deep-seated landslide. 

Interestingly, a peculiar hole similar to that of 
Figure 4 was reported at the trace of the deep-seated 
landslide11). It is thought to be made by the strong 
water pressure explained in Figure 3 as well. 

At the trace of the deep-seated landslide, 
gravitational deformation is developing in the form 
of three layers with bending and sinking of NH55 and 
the railway track of DHR at the boundaries among 
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rainy season in 2010, which further developed in 
2011 by Sikkim earthquake9). The Sikkim earthquake 
totally demolished NH55 and the rail track of 
Darjeeling Himalayan Railway (DHR) including 
their foundations.  

After a long repairing period, NH55 and DHR 
opened again in 2015~16, crossing the trace of the 
deep-seated landslide. 

Interestingly, a peculiar hole similar to that of 
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landslide11). It is thought to be made by the strong 
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the layers. 
Figure 7 2) explains the deformation in three layers. 

Bending and sinking of NH55 and the railway track 
of DHR have been observed as shown in Figure 8 2).  
 

 
Figure 7 Gravitational Deformation in Layered Structure 2) 

 
 

Figure 8 Deep-seated Landslide (Left) and Bending and Sinking 
of Highway and Railway Track (Right) in 2017 2) 

 
(4) Road Sinking Sections 

In the monsoon season in 2010, along with the 
deep-seated landslide, damage to NH55 occurred at 
several locations 9).  
 

 

Figure 9 Road Sinking at RS1 in 2009 9) 
 

Before the deep-seated landslide in 2010, the road 
sinking at RS1 was recorded as 1.03 meters in 2009, 
as shown in Figure 9 9). Sujit Mandal reported other 
records of sinking as 6 ~ 8 meters, 1.42 meters, and 
0.95 meters/year, the exact locations of which are, 
however, unclear 9). 

 

(5) Typical Form of Road Sinking  
A typical form of road sinking in Paglajhora 

Sinking Zone is explained in Figure 10. 
 

 

Figure 10 Typical Form of Road Sinking in Paglajhora (no scale) 
 

A sinking section often has transition sections on 
both sides at the boundaries with neighboring stable 
sections. Sometimes it is found only on one side. By 
comparing the map reading result in Figure 6 and the 
actual site conditions, it is understood that the 
transition sections correspond to the loosened zones 
at flanks of the gravitational deformation blocks.  

In Paglajhora Sinking Zone, the railway track of 
DHR is often filled up to keep its vertical gradient 
gentler than the steepest limit for operation, whereas 
that of NH55 often remains unchanged as long as 
vehicles can run over the transition sections.  
 
4. SINKING RATE AT ROAD  
 
(1) Gravitational Deformation at Deep-seated 

Landslide 
At the gravitational deformation at the deep-seated 

landslide in Paglajhora, photographs of sinking at the 
fixed location are available, which enable us to 
estimate the rough rate of road sinking.  

The photos in 2016 are shown in Figure 11.  
 

 

Figure 11 Photos in May (Left) and August (Right) in 2016 
 
The photos in Figure 12 are in 2018 and 2020.  
 

 

Figure 12 February 2018 (Left) and February 2020 (Right) 
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The photo in May 2016 in Figure 11 is right after 
the reopening of NH55 and DHR and that in August 
2016 is during the first monsoon after the reopening. 

 
 

Figure 13 Raised Railway Track of DHR (H=20cm) 
 
By comparing the photos in 2016, 2018, and 2020, 

development of sinking is well understood, 
especially by the deformation of the retaining wall 
placed on hill side along the railway track.  

As shown in Figure 13, the foundation of the 
railway track was found partially broken in February 
2020, through which abandoned railway track was 
found. The raised height is 20cm. From the situation, 
the abandoned track should be the one in the 
reopening in 2016 and the raised one should be laid 
before February 2018. The minimum rate of sinking 
is, therefore, estimated as 10 cm / year or more.  

On the other hand, by comparing the photos in 
2018 and 2020 in Figure 12, focusing on the top lines 
of the retaining wall indicated by the white lines, the 
rate of sinking in two years is roughly estimated as 
around 10 cm /year or more. Thus rough rates of 
sinking at Paglajhora deep-seated landslide may be 
around 10 cm / year or more.  

 
(2) Road Sinking Section RS1  

RS1 has a typical transition section where vertical 
alignment of NH55 drastically changes. 

 
 

Figure 14 Transition Section of RS1 (2020) 
 

At the transition section, as the downward 
movement of gravitational deformation proceeds, 
horizontal alignment of NH55 is also pushed to 
valley side, as shown in Figure 14. 

At RS1, as shown in Figure 15, an abandoned road 
was found on the valley side, which connects to the 
current NH55 at the boundary with the stable section, 
as shown in Figure 14 on the right. 

By comparing the photos in 2020 in Figure 15 with 
that in 2009 in Figure 9, rough estimation of a rate of 

road sinking is possible. From Figure 15, the height 
between the railway track of DHR and old NH55 is 
estimated to be around 2.7 meters. (The man in the 
photo is 180cm tall). The difference between the 
stable and sinking section in Figure 9 is roughly 1.0 
meters. Thus the amount of sinking from 2009 to 
2020 is around 1.7 m, which leads an estimated 
sinking rate of around 15 cm / year. 

 
 

Figure 15 Height Difference between Old and New NH55 (2020) 
 

(3) Road Sinking Section RS4 
At RS4, at least 2 layers of abandoned roads were 

found along the current NH55 as shown in Figure 16. 
 

 

Figure 16 Abandoned Road of NH55 at RS4 
 

The height from the lowest abandoned road to the 
current NH55 is around 3.6 meters. Unfortunately, 
we have no certain data when the lowest road started 
sinking. The volume of sinking estimated from the 
abandoned road is of noteworthy, however. 

 
 

Figure 17 Transition Section on East End of RS4 
 

Similar to the volume of sinking, as shown in 
Figure 17, the height difference at the transition 
section on the east end is also large. Cracks on the 
retaining wall along the road are often observed, 
along with horizontal deformation toward valley side.  

 
5. Discussion  
 

The estimated rates of sinking at hill road sections 
in Paglajhora are 10 cm/year or more and 15 cm/year. 
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At RS1, as shown in Figure 15, an abandoned road 
was found on the valley side, which connects to the 
current NH55 at the boundary with the stable section, 
as shown in Figure 14 on the right. 

By comparing the photos in 2020 in Figure 15 with 
that in 2009 in Figure 9, rough estimation of a rate of 

road sinking is possible. From Figure 15, the height 
between the railway track of DHR and old NH55 is 
estimated to be around 2.7 meters. (The man in the 
photo is 180cm tall). The difference between the 
stable and sinking section in Figure 9 is roughly 1.0 
meters. Thus the amount of sinking from 2009 to 
2020 is around 1.7 m, which leads an estimated 
sinking rate of around 15 cm / year. 

 
 

Figure 15 Height Difference between Old and New NH55 (2020) 
 

(3) Road Sinking Section RS4 
At RS4, at least 2 layers of abandoned roads were 

found along the current NH55 as shown in Figure 16. 
 

 

Figure 16 Abandoned Road of NH55 at RS4 
 

The height from the lowest abandoned road to the 
current NH55 is around 3.6 meters. Unfortunately, 
we have no certain data when the lowest road started 
sinking. The volume of sinking estimated from the 
abandoned road is of noteworthy, however. 

 
 

Figure 17 Transition Section on East End of RS4 
 

Similar to the volume of sinking, as shown in 
Figure 17, the height difference at the transition 
section on the east end is also large. Cracks on the 
retaining wall along the road are often observed, 
along with horizontal deformation toward valley side.  

 
5. Discussion  
 

The estimated rates of sinking at hill road sections 
in Paglajhora are 10 cm/year or more and 15 cm/year. 
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These estimation may be considered as an average 
value through a period of several years. An actual rate 
of sinking may vary between monsoon and dry 
seasons, through which precipitation and 
groundwater conditions should vary. Further study is 
needed to understand behaviour of road sinking over 
seasons and its relation with amounts of precipitation 
or groundwater conditions.  

In addition, the proposed mechanism of road 
sinking caused by gravitational deformation requires 
verification through further studies. In the project, the 
following surveys are planned in a similar 
gravitational deformation site:  

▪ Core boring 
▪ Subsurface displacement / groundwater / rainfall 

monitoring 
▪ Resistivity survey in rainy and dry seasons 
▪ Slope stability analysis 

Based on the results from the above listed, the 
mechanism of sinking will be reviewed and 
appropriate countermeasures against sinking of hill 
road will be proposed.  

The estimated sinking rates need to be reviewed 
with more records of sinking. Considering the fact 
that NH55 has kept its service after the reopening in 
2016, however, the rate of road sinking should fall in 
the range which enable the road authority to maintain 
NH55 with daily maintenance works, such as filling 
crack, partial repaving, and easing displacement at 
transition sections. The estimated sinking rates of 10 
cm/year or more and 15 cm/year fall in such range.  
 
6. Conclusion  
 

Through the studies at Paglajhora Sinking Zone in 
Darjeeling Himalaya in India, the following findings 
are understood or confirmed: 

▪ Along the hill road running through steep 
hills/mountains, road sinking is often caused by 
gravitational deformation of bedrock.  

▪ Road sinking by gravitational deformation often 
has a transition section which lies between sinking 
and stable sections. 

▪ Transition section corresponds to the flank of 
gravitational deformation block, where loosened 
zones develop underground. 

▪ The estimated rates of sinking at road sections in 
Paglajhora Sinking Zone are 10 cm/year or more 
and 15 cm/year.  

▪ The maximum road sinking confirmed in the 
study in February 2020 by comparing the 
abundant and current NH55 is around 3.6 meters. 

ACKNOWLEDGMENT: We wish to thank the 
opportunities of surveys given by JICA and Ministry 
of Road Transport and Highway of the Government 
of India.  
 
REFERENCES 
1) Kumar, K., Prasad, P.S., Kathait, A., Negi, I.S., Mathur, S.: 

Landslide Hazard Management on Mountainous Highways – 
A Critical Need, 12th Esri India User Conference, 2011 
https://www.esri.in/~/media/esri-
india/files/pdfs/events/uc2011/papers/DM_UCP0053.pdf. 

2) Kawamura, Y., Mayumi, T.: Sinking of hill road and 
gravitational deformation, a study in South Asia and 
experience for Vietnam, Proc. of International Conference 
GEOTEC HANOI 2019, pp.937-944, 2019. 

3) Crosta, G.: Landslide, Spreading, Deep Seated Gravitational 
Deformation: Analysis, Examples, Problems and Proposals, 
Geografia fisica e dinamica quaternaria, 19, pp.297-313, 1996. 

4) Chigira, M., Matsushi, Y., Tsou, C., Y., Hiraishi, N., 
Matsuzawa, M., Matsuura, S.: Deep-seated Catastrophic 
Landslide Induced by Typhoon 1112 (Talas), Annuals of 
Disaster Prevention Research Institute of Kyoto University 
55(A), pp.193-211, 2012. 

5) Fioraso, G.: Impact of Massive Deep-seated Rock Slope 
Failures on Mountain Valley Morphology in the Northern 
Cottian Alps (NW Italy), Journal of Maps, 13(2), pp.575-587, 
2017. 

6) Chigira, M., Wan, W. –N., Furuya, T., Kamai, T.: Geological 
Causes and Geomorphological Precursors of the Tsaoling 
Landslide Triggered by the 1999 Chi-Chi Earthquake, Taiwan, 
Engineering Geology, 68, pp.259-273, 2003. 

7) Chigira, M.: Prediction of Potential Sites of Deep-Seated 
Catastrophic Landslides and Its Future Research, Journal of 
Japan Society of Engineering Geology, 56(5), pp.200-209, 
2015. 

8) Kosugi, K., Sando, Y., Fujimoto, M., Yamakawa, Y., Masaoka, 
N., Mizuyama, T., Hiramatsu, S., Fukuyama, T., Jitousono, T.: 
Analyses of bedrock groundwater levels as a factor of deep 
landslides by using functional models. Journal of Japan Society 
of Erosion Control Engineering, 66(6), pp3-14, 2014. 

9) Sujit M.: A Comprehensive Review on Paglajhora Sinking 
Zone Landslide ㏌  The Shivkhola Watershed of Darjiling 
Himalaya, International Journal of Geology, Earth & 
Environmental Sciences, 2015 Vol. 5 (2) May-August, pp. 156-
170, 2015. 

10) Michael P. Searle, Richard D. Law, Laurent G., Kyle P. 
Larson, Michael J. Streule, John M. Cottle and Micah J. Jessup: 
Defining the Himalayan Main Central Thrust in Nepal. Journal 
of the Geological Society, London, Vol. 165, 2008, pp. 523–
534, 2008. 

11) Sudip K. Bhattachary: The Study of Paglajhora Landslide in 
the Darjeeling Hills, West Bengal, India. Indian Journal of 
Spatial Science, Vol - 4.0 No. 1 Summer Issue 2013 pp. 21 - 27, 
2013. 

 
(Received July 1, 2020) 

 



7
1 

 

  

 

多数の短期・長期降雨指標を用いた平成 年熊本

地震後の土砂移動現象発生時の降雨規模評価

EVALUATION OF RAINFALL SCALE TRIGGERING SEDIMENT MOVEMENTS AFTER THE 2016 
KUMAMOTO EARTHQUAKE USING MULTIPLE SHORT- AND LONG-TERM RAINFALL INDICES 

 
松永 一慶 1・桂 真也 2 

Ikkei MATSUNAGA, Shin’ya KATSURA 
 

1北海道大学大学院農学院 (〒060- 8589北海道札幌市北区北9条西9丁目) E-mail: ikkei404@eis.hokudai.ac.jp 
2北海道大学大学院農学研究院 (〒060-8589 北海道札幌市北区北9条西9丁目) 

 

Key Words: the 2016 Kumamoto earthquake, critical rainfall for warning and evacuation, rainfall after an earthquake, reduction ratio 

 

  

．はじめに

 
大規模な地震が発生すると，地震前よりも小規模な降

雨で斜面崩壊や土石流等の土砂移動現象が発生すること

が知られている 1,2,3)．大規模地震後にこうした土砂移動

現象を発生させた降雨の規模を評価することは，地震後

の警戒避難基準を検討する上で非常に重要である．そこ

で，平成7 年（1995 年）兵庫県南部地震後の神戸市灘区

鶴甲地区に着目した研究 1)や，平成 28年（2016 年）熊本

地震後の南阿蘇村立野・新所地区に着目した解析 2)等が

これまで行われてきた．しかしこれらの既往研究は，限

られた範囲を対象とした局所的な分析にとどまっている．

一方，より広域を対象に，平成 23 年（2011 年）東北地

方太平洋沖地震後の土砂災害警戒情報の発表手順に基づ

く分析 3)も行われているが，ここで用いられる時間雨量

と土壌雨量指数は，ある広がりを持つ地域を対象として

土砂災害の発生の平均的な傾向を捉えるために定められ

た目安の指標であるため，これらの指標のみで検討を行

うのは不十分である．今後も頻発が予想される大規模地

震に対し，地震後降雨による土砂移動現象に対する適切

な警戒避難基準を検討するためには，広域かつ多数の降

雨指標（降雨規模の定量的な評価手法）を用いた分析が

必要と考える． 
以上を背景に，渡邊ら 4)は，熊本県阿蘇地域における

多数の解析雨量メッシュを対象に，熊本地震前後で降雨

による土砂移動現象発生時の時間雨量，実効雨量など多

数の降雨指標値を比較し，地震後は地震前よりも降雨指

標値が小さい降雨イベントで土砂移動現象が発生したこ

とを示した．しかし，渡邊ら 4)は降雨指標ごとの分析に

とどまっている．土砂災害警戒情報が時間雨量と土壌雨

量指数の組み合わせを用いて発表されていることからも

分かるように，土砂移動現象は短期間の降雨と長期間の

降雨の両方の影響を受けて発生するものであり，短期・

長期降雨指標の組み合わせに基づいて地震後の土砂移動

現象発生時の降雨規模を評価するのが望ましいといえる． 
そこで本研究では，熊本地震の影響を受けた阿蘇地域

の複数の解析雨量メッシュを対象として，地震前後の降

雨による土砂移動現象の発生状況を整理した．そして，

土砂災害警戒情報の発表手順に倣って，解析雨量から求

められる多数の短期・長期降雨指標の組み合わせごとに，

地震前の発表基準線（CL）をメッシュごとに設定した．

そのうえで，地震後の土砂移動現象発生時のスネークラ

インが CL を超過するように CL を引き下げた場合の引

き下げ率により，地震後の土砂移動現象発生時の降雨規

模を評価した． 
 

．研究方法

 
対象範囲，対象イベントの整理

研究対象地は熊本地震により強い揺れに見舞われた熊

第 回土砂災害に関するシンポジウム論文集， 年 月
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そのうえで，地震後の土砂移動現象発生時のスネークラ

インが CL を超過するように CL を引き下げた場合の引

き下げ率により，地震後の土砂移動現象発生時の降雨規

模を評価した． 
 

．研究方法

 
対象範囲，対象イベントの整理

研究対象地は熊本地震により強い揺れに見舞われた熊
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本県阿蘇地域である．熊本地震は，熊本県熊本地方を震

源として，平成28 年4月 14日にM=6.5，最大震度7（熊

本県益城町）の前震，16 日にM=7.3，最大震度 7（熊本

県益城町，西原村）の本震が発生した 5)．分析に用いる

解析雨量のデータが存在する昭和63年（1988年）4 月1
日～平成 30年（2018年）12月 31 日に阿蘇地域で発生し

た降雨による土砂移動現象を，多数の文献資料をもとに

整理した．そのうえで，土砂災害警戒情報が対象とする

現象が「土石流」および「集中的に発生するがけ崩れ」

である 6)ことを考慮し，解析雨量5km メッシュ内で 1つ
以上の土石流または 30 箇所以上のがけ崩れ・斜面崩壊

が熊本地震前後で発生したメッシュを抽出した．以上よ

り，図  に示す 4 つのメッシュ A～D を本研究の対象

範囲とした．また，4月16 日の本震の際にはメッシュA
～D では震度 6 弱～6 強が観測されている 5)．これらの

メッシュで土砂移動現象を発生させた降雨イベントは，

地震前は平成24 年7月九州北部豪雨（以下，H24.7），地

震後は地震から 5 日後の平成 28 年 4 月の降雨（以下，

H28.4）と同年6月の降雨（以下，H28.6）である．以下，

本研究で対象とする土砂移動現象を発生させた降雨イベ

ントを「対象イベント」と呼ぶ．各メッシュ・各対象イ

ベントにおける土砂移動現象の分布を図 に示す．メッ

シュA，C，DではH24.7，H28.4，H28.6の全てが対象イ

ベントである一方，メッシュ B では H24.7，H28.6 が対

象イベントであるが，H28.4 は土砂移動現象の発生が確

認できなかったため、対象イベントから除いた．全メッ

シュの最大時間雨量は，H24.7 で83.8～105.7mm，H28.4
で 18.4～23.3mm，H28.6で49.3～105.7mm であった． 
次に，各メッシュ各対象イベントの土砂移動現象の発

生時刻を文献調査により整理した 12)ところ，H24.7 のメ

ッシュAなど5つのメッシュ・対象イベントで発生時刻

が判明した（表 ）．残る 6 つは発生時刻が不明である

が，判明した5 つについて精査したところ，いずれも時

間雨量のピークから2 時間後までの時間帯に発生時刻が

含まれていたことから，発生時刻が不明なメッシュ・対

象イベントについては，表 のように時間雨量のピーク

から2時間後までを発生時刻とした．また，判明してい

る 5つについても，表 に示した発生時刻は，対象イベ

ントによるごく一部の土石流・崩壊について判明したも

のであり，他の土石流・崩壊も含め全てが同時に発生し

ていたとは考えにくいため，発生時刻が判明している 5
つメッシュ・対象イベントにおいても，時間雨量のピー

クから2 時間後までの時間帯を発生時刻とした（表 ）． 
 

解析雨量を用いた各種降雨指標の算出

本研究では，降雨指標として時間雨量，土壌雨量指数，

実効雨量を用いた．時間雨量は毎時00 分を起点として1
時間以内に降った雨量である．土壌雨量指数（以下，SWI
とする）は降水が土壌に浸透・貯留・流出する様子を，

孔の開いた3段のタンクを用いてモデル化したタンクデ

 H24.7 H28.4 H28.6 

A 
7/12 6:00頃

13),14) 
4/21 

12:00~13:007) 
不明 

B 不明  不明 

C 
7/12 6:00頃

13),15),16) 
不明 6/21 2:00頃 9) 

D 不明 不明 6/21 2:00頃 9) 

土砂災害分布 土砂移動現象の

空中写真判読土石流 がけ崩れ

H24.7    

H28.4    

H28.6    

図 本研究の対象範囲

図 各メッシュの土砂移動現象分布図．★は図 の写真撮影

地点を示している．凡例は表 参照．

表 文献調査により整理した各対象イベントの発生時刻

A B 

C D 

表 図 の凡例（メッシュ の は空中写真未判読）
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ルをもとに，各タンクの貯留高の和で定義した指数値で

あり，土砂災害警戒情報等で用いられているのと同様の 
方法で計算した．実効雨量は過去に降った雨量の影響を

時間と共に減少させて計算した雨量であり，本研究では

半減期を 1.5h,3h,6h,24h,48h,72h,120h の 7 種類設定した．

以降，実効雨量を表記する場合は半減期のみ（たとえば

半減期 24h の実効雨量なら 24h）とする．これらの降雨

指標を解析雨量データを用いてメッシュごとに 31 年間

分算出した． 
  

発表基準線（ ）の作成

土砂災害警戒情報に倣って発表基準線（CL）を設定す

るにあたっては，縦軸を短時間の降雨の評価に適してい

る短期降雨指標，横軸を長期間の降雨の評価に適してい

る長期降雨指標に設定する必要があるため，本研究では

時間雨量と1.5h～6h を短期降雨指標とし，SWI と24h～
120h を長期降雨指標とした．これより，短期と長期の降

雨指標の組み合わせを全部で 20 通り設定することがで

きる．これらすべての組み合わせに対し，地震前のCL を

メッシュごとに設定した．設定は「連携案」6)に準じて以

下のように行った． 
まず，長期降雨指標（横軸）の下限値を設定する．下

限値とは，土砂災害が発生する可能性の低い夕立のよう

な降雨時のスネークラインが CL を超過するのを防ぐた

めに設けるもので，下限値以下は土砂災害非発生領域と

する（図 ）．本研究での下限値は，地震前まで（昭和63
年 4月1 日 1:00 ～ 平成28年 4月13 日 23:00）の対象

イベント以外のスネークラインを見ながら，長期降雨指

標ごとに全メッシュ共通で表 のように設定した． 
次に，ある降雨指標の組み合わせに対し，地震前まで 

の短期・長期降雨指標のデータをRBFN プログラム（CL
検討支援ツール）に入力することで，図 のような20本
の曲線（等RBFN線）を描くことができる．図 のよう

に地震前までの対象イベント以外のスネークラインとこ

れら 20 本の曲線を重ねた際に，下限値を超える対象イ

ベント以外のスネークラインが全て超過しない曲線のう

ち，最も原点に近いもの （図 の太線）をCLの曲線部

として採用する． 
最後に，この曲線と下限値の直線を合わせることで，

土砂災害の発生・非発生領域の境界線となるCLとする． 
なお，本研究における地震前の対象イベントは H24.7

のみであったが，平成 2年7月 2日に熊本県一の宮町で

土砂災害が発生した 17)際の一連の降雨（以下，H2.7とす

る）についても，いずれのメッシュ，指標の組み合わせ

においてもH24.7 と同程度にスネークラインが大きく跳

ね上がる結果となり，H24.7 とあわせたこの 2 つの降雨

イベントのスネークラインが他の全ての降雨イベントと

比べて際立っていた．H2.7による対象メッシュ内での土

砂移動現象の発生は確認できなかったが，スネークライ

ンから土砂移動現象発生に足る降雨だったと判断し，地

震前のCLの設定にはH2.7も対象イベントとして取り扱

った．こうして設定したCLのうち，時間雨量とSWIの
組み合わせについて，熊本県が現在運用している土砂災

害警戒情報で用いている CL（熊本県の web サイトで公

開）と比較したところ，ほぼ一致していたため，本研究

におけるCLの設定手法は妥当と判断した． 
 

の引き下げ率に着目した地震後の土砂移動現象

発生時の降雨規模の評価

土砂災害警戒情報では，大規模な地震が発生した場合，

横軸の土壌雨量指数を震度 5 強で地震前の 2 割，震度 6
弱以上で 3割引き下げる運用が行われている．本研究で

は，それに倣って 0.5 割刻みで横軸方向に引き下げ，地

震後の対象イベント発生時刻のスネークラインが CL を

超過する最小の割合を「引き下げ率」として短期・長期

の降雨指標の全組み合わせ，全メッシュに対して地震後

の対象イベントごとに設定し，引き下げ率により地震後

の土砂移動現象発生時の降雨規模を評価した．以下，こ

うして引き下げを行ったCLを「地震後CL」とする． 
 

結果
SWI 24h 48h 72h 120h 
200 200 250 300 350 

 H24.7 H28.4 H28.6 

A 
7/12 

6:00~8:00 
4/21 

11:00~13:00 
6/23 

0:00~2:00 

B 
7/12 

6:00~8:00 
 6/21 

0:00~2:00 

C 
7/12 

5:00~7:00 
4/21 

11:00~13:00 
6/21 

0:00~2:00 

D 
7/12 

5:00~7:00 
4/21 

13:00~15:00 
6/21 

0:00~2:00 

図 作成の概念図．青色の折線は地震前までの対象イベン

ト以外のスネークラインを示している．

表 長期降雨指標ごとの下限値（ ）

表 本研究で設定した各対象イベントの発生時刻 
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におけるCLの設定手法は妥当と判断した． 
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土砂災害警戒情報では，大規模な地震が発生した場合，
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メッシュC の現行の組み合わせ（時間雨量と土壌雨量 
指数）における地震後 CL を図-4 に示す．この図より引

き下げ率はH28.4 に対しては9 割であり，現行の基準（震

度 6弱以上で3 割）でも捕捉し切れないほどの極めて小

規模な降雨であったことが分かる．一方H28.6 に対して

は 1割であり， H28.4 よりは大規模な降雨であったこと

が分かる．

短期・長期降雨指標の各組み合わせにおける引き下げ

率をメッシュごとに表 ～ にまとめた．メッシュC に

おけるH28.4 の引き下げ率（表 ）は，いずれの降

雨指標の組み合わせにおいても9～9.5割という結果とな

り，どのような降雨指標の組み合わせで見ても極めて小

規模な降雨で土砂移動現象が発生していたと言える．一

方，H28.6 に対しての引き下げ率は組み合わせにより0～
5.5 割とばらつきがみられたが，いずれの組み合わせにお

いてもH28.4 の引き下げ率を下回る結果となった．これ

らの結果はメッシュA，D でも同様であり，また，メッ

シュBにおいてもH28.6の引き下げ率は他のメッシュと

同様のばらつき具合であった． 
 

4. 考察

 
地震 日後に小規模な降雨（ ）で土砂移動現象

が発生した理由

本研究の結果から，熊本地震発生5日後に地震前と比

べて引き下げ率6.5～9.5割と極めて小規模な降雨（H28.4）
で土砂移動現象が発生していたことが示された．大規模

地震後は地震前よりも小規模な降雨（引き下げ率2～5割）

で土砂移動現象が発生することは熊本地震以前から報告

されている 1,3)が，H28.4 はそれ以上に小規模な降雨であ

ったことが分かった．その理由として以下の 2点が考え

られる． 
1 点目は地震により生じた亀裂の影響である．本研究

で対象とした範囲では，熊本地震の影響で斜面崩壊や地

すべりの周辺の斜面において火山灰性表層土中に亀裂が

発生していたことが報告されている 7,8)．平松ら 18,19)は，

モデル斜面による検討から，亀裂が存在する斜面の下流

部では，降雨により地下水深が著しく上昇し，亀裂を設 

a：H28.4 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 7.5 8 8.5 8.5 8.5 

1.5h 6.5 8 8.5 8.5 8.5 
3h 7.5 8.5 8.5 8.5 8.5 
6h 7.5 8.5 8.5 8.5 8.5 

b：H28.6 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 0 0 0.5 2 3 

1.5h 0 0 0 0.5 2.5 
3h 0 0 1 1.5 2 
6h 1.5 2 3 3.5 4 

a：H28.4 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 8 9 9 9 9 

1.5h 8.5 9.5 9 9.5 9 
3h 8.5 9 9.5 9.5 9 
6h 8.5 9 9.5 9.5 9 

b, H28.6 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 2.5 2.5 3 3.5 4 

1.5h 2.5 4.5 3.5 3.5 4 
3h 3 3 3.5 3.5 4.5 
6h 3 3.5 3.5 3.5 4 

H28.6 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 4 4.5 5.5 6 6.5 

1.5h 3.5 4.5 5.5 6 6.5 
3h 4 4.5 5.5 6 6.5 
6h 4.5 4.5 5.5 5.5 6.5 

a：H28.4 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 9 9.5 9.5 9.5 9.5 

1.5h 9 9.5 9.5 9.5 9.5 
3h 9 9.5 9.5 9.5 9.5 
6h 9 9.5 9.5 9.5 9.5 

b：H28.6 SWI 24h 48h 72h 120h 
時間雨量 1 1.5 3 3.5 4.5 

1.5h 0 0 1 0 0 
3h 1.5 2.5 3.5 4 4 
6h 2.5 4 4.5 4.5 5.5 

表 メッシュ の と に対する引き下げ

率（割）

表 メッシュ の に対する引き下げ率（割）

表 メッシュ の と に対する引き下げ

率（割）

表 メッシュ の と に対する引き下げ

率（割）

図 メッシュ の現行の組み合わせ（時間雨量と土壌雨

量指数）における地震後 ，および発生時のスネー

クライン． に対しては橙色， に対しては

緑色で示しており，黒の曲線は地震前の である．
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けなかった場合と比較して斜面の安全率の低下度合いが

大きくなることを確認した．本研究で対象とした阿蘇地

域では，熊本地震により亀裂が無数に生じていたことが

報告されており 7,8)，筆者らの地震直後の現地調査でもそ

れを確認している（図 ）．川尻らは，亀裂を有する模型

盛土への散水実験 20,21)から，大きな加震によって亀裂が

多く発生したケース，および人工亀裂の本数を多く設定

したケースほど，散水時の模型盛土内水位の上昇が顕著

であることを示した．以上から，熊本地震により生じた

無数の亀裂により，H28.4 のような小規模な降雨でも地

下水位が著しく上昇し，崩壊に至ったことが考えられる．

2 点目は地震動による土質強度の低下である．鳥居ら 22)

は一面せん断試験および繰返し三軸圧縮試験を行い，地

震動により土粒子間の骨格構造が破壊されて粘着力が低

下し，土壌のせん断強度が低下することを示した．降雨

による飽和度上昇に伴う見かけの粘着力も低下すること

を示しているが，ここに先述の亀裂の発生が加わった場

合，飽和度上昇速度がさらに上がり，土壌のせん断強度

低下を助長すると考えられる．また，阿蘇地域で H28.4
により崩壊が発生した斜面の構成材料の一つに，黒ボク・

ロームなどの火山灰性堆積物があったことが報告されて

いる 7,8)が，久保田ら 23)は，阿蘇カルデラ壁に分布してい

る黒ボク土は，他の非火山性土壌と比較して地震動によ

る内部摩擦角と粘着力の低下が顕著であり，斜面安全率

も大きく低下することを示している．また稲垣・平松 24)

も，北海道胆振東部地方に分布する火山性土壌の粘着力

が地震動により 81％も低下することを一面せん断試験

により示した．以上から，阿蘇地域に広く分布する火山

性土壌の土質強度が地震動により著しく低下したことに

より，H28.4 のような極めて小規模な降雨でも崩壊に至

ったことが考えられる． 
 

土砂移動現象を発生させる降雨規模が地震後 か月

間で増大した理由

H28.4 から H28.6 までの約 2 か月の間に，土砂移動現

象を発生させる降雨規模はいずれのメッシュ，指標の組

み合わせにおいても大きくなっていた．このような結果

となった理由として，以下の 2 点が挙げられる．1 点目

は，降雨による亀裂の癒着である．川尻ら 21)は，亀裂を

有する模型盛土への繰り返し散水試験を行い，亀裂の癒

着により雨水が浸透しにくくなり，盛土水位の上昇速度

が減少することを確認した．阿蘇地域では H28.4 から

H28.6 の間にも対象イベントではない降雨イベントが複

数回発生している．これにより，熊本地震により生じた

亀裂が癒着するなど斜面の浸透特性が変化し，土壌の水

位上昇速度が減少していたことが推測される．2点目は，

地震により低下した土質強度の回復である．中村ら25)は，

地震動を与えたことにより低下した試験用供試体の土質

強度が，時間経過とともに回復傾向を示し，斜面安全率

は 2～3ヵ月で完全回復することを示した．これより，熊

本地震から約2 ヵ月の間に，土壌の土質強度がある程度

回復していたことが推測される．  
 

5. まとめ

 
本研究では，熊本地震の影響を受けた阿蘇地域の複数

の解析雨量メッシュを対象に，多数の短期・長期降雨指

標の組み合わせごとに地震後の CL の引き下げ率を整理

することで，地震後に土砂移動現象を発生させた降雨イ

ベントの規模を評価した．以下に得られた結論を述べる． 
1) 阿蘇地域では，どのような指標の組み合わせで見ても，

地震発生直後（地震から 5 日後）には引き下げ率 6.5～
9.5 割の極めて小規模な降雨で土砂移動現象が発生して

いた．これは，地震による無数の亀裂の発生および研究

対象地域に分布する火山性土壌の土質強度の顕著な低下

に起因すると考えられた． 
2) 地震から 2 か月後に土砂移動現象を発生させた降雨

の規模は，地震直後と比べて大きくなっていた。これは，

度重なる降雨イベントによる亀裂の癒着や，地震により

低下した土質強度が2 か月の間で回復傾向にあったこと

が原因と考えられた． 
今後は，地震直後に極めて小規模な降雨で土砂移動現

象が発生する地域の抽出方法や、亀裂や土質強度の低下

の影響が持続・低減していく期間について，熊本地震以

外の事例も踏まえながらさらに検討を加える必要がある． 
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1．はじめに

深層崩壊による被害を軽減するためには，崩壊が

発生する場所と規模を予測し，事前対策を検討する

必要がある．これまでの研究により，深層崩壊発生

斜面の周辺には特徴的な微地形・地質的構造が見ら

れること 1) ，崩壊前の斜面には重力変形が生じてい

る場合があること 2) ，崩壊斜面は深層の地下水が集

中する地下構造があること 3) などが明らかになって

おり，深層崩壊発生前の地盤の特徴を整理し，崩壊

が発生する危険度を評価する手法が検討されている．

このうち，深層の地下水が集中する地下構造を持

った斜面を抽出する手法の検討では，渓流縦断方向

の渓流水の電気伝導度（EC）を測定して地下水が集

中している流域や斜面を抽出する手法の検討 4) ，岩

盤クリープ斜面から湧出する EC の高い湧水と河川

の EC の経時的な相対変化を明らかにする検討 5) な

どにより，比較的に簡便で広域調査に適した地表水

の EC 測定を用いた調査手法が検討されている．

さらに田中ら（2019）6) は，深層崩壊が発生する

おそれのある斜面として重力変形斜面に着目し，岩

盤に発達する亀裂や破砕状況による溶出イオンの溶

出特性の違いを分析し，EC の高い湧水の起源となる

地下水の水質が形成されるメカニズムの 1 つとして，

岩盤の変形や脈状鉱物の溶脱による開口亀裂の形成

と地下水へのイオン溶出過程を推定した．

ここで，溶脱の進行には，溶媒となる EC の低い

地下水を供給する降雨が関係していることが推察さ

れ，危険度の評価に係る岩盤の強度低下の推定に降

水量や斜面湧水の水質を指標とできる可能性がある

が，どのような地下水水質変化をする斜面の危険度

が高いのかなど不明な点が多い．そこで本研究では，

田中ら（2019）6) の検討対象である奈良県赤谷西地

区の地中変位の速度が異なる 2 箇所の重力変形斜面

において，降雨に対する地下水変動などの応答の比

較を行った．まずは重力変形と地下水が集中する水

文地質構造との関係性を分析するため，地形解析と，

調査ボーリングによる重力変形斜面の背後斜面の地

下水分布調査を行った．次に，重力変形と降雨に伴

う岩盤内地下水の水位変動・水質変化の関係性を明

らかにするため，降雨期を含めた地中変位観測，地

下水位観測，地下水の水質観測を実施した．

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月
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2．調査地の概要

平成 23 年に発生した深層崩壊箇所（赤谷地区）

の西側に抽出されている重力変形斜面（赤谷西地区）

を対象とした（図-1）．いずれの斜面でも，斜面上方

の尾根には，重力変形により生じたと考えられる幅

約 10 m の線状凹地が存在する．当該地域に分布す

る四万十帯日高層群美山層は，主に頁岩優勢砂岩頁

岩互層，頁岩，砂岩からなり，チャート，緑色岩，

酸性凝灰岩を伴っている．地層の走向は，東西方向

および東北東-西南西方向で，傾斜は 40～60 °北落

ちが卓越している．概ね斜面と平行した地質構造を

有し，北向き斜面では流れ盤となっている．

赤谷西 1 は，主に頁岩優勢の砂岩頁岩互層が分布

し，破砕岩 7) と開口亀裂が Ak-1 地点で深度 80.0 m
付近，Ak-3 地点で深度 90.0 m 付近，Ak-4 地点で深

度 52.5 m 付近まで確認されている 6) ．地下水位は，

Ak-1 地点で深度 77 m 付近，Ak-3 地点で深度 90 m
以深（調査深度までで水位が確認されない），Ak-4 地

点で深度 46 m 付近に確認されている．また地中変

位は，Ak-1 地点で深度 78.75 m ，Ak-3 地点で深度

84.75 m を下端とし 0.6 mm / 年程度が観測されてい

る 8) ．

赤谷西 2 は，主に砂岩優勢の砂岩頁岩互層が分布

し，破砕岩 7) と開口亀裂が Ak-5 地点で深度 80.2 m
付近 9) ，Ak-7 地点で深度 82.3 m 付近まで確認され

ている 10) ．地下水位は，Ak-5 地点で深度 69 m 付

近，Ak-7 地点では深度 47 m 付近の水位と，深度 54
～70 m 付近で深度 45 m 程度の水位が 2 層確認され

ている．また地中変位は，Ak-5 地点で深度 67.75 m
を下端とし 1.1 mm / 年程度が観測されている 8) ．

３．調査手法

(1) 重力変形と水文地質構造との関係性を分析する

手法

上記の通り，地中変位が異なる 2 斜面の水文的特

徴を把握するため，それぞれの地下水の集水域とな

っていると考えられる領域を抽出した．通常の地形

を基にした集水域を求める手法では，検討対象の 2
斜面は尾根に囲まれた領域が集水域となる．一方で，

過去の深層崩壊発生箇所において，透水性の高い地

質構造により集水域外からの地下水が崩壊箇所に流

入したと考えれられる事例 例えば 11) があることから，

重力変形斜面の地下水の集水域を推定するには岩盤

内の水文構造も考慮する必要がある．そこで，トン

ネル湧水の流出範囲と湧水量を推定する方法 12) を

参考に，地形および岩盤の分布状況から斜面ごとの

地下水の集水域を概略的に推定した．

その上で，重力変形斜面の地下水の集水域と考え

られる地点 Ak-9（図-1）で調査ボーリング（深度 90
m，孔径 86 mm）を実施し，重力変形斜面に地下水

を供給しうる岩盤性状かどうかを確認した．ボーリ

ングコアを用いて地質，風化，破砕状況等の岩盤性

状を確認し，ボアホールカメラ（応用地質㈱製，深

度方向の分解能 0.5 mm，円周方向の分解能 360 px）
で得られた孔壁画像で地中での亀裂の開口状況を確

認した．また地下水分布状況の調査は，削孔中の孔

内水位を毎日の作業前後で測定し，試錐日報解析に

よる水理地質の鉛直分布の調査 13) を行った．

(2) 重力変形と降雨に伴う岩盤内地下水の水位変

動・水質変化の関係性を分析する手法

(1) の分析も踏まえ，降雨に伴う地中変位や地下

水の変化を把握するため，図-1 に示す地点での観測

孔を用い，2019 年 1 月から 2020 年 5 月まで以下の

観測を行った．

地中変位は，それぞれの地点に埋設したガイド管

の変形を挿入式孔内傾斜計（応用地質㈱製デジタル

Q ティルト）で測定し，2019 年 1 月を初期値とし

深度 0.5 m 区間ごとの変位を 1～3 ヶ月間隔で観測

した．

地下水位変動は，上下に遮水構造を設けた区間水

位の観測孔を用いて，水圧式水位センサ（㈱オサシ・

テクノス製 DS-1）により 1 時間間隔で観測した．地

点ごとの観測深度は，Ak-1：72～78 m，Ak-4：32～
46 m，Ak-5：64～74 m，Ak-7：46～47 m ，56～70 m，

図-1 調査対象位置図
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Ak-9：75～85 m である．このうち，Ak-4 の観測深

度は渓流床より 40 m ほど深く，地下水は渓流の影

響も受けている可能性がある．

地下水の水質変化は，2019 年 8 月 7 日より，地下

水位観測孔の Ak-5，Ak-7 の 2 深度で，水温，EC を

1 時間間隔で観測した．

４．重力変形と水文地質構造との関係性の分析

結果

(1) 岩盤内地下水の集水域の推定

地形と現地状況から推定した，斜面ごとの地下水

集水域を図-2(a)に示す．観測された地下水位までト

ンネルに等しい透水層が存在すると仮定し，水文学

的考察 12) で算出した推定地下水面（図-2 (b),(c)）

のうち，地質学的考察 12) により渓流に向かう推定地

下水面より低くなる範囲を集水域として推定した．

その結果，図-2(a)に示す通り，赤谷西 1 に比べ，

地中変位の速度が速い赤谷西 2 の方が地下水の集水

域が広かった．ただし，高橋（1965）12) が指摘して

いる通り，断層などが地下水流動に不連続性を与え

ている場合があるため，実際は調査で確認されてい

ない地質構造の影響が含まれる可能性がある．

(2) 重力変形斜面の地下水の集水域の岩盤性状

赤谷西 2 の地下水の集水域と考えられる背後斜面

の地点 Ak-9（図-2 (a)）において，調査ボーリング

を実施し，岩盤性状を確認した．その結果，Ak-9 地

点では砂岩主体の砂岩頁岩互層が分布し，深度 72.3
～74.8 m 付近，深度 81.0～82.2 m 付近に破砕部が認

められ，深度 85.5m 付近まで開口亀裂が分布してい

た（図-3）．また岩盤内の裂罅水とみられる地下水層

が少なくとも 3 層存在することを確認した（図-4）．

これらのことから，赤谷西 2 の岩盤内地下水への

集水域と推定される Ak-9 地点においては，岩盤内

に破砕部や開口亀裂，およびそれらの間隙に保持さ

れた地下水層が分布することが確認された．ただし，

実際に地下水の集水域で確認された地下水層から重

力変形斜面内へ地下水が供給されているかどうかは，

岩盤の透水性を調査した上での解析や，地下水流動
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の実測などの手法で評価する必要がある．

５．重力変形と降雨に伴う水位変動・水質変化

の関係性の分析結果

(1) 観測期間中の降雨

観測地点（赤谷地区：赤谷西地区から 2km 以内）

では，観測期間内（2019 年 1 月～2020 年 5 月）にお

いて，最大累積雨量 410 mm （2019 年 8 月 13～16
日）の降雨が観測された．

(2) 地中変位の観測結果

観測期間内（2019 年 1 月～2020 年 5 月）におい

て，それぞれ変形領域下端付近の地中変位速度は，

赤谷西 1 は 0.6 mm / 年程度（Ak-1 地点，深度 78～
79 m），赤谷西 2 は 1.6 mm / 年程度（Ak-7 地点，深

度 47～54.5 m），であった（図-5）．これまでの観測

結果 8) と同様に，赤谷西 2 の方が地中変位の速度が

速く，また累積雨量 410 mm の降雨を含む期間にお

いては一時的に加速する傾向が確認された．

(3) 地下水位の観測結果

観測期間内（2019 年 1 月～2020 年 5 月）におい

て，いずれの斜面も，降雨に伴う水位上昇と，その

後 1 週間程度での水位低下の変動が観測された（図

-6）．水位上昇はいずれも累積雨量 410 mm の降雨に

伴うものが最大で，赤谷西 1 では Ak-1 地点で 6.3
m ，Ak-4 地点で 5.1 m の水位上昇が，赤谷西 2 で

は Ak-5 地点で 0.8 m ，Ak-7 地点で 14.7 m ，9.2 m
の水位上昇が観測された．赤谷西 2 の方が降雨に対

する最大の水位上昇が大きい傾向が確認された．

また，赤谷西 2の地中変位が加速した累積雨量 410
mm の降雨の前後では，渓流水の影響がある Ak-4 を

除き，赤谷西 2（Ak-7）の地下水位の方が，赤谷西 1
（Ak-1）よりも降雨後の水位低下が緩やかであった

（図-7）．さらに Ak-7 地点では，深度 56～70 m の

地下水位の方がその傾向は顕著であった．

図-3 Ak-9 地点の調査ボーリング結果
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(4) 地下水の水質変動の観測結果

降雨に対する地中変位と地下水位の応答が強い赤

谷西 2 の Ak-7 地点の深度 46～47 m ，56～70 m で

水質を連続観測した結果，累積雨量 410 mm の降雨

後に EC が上昇する傾向が観測された（図-8）．EC の

変化は，深度 46～47 m で最大約 4 μS / cm の上昇，

深度 56～70 m で最大約 12 μS / cm の上昇であっ

た．また深度 56～70 m の方は，EC のピークが概ね

地下水位のピークと同時期であった．

降雨を起源とする水質変化であれば，西岡ら（2016）
5) により斜面の湧水で確認された通り EC は低くな

ると考えられる。累積雨量 50～150 mm 程度の降雨

では深度 46～47 m でも一時的な低下が確認される

ものの，累積雨量 410 mm の降雨に限り逆の傾向で

あった．赤谷西 2 斜面の地下水より高い標高で，こ

のような EC の変化をもたらす高 EC の水は確認さ

れていないため，地下に存在する未確認の高 EC 地

下水の流入が考えられる．高 EC 地下水の起源とし

ては，鉱泉など溶存物質の多い地下水や，田中ら

（2019）6) で推定される破砕や開口亀裂が発達した

イオン溶出が進行している領域の地下水などが想定

される．それらが，累積雨量 400 mm を超える降雨

に伴った水位上昇による水圧の変化で流動する過程
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が観測された可能性があるが，詳細は不明である．

６．考察とまとめ

分析の結果，以下の点が明らかになった．

・赤谷西地区の重力変形斜面において，より地中変

位の速度が速い赤谷西 2 の方が，岩盤内地下水の

集水域が広い可能性がある．

・地下水の集水域と考えられる Ak-9 地点では，破砕

部や開口亀裂が深度 85 m 付近まで分布し，また

地下水層が複数存在し，重力変形斜面に地下水を

供給するポテンシャルがある岩盤性状であると考

えられる．

・赤谷西 2 の方が，降雨に伴う地中変位の加速傾向

が顕著であった．

・赤谷西 2 の方が，降雨に伴う水位上昇の程度が大

きく，また降雨後の水位低下が緩やかな傾向が認

められた．

・赤谷西 2 では，観測期間中においては累積雨量 410
mm の降雨と水位上昇にのみ伴って，降雨後の EC
上昇が認められた．

これらの結果から，赤谷西地区においては，地中

変位の速度が速い方の斜面が，岩盤内地下水の集水

域が広く，そのため降雨に伴う岩盤内地下水への供

給量が多く地下水位が上昇し，また水位上昇の影響

も残り易く，地中変位速度も加速する傾向があると

いう関係性が示唆された．また，重力変形斜面の地

下水流動経路には高 EC の地下水が存在し，一定以

上の降水量にのみ流動（流下）している可能性が考

えられる．

これらを活用し，机上や地表での調査により崩壊

が発生する危険度を評価する手法として，地下水の

集水域に着目した地形判読と，湧水の水質観測で，

降雨に伴い地中変位が進みやすい斜面を抽出する方

法が考えられるが，水ミチとなる断層の評価方法や，

降雨に伴う地下水と湧水の挙動の違いに不明確な点

が残り，評価手法として確立するためにはこの点を

明らかにする必要がある．

今後は，岩盤内地下水の流動経路や水質形成のプ

ロセスを明らかにするため，トレーサー試験，水質

分析を行うとともに，他地域での適用性を検討する．
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1．はじめに 

吉村ら 1)と上野ら 2)の報告では,γ線探査で同じ外

力条件（降雨・地震）に対して斜面の崩壊，切土工

事に伴うのり面の崩壊箇所を調査し，類似する条件

の中でなぜそこが崩壊したのかに着目して，崩壊地

に断裂構造が影響をしていることを確認した．また，

崩壊箇所を主断裂・共役断裂で取り囲むエリアに地

下水が流入することによって山腹のゆるみが進行し，

地震時には地盤の揺れが異なることによって崩壊に

至る可能性について考察している．主な事例として，

山腹のゆるみが進行して崩壊した事例として 2018

年 4 月に発生した耶馬渓金 ののり面崩壊（以下，

耶馬渓崩壊）があげられ 3)，地震動によって崩壊し

た事例としては 2016 年 4 月に熊本地震による県道

149 号補強土壁の崩壊があげられる 4)．  

2018年 7月の台風 7号後の前線活動発達による豪

雨によって宮崎県小林市北部に位置する県道の斜面

崩壊が発生した．この崩壊の原因を把握する目的で

γ線探査を実施した．その結果崩壊地内およびその

周辺に主断裂・共役断裂で構成される断裂構造の存

在を確認した．本論文では，これまでの崩壊事例の

特徴を説明し，小林市の崩壊原因について考察した． 

2．断裂を検出するγ線探査 

岩石や鉱物中にはわずかであるが天然放射性同位

元素が含まれ，ウラン系列元素（239U），トリウム系

列元素（232Th）が主要なものである．これらの放射

性元素は崩壊過程で，ウラン系列では 226Ra，214Bi，
214Pb から，トリウム系列ではタリウム（208Tl）から

γ線が放出される．カリウム（40K）は崩壊系列を作

らず，電子捕獲によりアルゴン（40Ar）に壊変する

過程でγ線を放出する．地殻変動に伴う破断・変形・

変質を受けた地質体（断裂帯，変質帯）では，その

作用によって物質（地盤，岩盤）の磁性が変化し，

γ線強度異常が生じると考えられる 5）．γ線探査は，

地質体から放出されるγ線をシンチレーションカウ

ンターで検出し，その強度（放射線の数）を計測す

る方法である．計測方法としては全計数法を用いた．

測定機器は，アロカ社製γ線用シンチレーションサ

ーベイメータ TCS-172B である（図-1）．測定はセン

サー部を地盤に密着させ 10 秒おきに 5 回読取り，そ

の平均値を測定値とした．放射線の測定単位は，Sv/h

である．各地質体は固有値を呈し，その標準偏差は

0.2～0.5×10-2μSv/h が主で平均値±（0.5～1×10-2

μSv/h）の範囲で測定値のバラツキが認められる．

断裂においては，固有値の範囲外の値を呈すること

から，これをγ線強度異常値とした 6）．γ線強度異

常値が出現した地点では 10cm 間隔で測定しγ線強

度異常値区間を詳細に求めた．この測定法で異常値

区間境界点（点）を求め，測線より 50cm～1m シフ

トさせて同様に境界点（点）を 10cm オーダーで求

め，点と点を結んだ方向を断裂帯の走向とした．

走向に直交するγ線強度異常値区間を断裂幅と定義 
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図-1 測定機器 

図-2 γ線探査で検出した断裂幅 

した（図-2）．γ線測定結果図は縦軸にγ線強度，横

軸に測定点の位置を示し，断裂部の測定値の記号は

塗りつぶして示した．

3．熊本地震による補強土壁崩壊地の特徴 

2016 年 4 月に熊本地震が発生し，補強土壁が部分

的に崩壊した．補強土壁は連続的な構造物であるが，

崩壊箇所と残存箇所が隣り合っており，これに作用

した地震動による外力が局所的に大きく異なったも

のと推察された（図-3）．崩壊土砂の撤去および地山 

の切土施工時に，補強土壁付近には共役断裂が検出 

された（図-4）．崩壊区間の中心部にある断裂で分断

された区間が，地震動によって射出的な崩壊をした

と考えられる（図-5）．断層付近の地震動の振幅特性

として，断層と直交する方向に地震動が卓越する可

能性が高いと考えられている 7）． 

4. 耶馬渓金吉の斜面崩壊の特徴 

2018 年 4 月 11 日に発生した耶馬渓崩壊は，主断

裂・共役断裂の他に中央部に規模が大きい断裂が認 

図-4 基礎掘削時に認められた共役断裂 

図-5 断裂分布と崩壊区間の対応

図-6 耶馬渓崩壊の断裂分布 図-3 崩壊部と非崩壊残存部が隣接した補強土壁
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められた（図-6）．中央部の断裂の表層部は凹地形を

呈し，古期崖錐が堆積している．その下方の移動土

塊は，崩積土中に溶結凝灰岩の大転石を多量に含ん

でおり，また凝灰角礫岩（不動層）との境界付近で

は湧水が見られた 8).移動土塊中央部に規模が大き

い断裂が分布することから，この断裂付近の浸食に

よって中央部分に深い谷が形成され崩積土や岩屑が

堆積し，次に側方崖付近の共役断裂付近の浸食によ

って「地形の逆転」9)が生じ，谷底が尾根になり埋

没谷が形成された可能性が高い（図-7）． 

図-7 埋没谷の形成（文献 10）に加筆） 

5.小林市北部の斜面崩壊特性 

(1) 崩壊箇所周辺の地形と地質 

崩壊箇所は，宮崎県小林市北部に位置する斜面で

ある．西方の西俣山（917m）を最高点とし，概ね標

高 600m～850m の急峻な山岳地形からなる．周辺地域

の山地を形成する主要な尾根は北西－南東方向に延

びる．崩壊が発生した箇所の上部尾根には特徴的な

鞍部が見られ，北西－南東方向に延びる断層に規制

された崩壊の可能性がある．明瞭な地すべり地形は

認められず，「地すべり地形分布図」（防災科学技術

研究所発行）にも地すべり地形は抽出されていない． 

崩壊箇所周辺の地質は，新生代古第三紀始新世~ 

漸新世の日向層群からなる．同層群は「四万十帯の

付加コンプレックス」と定義され，主に砂岩，泥岩，

砂岩泥岩互層および乱雑層から構成される（図-8）．  

(2) 崩壊の概要と地盤変動

 2018年 7月 9日の台風 7号豪雨により斜面が崩壊

した（図-9）．2019 年 9 月末から孔内傾斜計や水位

計の計器観測，また，同年 11 月より地表伸縮計の計

測が実施されている．計測位置は図-18 に後掲する． 

図-9 崩壊箇所全景 

地表伸縮計の観測中には降雨はほとんど見られな

かったが，地すべり頭部に設置した地盤伸縮計 S-1

では図-10に示すように 2020 年 2年 2月初めより変

位が顕著になっている． 

図-10 地表面伸縮計変動図（S-1）

(3) 渇水期に認められた地すべり変動

図-11 は孔内傾斜計(B-2)は災害復旧工事時（2019

年 10 月 6 日）に地すべりと思われる孔内傾斜計の変

位を確認した．その後 2 月初めから変位速度が

0.028mm/日から 0.19mm/日と約 7 倍に増している．

この変動状況は，地表伸縮計 S-1 と同様である．こ

れらの地すべり変動は観測中には降雨はほとんど見

られなかった期間であり，ボーリング孔内の地下水

位に顕著な変動は認められない（図-12）．2020 年 2

月初めから顕著になった地盤変動は，その直前に崩

壊箇所付近で地震（2020年 1 月 30日 19時 55分頃， 

斜面崩壊地

海成層泥岩

泥岩砂岩互層 

海成層砂岩 

図-8 調査地周辺の地質(産総研地質調査総合センタ 

ー地質図に加筆) 



22

図-11 孔内傾斜計変動図（B-2） 

図-12 孔内水位変動図（2019 年 9 月～2020 年 5 月） 

熊本県天草・芦北地方，M4.0，深さ約 10km，図-13）

が発生している．被災地付近でも震度 1が観測され，

これ以前には近辺では震度 3 以上が観測された有感

地震が見られないことから，この地震動が崩壊箇所

の不安定な地盤に変位速度を加速させたトリガーに

なった可能性が推察される． 

(4) γ線探査結果と山腹ゆるみ形成の考察 

崩壊箇所付近に NE および NW 方向の断裂が推定さ

れたため，崩壊に関わる断裂分布を定量的に把握す

る目的で，断裂の分布（走向）・規模（断裂幅）を把

握する調査手法であるγ線探査を実施した．A 測線

は尾根に設定し（後述図-16 参照），測線長は 180m，

測点間隔は 3m である．γ線測定結果図は，図-14 に

示すとおりであり，縦軸にはγ線強度（×10-2μ

SV/h），横軸には測点（ｍ）を示した．γ線強度分布

から分布地質を反映している測定値を破線で囲んで

いる．同図から A 測線上に 5 箇所の断裂が検出され

た．また，当該地の地質は砂質頁岩および泥岩であ

る，各地質体のγ線強度を表-1にまとめた．これよ

り地質の分布を断裂とともに示すと図-15 のように

推察される． 

図-14 γ線測定結果（A測線） 

表-1 A 測線に分布する地質のγ線強度 

             単位：×10-2μSv/h 

図-15 γ線強度による砂質頁岩・泥岩の分布（A測線）

図-13 2020 年 1 月 30 日の震央と崩壊箇所 

(気象協会 HP に加筆)

崩壊箇所
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A 測線上で検出された断裂を表-2 に，断裂分布を

図-16 に示した．すなわち，γ線の異常値の分布か

ら，断裂幅は 2.3m から 5.6m であった．断裂①，③，

④，⑤の方向は N52°E~N60°E, また，断裂②は 

N50°W であり，共役の関係である．図-17 に現場に

おいて断裂②（主断裂）と断裂④（中央部断裂）の

断裂幅と断裂方向を決定する状況を示した.

表-2 A 測線のγ線異常値区間と断裂の規模・方向 

小林市北部の斜面崩壊は，泥岩分布域で発生して

おり（図-15），図-18 に示すように中央部に規模の

大きい断裂④（断裂幅 5.6m）が位置し，崩壊地形を

取り巻くように共役断裂（断裂③，断裂⑤）が分布

することが認められた．このような崩壊形態は 4．

の耶馬渓崩壊と同様である．

(5) 主断裂・共役断裂と地下水の影響

 耶馬渓崩壊と小林北部地区の崩壊の形態から，主

断裂は滑落崖を，共役断裂は側方崖を形成している

と考えられる．また，主断裂と共役断裂の交差部で

は図-1911)に示すように湧水が認められる場合があ

る．断裂交差部では透水性が高く，地下水および物

質の重要な移行経路となることが報告されている 12)．

これは，「地すべり地では滑落崖・側方崖に地下水流

路が形成され“地下水包蔵体”13)と称されている」

ことと調和的である． 

図-19 主断裂と共役断裂の交差部にみられる湧水 11)

以上の事象を「斜面崩壊構造」として図-20 にま

とめた．小林市北部の崩壊では，崩壊箇所を主断裂・

共役断裂で取り囲むエリアに地下水が流入すること

によって移動土塊が生じ，渇水期においても地震動 

図-16 A 測線設定と断裂分布

図-17 γ線探査による断裂の設定状況 

         断裂②（上図）と断裂④（下図）

図-18 崩壊箇所と各断裂の位置関係



24

図-20 斜面崩壊構造における地下水の影響 

がトリガーとなって「山腹のゆるみ」が発生し，地

すべり変動が活発化する現象が推定される． 

６．まとめ 

斜面・のり面，道路構造物の崩壊の地質的素因と

して主断裂・共役断裂からなる断裂構造や地下水包

蔵体の存在，誘因として豪雨や地震があげられる．

熊本地震による補強土壁崩壊や耶馬渓斜面の崩壊を

事例として紹介した．これらの事例では，斜面崩壊

箇所の尾根部においてγ線探査を実施し，断裂分布

を調べた結果，主断裂は滑落崖を共役断裂は側方崖

を形成し，移動土塊を形成している． 

小林市北部の崩壊では，崩壊箇所を主断裂・共役

断裂で取り囲むエリアに地下水が流入することによ

って移動土塊が生じ，渇水期においても地震動がト

リガーとなって「山腹のゆるみ」が発生し，地すべ

り変動が活発化する現象が推定された． 

 羽田野 14)は，崩壊性地形は他の外力による地形に

比べると，単位個体としての独立性が強く，これは，

その地形をつくりだした崩壊性変動が場所的にも時

間的にも不連続性の著しい現象だ，と指摘している．

大八木 15)は，一つの地すべりは周囲の斜面からすべ

り面等の不連続面によって分離した地形，独立した

構造体として「地すべり構造」という概念を提唱し

ている． 

これらの視点を得るには，本論文の事例で示した

ように不連続面としての幅 2m 前後の小規模断裂の

存在を検出できるγ線探査法が有効である．崩壊危

険斜面を抽出する手法としては，地表の変位をとら

えることによる「山腹のゆるみ」を面的かつ広域的

に把握する技術（例えば「SAR 干渉解析」16）など）

と断裂構造の存在の影響を組み合わせる方法を今後

の課題と位置付けている． 
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1. INTRODUCTION 
 

Landslides frequently occurred in Kyushu area 
caused by heavy rainfall. The physical properties of 
sliding layer and surrounding layers on tephra and 
tuff breccia-andesite in landslide have not been 
observed. Istiyanti et al.1) explained that the 
characteristics of sliding layer and surrounding layers 
on tephra materials on Aso volcanic mountains. 
Heavy rainfall on July 2012 triggered numerous 
landslides throughout the month in Aso volcanic 
mountain area. The sliding layers on tephra had the 
highest plasticity index and fine fraction content1). 
Furthermore, the low average soil hardness indicated 
the location of the sliding layer in tephra materials1). 

Rainfall induced landslides also frequently 
occurred on the area that consist of tuff breccia-
andesite. On July 2017, heavy rainfall triggered 
several landslides in Fukuoka and Oita Prefecture. 
Many landslides occurred in the area consist of tuff 
breccia-andesite. Therefore, this research aimed to 
compare the characteristics on sliding layer and 
surrounding layers between tephra and tuff breccia-
andesite of landslides caused by heavy rainfall. 

More than 50% of fine fraction content were 
contained on the sliding layer2). Moreover, the origin 
of a soil cohesion can be reflected by particle size 
distribution. Using the Atterberg limits, we can also 
classify the cohesion of soils, identification, 

description, and basis for preliminary assessment of 
their mechanical properties3).  
 
2. RESEARCH AREA 
 

Four locations of the landslide were selected as the 
research area (Fig. 1), two landslides were located at 
Aso volcanic mountains area and the other landslides 
were located at Oita prefecture. Landslides on Aso 
volcanic mountains area were located at Takadake 
area which occurred on July 12th, 2012 when a 
cumulative rainfall of 508 mm4) triggered numerous 
landslides throughout the month. The landslides 
called Takadake 1 and Takadake 2 in this study which 
had the distance between these landslides around 600 
m. Takadake 1 is located at 32° 53’ 54.06” N, 131° 7’ 
33.47” E with landslide dimensions of 34 m in length 
and 10 m in width. Furthermore, Takadake 2 is 
located at 32° 54’ 7.81” N, 131° 7’ 17.77” E with 
landslide dimensions of 18 m in length and 39 m in 
width. These shallow landslides occurred on 
sediment covered slopes consisting of alternating 
layers of tephra and “kuroboku” (humus andosols)5). 
The soil materials in the Takadake area consist of 
tephra layers formed by volcanic activities. 

The other landslides were called Ohtsuru and Ono 
landslides which had the distance between these 
landslides around 3,300 m. Heavy rainfall on July 5th, 
2017 triggered several landslides in Fukuoka and 
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Oita Prefecture. The total rainfall on that day was 336 
mm4) and induced landslide at Ohtsuru. The next day 
after heavy rainfall on July 6th, 2017, Ono landslide 
was occurred and total rainfall was 66.5 mm4). 
Ohtsuru landslide is located nearby Yanase, Hita City 
at 33° 23’ 6.16” N, 130° 54’ 0.53” E. Furthermore, 
Ono landslide is located nearby Ono river, Hita City 
in Joguyama Mountain (645 m), 33° 23’ 23.53” N, 
130° 56’ 7.25” E. That landslides consist of two types 
of soil material; tuff breccia and andesite. 
 

3. RESEARCH METHODS 
 

The methods in this study were field observation 
and laboratory tests. Soil stratigraphic analysis and 
soil hardness measurements were observed on the 
field. The stratigraphy analyses in each landslide 
were observed by scraping the surface to expose the 
soil layers. Afterwards, characteristics of soil layers 
were identified, such as depth and soil hardness value 
of soil layers. The soil hardness value was measured 
using the Yamanaka-type soil hardness meter. In this 
study, the soil hardness values on each sub-layer at 
Takadake 1, Ohtsuru, and Ono and on several sub-
layers at Takadake 2 were measured. Unfortunately, 
because of the condition in the field, the depth of soil 
layers on Ono landslide were not able to be identified.  

Disturbed samples were collected from the center 
of each soil layer to observe the characteristics of soil 
in laboratory tests using particle size distribution (JIS 

A1204, 2009 cited in JGS 2015)6) and liquid limit and 
plastic limit tests (JIS A1205, 2009 cited in JGS 
2015)6). The mass on disturbed samples for particle 
size distribution was 115 g and that for liquid limit 
and plastic limit tests were 230 g using sample less 
than 425 μm6). However, tuff breccia from Ohtsuru 
landslide was not able to be observed at particle size 
distribution because of the condition on material. 

 

4. RESULTS AND DISCUSSIONS 
 
(1) Soil hardness and soil stratigraphy 

Kuroboku and scoria layers from Takadake 1 and 
Takadake 2 landslides will be observed in this study. 
Takadake 1 has two kuroboku layers with two scoria 
layers, which both layers are located on scoria layers 
(N1 kuroboku is located on the N2 scoria and N3-4 
kuroboku is located on OJS scoria). Furthermore, 
Takadake 2 has three kuroboku layers with two scoria 
layers: N1 kuroboku and N2 kuroboku are located on 
the N2 scoria layer and N3-4 kuroboku is located on 
the OJS scoria layer. N3-4 kuroboku layer at 
Takadake landslides is divided into two sub-layers, 
N3-4 kuroboku upper part (N3-4 kuroboku (U)) and 
N3-4 kuroboku lower part (N3-4 kuroboku (L)). 

The values of soil hardness and soil stratigraphy 
are shown in Fig. 2. Dissimilarity in soil hardness is 
observed between kuroboku and scoria layers1). The 
soil hardness in Takadake 1 shows N2 scoria has the 
highest soil hardness value (average = 18.5 mm) and 

Location of 
observation  

Location of 
observation  

Road  

a. Takadake 1 landslide occurred on July 12th, 2012 b.   Takadake 2 landslide occurred on July 12th, 2012 

c.    Ohtsuru landslide occurred on July 5th, 2017 d. Ono landslide occurred on July 6th, 2017 

Fig.1 Landslides in this study (Photos taken on October 2016  
(Takadake landslides) and December 2017 (Ono and Ohtsuru)).  
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N3-4 kuroboku has the lowest soil hardness value 
(average = 14.5 mm)1). However, the soil hardness 
value in Takadake 2 shows OJS scoria has the highest 
value (average = 23.9 mm) and N3-4 kuroboku has 
the lowest value (average = 18.1 mm)1). The sliding 
layers from field observation in Takadake landslides 
were located at N3-4 kuroboku (L) which have the 
low average soil hardness. 

Ohtsuru and Ono landslides consist of tuff breccia 
and andesite which erupted around the Neogene 
period (7 Ma to 1.7 Ma)7). The sliding layers from 
field observation in that landslides were located at the 
boundary layer between tuff breccia and the upper 
layer. The sliding layer in Ohtsuru landslide was 
located at the boundary between tuff breccia and 
weathered andesite, and in Ono landslide was located 
at the boundary between tuff breccia and weathered 
tuff breccia. 

Highly weathered andesite, weathered andesite, 
and tuff breccia from Ohtsuru landslide were 
observed in this study. The soil hardness in Ohtsuru 

landslide shows tuff breccia has the highest soil 
hardness value8) (average = 22.0 mm) and weathered 
andesite has the lowest soil hardness value (average 
= 12.7 mm). The sliding layer from field observation 
in Ohtsuru landslide was located at the boundary 
between tuff breccia and weathered andesite which 
have the obviously different of soil hardness between 
those layers. 

The materials in Ono landslide are divided into 
three soil layers; weathered andesite, weathered tuff 
breccia, and tuff breccia layer. The soil hardness 
shows tuff breccia has the highest soil hardness 
value8) (average = 31.1 mm) and weathered tuff 
breccia has the lowest soil hardness value (average = 
20.7 mm). The sliding layer from field observation in 
Ono landslide was located at the boundary between 
tuff breccia and weathered tuff breccia which have 
the obviously different of soil hardness between those 
layers. 

 
 

Fig.2 Soil stratigraphy on the field and soil hardness measurements values (y-axis is 
depth of soil layer (cm) and x-axis is soil hardness (mm)). Black dotted lines indicated 

location of sliding layer by field observation.  
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N3-4 kuroboku has the lowest soil hardness value 
(average = 14.5 mm)1). However, the soil hardness 
value in Takadake 2 shows OJS scoria has the highest 
value (average = 23.9 mm) and N3-4 kuroboku has 
the lowest value (average = 18.1 mm)1). The sliding 
layers from field observation in Takadake landslides 
were located at N3-4 kuroboku (L) which have the 
low average soil hardness. 

Ohtsuru and Ono landslides consist of tuff breccia 
and andesite which erupted around the Neogene 
period (7 Ma to 1.7 Ma)7). The sliding layers from 
field observation in that landslides were located at the 
boundary layer between tuff breccia and the upper 
layer. The sliding layer in Ohtsuru landslide was 
located at the boundary between tuff breccia and 
weathered andesite, and in Ono landslide was located 
at the boundary between tuff breccia and weathered 
tuff breccia. 

Highly weathered andesite, weathered andesite, 
and tuff breccia from Ohtsuru landslide were 
observed in this study. The soil hardness in Ohtsuru 

landslide shows tuff breccia has the highest soil 
hardness value8) (average = 22.0 mm) and weathered 
andesite has the lowest soil hardness value (average 
= 12.7 mm). The sliding layer from field observation 
in Ohtsuru landslide was located at the boundary 
between tuff breccia and weathered andesite which 
have the obviously different of soil hardness between 
those layers. 

The materials in Ono landslide are divided into 
three soil layers; weathered andesite, weathered tuff 
breccia, and tuff breccia layer. The soil hardness 
shows tuff breccia has the highest soil hardness 
value8) (average = 31.1 mm) and weathered tuff 
breccia has the lowest soil hardness value (average = 
20.7 mm). The sliding layer from field observation in 
Ono landslide was located at the boundary between 
tuff breccia and weathered tuff breccia which have 
the obviously different of soil hardness between those 
layers. 

 
 

Fig.2 Soil stratigraphy on the field and soil hardness measurements values (y-axis is 
depth of soil layer (cm) and x-axis is soil hardness (mm)). Black dotted lines indicated 

location of sliding layer by field observation.  
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(2) Fine fraction content 
Soil materials in this study consist of different 

types, such as tephra (kuroboku and scoria) in 
Takadake 1 and Takadake 2 landslides, and tuff 
breccia-andesite in Ohtsuru and Ono landslides. The 
particle size distribution shows generally the soil 
materials indicate poorly-graded soil (Fig. 3). The 
different curves on particle size distribution between 
tephra and tuff breccia-andesite materials have not 
been found.  

The fine fraction content (less than 75 μm) (Fig. 4) 
shows the sliding layers on tephra materials have a 
higher fine fraction content than the other layers in 
each landslide, whereas the sliding layers in tuff 
breccia-andesite materials have a lower fine fraction 
content than the other layers in each landslide.  
(3) Correlation between the sliding layers and soil 
materials  

The liquid limit and plastic limit test results are 
plotted on a plasticity chart (Fig. 5) to classify the soil 
materials, which are separated between the sampling 

location denoted by different color, and sliding layers 
on each area denoted by the white circle with 
different color of outline and ‘sliding layer’. The 
plotted data on kuroboku and OJS scoria layers are 
inorganic silts of high compressibility and organic 
clays1). The N2 scoria, however, are inorganic silts of 
medium compressibility and organic silts1). 
Furthermore, the plotted data on tuff breccia-andesite 
materials in Ohtsuru landslide are plotted at the same 
location with N2 scoria layers. The tuff breccia-
andesite materials in Ono landslide are also plotted at 
the same location with kuroboku and OJS scoria 
layers. 

On tephra materials, plasticity chart shows the 
range of plasticity index and liquid limit are higher at 
kuroboku layers than scoria layers. Furthermore, the 
tuff breccia-andesite materials plotted at the inside of 
scoria group. The sliding layers on tephra materials 
have the highest plasticity index and liquid limit on 
each landslide. The plasticity index and liquid limit 
are lower at sliding layers on tuff breccia-andesite 

Fig.4 Fine fraction content of soil layers on landslides. 

Fig.3 Particle size distribution curves of all soil layers on landslides. 
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rather than sliding layers on tephra materials. 
 The fine fraction content (less than 75 μm) and 

plasticity index values also plotted on the plasticity 
index and fine fraction content chart (Fig. 6). That 
chart shows dissimilarity between the kuroboku and 
the scoria layers1). Scoria layers show low fine 

fraction content and plasticity index values and 
kuroboku layers show high fine fraction content and 
plasticity index values1). Moreover, the plasticity 
index and fine fraction content are lower at sliding 
layers on tuff breccia-andesite rather than sliding 
layers on tephra materials.  

Fig.5 Plots of plasticity index and liquid limit of soil materials on the plasticity chart. 

Fig.6 Fine fraction content (%)-plasticity index chart of soil materials on landslides.  
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5. CONCLUSIONS 
 
This research aimed to compare the characteristics 

on sliding layer and surrounding layers between 
tephra and tuff breccia-andesite of landslides caused 
by heavy rainfall. Four locations of the landslide 
were selected as the research area. Two landslides 
were located at Aso volcanic mountains area which 
consist of tephra layers formed by volcanic activities 
and the other landslides were located at Oita 
prefecture which consist of tuff breccia-andesite 
materials.  

The methods in this study were field observation 
and laboratory tests. Soil stratigraphic analysis and 
soil hardness measurements were observed on the 
field. Furthermore, the disturbed samples were 
collected from the center of each soil layers to 
observe the characteristics of soil in laboratory tests 
using particle size distribution and liquid limit and 
plastic limit tests.  

 The dissimilarity in soil hardness between 
kuroboku and scoria layers was found on tephra 
materials. Furthermore, the sliding layers from field 
observation in Takadake landslides were located at 
N3-4 kuroboku (L) which have the low average soil 
hardness. The sliding layer from field observation on 
the landslides which consist of tuff breccia-andesite 
materials were located at the boundary layer between 
tuff breccia and the upper layer. The sliding layer in 
Ohtsuru landslide was located at the boundary 
between tuff breccia and weathered andesite, and in 
Ono landslide was located at the boundary between 
tuff breccia and weathered tuff breccia. The obvious 
different soil hardness between those layers are 
shown; tuff breccia layers have the highest average 
soil hardness and the upper layers have the lowest 
average soil hardness. 

For the particle size distribution, the same 
characteristic between tephra and tuff breccia-
andesite materials were found. However, the sliding 
layers on tephra materials have a higher fine fraction 
content (less than 75 μm) than the other layers on 
each landslide. 

The plasticity chart shows kuroboku and OJS 
scoria layers on tephra materials are inorganic silts of 
high compressibility and organic silts, and tuff 
breccia-andesite from Ono landslide also plotted at 
the same location as the kuroboku and OJS scoria 
layers. Furthermore, N2 scoria on tephra materials 
are inorganic silts of medium compressibility and 
organic silts, and tuff breccia-andesite from Ohtsuru 
landslide also plotted at the same location as the N2 
scoria layers. 

The range of plasticity index and liquid limit are 
higher at kuroboku layers rather than scoria layers at 

plasticity chart on tephra materials. The sliding layers 
on tephra materials have the highest plasticity index 
and liquid limit on each landslide. Furthermore, the 
tuff breccia-andesite materials plotted at the inside of 
scoria group. The plasticity index and liquid limit are 
lower at sliding layers on tuff breccia-andesite rather 
than sliding layers on tephra materials.    

The plasticity index and fine fraction content chart 
shows dissimilarity between the kuroboku and the 
scoria layers. The sliding layers on tephra materials 
have higher plasticity index and fine fraction content 
than sliding layers on tuff breccia-andesite materials. 
According to these results, the tephra and tuff 
breccia-andesite materials on landslides caused by 
heavy rainfall have the different characteristics, 
especially the characteristics on sliding layers. 
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5. CONCLUSIONS 
 
This research aimed to compare the characteristics 

on sliding layer and surrounding layers between 
tephra and tuff breccia-andesite of landslides caused 
by heavy rainfall. Four locations of the landslide 
were selected as the research area. Two landslides 
were located at Aso volcanic mountains area which 
consist of tephra layers formed by volcanic activities 
and the other landslides were located at Oita 
prefecture which consist of tuff breccia-andesite 
materials.  

The methods in this study were field observation 
and laboratory tests. Soil stratigraphic analysis and 
soil hardness measurements were observed on the 
field. Furthermore, the disturbed samples were 
collected from the center of each soil layers to 
observe the characteristics of soil in laboratory tests 
using particle size distribution and liquid limit and 
plastic limit tests.  

 The dissimilarity in soil hardness between 
kuroboku and scoria layers was found on tephra 
materials. Furthermore, the sliding layers from field 
observation in Takadake landslides were located at 
N3-4 kuroboku (L) which have the low average soil 
hardness. The sliding layer from field observation on 
the landslides which consist of tuff breccia-andesite 
materials were located at the boundary layer between 
tuff breccia and the upper layer. The sliding layer in 
Ohtsuru landslide was located at the boundary 
between tuff breccia and weathered andesite, and in 
Ono landslide was located at the boundary between 
tuff breccia and weathered tuff breccia. The obvious 
different soil hardness between those layers are 
shown; tuff breccia layers have the highest average 
soil hardness and the upper layers have the lowest 
average soil hardness. 

For the particle size distribution, the same 
characteristic between tephra and tuff breccia-
andesite materials were found. However, the sliding 
layers on tephra materials have a higher fine fraction 
content (less than 75 μm) than the other layers on 
each landslide. 

The plasticity chart shows kuroboku and OJS 
scoria layers on tephra materials are inorganic silts of 
high compressibility and organic silts, and tuff 
breccia-andesite from Ono landslide also plotted at 
the same location as the kuroboku and OJS scoria 
layers. Furthermore, N2 scoria on tephra materials 
are inorganic silts of medium compressibility and 
organic silts, and tuff breccia-andesite from Ohtsuru 
landslide also plotted at the same location as the N2 
scoria layers. 

The range of plasticity index and liquid limit are 
higher at kuroboku layers rather than scoria layers at 

plasticity chart on tephra materials. The sliding layers 
on tephra materials have the highest plasticity index 
and liquid limit on each landslide. Furthermore, the 
tuff breccia-andesite materials plotted at the inside of 
scoria group. The plasticity index and liquid limit are 
lower at sliding layers on tuff breccia-andesite rather 
than sliding layers on tephra materials.    

The plasticity index and fine fraction content chart 
shows dissimilarity between the kuroboku and the 
scoria layers. The sliding layers on tephra materials 
have higher plasticity index and fine fraction content 
than sliding layers on tuff breccia-andesite materials. 
According to these results, the tephra and tuff 
breccia-andesite materials on landslides caused by 
heavy rainfall have the different characteristics, 
especially the characteristics on sliding layers. 
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１．はじめに 

2011 年の台風 12 号による紀伊半島大水害では総

雨量 1,000mm を超える降雨により，奈良県南部や和

歌山県内で多数の深層崩壊が発生し，多量の崩壊土

砂によって天然ダムが形成され 1),2)，周辺地域に多大

な被害が生じ，災害復旧事業とそれに続く砂防事業

が進められている．

紀伊山系砂防事務所では国総研資料「河床変動計

算を用いた土砂・洪水氾濫対策に関する砂防施設配

置検討の手引き」3)に準じ，短期の土砂流出を対象と

した河床変動計算により対策工の施設配置の検討を

進めている．しかし，実際の山地河川は大きく蛇行

し，支川の合流点も多く存在するなど，複雑な河道

特性となっており，土砂供給条件も降雨イベントに

より大きく変化するなど，河床変動計算では河道に

おける侵食・堆積の特性を十分反映できない可能性

がある．

河川の下流域を対象とした平面線形や水理条件と

砂州の形成については多くの研究事例 4)がある．一

方で，山地河川を対象とした河道の平面・横断特性

と河道の土砂の侵食・堆積特性に関する研究として

は，土石流区間を対象とした流路の変動に着目した

観測事例 5)やその土砂流出に関する研究 6)があるも

のの，河川区域と土石流区域の中間的区域かつ深層

崩壊斜面・天然ダム下流といった非常に活発な土砂

生産源に近い場所を対象とした河道条件と河道の侵

食・堆積に関する研究事例としては，流出土砂量に

着目した研究 7)や，支川合流点の土砂堆積の影響に

着目した研究 8)が数例あるが，特に蛇行の多い区間

の河床変動実態に関する研究事例は極めて少ない．

そこで本研究では，深層崩壊斜面及び天然ダム下流

の土石流区間と河川区間の中間的範囲における河道

の蛇行度及び川幅と河道の土砂の侵食・堆積の関係

を把握することとした．
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２．検討対象および検討方法 

(1) 検討対象及び検討方法 

 検討対象は新宮川水系熊野川流域のうち紀伊半島

大水害により深層崩壊が発生し，発生後の河床の土

砂の侵食・堆積量が多い流域として，川原樋川(下流

域)，神納川(中下流域)，滝川(左支川及び下流域)，西

川(今西川)の一部を対象とした(図-1)．各流域の紀

伊半島大水害後から 2017 年または 2018 年頃までの

河道侵食量・堆積量（流域内主要河道の総侵食・堆

積量）を表-1 に示す．下記(2)に示した方法で整理し

た河道諸元と土砂堆積の関係を整理し，蛇行度や川

幅と土砂堆積の関係を把握した．なお，検討対象河

川の殆どに勾配の急変点がない． 

(2) 河道諸元の算定方法 

 本研究における河道諸元として，レーザープロフ

ァイラデータに基づいて，川幅については左右岸の

遷緩線を河床両端部として設定し，河床幅を 50m 間

隔で設定した．また，縦断勾配については 200m 区

間の平均勾配を求めた．蛇行度については図-2 に示

す山本の蛇行度の定義 4)により設定したものと第 3
章(4)に示す河道法線の接線角に基づく方法の 2つを

検討した．河道の堆積・侵食土砂量については，50m
測線間隔で区切られる範囲の 2 時期のレーザープロ

ファイラデータによる差分土砂量を求めた．

３．河道の蛇行度及び川幅と河床変動の特性 

川原樋川，神納川，滝川，西川流域では，どの流

域も深層崩壊が生じているものの，河道諸元と侵食

堆積量を整理した結果と各流域で支配的となってい

る要因はそれぞれ異なることが明らかとなった．こ

こでは，蛇行度と川幅が支配的となっている流域を

例に，その特徴を以下に示す．

(1)神納川の中下流域における蛇行度と河床の侵食・

堆積の関係 

図-3 に示すように神納川の中下流域(No.0～
No.500 付近)は河道の蛇行度 1.5～2 に近い大きな値

となっており，図-4 の地形差分図では，その区間

表-1  各流域の河道侵食・堆積量(2012 年頃～2018 年頃) 

    (1000m3単位で四捨五入した値) 

流域名 侵食量(m3) 堆積量(m3)

川原樋川(下流域) 227,000 228,000

神納川(中下流域) 925,000 516,000

滝川(左支川・下流域) 2,520,000 1,953,000

西川(今西川) 16,000 193,000

図-3  神納川流域の河道諸元と堆積土砂の関係 

二津野ダム 

図-1  検討対象流域位置図

図-2  蛇行度の定義 4)
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は 0.5～3.0m 程度の堆積傾向となっている． 

図-5 に示す神納川の中下流域の蛇行度と河床の

侵食・堆積量の関係では，一部侵食傾向の部分はあ

るものの，蛇行度が最大の区間では堆積量傾向とな

っている．図-4 の地形差分図では蛇行部分は直線

区間に比べて川幅も広くなっているものの，川幅と

土砂堆積量の関係は明瞭ではなかった． 

図-3 の縦断図ではこれらのデータから蛇行度の

大きい区間とそうでない区間の河床勾配はあまり大

きな変化はないことから，蛇行度が土砂の侵食・堆

積の支配的要因となっているものと考えられる．

(2)西川流域（今西川）における川幅と土砂の侵食・

堆積の関係 

西川流域の今西川は，河床勾配は下流に行くほど

勾配が徐々に緩くなる一般的な河床勾配の分布とな

っている．図-6 に示す 2 時期の地形差分を見ると，

中流域の川幅の狭い区間は堆積量が少なく，その上

下流で堆積傾向となっていることがわかる．

図-7 は 50m 間隔に区切った河道の土砂の侵食・ 

堆積量を示したものであるが，今西川流域における

堆積量の関係では，川幅は広いほど堆積傾向である

分布となっている．図-8 の今西川流域の蛇行度と

河床の侵食・堆積量の関係では巨視的には蛇行度が

大きいほど堆積傾向だが，蛇行度の大きい区間で深

層崩壊地以外に侵食傾向の範囲があり，堆積量は川

幅ほどリニアな関係になっていないことがわかる．

図-4 神納川流域の地形差分図(2013 年～2017 年) 
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(3) 滝川(栗平川)における複数時期の川幅や蛇行度

と土砂の侵食・堆積の関係 

 滝川流域の右支川上流には大規模な河道閉塞部が

あり，紀伊半島大水害後の台風により越流侵食を繰

り返しており，下流河道に多くの土砂を供給してい

る．2015 年，2017 年，2018 年の台風 20 号，21 号，

24 号，2019 年台風 10 号でレーザープロファイラー

による地形計測を実施しており，合計 4 期間の 2 時

期の地形差分図に基づきその関係を把握した．

ここでは，天然ダムの越流侵食の直接的影響を受

ける直下流ではなく，河道周辺に保全人家があり，

間接的に影響を受ける天然ダムから約 7km 下流か

ら熊野川合流点までの区間(天然ダムの越流侵食に

よる河道侵食は含まない)における河道の侵食・堆積

土砂量と川幅の関係や期間の総雨量を図-9 に示し

た．いずれの期間も同様の傾向を示すものではなく，

期間 1～4 で傾向が異なっていた． 

期間 1 の 2013 年～2017 年には堤体が 16m 程度侵

食された 2014 年の台風 11 号や 9m 程度侵食された

2015 年台風 11 号による大規模な越流侵食 9)があり，

その越流侵食量は 4 時期で最大となっており，この

期間の全体として河床は堆積傾向にあるものの，一

部侵食傾向の部分がある．4 つの期間のうち最も河

道の堆積量が大きいのは期間 2 と 3 であり，期間 2
は殆どの区間で堆積傾向であった．

期間 2 には天然ダムの越流標高が下がるような極
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めて大きな侵食はなく，期間 1 の天然ダム周辺で活

発に生産された土砂が下流に流出したものと考えら

れる．

期間 3 については期間 1 ほどではないものの，天

然ダムの堤高が 5m 程度低くなるような越流侵食が

生じる降雨イベントがあり，ほぼ全区間が堆積傾向

となっている．

期間 4 は天然ダムの堤高が 2.5m 程度低くなる降

雨イベントがあったものの，全体に侵食傾向に転じ

ている．また，期間 1 では川幅が 50m 程度のところ

が堆積が顕著になっているのに対し，期間 3 では川

幅 20m 程度のところが堆積が多くなっており，顕著

な堆積傾向にある場所も異なっている．この原因と

しては，土砂の供給量及びタイミング，水理条件の

違いによる流砂量の非平衡性が，土砂堆積しやすい

場所にも大きく影響しているものと考えられる．

(4)河道の周波数解析 

 本研究では蛇行度の定量評価方法として，図-10

の概念図に示すように各流域の測線について10m間

隔で接線角を求め，縦断測線方向の接線角の大きさ

の差分で曲率を数値化した(曲率が小さいほど接線 

角が大きく変化する)．また，各測点の接線角から前

後約 1km 区間の接線角のデータを用いて測線間隔

である 10m をサンプリング間隔とし，空間スペクト

ログラムを求めた．さらに，周波数解析における 50
段階の周波数毎のパワー(振幅の 2 乗値)のデータを

説明変数とし，その区間の河道の侵食・堆積量を目

的変数とする多変量解析により相関性を確認するこ

とで，蛇行と土砂の侵食・堆積の関係性を把握した．

なお，パワーが大きい範囲は河道の蛇行が大きいこ

とを示している．

図-10 接線角の概念図 

図-11 神納川における接線角度による周波数スペクトログラム（上側：下流域，下側：中流域）

図-12 神納川における周波数スペクルデータに基づく重回帰分析の結果

（縦軸は予測値，横軸は実測値，左側：下流域，右側：中流域）
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 前述の蛇行度と堆積土砂量の関連性があるとした

神納川流域についてスペクトログラムを図-11 に，

重回帰分析の結果を図-12 に示す．重回帰分析の結

果では，下流については決定係数が 0.28 程度である

が，中流域の決定係数は 0.55 と相対的に高い相関性

となっていた．また，その他の流域の事例として川

原樋川流域(赤谷合流点上流)の周波数スペクトルを

図-13 に，重回帰分析の結果を図̶14 に示す．この流

域の決定係数は 0.64 と比較的高い値を示していた． 

河道の線形と河床変動との関係を求めておけば，蛇

行度による河床変動を評価できることが分かった．

４.まとめ 

本研究では，深層崩壊による土砂生産の活発な流

域における河道の蛇行度・川幅に対する河道の土砂

の侵食堆積の関係について検討した．河道の土砂の

侵食・堆積に支配的となっている要因については，

蛇行度である場合や川幅である場合等，流域によっ

て異なり，また，同じ流域においても時期(降雨イベ

ント)によって傾向や堆積しやすい場所が異なるこ

とが明らかとなった．今後は蛇行や川幅を関連付な

がら降雨イベントごとの土砂の供給の量とタイミン

グ，水理条件の経時変化が，深層崩壊・天然ダムの

下流河道の河床変動に及ぼす影響を詳細に検討し，

対策施設の配置等に生かしていきたい． 
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スペクルデータに基づく重回帰分析の結果
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写真-1 耶馬溪町金吉の山崩れ（4月 11 日 11 時撮影） 

 

第四紀性の火砕流堆積物と火山岩類における 

近年の斜面災害 

～大分県山国川流域における崩壊現状について～ 

RECENT SLOPE DISASTER ON THE PYROCLASTIC FLOW DEPOSIT AND 

VOLCANIC ROCKS IN THE QUATERNARY PERIOD 

 - Failure phenomena on the basin of Yamakuni river, Oita -  

 

山本 健太郎１・立石 義孝 2 

Kentaro YAMAMOTO, Yoshitaka TATEISHI
1西日本工業大学（〒800-0394 福岡県京都郡苅田町新津 1-11） 

E-mail: kyama@nishitech.ac.jp
2西日本工業大学（〒800-0394 福岡県京都郡苅田町新津 1-11） 

E-mail: ltateisi@nishitech.ac.jp
   

Key Words: slope disaster, rock fall, Quaternary, pyroclastic flow deposit, volcanic rocks 
 

１．まえがき 

 

第四紀の火山岩類や火砕流堆積物等にて形成され

ている台地や山間地帯は，各種風化作用による経年

変化の影響により岩盤や岩石類自体の弱体化に伴い

不安定化し，加速的に斜面の強度低下をもたらして

いる．このような斜面では力学的バランスを保つ閾

値を超えたときに突然，何ら予兆もなく崩壊する．

このような崩壊状況が国内の至る所で懸念され，無

降雨時での斜面崩壊の多発化が予想される． 

一方，我が国では戦後から森林政策なども大きく

変化し，人工林の成長を考慮した斜面安定性評価や

根系等による岩盤風化メカニズムの解明と定量化が

望まれる．また無降雨時の斜面崩壊リスクなどにも

備えるためにも，層序等の地質学および地盤工学の

知見に加え，森林生態学的見地による斜面安定の定

性・定量的評価が必要である．今後これらの評価に

基づく急傾斜地崩壊危険箇所や区域の指定および対

策工法の選定等には必要不可欠な知見と考える． 

山国川流域は第四紀性の火山活動との関わりが強

く，層序は火山岩類と火砕流等で堆積した砕屑岩が

複雑に絡み合って分布している 1)．本稿では，大分

県山国川流域における近年の斜面崩壊現象について

報告する．また，金吉支川での大規模山腹崩壊の発

生要因については，第四紀の火砕流堆積物等の経年

変化の影響による弱体化に伴う持続と加速的要因の

複合型と推定し知見を加えている． 

 

２．山国川系金吉支川での大規模山腹崩壊 

 

2018 年 4 月 11 日午前 3時 40 分頃，中津市耶馬溪

町金吉で住宅の裏山が幅約 200m，高さ 100m にわた

って突然崩落し，民家 4棟が巻き込まれ 3世帯 6名

が犠牲になった．今回の崩壊現象の特徴は，崩落直

前の一般的な誘因である先行降雨や大きな地震等が

ない中で発生しており崩壊誘因等が不明である 2)． 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月
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写真-2 溶結凝灰岩層の累重状況 

写真-3 崩壊部先端の巨

大溶結凝灰岩の転石 
写真-4 金吉川に達した 

 崩壊部先端の巨岩 

  図-1 岩盤崩壊例のフロー 

(1) 崩壊状況と凝灰質地盤の特徴  

写真-1 は予兆もなく崩壊した山腹の状況であり，

杉の植林が密集し急斜面が深くえぐれ，斜面が長さ

約 200m，幅約 200m，高さ約 100m，崩落層の深さは

約 20m にわたっている．写真-2は溶結凝灰岩の露頭

の一部に開口性の亀裂や節理が発達しており，各種

風化作用等による経年変化にて劣化を生じている．

溶結凝灰岩は地層の累重条件と，岩盤中に溶結構造

（ガラス質）の違いにより固結度が異なる． 

 

 

一般に崖錐性堆積物の岩塊類は，山頂斜面からの

移動距離が短いので，角張った岩塊や風化転石類で

形成される．そのため空隙が多くルーズな状態が特

徴で透水性が高く，堆積した層厚などの状況により

宙水が形成されている．凝灰質地盤や未固結の凝灰

質土石の崖錐性堆積物は，通常の粘性土や砂質土と

は性状が大きく異なる特殊性を有する 3），4）． 

 写真-3では，崩落した堆積物の中に転石や倒木を

巻き込んでおり，岩塊の大きさは 3m 四方から幅 10m

を超えるものが見られる．写真-3～4 の崩壊先端部

には，岩塊破断面の鮮度が高い多量の巨岩を含む土 

 

石が近くを流れる金吉川まで達しており，崩落した

巨岩・転石を含む土石量は約 10 万 m3以上と推定さ

れている 5)． 

 

(2) 凝灰質岩盤等における岩盤崩壊の適用 

一般的に岩盤等における斜面崩壊の原因とみなさ

れる因子に「素因」と「誘因」があり，素因は斜面

を構成する物質の性質およびその状態であり，地質

的要因と地形的要因に大別され，植生条件なども含

められる．誘因はこれら地質的要因や地形的要因に

影響を及ぼす外的条件に関する降雨・地震・融雪・

火山活動・地形改変などである．経年的影響による

劣化と捉えることもでき，崩壊直前に作用した外的

因子のみを取り上げると，崩壊メカニズムの多面性 

を見落とすことになる．このため崩壊を引き起こす

要因を「持続的要因」と「加速的要因」とし，図-1 

にそのフロー例を示す 6)． 

持続的要因とは，岩盤等に対して常に作用してい

る要因で，斜面内に生じている引張力，せん断力， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圧縮力や物理的・化学的風化などが該当し，不連続

面を開口させたり岩盤等を劣化させたりする作用力

である．加速的要因は，崩壊の引き金となる要因で

あるが，基本的には持続的要因と同様の作用力であ

り，地震や降水・融雪水に起因する間隙水圧の増加

などで，さらに人為（人工）的要因による土木工事

などである． 

 

(3) 素因と誘因の複合型による山腹崩壊（持続的・

加速的要因の複合説） 

大分県原因究明等検討委員会では，数千年前に大
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図-2 2012 年 7月 3日と 7月 14日の雨量レーダ

写真-6 大規模崩壊前に治山事業により設置されていたλ

型落石防止柵工 10） 

写真-5 経年的影響による崩壊頭部の劣化状況 

樹木による節理や不連続面の開口 

規模崩落した堆積土砂層が地下水位（間隙水圧）の

上昇と風化による劣化が要因であるとしている 5).   

しかし，地下水位が上昇した原因は解明されてい

ない．地下水位（間隙水圧）上昇するような地質体

および地盤構造であれば，過去直近での二度の記録

的な豪雨に見舞われながら崩壊に至らなかったのか

自然科学的にも疑問の余地がある．直近の豪雨記録

で，平成 24 年（2012 年）7月 3日，同年 7月 14 日

の雨量レーダーと線状降水帯の状況を図-2 に示す．

図-3は7月 3～4日に大分県西部，福岡県筑後地方，

熊本県阿蘇地方における九州北部を中心とした集中

豪雨時のアメダス降水量時系列図である．特に，7

月 3 日（6:00～9:00）は，耶馬溪町金吉に累計 3 時

間最大雨量 205mm の観測史上最大の記録である 7)． 

 

 

 

 

また，平成 29 年（2017 年）7月 5～6日の大分県

と福岡県を中心とする九州北部で発生した集中豪雨

にも見舞われている．ここ数年において局地的降雨

量が多く，地下水位上昇に伴う間隙水圧の上昇が最

も高い時期と考えられるが，崩壊地では当時，斜面

変動の兆候は現れていない．これらのことから，自

然科学的見地からも地下水位（間隙水圧）上昇によ

る妥当性が欠けると考えられる．

今回の崩壊因子の持続的要因としては，溶結凝灰

岩に対して常に作用している要因である樹木による

節理や不連続面の開口および溶結凝灰角礫岩の風化

作用による劣化等の経年的影響（写真-5）にて，斜

面強度（引張力，せん断力，圧縮力等）の閾値の変

動が挙げられる．いわゆる斜面内部において，節理

の発達や風化の進行により強度が低下した溶結凝灰

岩および安山岩類が崩壊する．強度差が明瞭な火砕

流堆積物や崖錐堆積物の硬軟互層では，凹凸のある

急崖を形成し易くなる 8)． 

一方，加速的要因は，崩壊の引き金となる要因で

あるが基本的には持続的要因と同様の作用力で，降

水や融雪水，地震，乾湿や凍結融解の繰返し等が斜

面の強度低下をもたらしている．また，斜面の切土

や掘削の土木工事など人為（人工）的要因も加速的

要因に考えられる．今回の崩壊現場は 平成 3 年

（1991 年）の台風で風倒木被害を受けた経緯がある

山腹であり，民家裏に落石防止用柵（高さ 3m）が段

違いで 1 列設置ししてている．この工事は治山事業（写

真-6）で平成 4 年に落石防止柵工，平成 5 年は落

石防止柵工，岩盤線並びに山腹工の変更，崩土除去

の経緯があり 9），今回の大規模山腹崩壊の加速的要

因の一つに掲げられる重要な要因になり得る． 

火砕流堆積物や崖錐堆積物の崩壊特性として，特

に凝灰質地盤と未固結の凝灰質土石の特殊性からも，

これら持続的要因と加速的要因の複合型による崩壊

現象であると考える． 

(4) 崩壊想定プロセスのシナリオ 

溶結凝灰岩からなる地山と，各種風化作用等によ

る経年変化にて溶結凝灰岩の崩落により形成された

古期崖錐堆積物（転石地山群）と新期崖錐堆積物（転

石土砂層）があり，地山の溶結凝灰岩と凝灰質崖錐

堆積物は急傾斜で接している 11)． 

図-3 2012 年 7 月 3～4日のアメダス降水量時系列
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写真-7 耶馬溪町深耶馬（一目八景）の剥離崩壊

（2016 年 6 月） 

図-4 大規模山腹崩壊の想定プロセス 

 
 

金吉川 

新期崖錐堆積物（崩落堆積物） 

第一次滑落：巨岩・巨石剥落 

第二次崩壊：巨岩等の崖錐崩落 

推定地山線 

地下水位 

中溶結凝灰岩 

安山岩質凝灰角礫岩 

古期崖錐堆積物（砕屑）
強溶結凝灰岩 

風化溶結凝灰岩 

or 弱溶結凝灰岩 

崩壊後の斜面 

写真-8  山国川沿い耶馬溪町戸原の斜面崩落 

今回の地山と崖錐性堆積物との崩壊想定プロセ

スを図-4に示す．直接誘因として各種風化作用を受

け不安定化（凝灰質岩盤の強度低下等）した巨大岩

盤が平衡バラスを失い，第一次の剥離崩落を起こす．

その崩落衝撃で崖錐性堆積物中の地下水位に変動を

与え，杉などの植林されている保水力の高い新期崖

錐堆積物と，地山と接している古期崖錐堆積物と新

期崖錐堆積物の間で複合滑りが発生し，第二次崩壊

を起こし大規模な山腹崩壊に至ったと推定している．

凝灰岩質からなる崖錐堆積物は一般的に透水性が高

いが，九州北部豪雨（2012 年 7 月 11 日～14 日，2017

年 7 月 5 日～6 日）により地下水位の上昇等などで

露頭部の風化岩盤が平衡バランスを失くしたり，崖

錐性堆積部が緩んだりして崩壊リスクを高めた可能

性も予想される 12)．また，大規模山腹崩壊の 2日前

に 4月 9日に島根県西部地震があり，2016 年 4 月発

生の熊本・大分地震と共に岩盤の平衡不安定化をも

たらし閾値を超えたと考えられる． 

 

３．近年の山国川流域での斜面崩壊現象 

 

近年，山国川流域の耶馬溪地域周辺では先行降雨

や大きな地震等がない状況下にて，耶馬溪溶結凝灰

岩や火山岩類による相次ぐ落石や崩壊等の土砂災害

が頻繁に発生している． 

 

（1）耶馬溪町深耶馬の剥離崩壊（2016 年 6 月） 

6 月 30 日午前 1時地半ごろには，写真-7のように

耶馬溪町の山国川系深瀬支川対岸の奇岩・奇峰が連

なる深耶馬の一目八景にて，溶結凝灰岩よりなる崖

が幅 30m，高さ 50m にわたって剥離崩落（フォー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ル）している． 
山腹の柱状節理のある石柱盤は横約 20m，縦約 25m

の耶馬溪溶結凝灰岩である．この時も降雨も地震も

なく突然に崩壊している．このように近年では相次

ぐ崩落や崖崩れが生じており，これらも「持続的要

因と加速的要因の複合型」による崩壊現象と推定さ

れる．この時も降雨も地震もなく突然に崩壊してお

り，その原因の 1つとして 2016 年 4 月発生の熊本・

大分地震による巨大岩盤の平衡不安定化の影響と考

えられる． 
 

（2）耶馬溪町戸原の国道 212 号沿いの法面崩落

（2020 年 4月 13 日 21 時頃） 

山国川と切り立った斜面の間を通る中津市耶馬溪

町柿坂戸原の国道 212 号線の幹線道路にて，高さ 10

～15m付近から岩や土砂とともに，幅5m，奥行き1m，

高さ 2.5m，重さ約 30t の落石が発生している（写真

-8）． 
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写真-10 ストンガード背面の埋設状況と破損状況 

図-5  耶馬溪町戸原の崩落周辺の平面スケッチ 13) 

写真-9  耶馬溪町戸原の崩落斜面と断面スケッチ 

写真-11  県道平原耶馬溪線の発生山腹と巨大落石 

起点側 終点側

①①

Ｐ1 Ｐ2

Ｐ3

断面
ＡＡ

ＡＡ’’

②②

③③

ストンガード

ロックネット

Ｈ＝3.0ｍ
石積擁壁

Ｐ4
Ｐ5 Ｐ6

岩盤

岩盤

点検ルート

当地域には各種風化作用を受けた不安定な火砕流

堆積物である溶結凝灰岩や火山岩類が散在している．  
崩落要因を数日前の暴風雨の影響で斜面の樹木が揺

れて崩落したとみているが，岩盤や露岩等が各種の

風化作用を受け，亀裂が開口している．周辺の斜面

には不安定な岩類が散在しており，落石防止の対策

工事を早急に施す必要がある．崩壊周辺地域は写真

-9 の様に斜面には露岩や転石が多く見られ，その上

部には岩盤が連続し,露岩や岩盤には不安定な浮石

や転石もある．  

 

 

図-5 のスケッチ図中の左側に示されている起点

側に石積擁壁と高さ 1ｍのストンガードが設置され

ているが，ストンガードの背面には土砂礫が堆積し

ストンガードが半分ほど埋まっている（写真-10）． 
直径約 1ｍ程度の落石巨礫によりストンガードが部

分的に破損していることから，頻繁に落石等の崩落

が発生していることが伺われる 13)． 

これらの変状について常に点検を行なう必要が

ある．周辺の斜面においては，いつどこでも落石す

るリスクは高い地域であり，落石防止や斜面安定防

止対策工の難しさがある． 

（3）耶馬溪町金吉の県道沿いの巨大落石（2020 年 5

月 3 日 21 時 50 分頃） 

 中津市耶馬溪町金吉の県道平原耶馬溪線で巨大落

石が発生している．落石が発生した山腹斜面傾斜角

は約 30 度，高さ 34.6m で，落下巨石の大きさは幅

約 3.2m，高さ約 3m，奥行き約 2.4m，重さ約 55t
と推定されている． 

巨大落石は山側にある金網の落石防護柵（写真

-11 左）をなぎ倒し，幅 6 メートルの道路で 2 回バ

ウンドしたとみられ，道路には落下の衝撃で長径約

2ｍ，短径約 1m，深さ 20cm の 2 箇所で陥没し，応

急修復している（写真-11 右）．落石は向かい側の土

地に乗り上げ「後藤又兵衛の墓」の手前で停止した． 
本地域は一目八景と同様に，耶馬日田英彦山国定

公園内に位置し，耶馬溪火砕流堆積物である溶結凝

灰岩からなる鋭い直立の節理を持つ岩峰・奇峰が際

立っている（写真-12左側上方）． 
落石発生の素因と誘因は，落石発生位置の現況よ

り以下のように考えられる．素因として，落石発生

位置の耶馬溪溶結凝灰岩は比較的溶結度が低いため，

各種の風化作用を受け亀裂が発達しやすい状況下に

ある．発生位置の割れ目の傾斜角が 80°，下面が

19°の流れ盤となっており，典型的な剥離型の落石

が発生しやすい状況であることが分かる．誘因とし

て，落石発生日の 5 月 3 日 22 時までに降り始めか

らの降水量 49mm があり，周辺には湧水等は確認さ

れていない．岩体底面で局所侵食や崩壊が発生し，

岩盤が不安定化した可能性がある．特徴的なのは，

落石発生地の岩体面に竹林を主体とした植物根が全

面に張り付いており岩盤の節理に沿った割れ目に深

く達し，開口部を拡幅し岩体を腐朽させ不安定化し
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写真-12  落石した溶結凝灰岩の風化状態 

ている（写真-12 右側）．落石当時は雨が降っており，

地盤が緩んで巨石が落下した可能性もある．しかし，

落石岩体の状況や周辺の植生環境から，特に竹林や

樹木の根系により露岩や岩盤が植生等による風化作

用を強く受けている．  
 
４．おわりに 

 

大分県山国川上流域のほとんどの地域は，耶馬日

田英彦山国定公園内に位置し，主に耶馬溪火山岩類

および耶馬溪溶結凝灰岩により形成された火砕流堆

積物の火砕流台地である．これらの溶結凝灰岩等に

より，鋭い直立の節理と亀裂を持つ岩峰・奇峰等か

ら形成され景勝地を誇っている． 
山国川流域は第四紀性の火山活動との関わりが強

く，層序は火山岩類と火砕流等で堆積した砕屑岩が

複雑に絡み合って分布している．耶馬溪の火砕流台

地は，約１万年前の第四紀更新世の火山と火砕流堆

積物等にて形成されている。そして，各種風化作用

等による経年変化の影響により地質帯の岩盤・岩石

類自体が弱体化に伴い不安定化し，加速的に山腹斜

面の強度低下をももたらしている．本稿の報告のよ

うに耶馬溪溶結凝灰岩で形成される山腹斜面では，

力学的バランスを保つ閾値を超えたときに突然に，

何ら予兆もなく崩壊する．このような崩壊状況が今

後至る所で懸念され，無降雨時での斜面崩壊の多発

化が予想される．特に耶馬溪溶結凝灰岩は 90～100

万年前の火砕流物の結晶構造による溶結力に強弱の

差異があり，露頭部は風化作用等を受け，経年変化

の劣化による強度低下から岩盤の力学的バランスの

持続的な不安定な斜面を形成している．このため平

衡不安定化の危険リスクが高まっている． 
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第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 

断裂起因の移動土塊形成モデルによる 

崩壊場所の予測 

PREDICTION OF COLLAPE SITE USING MOVING MASS FORMATION MODEL 
CAUSED BY FRACTURE 
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1．はじめに 

近年局地的な集中豪雨の発生増加に伴い，斜面崩

壊が多く発生している．これまでの斜面崩壊の「場

所の予測」に関しては，崩壊が発生した場所の原因

を後付けで見出すことはなされてきたが，隣接する

崩壊しなかった場所については説明されることがほ

とんどなかった．特定の場所を予測できるかは，崩

壊発生機構と深い関係のある要因をいかに取り入れ

るかが最も重要である．崩壊地の移動土塊を形成す

る滑落崖・側方崖付近には断裂が分布することを見

出し，「主断裂・共役断裂の分断に起因する移動土塊

形成モデル」（断裂起因の移動土塊形成モデル）を作

成した 1)．移動土塊を形成する主断裂・共役断裂と

地形・地質特性を重ね合わせることによって，崩壊

発生機構と場所の予測が可能となると考える．今回

は，土砂災害（斜面崩壊）が発生した箇所で「断裂

起因の移動土塊形成モデル」を検証した事例と，上

段の切土のり面における部分的崩壊から崩壊機構を

確認した後，応力開放した下段のり面が降雨によっ

て崩壊する場所を予測した事例を紹介する． 

2．断裂（断層，裂か，節理）を検出するγ線

探査 

地球上の岩盤には自然由来の微弱な放射線（γ線）

が放出されている．地殻変動に伴う破断・変形・変

質を受けた地質体では，その作用によって物質（地

盤・岩盤）の磁性が変化し，γ線強度異常値が生じ

ると考えられる 2)．地表γ線測定での使用機器はア

ロカ社製γ線用シンチレーションサーベイメータ

TCS-172B を使用した．測定は，センサー部を地盤に

密着させ 10 秒おきに 5回読取り，その平均値を測定

値とした．放射線の測定単位は，Sv/h である．γ線

測定結果図では，断裂部の異常値を塗りつぶした． 

図-1 測定機器 

3．「断裂起因の移動土塊モデル」の検証事例

調査地は北九州市の急傾斜地である．調査地域に

分布する地質は，呼野層群大積ユニットと称される
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古生層である．崩壊地には，赤色に風化した泥岩が

分布する．2018 年 7 月 6 日 7：00 の記録的大雨（最

大時間雨量 65mm/h，図-2）によって，裏山が崩壊し

た（図-3）．当斜面は，警戒区域には指定されていな

かった． 

出典：平成 30 年 8 月国土交通省砂防部保全課 

図-2 崩壊時前後の時間雨量（2018 年 7月） 

図-3 2018 年 7月 6日に発生した裏山崩壊 

γ線探査測線は，崩壊跡を取り囲むように設定した

（図-4）．測線長は 60m で，測点間隔は 2m とした．

γ線測定結果を図-5に示し，結果一覧表を表-1に示

した． 

図-4 A 測線設定状況 

図-5 γ線測定結果（A測線） 

表-1 A 測線のγ線異常値区間と断裂の規模・方向 

γ線探査で検出した断裂は，崩壊地内で断層露頭

として確認された（図-6）．

図-6 崩壊地内で確認された共役断裂の露頭 

図-7に示すように，主断裂（断裂②）と共役断裂

（断裂①，③）に囲まれた区域が移動土塊として崩

壊したこと（断裂起因の移動土塊モデル）が明らか

になった．

図-7 断裂に囲まれた区域が移動土塊として崩壊した 
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4.地質構造に規制される部分的のり面崩壊 

(1)切土のり面の部分的変状（せり出し） 

調査地は，標高約 300m 前後の山々に囲まれた盆地

状の地形をなしており，その山間を縫うように塩田

川が北東方向へ流下している．山地と低地の間の標

高 100m 前後の丘陵地は茶畑として利用されている．

調査地はその丘陵地に位置し，東側には国道 34 号線

が走っている．調査地域に分布する堆積岩は，古第

三紀杵島層群早岐層と称される．切土のり面付近に

分布する地質は，砂岩・泥岩・シルト岩および凝灰

岩から構成される．切土のり面に変状が見られた箇

所にはシルト岩が分布し，地層の走向は N60°E，北

へ 13°～16°傾斜している．開口亀裂が認められた

南側のり面は、流れ盤となっている． 

2019 年 3 月に，切土掘削後ののり面において開口

亀裂①が認められた（図-8）．この亀裂はほぼ計画路

線と並行に走り，のり面に垂直方向の縦亀裂で分断

されていた． 

図-8 切土後に開口亀裂が発生（開口亀裂①） 

開口亀裂の延長部に B 測線を設定した．B 測線の

測線長は 15m で，測点間隔は 1m である．測線設定位

置および断裂分布とγ線探査結果を図-9 にまとめ

た．B 測線でのγ線異常値区間と規模・走向を表-2

にまとめた．断裂の規模は小さく，断裂幅 0.9m（断

裂 B）である． 

表-2 B 測線のγ線異常区間と断裂の規模・走向 

開口亀裂発生直後に崩壊を防ぐ目的でビニールシ

ートを設置したため，縦亀裂の延長部（対面のり面）

で C 測線を設定しγ線探査を実施した．C 測線の測

線長は 30m で，測点間隔は 2m である．γ線異常値区

間と規模・走向を表-3にまとめた．断裂の規模は小

さく，断裂幅 0.8m（断裂 C-1）および断裂幅 1.1m（断

裂 C-2）である． 

表-3 C 測線のγ線異常区間と断裂の規模・走向 

図-9 測線設定位置および断裂分布とγ線探査結果（B測線，

C測線） 

2019 年 7月 21 日の大雨のあと，「のり面のせり出

し」が断裂に分断された区間で発生した（図-10）． 

図-10 大雨後に生じた「のり面のせり出し」 
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(2) 崩壊場所の予測 

2018 年 12 月 6日に，開口亀裂②が認められた（図

-11）．この亀裂も開口亀裂①と同様に，ほぼ計画路

線と並行に走り，のり面に垂直方向の縦亀裂で分断

されていた． 

図-11 切土後に開口亀裂②が発生（2018 年 12 月 6日） 

開口亀裂の延長部に D 測線を設定した．D 測線の

測線長は 20m で，測点間隔は 2m である． D 測線で

のγ線異常値区間と規模・走向を表-4 にまとめた． 

表-4 D 測線のγ線異常区間と断裂の規模・走向 

E 測線の測線長は 20m で，測点間隔は 2m である．

γ線異常値区間と規模・走向を表-5 にまとめた． 

表-5 E 測線のγ線異常区間と断裂の規模・走向

D 測線および E 測線の測線設定位置および断裂分

布とγ線探査結果を図-12にまとめた． 

図-12 測線設定位置および断裂分布とγ線探査結果（D

測線，E測線） 

最上段のり面掘削後の状況を図-13 に示す（2019

年 2 月 12 日撮影）．南側のり面は「流れ盤（傾斜角

度 15°前後）」となっている． 

図-13 再掘削ののり面状況（流れ盤）（2019 年 2月 12 日） 

切土再開後の 2019 年 6 月 7 日に、下段のり面にお

いて「のり面のせり出し」が発生した（図-14）．せ

り出しが生じる前には，顕著な降雨は認められない

（図-15）． 

図-14 「のり面のせり出し①」発生(2019 年 6月 7日) 

図-15 せり出し①発生時（2019 年 5 月～6月）の降雨量 

図-16 せり出し②発生時（2019 年 6 月～7月）の降雨量 
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6月下旬からの降雨後（図-16）2019年 7月2日に、

下段のり面において「のり面のせり出し②」が発生

した（図-17）．

図-17 「のり面のせり出し②」発生(2019 年 7月 2日) 

北東側のり面への崩壊拡大が予想されたため，

2019 年 7月 8 日に F測線を設置し（図-18），γ線探

査を実施した． 

図-18 γ線探査，F測線の設置状況（2019 年 7 月 8 日） 

γ線探査結果を図-19 に示す．シルト岩のγ線強

度の平均値は，7.11～7.23（×10-2μSv/h），標準偏

差は 0.19～0.29（×10-2μSv/h）で，この範囲外の

γ線強度異常値区間を表-3にまとめた．断裂の走向

は N40°W である． 

図-19 γ線測定結果図（F測線） 

表-3 γ線強度異常値区間と断裂幅（F測線） 

F 測線で検出された断裂幅は 0.1m～0.5m と小規模であ

ったが，2019 年 7 月 21 日の豪雨（図-20）後に．切土で

応力開放されたのり面中の「主断裂と共役断裂で分断され

た区間」で岩盤崩落が発生した(図-21)． 

図-20 岩盤崩落発生時（2019 年 7 月 22 日）の降雨量 

図-21 崩落予測区間で岩盤崩落発生（2019 年 7 月 22 日） 
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崩壊前（2019 年 7 月 8 日）と崩壊後（2019 年 7

月 29 日）ののり面全景写真を以下に示す．崩壊のり

面の背後には谷があることから，「切土のり面の部分

的崩壊」は，「路線方向とほぼ並行に走る主断裂」と

「谷地形を形成した共役断裂」に分断された区間で

「流れ盤」に沿って発生したと考えられる（図-22）．

図-22 切土のり面の部分的崩壊モデル 

５５．．ままととめめ  

近年の豪雨に際し全国各地で斜面崩壊が毎年のよ

うに発生している．同様の斜面の中で，何故その斜

面だけが崩壊したかを容易に説明できない理由とし

て，崩壊斜面と非崩壊斜面の間に決定的な差がない

ことが挙げられてきた３）４）． 

崩壊前 2019 年 7月 8日 

崩壊後 2019 年 7月 29 日 

今回の事例では，「主断裂と共役断裂で分断された

区間」が地下の地質状況（風化帯，流れ盤等）とリ

ンクして移動土塊を形成している．この事例より，

移動土塊を形成する主断裂・共役断裂を見出し，地

形・地質特性を重ね合わせることによって崩壊発生

機構と場所の予測が可能となると考えられる．

謝辞：本稿の作成にあたって，3 名の匿名査読者の

方々からは原稿を改善するうえで貴重なご意見を頂

きました．記してお礼を申し上げます． 
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１．はじめに

近年，我が国では集中豪雨が増加傾向にある．例

えば，1 時間降雨量 80 mm 以上の発生回数をみると，

1976 年～1985 年では年平均 10.7 回であったのに対

し，2006 年～2015 年では年平均 18.0 回と約 1.7 倍

に増加している 1)．一方，土砂災害発生件数をみる

と，豪雨によるもののみではないものの，1982 年～

1991 年では年平均約 900 件であったのに対し，2009
年～2018 年では年平均約 1,380 件と 1.5 倍に増加し

ている 2)．近年の集中豪雨の増加傾向を鑑みると，

砂防事業が促進されたとしても，今後も豪雨に伴う

土砂災害の発生件数の増加は十分予想される．した

がって，土砂災害を未然に防ぐためにも，豪雨によ

る土砂崩壊（表層崩壊）の発生を定量的かつ高精度

に予測できる手法の確立が求められている． 
従来，このような降雨による表層崩壊予測に関し，

数多くの研究が行われてきた 3)-7)．現在，気象庁が運

用しているタンクモデルに基づく土壌雨量指数を利

用した予測手法 3)は，1 km 格子で広域を対象とする

ことができ非常に有用な手法である．しかしながら，

各斜面における地質・植生・地下水分布等は考慮し

ておらず，斜面個別の崩壊予測は困難である．より

精緻な斜面個別の崩壊予測を目的として，数値標高

モデル（DEM）を利用した手法も開発されてきた 4)-

7)．特に，永谷ら 7)は，土質情報等の実測データ 4),5)

を必要とせず，斜面の安定性と降雨条件による崩壊

判定を導入した分布型流出解析に基づく予測手法を

提案している．提案した手法を，比較的広域な数百

km2 の面積を有する流域へ適用し，ある程度の精度

で崩壊地分布の再現に成功している．しかしながら，

流域内の地質の違い等は考慮できておらず，支川レ

ベルでの再現性は十分ではない． 
そこで著者らは，永谷ら 7)による崩壊判定に加え，

河野ら 8)が提案した地すべり危険度得点と，流出解

析から得られる各斜面の地下水分布情報を新たに崩

壊判定に導入することを考えた．地すべり危険度得

点 8)は，DEM から得られる地形に起因する条件のみ

第 回土砂災害に関するシンポジウム論文集， 年 月
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土砂災害の発生件数の増加は十分予想される．した

がって，土砂災害を未然に防ぐためにも，豪雨によ

る土砂崩壊（表層崩壊）の発生を定量的かつ高精度

に予測できる手法の確立が求められている． 
従来，このような降雨による表層崩壊予測に関し，

数多くの研究が行われてきた 3)-7)．現在，気象庁が運

用しているタンクモデルに基づく土壌雨量指数を利

用した予測手法 3)は，1 km 格子で広域を対象とする

ことができ非常に有用な手法である．しかしながら，

各斜面における地質・植生・地下水分布等は考慮し

ておらず，斜面個別の崩壊予測は困難である．より

精緻な斜面個別の崩壊予測を目的として，数値標高

モデル（DEM）を利用した手法も開発されてきた 4)-

7)．特に，永谷ら 7)は，土質情報等の実測データ 4),5)

を必要とせず，斜面の安定性と降雨条件による崩壊

判定を導入した分布型流出解析に基づく予測手法を

提案している．提案した手法を，比較的広域な数百

km2 の面積を有する流域へ適用し，ある程度の精度

で崩壊地分布の再現に成功している．しかしながら，

流域内の地質の違い等は考慮できておらず，支川レ

ベルでの再現性は十分ではない． 
そこで著者らは，永谷ら 7)による崩壊判定に加え，

河野ら 8)が提案した地すべり危険度得点と，流出解

析から得られる各斜面の地下水分布情報を新たに崩

壊判定に導入することを考えた．地すべり危険度得

点 8)は，DEM から得られる地形に起因する条件のみ
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ならず，地質や植生を加味して地すべり危険度を評

価し，点数化したものである．また，地下水分布情

報は，土壌雨量指数 3)の概念を参考に，流出解析か

ら得られる斜面個別の地下水深を表したものである．

これらを崩壊判定に活用することで，より精度の高

い予測が可能になるのではと期待される． 
以上より，本研究は，地下 3 層のセル分布型流出

解析モデルを開発するとともに，永谷ら 7)が提案し

た崩壊判定に地すべり危険度得点と地下水分布情報

を加えた，新たな表層崩壊予測手法を提案したもの

である．提案した手法を，平成 21 年 7 月中国・九州

北部豪雨による山口県佐波川流域での表層崩壊に適

用し，本手法の妥当性について検討している． 
 
 ２．セル分布型流出解析と表層崩壊予測手法 
 

解析は，①対象流域のモデル化，②流出解析の実

施，③流出解析結果を用いた崩壊予測の順で進める．

以下，流出モデルおよび崩壊予測手法の概要を示す． 
 

セル分布型流出解析モデルの概要

流出モデルとして，Huang et al.9)のモデルを改良し，

図 に示すような地下 3層のセル分布型流出解析モ

デルを開発した．ここで，第 3 層は基底流量を表現

するための層であり，後出図 の基岩面下にあたる．

計算セルを斜面部と河道部に分け，表面流と浸透流

を計算した．以下に斜面部の基礎方程式を示す．河

道部では，河道横断形状に矩形断面を仮定し，基礎

方程式は式(1)～(4)に河道幅を考慮したものとなる． 
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ここに，t：時間，x：流下方向距離，h0：表面流の水

深，q：単位幅表面流量，r：有効降雨強度，f1：第 1
層の浸透能，n：マニングの粗度係数，I：斜面勾配，

λi：第 i 層の有効間隙率， ih ：第 i 層の水深， iq ：第

i 層の単位幅浸透流量，fi：第 i 層の浸透能，ki：第 i
層の透水係数である． 
 

表層崩壊予測手法の概要

図 に本研究での表層崩壊予測手法の概念図を

示す．まず，永谷ら 7)が提案した地形条件と降雨条

件より，崩壊が発生する可能性のあるセルを限定す

る．次に，限定したセルにおける地すべり危険度得

点と流出解析による地下水分布情報より，各々で設

定した基準値を超えたセルについて崩壊が発生した

と判定する．上記手法は手順を入替えても同様の結

果となる．以下，各判定手法について説明する． 
地形条件（斜面の安定性）

地形条件としては，図 に示すような無限長斜面

を仮定し，次式から求まる安全率 Fsが判断基準値 Fsc

を下回った段階で崩壊が発生すると判断した． 
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ここに，αc：土層厚から想定すべり面の粘着力への

変換係数，D：崩壊土層厚，θ：斜面傾斜角(= arcsin I)，
γw：水の単位体積重量，γ：崩壊土層の単位体積重量，

γsat：飽和単位体積重量，γt：湿潤単位体積重量，φ：
想定すべり面の内部摩擦角，hw：流出解析により算

出される中間流の水深，Gs：土粒子の比重(= 2.65)，
ns：崩壊土層の空隙率である．内部摩擦角 φ につい

ては，永谷ら 7)と同様，土層内の水深 hw がゼロで安

定状態にある斜面の安全率 Fs が 1.05 となる φ を逆

解析により設定した．崩壊土層厚 D およびその水深

hw の設定については後述する． 
降雨条件

降雨条件としては，実効降雨の考え方を使用し，

先行降雨の影響を時間経過に応じて低減可能な指標

とする下記の雨量指数 R'を用いた．本研究では，雨

量指数 R'が斜面崩壊の判断基準 R'c を上回った段階

で崩壊が発生すると判断した 7),10)． 

 fwfw RRR −= 0  (8)

 ( ) ( )2
1

22
1 wwfw rraRRR −+−=  (9)

 10.5t T
wR R=  (10)

 20.5t T
wr r=  (11)

ここに，Rw：長期実効雨量，rw：短期実効雨量，R1：

長期雨量指数，r1：短期雨量指数，a：重み係数，Rfw0：

原点（Rw = rw = 0 の時の Rfw），R：計算開始からの累

加雨量，r：当該時刻における時間雨量，t：発生降雨

前の時間数，T1：長期実効降雨の半減期，T2：短期実

効降雨の半減期である．R1，r1，a，T1，T2 の各パラ

メータについて，本研究では実測崩壊地点に対する

予測の空振りが無く，最も的中率が高い値を試行錯

誤的に決定した．崩壊履歴の無い流域への適用では，

初期値に他流域の既知の値を流用し 7)，その後の実

測値を参考にパラメータを修正していくこととなる． 
地すべり危険度得点による条件

河野ら 8)は，約 16,000 箇所におよぶ中国地方の地

すべり地形を対象に，AHP（Analytic Hierarchy Process）
法と GIS（Geographic Information System）を用いて，

地すべりハザードマッピングを試みている．AHP 法

による評価項目として「標高」，「斜面傾斜角」，「斜

面型」，「集水度」，「地質」および「植生」の 6 つを

設定し，さらに，各評価項目の重要度を点数化して

いる．各項目の合計点を 100 点満点で表し，これを

地すべり危険度得点として示している．得点が高い

ほど，地すべりの発生可能性が高いことを表す．本

研究では，この地すべり危険度得点を利用し，予備

解析と実測崩壊地点との比較から試行錯誤的に決定

したある基準値を超える得点を有するセルで崩壊が

発生すると判断した． 

地下水分布情報による条件

土壌雨量指数 3)は，3 段タンクモデルの各タンク

における貯留量の合計であり，土砂災害警戒情報の

判断基準に用いられるなど，十分な活用実績を有し

ている．本研究では，その土壌雨量指数の概念を援

用し，図 に示した地下第 1 層および第 2 層の水深

の合計を地下水分布情報として利用することとした．

すなわち，各セルにおける地下水分布情報がある基

準値を超えた場合，そのセルで崩壊が発生すると判

断した．地下水分布情報を地下第 1 層および第 2 層

で設定した理由については，次章にて述べる． 
 
３．平成 年 月中国・九州北部豪雨時にお

ける山口県佐波川流域への適用

 
本研究で提案した表層崩壊予測手法を，平成 21 年

7 月中国・九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適

用し，予測結果と実際の崩壊地点との比較から，本

手法の妥当性について検討する． 
 

佐波川流域での土砂災害

図 に示すように，佐波川は山口県中部を流れる

幹川流路延長 56 km，流域面積 460 km2 の一級河川で

ある．平成 21 年 7 月 19 日～21 日にかけて梅雨前線

が活発化し，佐波川流域下流の防府市では 3 日間総

雨量 332 mm という猛烈な雨を記録した．それに伴

い，土石流等の土砂災害も多数発生し，その被害の

多くが防府市に集中した．山口県内の死者数は 17 名

であったが，14 名が防府市での被災であった 11)． 
 

流域のモデル化

地形モデルの作成には，計算時間の制約上，10 m
格子 DEM を 250 m 格子に解像度を下げたものを使

用した．最急勾配法により落水線を作成し，Shreve12)

図 佐波川流域図

50250 km
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ここに，αc：土層厚から想定すべり面の粘着力への

変換係数，D：崩壊土層厚，θ：斜面傾斜角(= arcsin I)，
γw：水の単位体積重量，γ：崩壊土層の単位体積重量，

γsat：飽和単位体積重量，γt：湿潤単位体積重量，φ：
想定すべり面の内部摩擦角，hw：流出解析により算

出される中間流の水深，Gs：土粒子の比重(= 2.65)，
ns：崩壊土層の空隙率である．内部摩擦角 φ につい

ては，永谷ら 7)と同様，土層内の水深 hw がゼロで安

定状態にある斜面の安全率 Fs が 1.05 となる φ を逆

解析により設定した．崩壊土層厚 D およびその水深

hw の設定については後述する． 
降雨条件

降雨条件としては，実効降雨の考え方を使用し，

先行降雨の影響を時間経過に応じて低減可能な指標

とする下記の雨量指数 R'を用いた．本研究では，雨

量指数 R'が斜面崩壊の判断基準 R'c を上回った段階

で崩壊が発生すると判断した 7),10)． 
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メータについて，本研究では実測崩壊地点に対する

予測の空振りが無く，最も的中率が高い値を試行錯

誤的に決定した．崩壊履歴の無い流域への適用では，

初期値に他流域の既知の値を流用し 7)，その後の実

測値を参考にパラメータを修正していくこととなる． 
地すべり危険度得点による条件

河野ら 8)は，約 16,000 箇所におよぶ中国地方の地

すべり地形を対象に，AHP（Analytic Hierarchy Process）
法と GIS（Geographic Information System）を用いて，

地すべりハザードマッピングを試みている．AHP 法

による評価項目として「標高」，「斜面傾斜角」，「斜

面型」，「集水度」，「地質」および「植生」の 6 つを

設定し，さらに，各評価項目の重要度を点数化して

いる．各項目の合計点を 100 点満点で表し，これを

地すべり危険度得点として示している．得点が高い

ほど，地すべりの発生可能性が高いことを表す．本

研究では，この地すべり危険度得点を利用し，予備

解析と実測崩壊地点との比較から試行錯誤的に決定

したある基準値を超える得点を有するセルで崩壊が

発生すると判断した． 

地下水分布情報による条件

土壌雨量指数 3)は，3 段タンクモデルの各タンク

における貯留量の合計であり，土砂災害警戒情報の

判断基準に用いられるなど，十分な活用実績を有し

ている．本研究では，その土壌雨量指数の概念を援

用し，図 に示した地下第 1 層および第 2 層の水深

の合計を地下水分布情報として利用することとした．

すなわち，各セルにおける地下水分布情報がある基

準値を超えた場合，そのセルで崩壊が発生すると判

断した．地下水分布情報を地下第 1 層および第 2 層

で設定した理由については，次章にて述べる． 
 
３．平成 年 月中国・九州北部豪雨時にお

ける山口県佐波川流域への適用

 
本研究で提案した表層崩壊予測手法を，平成 21 年

7 月中国・九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適

用し，予測結果と実際の崩壊地点との比較から，本

手法の妥当性について検討する． 
 

佐波川流域での土砂災害

図 に示すように，佐波川は山口県中部を流れる

幹川流路延長 56 km，流域面積 460 km2 の一級河川で

ある．平成 21 年 7 月 19 日～21 日にかけて梅雨前線

が活発化し，佐波川流域下流の防府市では 3 日間総

雨量 332 mm という猛烈な雨を記録した．それに伴

い，土石流等の土砂災害も多数発生し，その被害の

多くが防府市に集中した．山口県内の死者数は 17 名

であったが，14 名が防府市での被災であった 11)． 
 

流域のモデル化

地形モデルの作成には，計算時間の制約上，10 m
格子 DEM を 250 m 格子に解像度を下げたものを使

用した．最急勾配法により落水線を作成し，Shreve12)

図 佐波川流域図

50250 km

 

 

によるマグニチュード理論を用いて擬河道網を作成

した．図 は作成した擬河道網図である．図 中の

各河道には，位数理論 13)に基づき位数を振っている． 
 

流出解析モデルの適用とその結果

図 は 土地利用区分および 表層地質区分

を，表 は図 に対応させて試行錯誤的 9)に決定し

た流出解析パラメータをそれぞれ示している．解析

は，初期条件として地下第 1 層の飽和度を 0 %，第

2 層を 50 %，第 3 層を 100 %として開始し，助走期

間を含む 2009 年 6 月 12 日～7 月 27 日までの 888 時

間を対象とした．降雨については 1 km 格子の解析

雨量を使用した．また，図 に示される佐波川ダム

および島地川ダムの放流量データを入手できなかっ

たため，図 に示される八坂と和田の計算セルでは

実測流量を与えた．川幅は表 に示されるように，

位数ごとに同様の値を与えた． 
図 は漆尾および新橋における実測流量と解析

流量との比較を示している．漆尾ではピーク流量に

差が見られるものの，新橋では良好に一致している．

また，洪水波形の再現性は両地点とも非常に良い．

ここで，流出モデルの客観的な精度検証に用いられ

る Nash-Sutcliffe（NS）係数 14)を確認する．NS 係数

は 0.7 以上で再現性が高いとされ，最大値は 1 とな

る．図 を見ると，両地点とも NS 係数は 0.9 を超

えており，再現性は非常に良いと判断できる． 
以上より，本流出モデルは，平成 21 年 7 月中国・

九州北部豪雨時の流出状況を高い精度で再現できて

おり，従って地下水分布も良好に再現できているも

のと評価し，次の表層崩壊予測のステップに進む． 
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ぞれ示す．また，降雨条件の解析で必要となる雨量

については流出モデルと同様，解析雨量を使用した． 
表 に解析パラメータを示す．地形条件および降

雨条件の各パラメータは，永谷ら 7)の研究を参考に

試行錯誤的に決定しているが，判定基準については

図 の実測崩壊地点を見逃さない値を設定した．

地すべり危険度得点と地下水分布情報の判定基準は，

的中率が高く，且つ実測崩壊地点付近が判定できて

いる値を試行錯誤的に決定した． 
解析結果として，まず，図 に 地形条件によ

る安全率 Fs および 降雨条件による雨量指数 R'の
分布をそれぞれ示す．また，図 は地形および降

雨条件から判定された崩壊の可能性のある地点を示

している．これらの図は即ち，永谷ら 7)の手法によ

る結果を表す．図 から分かるように，図 の

実測崩壊地点全てを見逃さないよう判定基準を設定

すると，予測結果は過大評価となっている．これは，

永谷ら 7)の手法による崩壊予測の精度向上には，新

たな判断材料が必要であることを示している． 
図 は本研究で提案した予測手法による結果を

示している．ここで，“的中”とは崩壊が発生すると

予測して実測でも崩壊が発生したセル，“空振り”と

は崩壊が発生すると予測したが実際には崩壊が発生

しなかったセル，“見逃し”とは崩壊が発生しないと

予測したが実際には崩壊が発生したセルを指す．本

地形条件

判定基準：Fsc 0.895 変換係数：αc 0.15

降雨条件

判定基準：R'c 1,185 重み係数：a 17.0

長期雨量指数：R1 190 短期雨量指数：r1 80

長期実効降雨の半減期：T1 162 短期実効降雨の半減期：T2 2

地すべり危険度得点と地下水分布情報の判定基準

地すべり危険度得点 44.3 地下水分布情報 1.496
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手法による的中率は 10.7 %，見逃し率は 65.8 %であ

り，定量的な予測精度はあまり良くない．しかしな

がら，定性的な予測崩壊地点について図 と図

を比較すると，本手法はかなり実測に近い結果を得

ることができている．また，250 m の比較的粗い DEM
を用いたにもかかわらず，支川レベルでの詳細な崩

壊位置を出力できている．250 m 格子では解析結果

のみならず，実測崩壊地点の表現も困難であり，こ

れが的中率を低下させた一因にもなっている．した

がって，100 m や 50 m 程度のより解像度の高い DEM
を利用することで精度の向上が期待でき，また，そ

れに合わせて崩壊予測パラメータを修正していくこ

とで，更なる精度向上が可能になると考えている． 
 
４．おわりに

 
本研究では，降雨に伴う土砂災害の防止に資する

ことを目的とし，従来の地形条件と降雨条件 7)に加

え，地すべり危険度得点 8)と地下水分布情報を利用

したセル分布型流出解析に基づく表層崩壊予測手法

を提案した．提案した手法を，平成 21 年 7 月中国・

九州北部豪雨時の山口県佐波川流域に適用した．本

研究で得られた成果を以下に纏める． 
[1] 地下 3 層構造のセル分布型流出解析モデルを開

発した．対象豪雨時における佐波川流域への適用

から，その洪水波形を良好に再現することができ，

また，Nash-Sutcliffe 係数も 0.9 以上と本流出モデ

ルの妥当性を示すことができた． 
[2] 本手法を用いて，対象豪雨時における佐波川流域

での表層崩壊予測を試みた．実測との比較より，

的中率 10.7 %，見逃し率 65.8 %と定量的な精度

はあまり良くなかったものの，定性的な崩壊地点

の予測は，粗い DEM であったにもかかわらず，

実測にかなり近い結果を得ることができた． 
以上のような結果が得られたが，本研究では佐波

川流域のみの適用に留まっている．そのため，今後

は他流域への適用を試みるとともに，高解像度 DEM
の利用，および解析パラメータの影響についても検

討を進めていく予定である． 
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1．はじめに 

 

 現在も活発に活動を続けている桜島では，毎年，

降雨による土石流が多発している．そのため，桜島

では，砂防堰堤の整備，ワイヤーセンサー・監視カ

メラの設置，1 年間隔での航空レーザー測量などの

様々な防災対策が実施されており，その結果，土石

流による人的被害は減少している．しかし，桜島の

火口付近には立ち入り禁止区域があるため，土石流

の発生源である渓流上部まで現地踏査を行って侵食

が発生した地点を直接調査することは不可能である．

火山噴火時には，土砂災害防止法に基づいて緊急調

査を実施する必要があるが，桜島のように土石流発

生域への立ち入りが現実的に困難な状況は他の火山

地域でも想定される．したがって，様々なデータが

計測されている桜島を研究対象地域として，火山噴

火後の降雨によって侵食が発生する危険性が高い場

所を予測できるモデルの構築が可能になれば，火山

地域における今後の防災対策の策定に対して有効で

あると考えられる． 
 火山地域における土石流の発生に関する研究は数

多く行われているが，それらの既往の研究は，立ち

入りが可能な地点において土質特性 1)や流出特性 2)

を調査した研究が多い．本研究のように，立ち入り

禁止区域内を対象とした研究としては，近年，ドロ

ーンを用いた調査研究が行われている 3)．ただし，

そこから得られたデータを用いて土石流や侵食の発

生予測を行うためには，更なるデータの蓄積が必要

である．火山地域における侵食の発生に影響を与え

る要因としては，地形，地質，降雨，降灰など様々

な要因が考えられるが，立ち入り禁止区域内におい

て現時点で最も詳細な情報が得られているデータは

数値標高モデル(Digital Elevation Model，以下 DEM)

データであると考えられる．したがって，檜垣ら 4)

が阿蘇火山を対象に行った地形解析のようなアプロ

ーチが，立ち入り禁止区域内において侵食発生予測

を行うための手法として有効であると考えられる． 
 本研究の目的は，桜島の立ち入り禁止区域を対象

として，近年，様々な分野で適用されているニュー

ラルネットワーク(Artificial Neural Network，以下

ANN)を用いて侵食発生場所予測モデルの構築を試

みて，そのモデルの適用性と課題について明らかに
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することである．まず，地形的特徴と侵食傾向の関

係について分析し，その後，ANN を用いて地形情報

に基づく侵食発生場所予測モデルの構築を試みる．

第 2章では，適用データの作成について説明する．

第 3章では，DEM データから得られる地形的特徴と

侵食傾向の関係について分析する．第 4章では，第

3 章で得られた分析結果を考慮して ANN によるモ

デル化を試みる．最後に，第 5章では，本研究によ

って得られた知見をまとめ，今後の課題を示す． 
 

2．適用データの作成 

 

(1) 本研究で使用した DEM データ 

 本研究では，平成 24 年から平成 30 年までの 7 年

間に桜島において毎年計測された航空レーザー測量

による DEM データを用いて分析を行った．対象範

囲は火口付近の南北に 4,250m，東西に 3,750m の範

囲とした．DEM データの間隔は 5m であるため，対

象範囲内には南北に 850 個，東西に 750 個の合計

637,500個の標高データが含まれており，それらが 7
年分蓄積されている．なお，DEM データの高さの精

度は標準偏差で 0.3m 以内である． 
 

(2) 地形変化と地形的特徴を表す評価指標 

a) 地形変化に関する評価指標 

 同一地点における 2 年間の DEM データの差分を

算出することで，その地点における堆積量や侵食量

を概算できる．本研究ではこの各地点における DEM
データの差分値を地形変化量と定義する．地形変化

量がマイナスの地点は，侵食だけでなく崩壊の地点

も含まれていると考えられるが，本研究では，それ

らを区別せず便宜的に侵食と呼ぶこととする．図-1
は一例として平成 24 年から平成 25 年の地形変化量

の分布を示している．地点によっては数 m のオーダ

ーで標高値が変化していることがわかる．この地形

変化量によって地形の侵食傾向を把握することとし

た．なお，図-1 における枠線で囲まれた範囲は，火

山の爆発の影響によって，1 年間での地形変化量が

非常に大きい(年によっては 30m 以上)．これらは降

雨による侵食や堆積ではないにも関わらず，分析結

果に多大な影響を与えるため，本研究ではこの範囲

における地形変化量は考慮しないこととした． 
b) 地形的特徴に関する評価指標 
 DEM データから算出される地形的特徴として，

DEM データの 1 階微分である傾斜と 2 階微分であ

るラプラシアンを各地点で算出した．対象とする地

点(Z)の近傍の 8 点(ZN，ZNE，ZE，ZSE，ZS，ZSW，ZW，

ZNW)を図-2 のように定義すると，傾斜 I5)は各地点の

標高値を用いて次式のように算出される． 

 (1) 

ここに， 

 (2-1) 

 (2-2) 

である．また，ラプラシアン lap6)は式(3)のように算

出した．式(3)からもわかるように，ラプラシアンは

プラスが凹地形，マイナスが凸地形を表している． 

 (3) 

図-3 は平成 24 年における傾斜の分布図を，図-4 は

平成 24 年におけるラプラシアンの分布図をそれぞ

れ示している．本研究は，図-3 と図-4 に示す各地点

の地形的特徴を用いて，図-1 の地形変化量について

説明できるモデルの構築を目指す． 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 地形変化量の分布(平成 24年から平成 25年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 地形的特徴の計算における各記号の定義 
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３．地形的特徴と侵食傾向の関係に関する分析 

 

 本章では，ANN を用いて地形情報に基づく侵食発

生予測モデルの構築が可能であるかを検証するため

に，地形的特徴と侵食傾向の関係について分析を行

った．図-5 は平成 24 年における地形的特徴と平成

24 年から平成 25 年における地形変化量の関係を表

した散布図を示している．図中の縦軸は各地点にお

けるラプラシアン，横軸は傾斜の値を表している．

また，図中のプロットのコンターは各地形的特徴が

該当する地点における地形変化量を表しており，プ

ラスが堆積量，マイナスが侵食量である．同図にお

いて，合計 637,500個の DEM データの情報が重なっ

ているため，この散布図を用いて地形的特徴と地形

変化量の関係を把握することは困難である．したが

って，地形的特徴ごとにグループ分けを行い，その

グループ内に含まれるプロットの地形変化量の平均

値を算出し，地形的特徴と地形変化量の関係につい

て分析した．具体的には，ラプラシアンは-1.00 から

1.00 までの範囲を 0.25 間隔で 8 分割し，傾斜は 0°か
ら 90°までの範囲を 10°間隔で 9分割することで合計

72個のグループを作成し，そのグループごとの地形

変化量の平均値を算出した．図-6 は平成 24 年から

平成 30 年までの 7 年分の各グループにおける地形

変化量の平均値のコンター図を示している．この結

果より，まず，傾斜が急な地点は非常に強い侵食傾

向を示していることがわかる．これは傾斜が急な斜

面は侵食されやすいという一般的な知見とも一致す

る．次に，ラプラシアンがマイナスの地点も全体的

に侵食傾向は強いことがわかる．ラプラシアンは地

形の凹凸を表現した指標であるが，ラプラシアンが

マイナスの地点は凸地形であることを意味している．

写真-1は立ち入り禁止区域外において現地調査を行

った際の状況を示している．桜島の渓流は岩肌が剥

き出しの状態であり，渓流の側面の斜面は凸型の遷

急線 7)を有していることが確認できる．本研究で用

いた DEM データは 5m 間隔であるため，写真-1 に

示す遷急線を十分に表現することができる．このこ

とから，ラプラシアンがマイナスの地点で侵食傾向

が強い理由として遷急線の影響が考えられる． 
 以上の結果から，傾斜が急な地点やラプラシアン

がマイナスの地点は侵食傾向が強いことがわかった．

このことから，本研究で用いた地形的特徴(傾斜とラ

プラシアン)によって桜島における侵食発生場所を

予測するモデルを構築できる可能性が示唆された． 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 地形変化量の散布図(平成 24 年から平成 25 年) 

図-3 傾斜の分布図(平成 24 年) 
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３．地形的特徴と侵食傾向の関係に関する分析 
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図-5 地形変化量の散布図(平成 24 年から平成 25 年) 

図-3 傾斜の分布図(平成 24 年) 

 

図-4 ラプラシアンの分布図(平成 24 年) 
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ている．それに対して，地点 B や地点 C では，予測

結果でも侵食傾向自体は表現できているものの，学

習データと比較すると侵食されると予測された地点

の割合が少ない．反対に，地点 D や地点 E は，実際

の学習データはそれほど侵食されていないのに対し

て，予測結果は多くの地点で侵食されると予測され

ている．このように学習データと ANN による予測

結果に違いが生じた理由として，学習データに用い

た入力ベクトルが影響していると考えられる．具体

的には，地質情報の導入が必要であったと考えられ

る．図-9 は対象地域における地質図 9)を示している．

侵食傾向が強い地点 A，地点 B，地点 C が該当する

地質は，斜方輝石単斜輝石安山岩溶岩及び火砕物で

ある．それに対して，地点 D や地点 E が該当する地

質は分類がデイサイトである．このことから，本研

究では，立ち入り禁止区域において最も詳細な情報

が得られる DEM データの地形情報を侵食傾向に影

響を与える要因として仮定して ANN モデルの構築

を試みたが，解析結果と地質図を考慮すると，地質

情報も侵食傾向に影響していると考えられる．今後

は，これらの地質情報もANNに学習させることで，

より高精度な ANN モデルを構築する必要がある． 
 図-10 は平成 29 年から平成 30 年におけるテスト

データと構築された ANN による予測結果の比較を

示している．全体的な傾向としては，テストデータ

を用いた場合も，渓流沿いの急斜面での侵食は表現

できているが，地点 F周辺における侵食傾向を全く

表現できていないことがわかる．これは，平成 28 年
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(3) 学習データと ANN による予測結果に違いが生

じた理由として，地質情報の影響が大きいことが

考えられる．今後は，地形情報だけでなく地質情

報も学習させた ANN モデルの構築が必要である． 
(4) 火山活動の履歴を考慮せずに学習データとテス

トデータを分割すると，実現象を表現できないモ

デル化になることがわかった． 
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1．はじめに 

 
土砂災害が発生した場合の土砂の運動特性や到達範囲

を予測し対策を計画することは，人命の危険を回避し交

通基盤の安全性を確保する上で重要である．これらを力

学的に予測する方法の１つに数値シミュレーションがあ

る．一口に土砂災害と言ってもその発生形態は多岐に渡

り，土塊がほぼ原形を留めて運動し移動速度が緩慢な地

すべりに対しては，大変形連続体解析の適用事例例えば1)

が見受けられる．一方で，個別の岩塊が原型を留めて崩

落する落石や岩盤崩壊に対しては，ブロック体個別要素

法解析の適用事例例えば2)が見受けられる．斜面崩壊は，

地層や表土が滑落してほぼを原型を留めない状態となる

ことを指す場合が多く，道路土工3)では大規模崩壊と表

層崩壊に分類されている．著者は表層崩壊を対象とした

粒状体個別要素法の適用を過去に発表4)している． 

これまでにも斜面崩壊を対象とした数値シミュレーシ

ョンに粒状体個別要素法が適用された事例は幾つか見受

けられる．村上ら5)は，新潟県中越地震での被災斜面を

対象として，流れ盤斜面では大規模崩壊，受け盤斜面で

は表層崩壊が得られるシミュレーションを実施している．

今田ら6)は，2016年熊本地震での被災斜面を対象として，

シミュレーションで得られた土塊形状の変化や流速から，

事前に仮定した土塊のせん断強度（粘着力，摩擦係数）

の妥当性を考察している．森口ら7)は，土砂流動実験の

再現解析を通して，粒子形状や粒子間接触パラメータの

変化を試行の対象として土砂流動の相違を考察している．

粒状体個別要素法では，堆積土砂を粒子集合体と考えて，

微視的な粒子個々の相互作用を解くことによってその巨

視的な崩壊土砂の運動挙動を再現しようとするものであ

る．因って，崩壊後に移動する土砂が原形を留めず，複

数に分岐することもある状況を考えると，挙動を構成則

で制御する連続体解析の適用に比べて，このような解析

手法の適用には優位性があると思われる． 

さて，先に示した報告例は原地盤が対象だが，微視的

情報，すなわち，粒子自体の属性や接触パラメータの感

度分析などに主眼が置かれおり，パラメータから議論が

スタートして試行検討の対象となっている．しかしなが

ら，原地盤がどのような地盤物性（変形係数，ポアソン

比，質量密度，間隙率，粘着力，内部摩擦角，など）を

有するのか，それに対してどのような粒子間接触モデル

を適用し，どのようにパラメータを決定したのか，につ

いては明瞭に示されていない．他の既往検討も同様の傾

向を示す現状から，現場を対象とする実業務で粒状体個

別要素法を適用することは困難だと推測される． 

一般に，対策工設計などの実業務においては，室内試

験実施の有無に関わらず，上述した地盤物性は調査設計

の段階で用意されることが多い．因って，粒状体個別要

素法を少しでも設計業務等で利用するには，原地盤の地

盤物性から粒子間接触モデルのパラメータを合理的，か

つ，比較的簡易に決定できるシステムの構築が必要であ

る．そこで本報では，室内試験の供試体が原位置から採

取されることを前提として，粒状体個別要素法による室

内試験シミュレーションを事前に実施して崩壊対象とな

る地層や表土の粘着力や内部摩擦角を表現する粒子間接

触パラメータを求め，これを斜面崩壊シミュレーション

の解析モデルに適用する方法を取る．さらに，前者の粒

子集合体の粒子構造と配置が後者のそれと同等となるよ

う後者の解析モデルを構築する．本報では，これら２つ

を必須項目として実施すれば，斜面崩壊シミュレーショ

ンに対して原位置地盤の力学特性が反映されると考える． 

次章以降では，まず，粒状体個別要素法の基本概念と

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 
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子集合体の粒子構造と配置が後者のそれと同等となるよ

う後者の解析モデルを構築する．本報では，これら２つ

を必須項目として実施すれば，斜面崩壊シミュレーショ

ンに対して原位置地盤の力学特性が反映されると考える． 

次章以降では，まず，粒状体個別要素法の基本概念と
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粒子間接触モデルの概要を述べる．次に，斜面崩壊のう

ちの表層崩壊を対象として，地質の異なる崩壊土砂（粘

性優位，砂質優位）に対して前述の必須項目を実施し，

２次元シミュレーションの結果より得られた運動特性の

相違を整理した．最後に，崩壊土砂の斜面横断方向への

広がりを表現できる３次元表層崩壊シミュレーションの

事例を示す．解析プログラムはPFC ver 6（米国，Itasca

社製）を用いた． 

 
2．粒状体個別要素法と粒子間接触モデル 

 
(1) 粒状体個別要素法の概要 

粒状体個別要素法とは，剛体円盤（２次元）や剛体球

（３次元）を粒子要素として，対象材料をこれらの集合

体でモデル化し，ミクロな粒子要素間の力学挙動を解く

ことによりマクロな集合体全体の挙動を得る数値シミュ

レーションである．ここで粒子要素は図-1(a)に示すよ

うに土粒子１つを表すのではなく，ある程度の大きさの

塊を表すものと考える．粒子要素は並進および回転の運

動方程式を差分法で解くことにより時々刻々と移動し，

大変形から崩壊やそれに伴う土砂移動の過程を追跡する

ことができる．２つの粒子要素が図-1(b)のように接触

したと判定された時には，粒子要素円周上の接触点の位

置に図-2に示すような粒子間接触モデルが自動的に発生

する．２つの粒子要素が離反して非接触となれば，接触

モデルは自動的に消失する．他の高度な接触モデルにお

いてもこれらは基本構成要素として用いられる． 
 

(2) 粒子間接触モデル 

a) バネ剛性分布 

地盤の変形特性として一般に，変形係数Eとポアソン

比νが与えられる．しかしながら，粒状体個別要素法に

おける変形特性は接触点において面積の概念が無い垂直

バネとせん断バネで表現される．そこで本報では，図-

1(b)に示すように，接触面積A=2rt (r =min(R(1),R(2)) (t=1)) を
定義して，軸方向剛性AE/Lを垂直バネ剛性kn，せん断バ

ネ剛性ks=kn/νと定義して，変形係数Eとポアソン比νか

ら粒子間パラメータであるkn, ksを評価する．粒径が分布

する粒子集合体においてkn, ksそれぞれに単一の数値を与

える既往の方法とは異なり，本報では粒径に応じた垂直

バネ剛性とせん断バネ剛性を分布させることができる． 
b) 固着強度 

堆積土砂の粘着力を表現するには粒子間に固着を導入

する必要がある．粘着力を有する土砂や地盤に対する粒

子間接触モデルとして，従来からParallel Bondモデル8)が

用いられてきた．このモデルは，粒子間の仮想接触面で

応力とモーメントを伝達するため，接触面に粒子間せん

断強度と粒子間引張強度を与えると，粒子集合体，すな

わち，堆積土砂のせん断強度（c,φ）が表現できる．た

だし，このモデルは粒子間の接触応力が強度に到達した

時点で即時に強度を消失する脆性的な特性を有する．そ

こで本報では，強度超過後も強度低下を表現できるよう

にParallel Bondモデルを拡張した図-3に示すSoft-Bond接触

モデル9)を適用する．このモデルは，図-4に示すように，

粒子間垂直応力が引張の状態にある時，接触引張強度

(σc
sb)超過後の強度低下の程度は，破壊強度(σc

sbγ;γ

は破壊強度係数)と強度低下勾配(kn/ξ；ξは強度低下

勾配係数)によって決定され，破壊強度(σc
sbγ)に到達

した時点で固着は消失する．ここで，破壊強度係数(γ)

と強度低下勾配係数(ξ)のそれぞれを変動させた場合の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)  土塊粒子の接触            (b) 粒子要素の接触 
図-1 粒子・粒子要素の接触 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 線形接触モデル（赤線と緑線は図-1(b)に対応） 
 
 

 
 
 
 
 

 
  

図-3 Soft-Bond接触モデル(赤線と緑線は図-1(b)に対応） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-4 Soft-Bond接触モデルの垂直応力-相対垂直変位関係 
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接触力と相対変位の事例を図-5に示す．これより２つの

パラメータの組み合わせにより，強度低下の相違をモデ

ル化できることが分かる．ちなみに，ξに0，γに1を与

えた場合は，Parallel Bond接触モデルに該当する． 

 

３．表層崩壊シミュレーション 

 

佐々木10)は，国内における土砂災害の中で少なからず

発生する表層崩壊の定義について，「表層部が原型をと

どめず崩落するものをいう．一般に急傾斜地によくみら

れ，その崩落速度は速い．強風化岩，崩積土に多く，豪

雨等によって引き起こされることが多い．」と述べてい

る．堆積の幅や長さが数十m～数百mと広範囲な割には土

層深が数十cm～数百cm程度と極めて薄く，上述した崩落

時の運動特性から，これを連続体でモデル化することは

極めて困難であると思われる．そこで本報では，粒状体

個別要素法を適用し，シミュレーションの結果より堆積

土砂が有する粘性（固着）の相違が崩落時の運動特性に

及ぼす影響を整理した． 

 
(1) 対象斜面の概要と検討ケース 

対象斜面を図-6に示す．崩壊土砂の土層深は最大

80(cm)，長さ27.6(m)に渡る．堆積の下端より15(m)下に

は供用中の自動車道が存在し，土砂が30(m)下に移動す

れば路面に到達する状況にある．崩壊土砂は原位置調査

により表-1に示した物性値が得られており，シルト質な

砂礫（未固結）である．本報では，粘性優位と摩擦性優

位の場合の崩壊挙動を比較検討するために，変形特性を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 主要パラメータ（ξ，γ）の相違による強度低下の相違（接触力：引張は負で表示） 
 

 

 

(a) ξの相違（γ=0.5の場合） (b) γの相違（ξ=2の場合） 
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(粒子間の赤線分はSoft-Bond接触モデル) 

図-8 表層崩壊シミュレーションの解析モデル 

 

 

図-7 二軸圧縮試験シミュレーション 

 

表-3 Soft-Bond接触モデルのパラメータ 
 

 

 

図-6 モデル化対象斜面（青線：崩落土砂の表面） 
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接触力と相対変位の事例を図-5に示す．これより２つの

パラメータの組み合わせにより，強度低下の相違をモデ

ル化できることが分かる．ちなみに，ξに0，γに1を与

えた場合は，Parallel Bond接触モデルに該当する． 

 

３．表層崩壊シミュレーション 

 

佐々木10)は，国内における土砂災害の中で少なからず

発生する表層崩壊の定義について，「表層部が原型をと
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れ，その崩落速度は速い．強風化岩，崩積土に多く，豪

雨等によって引き起こされることが多い．」と述べてい

る．堆積の幅や長さが数十m～数百mと広範囲な割には土

層深が数十cm～数百cm程度と極めて薄く，上述した崩落

時の運動特性から，これを連続体でモデル化することは

極めて困難であると思われる．そこで本報では，粒状体

個別要素法を適用し，シミュレーションの結果より堆積

土砂が有する粘性（固着）の相違が崩落時の運動特性に

及ぼす影響を整理した． 

 
(1) 対象斜面の概要と検討ケース 

対象斜面を図-6に示す．崩壊土砂の土層深は最大

80(cm)，長さ27.6(m)に渡る．堆積の下端より15(m)下に

は供用中の自動車道が存在し，土砂が30(m)下に移動す

れば路面に到達する状況にある．崩壊土砂は原位置調査

により表-1に示した物性値が得られており，シルト質な

砂礫（未固結）である．本報では，粘性優位と摩擦性優

位の場合の崩壊挙動を比較検討するために，変形特性を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 主要パラメータ（ξ，γ）の相違による強度低下の相違（接触力：引張は負で表示） 
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図-6 モデル化対象斜面（青線：崩落土砂の表面） 
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一定とした上で，粘着力と摩擦角が異なる表-2に示した

全３ケースを実施した． 

 

(2) 二二軸軸圧圧縮縮試試験験シシミミュュレレーーシショョンン 

表-2に示した各ケースにおいてSoft-Bond接触モデルの

パラメータを決定するために，図-7に示す二軸圧縮試験

シミュレーションを実施した．ここで，土層深80(cm)に
対して粒子要素が深さ方向に15個～20個程度を配置でき

れば崩壊土砂の移動が良好に表現できると考えて平均粒

径を5(cm)とした．また，間隙率15(%)を実現できる最小

粒径に対する最大粒径の比は2.0（最小粒径3.3(cm)～最

大粒径6.7(cm)）として，粒子要素の重心位置と粒径を乱

数で分布させた．各ケースに対して得られたSoft-Bond接
触モデルのパラメータを表-3に示す． 

 

(3) 崩壊土砂のモデル化 

a) 供試体モデルと崩壊土砂モデルの力学的等価性 

図-7に示した供試体領域における粒子集合体と図-6に

示した斜面に与える堆積土砂の粒子集合体は，力学特性

に等価であることが望まれる．このために，表-3に示し

たパラメータを堆積土砂の粒子集合体に適用する．さら

に,粒径分布や間隙率に基づく粒子の構造・配置を両者

間で同等とするため，これらを表す指標である配位数

（１つの粒子あたりの接触点数）11)に着目し，供試体と

堆積土砂の平均配位数が同等となるよう堆積土砂をモデ

ル化する．ここで，供試体の平均配位数は，4.1である． 
b) 表層崩壊シミュレーションの解析モデル 
表層崩壊シミュレーションの粒状体個別要素法による

解析モデルを図-8に示す．作成要領は，まず，図-7に示

した供試体領域の粒子集合体を図-6の赤ラインと青ライ

ンで囲まれた堆積領域にコピーする．次に，重力加速度

を載荷して静的平衡状態を得る．これを崩落前の初期状

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 表層崩壊の過程（2次元シミュレーション） 

 

(a) ケース１（未固結/粘性）             (b) ケース2（未固結/砂質）                (c) ケース 3（軟岩） 
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態とする．平均配位数は4.2となり，重力加速度を載荷

したことにより粒子配置が若干変化したものと思われる．

しかしながら，変動が2%程度と微小であるため，粒子構

造における等価性はほぼ実現されていると考える．尚，

崩壊土砂の移動では，強度消失により離反して再接触し

た粒子要素の固着は再度有効化させた． 
 

(4) 表層崩壊シミュレーションの結果 

a) 崩壊土砂の運動特性 

シミュレーションは，時間増分Δt=6.831e-5(秒)を繰

り返すことにより時間の経過を表現する．表-3 に示し

た検討ケースにおいて崩壊土砂が移動する 10 秒までの

過程を図-9 に示す．堆積長さに対して層厚が薄いため

ケースごとの相違を検出するのは容易ではないが，２秒

から６秒あたりまでの崩壊挙動に着目すると，ケース２

はケース１と比較して土砂の堆積膨張や粒子の飛散が大

きく，粒子間の固着の程度の相違が運動特性に反映され

ているものと思われる．また，４秒あたりの挙動に着目

すると，３つのケースの中ではケース３が最も原型から

の崩れが少ないことから，摩擦角が他ケースの中間の大

きさであっても軟岩としての粘着力，すなわち，粒子間

固着の効果が反映された結果であることが伺える．下方

へ移動する際は，斜面の凹凸に繰り返し衝突するため，

どのケースも 8秒以降は原型を留めなくなる傾向にある． 

b) 崩壊土砂の変位と速度の時刻歴 

崩壊土砂の経過時間に伴う合成変位の進展状況を図-

10に示す．図中に示した堆積上部の１粒子要素（上部点）

と堆積下部の１粒子要素（下部点）を対象として，各ケ

ースを比較した．3秒までは全てのケースにおいて上部

点と下部点の変位増加は同程度であるが，3秒以降は異

なった傾向が見られる．ケース１とケース２は，下部点

に比べて上部点の変位が大きい．これは，上部土砂が最

終的には下部土砂に接近したことを示す．ケース３は上

部点と下部点の進展が同程度である．これは，上部土砂

と下部土砂がほぼ同じ速度で運動したことを示す．これ

らのことは，速度の進展状況を示す図-11からも確認で

きる．すなわち，ケース１とケース２は，3秒以降，下

部点に比べて上部点の速度が大きい．これに対して，ケ

ース３は上部点と下部点が同程度の速度を示している．

これより，他のケースよりも粘着力の大きい軟岩は比較

的原型を留めて移動したことが伺える． 

c) 道路への堆積土量 

道路面に堆積した土量の経時変化を図-12に示す．こ

れより，ケース１とケース２においてはあまり差は見ら

れない．ケース３の堆積の進展は他のケースよりも時間

的に遅れが見られる．これは，粘着力の効果によるもの

と思われる． 

４．3次元表層崩壊シミュレーション 

 
交通基盤等を対象とした対策工設計の視点に立つと，

前章で示した２次元シミュレーションでは，崩壊土砂が

斜面横断方向にどの程度の広がりをもって保全対象に到

達するかを予測することはできない．本章では，表層崩

壊シミュレーションを３次元で実施した事例を示す． 

 

(1) 現場と解析モデルの概要 

対象斜面の解析モデルを図-13に示す．崩壊土砂の土

層深は最大270(cm)である．堆積の下端より50(m)下には

供用中の自動車道が存在し，土砂が90(m)移動すれば路

面に到達する状況にある．原位置の調査から得られた崩

壊土砂の物性値を表-4に示す．図-14に示す三軸圧縮試

験シミュレーションでは，平均粒径10(cm)，最小粒径に
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態とする．平均配位数は4.2となり，重力加速度を載荷

したことにより粒子配置が若干変化したものと思われる．
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造における等価性はほぼ実現されていると考える．尚，
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た粒子要素の固着は再度有効化させた． 
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れより，ケース１とケース２においてはあまり差は見ら

れない．ケース３の堆積の進展は他のケースよりも時間

的に遅れが見られる．これは，粘着力の効果によるもの

と思われる． 
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対する最大粒径の比は2.0とした．これより得られた

Soft-Bond接触モデルのパラメータを表-5に示す．図-14

に示した供試体領域の平均配位数は10.2，図-13に示し

た崩落前の堆積土砂の平均配位数は9.7である．ここで

も，その変動が5%程度と微小であるため，粒子構造にお

ける等価性はほぼ実現されていると考える．また，強度

消失により離反し再接触した粒子要素の固着は再度有効

化させた． 

 

(2) 表層崩壊シミュレーションの結果 

堆積土砂が道路に到達する16秒までの過程を図-15に

示す．7秒程度までは先端部の乱れを除き土砂は全体と

して固結を維持した状態で移動している．12秒以降は斜

面の凹凸による地形の影響を繰り返し受けて土砂周辺部

より粒子要素の多くは強度消失により離反し，二股に分

岐して移動する結果が得られた．これより，道路では約

100(m)に渡る区間が対策工の対象になると思われる． 
 

４．おわりに 

 
本報告は，斜面崩壊による土砂の運動特性や到達範囲

を粒状体個別要素法を用いて予測する際，原位置試験や

調査から一般的に得られる地盤物性に基づいて粒子間接

触モデルのパラメータ，および，粒子構造の配置を合理

的に決定する一連のシステムを示した．今後は，実際の

被災現場に適用し，本提案の妥当性を検証する． 
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図-13 モデル化対象斜面（3次元シミュレーション） 
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図-15 表層崩壊の過程（3次元シミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

τf
sb

（kN/m2）

σc
sb

（kN/m2）

強度低下勾配
係数ξ

破壊強度係数
γ

155 35 3 0.5



73

 

 

 

 

大規模土砂災害における無人航空機を活用した

緊急調査の試行的研究 

A STUDY OF EMERGENCY SURVEY USING UNMANNED AERIAL VEHICLE OF 

LARGR-SCALE DISASTERS 

 

荒木 義則 1・木下 篤彦 2・秦 雅之 1・河井 恵美 1 

小竹 利明 3・山田 拓 3・柴田 俊 3・亀井 稔 4・松岡 和行 4・南口 由行 4 

Yoshinori ARAKI, Atsuhiko KINOSHITA, Masayuki HATA, Megumi KAWAI, 

Toshiaki KOTAKE , Taku YAMADA , Suguru SHIBATA , Minoru KAMEI , Kazuyuki MATSUOKA 

and Yoshiyuki MINAMIGUCHI 

 

1中電技術コンサルタント株式会社（〒734-8510 広島市南区出汐二丁目 3番 30 号） 

E-mail: araki@cecnet.co.jp 

2国土交通省国土技術政策総合研究所（近畿地方整備局大規模土砂災害対策技術センター） 

（〒649-5302 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町市野々3027-6） 

3国土交通省近畿地方整備局紀伊山系砂防事務所（〒637-0002 奈良県五條市三在町 1681） 

4国土交通省近畿地方整備局近畿技術事務所（〒573-0166 大阪府枚方市山田池北町 11-1） 

 

Key Words: Large-scale disaster, Landslide dams, Unmanned aerial vehicle, emergency survey 
 

 
１．はじめに 

 近年，我が国では，豪雨や地震に伴う大規模な土

砂災害が数多く発生している．中でも，平成 23 年 9

月の台風 12 号による紀伊半島大水害では，紀伊半島

各地で大規模な深層崩壊等が発生し，崩壊土砂が河

道を閉塞して 17 箇所で天然ダムが形成 1)された．そ

の一部は上流集落に段波が押し寄せ，あるいは降雨

中に満水となり越流・決壊し下流集落が土石流等に

見舞われるなどの被害が発生した．台風 12 号に伴う

降雨後も決壊せず河道が完全に閉塞した箇所のうち，

今後の降雨等で越流・決壊した場合に甚大な被害が

生じるおそれのある大規模な天然ダムは，5箇所（赤

谷地区,長殿地区,栗平地区,北股地区,熊野地区）で

あった 1)．この 5 箇所は，土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を

改正する法律（平成 23年 5 月 1日施行）（以下，「改

正土砂災害防止法」という）に基づいた緊急調査 2)

の対象となり，発災後直ちに緊急調査が行われた．  

 緊急調査の目的は，天然ダムが形成される等土石

流による被害が生じる急迫性が高まった状況におい

て，住民の避難行動に資するために，被害のおそれ

のある区域等の情報を速やかに提供することである.

そのため，情報として一定程度の精度を確保した上

で，時間をかけずに結果を出し，逐次情報を更新す

ることが重要となる． 

緊急調査の実施手順等は，「緊急調査実施の手引き

（河道閉塞による土砂災害対策編）平成 23 年 4 月」

（以下，「本手引き 3)」という）に基づいて行われる．

本手引きには，区域や時期等の情報を提供するため

に最低限実施すべき内容が示されており，「Ⅰ.緊急

調査着手の判断」，「Ⅱ.初動期における調査」，「Ⅲ.

継続監視期における調査」，「Ⅳ．緊急調査終了の判

断」の 4つの段階で調査を行うこととなっている． 

現在でも 3 箇所（赤谷地区,長殿地区,栗平地区）

は，緊急調査が継続されている． 

緊急調査の手法は，緊急災害対策派遣隊（以下，

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 
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「TEC-FORCE」という）等による防災ヘリを活用した

上空からの目視調査や現地での地上調査等である． 

近年，無人航空機は，カメラや LP 等の各種センサ

ーを搭載できる様々な種類（固定翼,回転翼）の機体

等の製品が実用化され，安価で高性能なものが普及

し始めており,河川や土砂災害調査での利用が行わ

れている．しかしながら,天然ダム等の大規模土砂災

害への適用事例 4)は少ない.  

 本研究の目的は，図-1 の位置図に示すように,天

然ダムで緊急調査が行われ，現在も調査が継続して

いる赤谷地区（奈良県五條市）を調査対象とし，前

述したⅠ～Ⅲの各段階における既往調査手法の課題

と解決の方向性を整理すると共に，無人航空機を活

用した実現場での実証実験を行い，上空からの調査

の有効性を確認することである．また，無人航空機

による調査結果を地上の現地調査に活用し，上空調

査と地上調査を組み合わせることで，従来よりも迅

速かつ安全な緊急調査が行える可能性を示した． 

 

２．天然ダム緊急調査の課題と解決の方向性 

天然ダム発災時の緊急調査は，防災ヘリや TEC-

FORCE による地上調査等により，写真-1 に示す赤谷

地区のような場所において実施される．ここでは，

緊急調査の課題を明らかにするために，紀伊半島大

水害の災害対応の記録 1),5)や災害対応者へのヒアリ

ング等から初動対応やその後の出水イベント等への

対応に関する課題を抽出した結果を表-1に示す． 

表-1より，防災ヘリは，曇り等の気象条件によっ

ては飛行出来ない場合がある．また，ヘリ搭乗者に

よる携行型レーザ測距儀や GPS を用いた河道閉塞の

計測は,越流開始点の判断が難しく，計測誤差が大き

くなる場合もあり，操作訓練等の充実が課題となっ

ている．また，発災直後の地上調査には，2次災害の

危険が伴うこと等が指摘されており，緊急調査の迅

速性・安全性・正確性の確保が課題と言える． 

そこで，これらの課題を解決する方法として，無

人航空機や最新の ICT 機器を活用することを試行す

る．具体的には，気象条件（低層曇等）の影響で防

災ヘリが飛行出来ない場合の代替え手段として，無

人航空機を活用した広域の現地状況の把握，緊急調

査着手の判断，土石流氾濫想定区域の解析のための

地形計測，その後の出水イベント等における現場状

況の変化の把握等が可能かどうかを確認する． 

 

３．実証実験の概要 

2 章の課題と解決の方向性を踏まえ，大規模な河

道閉塞が発生した赤谷地区において，複数の機種・

機体・センサーを組み合わせた無人航空機による上

空からの調査や ICT 機器を活用した初動対応等の有

効性を確認するための実証実験を行う． 

図-2に実証実験の概要図を示す．図-2より，実証

実験は，初動対応等の内容を大きく 3 つのステップ

に分けて，各ステップにおける調査目的，調査対象，

調査項目に対して，調査結果の有効性を確認する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 天然ダム発生直後の状況（赤谷地区） 

ＨＨ２２３３年年９９月月６６日日撮撮影影  

表-1 天然ダムにおける緊急調査（初動対応等）の主な課題 

項 目 内 容 

防災ヘリ

調査 

・気象条件（曇り等）によっては，出動出来

ない． 

・防災ヘリからの調査では，天然ダムの越流

開始点の判断が難しく，計測誤差が大きい（数

ｍの誤差が生じる場合もある） 

地上調査 ・TEC-FORCE による地上調査は，危険が伴う． 

・地上調査では，調査場所・ルートの把握，

調査後の結果整理に時間を要する． 

解析 ・災害直後の航空写真や LP データがあると，

緊急調査着手の判断（土石等の高さ 20ｍ以上）

や土石流氾濫想定区域の解析（QUAD モデル 6）

計算）の精度向上につながる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 天然ダムの緊急調査実施箇所と調査箇所位置図 

赤谷地区 

熊野地区 

栗平地区 

長殿地区 北股地区 

(調査箇所) 
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最初の Step1 では，無人航空機（固定翼）を用い

た広域調査を行い，天然ダム発生箇所等の全容把握

（写真撮影・オルソ作成）により，本手引きの「Ⅰ.

緊急調査着手の判断」に必要な天然ダムの高さや河

道閉塞箇所の下流域の居室を有する建築物の数を把

握できるかどうかを確認する． 

次に，Step2-1 では，無人航空機（回転翼）を用い

た災害箇所の詳細把握（写真撮影・オルソ作成・レ

ーザ計測・解析）により，本手引きの「Ⅱ.初動期に

おける調査」において，図-3に示す天然ダム調査の

計測箇所概念図を参考に，QUAD モデル 6)を用いた天

然ダム決壊時の氾濫シミュレーションに必要な主な

データ（①天然ダムの位置，②天然ダム比高，③天

然ダム下流側水平長，④天然ダム湛水長）を計測で

きるかどうかを確認する． 

Step2-2 では，無人航空機（回転翼）を用いた災害

箇所の詳細把握（写真撮影・オルソ作成）により，

本手引きの「Ⅲ.継続監視期における調査」において，

監視範囲内の状態変化を迅速かつ安全に把握するこ

とができるかどうかを確認する． 

最後の Step3 では，無人航空機による撮影写真を

使って作成したオルソ画像を有効活用し，現地調査

用の ICT 機器（モバイル端末用アプリケーション：

SMART SABO7））に取り込んで現地調査を行うことで，

天然ダムを対象とした現地の詳細調査の迅速性及び

安全性を向上させることができるかどうかについて

確認する．ここで，SMART SABO とは，土砂災害発生

後の TEC-FORCE による土石流危険渓流の緊急点検を

迅速かつ安全に遂行するための効率化ツールとして

開発されたものである． 

実証実験では，スマートフォン（携帯端末）に

「SMART SABO」のアプリをインストールしたものを

ICT 機器として利用した．本アプリは，地理院地図,

航空写真,CAD 図面等を背景図として取り込むこと

ができるため現場での現在地確認,目的地までのナ

ビゲーション,移動軌跡（トラックログ）の自動記録，

災害対策本部との情報共有等の各種機能 7)を有して

いる． 

 

４．実証実験の結果 

 

(1) 緊急調査着手の判断 

Step1 の固定翼（Birdie GEO）を用いた広域調査

（撮影高度一定：海抜 1,648m，対地高度：1,000m，

地上解像度：140mm，撮影範囲：3.0km×4.4km）の結

果を図-4 に示す．図-4は，5 回のフライトで約 950

枚の撮影した写真を使って PPK（Post Processing 

Kinematic：後処理キネマティック）方式で位置情報

を取得し，sfm 解析により作成したオルソ画像を示

したものである．今回の実証実験では，赤谷地区の

約 10 倍程度の広さを撮影でき，天然ダムや周辺の崩

壊地を含む災害箇所周辺の全容を把握することがで

きた．また，オルソ画像を拡大表示することで居室

を有する建築物の数を確認することができた.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-3 天然ダム調査の計測箇所概念図 

調査時点の湛水域上流端の位置 

調査時点の湛水域下流端の位置 

元河床 

天然ダムを形成している土塊の下流末端 

想定越流開始点 

③③天天然然ダダムム下下流流側側水水平平長長  越流開始時に想定される天然ダム

上流の湛水面の位置 

越流開始時に天然ダム上流の

湛水面の位置 

④④天天然然ダダムム湛湛水水長長  

天天然然ダダムム越越流流

ままででのの水水位位差差  
天然ダム

の高さ ②②天天然然ダダ

ムム比比高高  

①①天天然然ダダムムのの位位置置  

天然ダム形成土塊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 無人航空機を活用した天然ダムの初動対応等に関する実証実験（概要図：奈良県五條市赤谷地区） 

SSSStttteeeepppp１１１１::::固固固固定定定定翼翼翼翼をををを用用用用いいいいたたたた災災災災害害害害箇箇箇箇所所所所のののの全全全全容容容容把把把把握握握握    

広広域域（（33..00 ㎞㎞××44..44 ㎞㎞））のの写写真真撮撮影影・・オオルルソソ作作成成  
⇒⇒SSSStttteeeepppp１１１１    ((((ⅠⅠ..緊緊急急調調査査着着手手のの判判断断))  

・・天天然然ダダムムのの高高ささ,,下下流流域域居居室室数数））  

SSSStttteeeepppp２２２２::::回回回回転転転転翼翼翼翼をををを用用用用いいいいたたたた災災災災害害害害箇箇箇箇所所所所のののの詳詳詳詳細細細細把把把把握握握握    

◆◆災災害害箇箇所所((天天然然ダダムム))写写真真((動動画画))撮撮影影・・ｵｵﾙﾙｿｿ作作成成  
◆◆災災害害箇箇所所((天天然然ダダムム))レレーーザザ計計測測・・解解析析  
⇒⇒SSSStttteeeepppp22--11  ((ⅡⅡ..初初動動期期))::被被害害区区域域・・時時期期のの想想定定  

・・天天然然ダダムム位位置置・・比比高高・・湛湛水水長長等等  
⇒⇒SSSStttteeeepppp22--22  ((ⅢⅢ..継継続続監監視視期期))::状状態態のの変変化化  

SSSStttteeeepppp３３３３::::IIIICCCCTTTT 機機機機器器器器をををを用用用用いいいいたたたた現現現現地地地地調調調調査査査査    

◆◆新新ししいい IICCTT 機機器器（（SSMMAARRTT  SSAABBOO））にに作作成成
ししたたオオルルソソ画画像像をを取取りり込込みみ、、現現地地のの詳詳細細
調調査査（（復復旧旧計計画画・・対対策策のの検検討討））をを実実施施  

 

現現在在地地 

固固定定翼翼((Birdie GEO))：：写写真真撮撮影影  

回回転転翼翼((Phantom4 RTK))  
：：写写真真撮撮影影  

回回転転翼翼((Mavic2 PRO))  
：：動動画画撮撮影影 

回回転転翼翼  
((M600PRO))  
レレーーザザ計計測測 
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次に，前述の解析で作成した 3 次元点群モデルを

用いて，仮想天然ダム（本実験では崩壊地に隣接す

る小規模な尾根部）を設定し，天然ダムの概略形状

（天然ダムの高さ等）を推定した結果を図-5に示す．

図-5より，仮想天然ダムの位置（越流開始点），高さ

（約 43ｍ）を推定することができた． 

無人航空機（固定翼）を用いた広域調査は，調査

開始から緊急調査着手の判断に必要な計測結果の算

出までを１日以内で迅速に対応できることから,防

災ヘリによる調査が出来ない場合の代替え案として,

「Ⅰ.緊急調査着手の判断」に利用可能と考えられる．

ただし，撮影写真から作成した 3 次元点群データは

樹木の高さを含む形状データであり，地表面データ

ではないことに留意が必要である．また，固定翼の

離発着（離陸：手投げ方式，着陸：胴体着陸_直線約

200ｍ）は，本実験では天然ダム内の工事用道路を利

用したが，状況に応じて安全な離発着スペースを確

保する必要がある.  

 

(2) 初動期における調査 

Step2-1（初動期）の回転翼（Phantom4 RTK）を用

いた天然ダムの詳細調査（撮影高度一定：離発着地

点から対地高度 500ｍ，撮影範囲：1.8 ㎞×2.2 ㎞）

は，天然ダムの２次災害の影響を受けにくい安全な

場所を離発着地点として選定し，自律飛行により静

止画撮影を行った．調査結果を図-6に示す．図-6は，

2回のフライトで約500枚の撮影した写真を使用し，

sfm 解析により約 240 分の短時間で作成したオルソ

画像を示したものであり,天然ダムの湛水長（約 63

ｍ）を計測することができた．  

次に，回転翼（Matrice600 Pro）を用いた天然ダ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 固定翼を用いた天然ダム（仮想）高さの算定（Step1） 

縦断図作成ﾗｲﾝ 

上流 

下流 

天天然然ダダムム((仮仮想想))高高ささ算算定定 

◆広域の写真撮影 
◆ｵﾙｿ･3次元点群ﾓﾃﾞﾙ作成 
⇒天然ﾀﾞﾑ(仮想)を設定 

手順①:3次元ﾓﾃﾞﾙから 
縦断図作成 

手順②:越流開始点設定 
手順③:天然ﾀﾞﾑの比高 

(高さ)の設定 

仮想天然ダム 
(崩壊地に隣接する小規模な尾根) 

上流 下流 

E.L.680ｍ 

E.L.620ｍ 

①①①①天天天天然然然然ダダダダムムムムのののの位位位位置置置置    
越越流流開開始始点点（（仮仮想想）） 

天天然然ダダムムをを形形成成ししてていいるる土土塊塊のの下下流流末末端端((仮仮想想)) 

43ｍ ※※※※ ②②②②天天天天然然然然ダダダダムムムム比比比比高高高高
≒≒≒≒天天天天然然然然ダダダダムムムム高高高高ささささ 

＜＜＜＜留留留留意意意意点点点点：：：：※※※※＞＞＞＞樹樹樹樹木木木木のののの高高高高ささささをををを含含含含むむむむ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 回転翼を用いた天然ダムの詳細調査（Step2-1） 

 
N 【回転翼離発着場所】 

◆2次災害の影響を受けにく
い安全な場所から自律飛行 

Phantom4 RTK 

ﾌﾗｲﾄ回数：２回,ﾌﾗｲﾄ時間：約 30分 
簡易ｵﾙｿ作成:約15分,ｵﾙｿ画像作成:約240分
撮影高度:対地 500ｍ,撮影範囲:1.8×2.2km 
撮影枚数:約 500 枚 

拡大図 

④天然ダム湛水長 

約約 6633ｍｍ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 固定翼を用いた災害箇所の全容把握（Step1） 

赤谷地区 
（天然ダム） 

周辺の 
大規模崩壊地 

Birdie GEO 

・フライト回数 ：5回 
・フライト時間 ：約 130 分 
・簡易オルソ作成：約 70分（現場) 
・オルソ画像作成：約 480 分 
・撮影高度   ：海抜 1,648m 
・撮影範囲   ：3.0km×4.4km 
・撮影枚数   ：約 950 枚 

建物確認 
※※写写真真のの  

明明るるささ変変更更 

①① 

②② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 固定翼を用いた天然ダム(仮想)高さの算定(Step2-1) 

Matrice600 Pro 

・フライト回数 ：1回 
・フライト時間 ：約 15 分 
・点群データ解析：約 15 分（現場) 
・計測高度   ：対地 80m 
・計測範囲   ：0.3km×0.6km 
・点群密度   ：100 点以上/m2 

上流 下流 

E.L.680ｍ 

E.L.620ｍ 

天天然然ダダムムをを形形成成ししてていいるる土土塊塊のの下下流流末末端端((仮仮想想)) 

越越越越流流流流開開開開始始始始点点点点（（（（仮仮仮仮想想想想））））    
①①①①天天天天然然然然ダダダダムムムムのののの位位位位置置置置 

②②②②天天天天然然然然ダダダダムムムム比比比比高高高高≒≒≒≒
天天天天然然然然ダダダダムムムム高高高高ささささ 

③③③③天天天天然然然然ダダダダムムムム下下下下流流流流側側側側水水水水平平平平長長長長 

33ｍ 

86ｍ 
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ムのレーザ計測（対地高度：80ｍ，計測範囲：0.3 ㎞

×0.6 ㎞，計測誤差：30cm 未満，GCP（調整用基準

点）：設置無し）を行った．離発着地点は，前述と同

一地点とし, 自律飛行により 1回のフライトで計測

範囲のデータを取得した.取得データを用いて前述

した図-5 と同じ位置の断面を表示した結果を図-7

に示す．図-7 より,QUAD モデルによる天然ダムの決

壊シミュレーションに必要な主な数値データ（①天

然ダムの位置・②天然ダムの比高・③天然ダム下流

側水平長）を計測することができた． 

無人航空機（回転翼）を用いた天然ダムの詳細調

査（写真による状況把握,氾濫想定解析のための地形

計測）は,調査から計測までを約１日以内で迅速に対

応できることが確認できた．また，従来手法である

ヘリ搭乗者による携行型レーザ測距儀や GPS を用い

た河道閉塞の計測手法は,ヘリ搭乗者の状況判断に

基づくピンポイント的な調査であるのに対して,無

人航空機によるレーザ測量は,面的に天然ダムの形

状を計測することができるため,氾濫計算に必要な

インプットデータの計測精度の向上につながること

が期待できる． 

 

(3) 継続監視期における調査 

 継続監視期の無人航空機（回転翼）を使った調査

は，天然ダムの監視範囲内の状態変化を迅速かつ安

全に把握する必要があるため，3 つの実現すべき目

標（①安全な場所から自律航行（全自動）により飛

行できること,②1 回のフライトで地区全体の概略

状態が把握できること,③概略状態の把握を踏まえ

た着目箇所について詳細にその変化が把握できるこ

と）と 2 つの監視シナリオ（フェーズ１：遠望監視

フライトによる動画撮影,フェーズ２：近傍詳細確認

フライトによる静止画撮影）を組み合わせた実証実

験を行った．実証実験の概念図及び実験結果を図-8

に示す．  

 図-8 より，フェーズ１の遠望監視フライト(使用

機体：回転翼 Mavic2 PRO,対地高度：149m,飛行速度：

8.3m/s,総飛行距離：約 5.9 ㎞,フライト時間：約 20

分）では，1 回のフライトで天然ダムの監視範囲全

体を動画撮影し，大規模崩壊地や天然ダム等の状態

を確認することができた．特に，大規模崩壊地の撮

影は,崩壊地に近づくと画角が狭くなり崩壊地全体

が撮影できないため，崩壊地の対岸斜面側から撮影

することで画角が広くなり，崩壊地全体を概略把握

することが可能となった．  

 次に，動画撮影の結果を踏まえて，着目すべき箇

所に対する近傍詳細確認フライトを行った．砂防堰

堤に着目した定点撮影フライト（使用機体：回転翼

Phantom4 RTK,対地高度：149m,飛行速度：8.3m/s,総

飛行距離：約 3.8 ㎞,フライト時間：約 15 分）では，

高さ（149m,100m,50m）と撮影角度（垂直,斜め 45°）

を変化させた試行実験を行い,最適な飛行コースと

カメラアングルを設定した.図-8 には，砂防堰堤の

定点写真の事例（高さ：50m,撮影角度:斜め 45°）を

示している. 

また，同様に砂防施設の整備区間（砂防堰堤，渓

流保全工）と本川合流点付近に着目した範囲に対し

て，オルソ画像の撮影を行った．ここで,オルソ画像

の作成は，Phantom4 RTK に付属する機能（撮影と同

時にオルソ画像を作成する）を用いることで，リア

ルタイムでオルソ画像が作成できることを確認した．

リアルタイムオルソは，通常の sfm 解析による処理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 継続監視期における固定翼を用いた実証実験（概念図と実験結果） 

フェーズ１：遠望監視フライト 
（動画撮影：崩壊斜面は対岸乗り上げ） 

フェーズ２：近接詳細確認フライト 
(静止画撮影:リアルタイムオルソ作成,定点写真撮影) 

天天然然ダダムムのの監監視視範範囲囲  

◆土砂流出 
◆拡大崩壊 
◆湧水等 

◆出水による天然ダムの状態変化の確認 
◆応急復旧等の対策の状況確認等 

斜斜  面面  

◆湛水池 
◆天然ダム頂部 
◆応急復旧設備 
◆観測機器 
◆天然ダム下流 
（本川交流点等） 

天天然然ダダムム  

監監視視
内内容容  

回回転転翼翼((Mavic2 PRO))  
：：動動画画撮撮影影 

大大規規模模崩崩壊壊地地のの状状況況  

１１フフラライイトト：：監監視視
範範囲囲全全体体をを撮撮影影  

 

対対地地  
115500mm未未満満

堰堰堤堤部部  

土土砂砂堆堆積積状状況況  

天天然然ﾀﾀﾞ゙ﾑﾑ頂頂部部  

排排水水路路  

仮仮排排水水路路  

ｳｳｪｪｲｲﾎﾎﾟ゚ｲｲﾝﾝﾄﾄ  
設設定定  

飛飛行行ルルーートト  
 

【定点撮影】視認性を確
認し,最適な定点とカメ
ラアングルを設定. 

定点撮影例 

ﾘｱﾙﾀｲﾑ 
ｵﾙｿ作成例 

渓流部：縦断飛行計画 

【ｵﾙｿ画像撮影】予め複数の撮
影プランを設定しておき,動画
撮影を踏まえて撮影を実施. 

回回転転翼翼((Phantom4 
RTK))：：静静止止画画撮撮影影 

高高ささ::5500ｍｍ  
撮撮影影角角度度：：4455°°  

離離発発着着  
地地点点  
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時間の短縮につながるため,災害対応において有効

な手法になると考えられる．しかしながら，この機

能は，機体とプロポ（操縦装置）との電波通信環境

やプロポ(操縦装置)位置でのネット通信環境が整っ

ていることに留意する必要がある． 

 

(4) ICT 機器（「SMART SABO」：砂防調査・管理効率

化ツール）を用いた現地調査 

Step3 では，Step2 による無人航空機による上空か

らの調査結果を有効活用するために，ICT 機器を用

いた TEC-FORCE による現地調査を試行実施した．  

実証実験では，(2)で作成したオルソ画像を携帯端

末に取り込み，初動対応を想定した現地調査を行っ

た．調査結果を図-9に示す．図-9より，天然ダムの

発災前後では,地形が大きく変化することから,既存

の地形図や航空写真よりも，発災後の最新のオルソ

画像が利用できることの有効性（情報の新鮮度）が

確認できた．また,天然ダムは調査範囲が広いため,

複数班・複数日にまたがる調査となることが想定さ

れる．通常,調査の引継ぎは，調査範囲や内容等を書

面等で行う場合が多いが，本アプリを利用すれば,調

査ルート（移動軌跡）や撮影写真等が位置情報付き

で自動記録され,災害対策本部との情報共有も図れ

ることから,天然ダムの緊急調査において迅速性,効

率性,安全性の向上につながること等が確認できた．  

 

５．おわりに 

 

 本研究では，天然ダムの緊急調査の各段階（Ⅰ.調

査着手の判断,Ⅱ.初動期，Ⅲ.継続監視期）において

複数の種類（固定翼,回転翼）からなる無人航空機を

活用した実証実験を行い,その有効性を確認した. 

具体的には,実証実験結果より，従来手法である防

災ヘリの代替え手段として利用できる場面や調査精

度の向上につながることが確認できた．また，TEC-

FORCE による現地調査と無人航空機による上空から

の調査を組み合わせることで迅速性,効率性，調査の

安全性の向上につながる可能性が高いことが分かっ

た.このことから,今後の天然ダムにおける緊急調査

では，無人航空機を積極的に活用することが望まれ

る．無人航空機等の技術は，日進月歩であることか

ら,飛行の安全性・信頼性・自動化等の今後の技術開

発等により,さらなる機能・性能の向上を期待したい.  

最後に,本研究の成果は，実務的な運用に関して

「UAV の自律飛行による天然ダムの緊急調査及び被

災状況把握に関する手引き,令和 2年 3月」8)として

とりまとめられているため，詳細等については別途

参照されたい．  
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図-9  ICT 機器(SMARTSABO)を用いた現地調査の例（Step3） 

災害対策本部：画面（例） 
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１．はじめに

 国土交通省では，台風時等の警戒体制時に現地状

況を確認できるように河川の要所や崩壊箇所，重要

な対策施設などの監視のためCCTVの設置台数を増

やしている．また，2011年の紀伊半島大水害時では，

国土交通省が大規模河道閉塞箇所等について早期に

CCTVを設置し，衛星通信等のネットワークにより

現地映像を関係者で共有する等1)，CCTVの監視映

像が災害現場でも活用されてきている．監視映像は

現地状況を単に確認するだけでなく，映像データに

基づく自動監視は人手不足や省力化，ヒューマンエ

ラーの防止等を解消する有効な手段の１つとして考

えられ，道路分野における逆走車両等の自動検知2)

や，河川水位の検知3)等では既に活用されている．

研究段階ではあるが砂防分野においても，RGB値の

R値とその単位ベクトルに着目した濁水の発生検知4)

や水位の計測5)，MPEG画像の動ベクトルに着目し

た土石流の検知6)，PIVや映像のマッチングによる崩

壊検知7,8)が検討されているものの，計算負荷量が大

きいなどの課題がある．

一方，CCTVの映像は豪雨時における降雨の映り

込みや夜間の照度不足により監視映像の品質が低下

し，監視対象を視認しにくいケースも多く，CCTV
により土砂移動を検知するためには，まず，映像の

品質向上を図る必要がある．そこで，本研究では過

去の崩壊や土石流の映像データを基に，計算処理が

軽く，モノクロ映像や日照条件等の映像の経時変化

に対応できる崩壊・土石流の検知方法と，降雨時や

夜間の映像品質の向上を図るための照明方法や画像

解析等を試行した．

２．輝度差分映像による崩壊・土石流検知方法 

(1) ＣＣＴＶ映像による崩壊・土石流の検知方法の

検討における着眼点と検討方法 
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CCTV映像データは1秒間で30フレームという多く

の枚数の映像データで構成されており，映像におけ

る粒子の移動を追跡して流速を計測するPIV法 7)

（Particle Image Velocimetry）や監視映像をメッシュ

で領域分割し，メッシュ内の土砂移動を検出・追跡

するブロックマッチング法8)では，多くの計算資源

を必要とする．しかし，図-1のように崩壊・土石流

の発生時の映像では土砂移動の範囲の色調は大きく

変化しており，細かい映像の変化を追跡するのでは

なく，簡易な演算かつ計算対象のフレーム間隔を長

くして，大まかな映像の変化を把握することで，計

算資源が少なくても，発生を検知できる可能性があ

る．そこで，本研究では時間軸の差分画像における

輝度の経時変化に着目した方法を検討した．なお，

崩壊・土石流の発生は非常に稀に発生する現象であ

るため，既存の映像9)を対象として解析することと

した．

(2) 輝度差分映像による崩壊・土石流の検知の原理 

検知の原理としては，図-2の例に示すような映像

内の輝度の値を基に，図-3の要領で1枚/秒(1fps=1秒
間隔)，2枚/秒(2fps=0.5秒間隔)，5枚/秒(5fps=0.2秒間

隔)，30枚/秒(30fps=0.03秒間隔)と間隔の異なる2枚
の差分画像（フレーム間差分）を連続的に生成し，

その輝度差分値を求め閾値を設定し崩壊・土石流の

発生を判定するものとした． 

CCTV映像は，日照の経時変化や夜間の照度不足

によるカラー映像から白黒映像への切り替え（夜間

モード等），夜間の照明に集まる昆虫や雷光，ワイ

パーの動作の影響など，瞬間的な輝度差分値が増大

する可能性はあるが，それらの変化は長時間継続す

るものではないため，値の経時変化に着目すること

で解決が可能と考えられる．

図-2 映像データの輝度値の例（出典：MNIST） 

(個々の数字は映像データ中の1ピクセルの輝度値

を示している) 

時間軸方向の差分画像の生成

閾値を設定し一定以上となる場合に
崩壊・土石流が発生したと判断

差分画像のフレーム全体の輝度値を算定

図-3 輝度の差分による崩壊・土石流の検知方法 

土石流発生前映像の例 土石流発生時の映像の例

崩壊発生前(初期)映像の例 崩壊発生後(初期)映像の例

崩壊範囲

土石流

図-1 崩壊・土石流発生前後の映像の変化（上側：揖斐川町東横山の崩壊の事例，下側：姫川水系浦川の土石流の事例）
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この検知方法では，周波数解析などの複雑な計算

が不要であり，差分映像のフレーム間隔を大きくす

る，映像の解像度を下げるなど計算処理を軽くする

ことができ，スマートフォン程度のCPUでも処理可
能な方法という利点がある．

図-4に既存の土石流映像9)での輝度差分画像の作

成例を，図-5に解像度と計算フレーム間隔を変えた

輝度差分の時間変化の例を示す．土石流の流下に

伴って，輝度差分値が上昇していること，1秒当た
り1~5フレーム間隔の輝度差分の場合でも，1/4，

図-5 解像度と計算フレーム間隔を変えた輝度差分の時間変化の例 

輝
度
差
分
値

時間 

図-4  輝度差分画像の作成方法 
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4

1/16の解像度のように解像度の異なる差分映像の輝
度の差が少なく，低解像度の映像でも土石流発生時

に輝度差分値が大きく変動していることから，解像

度は低くてもよいことがわかる．

(3) 既存の崩壊・土石流映像の輝度差分の変化 

過去の崩壊・土石流の映像9)及び紀伊山系砂防事

務所管内の2回の深層崩壊斜面の再崩壊の映像の時
間差分値の変化を図-6(a)～(e)に示す．なお，図-6

のグラフは時系列の輝度差分値を偏差にしたものを

示している．また，信濃川水系焼岳上々堀沢の土石

流映像での解析事例における画面中央の値の増大は，

映像中の発生場所等を示すタイトル表示時の変化で

土砂移動に伴うものではない．

2018年台風18号後の赤谷地区の再崩壊映像以外の
事例では，土砂移動時の輝度差分値が増大している

ことがわかる．この2013年の赤谷地区の再崩壊の映
像は，不鮮明で，肉眼でも崩土の移動状況はわかり

にくいものとなっており，そのことが輝度差分値が

増大しない直接的な原因であると考えられる．

この崩壊・土石流の検知における輝度差分値の閾

値については，様々な環境の変化を踏まえた長期の

映像により，誤検知等が生じにくく，発生の見逃し

もない閾値を設定する必要があるが，原理的には簡

易な画像処理方法で自動的に検知できる可能性を確

認できた．

３．監視映像の鮮明化 

(1) 監視映像の鮮明化の必要性

CCTVは現場状況を目視確認するためのものであ
るが，図-7に示すように降雨の映り込みや，図-8に

示すような夜間の照度不足により，現場の監視が最

も必要となる悪天候時や夜間において監視対象の状

況把握ができないことも少なくない．また，第2章
に示したCCTVによる崩壊・土石流の検知方法では，
図-6(e)に示すように2013年の赤谷地区の再崩壊の
事例において，輝度差分値が増大しなかったことか

らも，映像品質が土砂移動の自動検知の可否を左右

していることから，本研究では監視カメラの照明方

法や映像データ処理による監視映像の鮮明化を試行

した．

図-6(a) 信濃川水系焼岳上々堀沢における土石流映像 

の解析事例（解像度1/4，モノクロ映像） 

明明瞭瞭なな輝輝度度差差分分値値のの上上昇昇ががみみらられれるる
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図-6(c) 揖斐川東横山における崩壊映像の解析事例 

（解像度1/4，モノクロ映像） 
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図-6(e) 2013年台風18号後に発生した赤谷地区の再崩壊

映像での解析事例（解像度1/2，モノクロ映像）

明明瞭瞭なな輝輝度度差差分分値値のの上上昇昇ががみみらられれるる
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図-6(d) 2014年台風11号の赤谷地区における再崩壊 

映像の解析事例（解像度1/2，モノクロ映像） 
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1/16の解像度のように解像度の異なる差分映像の輝
度の差が少なく，低解像度の映像でも土石流発生時

に輝度差分値が大きく変動していることから，解像

度は低くてもよいことがわかる．

(3) 既存の崩壊・土石流映像の輝度差分の変化 

過去の崩壊・土石流の映像9)及び紀伊山系砂防事

務所管内の2回の深層崩壊斜面の再崩壊の映像の時
間差分値の変化を図-6(a)～(e)に示す．なお，図-6

のグラフは時系列の輝度差分値を偏差にしたものを

示している．また，信濃川水系焼岳上々堀沢の土石

流映像での解析事例における画面中央の値の増大は，

映像中の発生場所等を示すタイトル表示時の変化で

土砂移動に伴うものではない．

2018年台風18号後の赤谷地区の再崩壊映像以外の
事例では，土砂移動時の輝度差分値が増大している

ことがわかる．この2013年の赤谷地区の再崩壊の映
像は，不鮮明で，肉眼でも崩土の移動状況はわかり

にくいものとなっており，そのことが輝度差分値が

増大しない直接的な原因であると考えられる．

この崩壊・土石流の検知における輝度差分値の閾

値については，様々な環境の変化を踏まえた長期の

映像により，誤検知等が生じにくく，発生の見逃し

もない閾値を設定する必要があるが，原理的には簡

易な画像処理方法で自動的に検知できる可能性を確

認できた．

３．監視映像の鮮明化 

(1) 監視映像の鮮明化の必要性

CCTVは現場状況を目視確認するためのものであ
るが，図-7に示すように降雨の映り込みや，図-8に

示すような夜間の照度不足により，現場の監視が最

も必要となる悪天候時や夜間において監視対象の状

況把握ができないことも少なくない．また，第2章
に示したCCTVによる崩壊・土石流の検知方法では，
図-6(e)に示すように2013年の赤谷地区の再崩壊の
事例において，輝度差分値が増大しなかったことか

らも，映像品質が土砂移動の自動検知の可否を左右

していることから，本研究では監視カメラの照明方

法や映像データ処理による監視映像の鮮明化を試行

した．
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図-6(c) 揖斐川東横山における崩壊映像の解析事例 
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図-6(e) 2013年台風18号後に発生した赤谷地区の再崩壊

映像での解析事例（解像度1/2，モノクロ映像）
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図-6(d) 2014年台風11号の赤谷地区における再崩壊 

映像の解析事例（解像度1/2，モノクロ映像） 
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(2) 雨天・夜間に監視映像が見えにくくなる原因

 雨天・夜間に監視映像が見えにくい原因としては，

照度の不足とカメラに近接した照明による降雨の反

射が挙げられる．照度の不足は観測対象がカメラか

ら遠くにあるため照明が十分に届かず，監視対象地

点の照度がCCTVの撮影可能な被写体照度の限界に

達しないことが原因である．特に深層崩壊斜面を対

象とした監視ではCCTVと崩壊斜面が数百mも離れ

ており，照明が届きにくい．照度の低い映像では，

全体的に暗い映像となるが，後述するように映像の

画角内の輝度値の出現頻度（ヒストグラム）10)の幅

が狭いと映像が見えにくくなる．CCTVの照明はカ

メラの直近に一体化されていることが多く，このこ

とがCCTVに近い範囲の雨滴に照明光が強く反射す

る原因となっている．

(3) 照明方法の工夫

 本研究では降雨の映り込みを避けるため，図-9に

示すように赤谷地区に監視カメラを設置し，その監

視カメラから10m以上離れた位置に挟角（照明角30
度）のLED照明を4基設置して800m先の崩壊斜面に

照射するとともに，できるだけ光を集めるためにカ

メラのDSS（Digital Slow Shutter：光を集めやすくす

る）機能を有効にして撮影を行った．それらの処理

を行っても，図-10の上側の映像のように映像が全

体的に暗く崩壊斜面が見えにくいため，以下に示す

映像の輝度値のヒストグラム延伸処理10)により鮮明

化を図ることとした．

(4) 映像のヒストグラムの延伸処理と画像の重ね合

わせによる鮮明化 

 監視映像の鮮明化のため，図-10の中段の映像の

ように輝度のヒストグラムを延伸し，暗いところか

ら明るいところまで鮮明な画像に変換し，さらに，

図-10下段の映像のように映像自体を最大で64枚重

ね合わせすることで映像を鮮明化できた．しかし，

図-11のように霧が出ている状況では映像の重ね合

わせだけでは視認性の向上は得られなかった．

(5) 降雨時における降雨の映り込みの低減効果 

図-12に赤谷地区に設置した監視カメラにおいて

10分間雨量で0.5mm/10minの降雨時の映像を基に無

処理・鮮明化処理後・カメラの近接照明時の映像を

示す．近接照明の映像や無処理の映像では監視対象

が認識できないが，この程度の降雨強度であれば鮮

明化処理により，800m先の深層崩壊斜面の映像が

鮮明なものとなっていることがわかる．

４．まとめ 

本研究では計算処理が軽く，日照等の条件変化に

対応可能となる輝度差分でのCCTV映像に基づく崩

壊・土石流の自動検知手法を検討し，既存の崩壊・

土石流映像で検討した結果，多くの事例で土砂移動

時に輝度差分値が上昇し，適切な閾値を設定できれ

ば自動検知が可能と考えられる結果となった．しか

し，映像品質が検知の可否を左右することが示唆さ

れた．また，CCTV映像で自動検知に必要となる夜

間・降雨時の映像の鮮明化の方法として，照明の工

夫とヒストグラムの延伸処理，映像の重ね合わせに

よる監視画像の映像品質の向上策を検討した．今後

は長期の映像で輝度の差分解析を行い，誤検知が少

なく，見逃しもない適切な閾値を設定することが必

要となる．また，雷光や昆虫の飛来によって急激な

輝度の変化を土砂移動と区分する等の検討を統計的

手法等により今後検討する予定である．また，映像

の鮮明化の方法についても，高強度の降雨時のデー

タでその効果を確認する予定である．

図-7 夜間降雨時の降雨の映り込みの例 

図-8 照度不足による不鮮明な映像 

監視カメラ

通信機

LED照明(広角＋挟角)

LED照明(挟角)

監視カメラ

通信機

LED照明(広角＋挟角)

図-9 監視カメラと照明の位置関係（赤谷地区） 
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カメラ画像と輝度のヒストグラム（LED照明、DSSを使用）

さらにヒストグラムを延伸するため中段の画像を64枚重ね合わせしたもの

通常のヒストグラム伸長処理後の画像とヒストグラム

元のヒスト
グラム

元のヒスト
グラム

輝度値

輝度値

輝度値
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図-12 降雨時の無処理の映像(上段)・鮮明化処理後の

映像(中段)・カメラ近接照明時の映像（下段）

2020.1.22 18:00頃の無処理の映像
（降雨量はR-1で0.5mm/10分）

2020.1.22 18:00頃の鮮明化処理後の映像

2020.1.22 18:00頃のカメラ近接照明時の映像
（降雨量の映り込みが著しい）

図-10 映像の処理内容・輝度のヒストグラムの違いと映像

の見え方の関係 
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図-11 霧が出ている時の斜面の状況 
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1． はじめに 

 

平成 23年台風 12 号の通過により，記録的な豪雨

となった和歌山県那智川流域では，複数箇所で土石

流が発生し，下流域に甚大な被害がもたらされた．

那智川流域の森林の多くは針葉樹の人工林であり，

森林が有する多面的機能の維持のため適正な森林管

理が求められているが，木材価格の低迷や林業就労

者数の減少などにより，間伐等の森林施業が行われ

ず放置された人工林も確認されている．放置された

人工林では，過密による樹勢低下及び高齢林化等の

影響で樹木の根系が衰弱し，森林の荒廃が進行する

ことで森林活性度が低下し，森林の有する多面的機

能のひとつに挙げられる土砂崩壊防止機能に影響を

及ぼすことが懸念される． 

また，森林施業は流域内の水分状態に影響を及ぼ

すことも推察され 1)- 5)，流域内の森林状況を把握す

る際に広域を定期的に観測可能な人工衛星画像を活

用できれば効率的であり，人の立ち入りが困難な場

所でも対応できるなど利点がある． 

本研究では，気候変動観測衛星「しきさい」

（GCOM-C）の画像データを活用し，森林施業の有

無による森林活性度や可能蒸発散量を推定するとと

もに流域内の水収支の評価と併せ森林活性度による

土砂災害防止機能への影響を考察したので報告する． 

 

2． 調査地と調査方法の概要 

2．1． 調査地の概要 

調査地は，和歌山県東牟婁郡那智勝浦町内にある

那智の滝上流域である（図-1）．二級河川那智川（流

域面積 24．5 ㎢，幹線流路延長約 8．5km）の上流部

に位置し，流域面積は概ね 4．7 ㎢，地質は熊野酸性

岩，植生の大部分はスギ・ヒノキ植林である． 

2．2． 間伐の有無と森林活性度の関係性の検討 

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 
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流が発生し，下流域に甚大な被害がもたらされた．

那智川流域の森林の多くは針葉樹の人工林であり，

森林が有する多面的機能の維持のため適正な森林管

理が求められているが，木材価格の低迷や林業就労

者数の減少などにより，間伐等の森林施業が行われ

ず放置された人工林も確認されている．放置された

人工林では，過密による樹勢低下及び高齢林化等の

影響で樹木の根系が衰弱し，森林の荒廃が進行する

ことで森林活性度が低下し，森林の有する多面的機

能のひとつに挙げられる土砂崩壊防止機能に影響を

及ぼすことが懸念される． 

また，森林施業は流域内の水分状態に影響を及ぼ

すことも推察され 1)- 5)，流域内の森林状況を把握す

る際に広域を定期的に観測可能な人工衛星画像を活

用できれば効率的であり，人の立ち入りが困難な場

所でも対応できるなど利点がある． 

本研究では，気候変動観測衛星「しきさい」

（GCOM-C）の画像データを活用し，森林施業の有

無による森林活性度や可能蒸発散量を推定するとと

もに流域内の水収支の評価と併せ森林活性度による

土砂災害防止機能への影響を考察したので報告する． 

 

2． 調査地と調査方法の概要 

2．1． 調査地の概要 

調査地は，和歌山県東牟婁郡那智勝浦町内にある

那智の滝上流域である（図-1）．二級河川那智川（流

域面積 24．5 ㎢，幹線流路延長約 8．5km）の上流部

に位置し，流域面積は概ね 4．7 ㎢，地質は熊野酸性

岩，植生の大部分はスギ・ヒノキ植林である． 

2．2． 間伐の有無と森林活性度の関係性の検討 

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 

 

 

対象範囲を森林簿，造林施業履歴(図-2)などを参

考に，林班内の 2017年間伐箇所内外と林班外（構造

物及び植生を含む）の 3 つの領域に分割し，間伐の

有無と森林活性度の関係性を検討した．森林活性度

には代表的な植生指標とされている正規化植生指数

（NDVI，Normalized Difference Vegetation Index）を

用いた．一般的には NDVI の値が大きいほど森林活

性度が高いと言われている 10)．NDVI は次式から算

出できる（式 1）． 

NDVI=（NIR-R）/（NIR+R）･･･（式 1） 

ここで，NIR(Near Infra-Red )は近赤外バンドであり，

R(Red)は赤バンドである． 

NDVI の算出には，GCOM-C（分解能 250m，画像取

得周期 2～3日）の取得データ，プロダクト：Level-2，
陸：植生指数を用いた(図-3)．比較のため，GCOM-C 
よりメッシュサイズが小さい Landsat-8（分解能 30m，

画像取得周期 16 日）の取得データ（Band4(Red) ，
Band5(NIR)）を併用した(図-4)．  

 

 

 

 

 

 

 

 

データの取得時期は 2018年 4月～2019年 3月とし，

被雲画像を除いて解析を実施した．解析画像枚数を

表-1に示す．衛星間における分解能の相違を把握す

るため，2017年間伐箇所内外と林班外（構造物及び

植生を含む）で 1セル当たりの NDVI 値を比較した 

(図-5～図-10)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 NDVI 算出に使用した画像枚数 

 

図-4  Landsat-8 を用いた NDVI 算出値例 図-2  造林施業履歴図 

図-1  調査地位置図 
図-3  GCOM-C を用いた NDVI 算出値例 

GCOM-C NDVI 
値 

Landsat-8 NDVI 
値 

撮影月 GCOM-C Landsat-8
2018.4月 5 1
2018.5月 2 1
2018.6月 2 1
2018.7月 2 0
2018.8月 5 0
2018.9月 0 0
2018.10月 3 0
2018.11月 6 0
2018.12月 5 0
2019.1月 12 2
2019.2月 6 1
2019.3月 8 1
合計 56 7
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2．3． 那智川流域における蒸発散量の検討 

雨量と流量の観測結果を基に,総雨量から総流出

量を差し引いた残りを蒸発散量として算出すること

を考えた．しかし，検討の結果，流量の観測結果の

信頼性が低いと考えられた．そのため，代替案とし

て容易に入手できるデータから月単位で可能蒸発散

量が推定できるソーンスウェイト法 6)- 8) を適用し，

那智川流域における蒸発散量を推定することとした． 

ソーンスウェイト法は，式 2～5で表される． 

ここで， PEi は可能蒸発散量（mm）， d は補正項

（月の日数daysと平均日長時間daytime），aは係数， 

･･･(式 2) 

･･･(式 3) 

ここに， 

･･･(式 4) 

図-10 2019/1/3林班外 1セル当たり NDVI 値 

図-6 2019/1/3間伐箇所 1セル当たり NDVI 値 

図-8 2019/1/3間伐箇所外 1セル当たり NDVI 値 

図-9 2018/6/25林班外 1セル当たり NDVI 値 

図-5 2018/6/25間伐箇所 1セル当たり NDVI 値 

図-7 2018/6/25間伐箇所外 1セル当たり NDVI 値 

･･･(式 5) 

･･･(式 2) 

･･･(式 3) 

･･･(式 4) 

表示箇所 表示箇所 

表示箇所 表示箇所

表示箇所 表示箇所 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 
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全体図 GCOM-C(250m ﾒｯｼｭ) 

Landsat-8(30m ﾒｯｼｭ) 光学画像 

 

 

Tiは月平均気温（℃）ただし ti≦0の場合は PEi ＝0， 

I は熱指数である．当該調査地に最も近い気象庁「新

宮」観測所の過去 10 年間の平均気温データを基に

2010～2019年の可能蒸発散量を推定した． 

 

3． 調査結果と考察 

3．1．衛星画像における NDVI 値の比較 

3．1．1． GCOM-C と Landsat-8 の比較（GCOM-C
１セル当たり） 

衛星間の分解能等仕様の相違による NDVI 値への

影響を把握するため，2017年間伐箇所内外と林班外

（構造物及び植生を含む）の 3箇所で GCOM-C の 1

セルの NDVI 値とそのセル内の Landsat-8 の NDVI
平均値を比較した（図-11）．その結果，林班内にお

いて，GCOM-C と比較し Landsat-8 の NDVI 平均値

が 0．15 程度低いことが確認された．これはメッシ

ュサイズの違いによる，すなわち Landsat-8 は，メッ

シュサイズが小さいため，山影や道等の NDVI 値の

低い箇所の値を取得できる．一方で，GCOM-C では

メッシュサイズが大きいため，山影や道等の NDVI
値の低い箇所の値を取得できないためだと考えられ

る．また，この傾向は夏季（2018 年 6 月 25 日）と

冬季（2019 年 1月 3日）で大きな差がないことが確

認された．林班外は植生以外の構造物を含むため

NDVI値は低かった． 

3．1．2． NDVI 平均値の経年変化の比較 

那智の滝上流域における GCOM-C 及び Landsat-8
にて取得した NDVI 値の平均値の経年変化を比較し

た．その結果，GCOM-C を用いて算出した NDVI 平
均値の経年変化では，林班内の 2017年間伐箇所内外

において明瞭な差は確認できなかった（図-12）．一

方，Landsat-8 を用いて算出した NDVI 平均値の経年

変化では，林班内の 2017 年間伐箇所内外において，

比較的明瞭な差があると考えられ，2017年間伐箇所

図-11  GCOM-C と Landsat-8 の１セル当たりの NDVI平均値
の比較 

図-12  GCOM-C から算出した NDVI 平均値の経年変化 図-13  Landsat-8 から算出した NDVI 平均値の経年変化 

図-14  GCOM-C から算出した間伐の有無による 
NDVI のヒストグラムの比較図 

図-15  Landasat-8 から算出した間伐の有無による 
NDVI のヒストグラムの比較図 
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内の方が最大で 0．024 程度高い値を示し，間伐箇所

の方が森林活性度は高いと考えられる（図-13）．ま

た，各領域の代表的と思われる 1 セルの NDVI 値の

経年変化を確認したところ，GCOM-C 及び Landsat-8
ともに前述の平均値の比較結果と同様の傾向を示し

た． 

3．1．3． NDVI 値のヒストグラムによる比較 

林班内の2017年間伐箇所内外のNDVI平均値の経

年変化をヒストグラムにより比較した結果，

GCOM-C では，夏季（6-8 月）に NDVI 値が高く，

冬季（12-2 月）に低いことが読み取れる．夏季に植

生が活性化することが確認できた．また，図より間

伐を行った範囲の方が間伐を行っていない範囲より

も森林の活性度が高い範囲が広いことが確認された

（図-14）．一方，Landsat-8 では，NDVI 値は 4 月と

6 月は 1 月より高い．また，間伐を行った範囲の方

が間伐を行っていない範囲よりも森林の活性度が高

い範囲が広いことが示唆された（図-15）． 

図-16 新宮観測所における降雨量と可能蒸発散量の関係 
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3．2．ソーンスウェイト法による可能蒸発散量の推

定 

新宮観測所の 2010～2019年の 10年間の観測結果

を用いて，年可能蒸発散量を算出すると，年間降雨

量は 3，144mm～4，128mm の幅があり，その平均値は

3，669mm であった． 

年間可能蒸発散量は 893mm～955mmの幅があり，その

平均値は 926mm であった．そのため降雨量から可能

蒸発散量を差し引いた分が水収支における流出分と

推測され，2，204mm～3，213mmの幅があり，その平

均値は 2，744mmであった． 

また，降雨量に占める可能蒸発散量の割合は、22．

2～29．9％の幅があり，その平均値は 25．4%で，年

間可能蒸発散量は夏季に高く冬季に低い傾向が確認

された(図-16)．  

日本の代表的な水文観測試験地における水収支 9)

では，那智の滝上流から最も近く気候的にもほぼ同

程度と考えられる三重県ぬたの谷流域における観測

結果より蒸発散率が概ね 30%程度と算出されており，

新宮観測所の観測値からソーンスウェイト法で算出

した年間可能蒸発散量の平均値 25．4％は，概ね妥

当な値であると判断する． 

 

4． まとめ 

本研究で得られた結果を以下に示す． 

1)GCOM-Cを用いて算出した NDVI値の平均値の経

年変化では，2017 年間伐箇所内外の森林において明

瞭な差は確認できなかった． 

2)Landsat-8を用いて算出した NDVI値の平均値の経

年変化では，2017年間伐箇所内の方が最大で 0．024

程度高い値を示し，間伐箇所の方が森林活性度は高

いと考えられる． 

3)一方，各メッシュの NDVI 値をヒストグラムによ

り比較した結果，GCOM-C と Landsat-8 ともに，間

伐を行った範囲の方が間伐を行っていない範囲より

も森林の活性度が高い範囲が広いことが示唆され，

土砂崩壊防止機能は維持されていると考えられる。 

4) 水収支における可能蒸発散量をソーンスウェイ

ト法で算出した値は，那智の滝上流域と気候的に近

いと考えられる.ぬたの谷流域おいて観測された水

収支の割合と概ね同程度の値であった． 

 

5． 今後の課題 

1) 多田ら 10)の NDVI 値を用いた蒸発散量の算出手

法(図-17)を適用し，各ピクセルの NDVI 値から蒸発

散量の算出を行い，ソーンスウェイト法の算出値と

比較し，那智の滝上流域における NDVI 値と可能蒸

発散量の関係式を検討し，水収支の評価を検討する．  
2)ソーンスウェイト法の式に代入する月平均気温 

に，当該調査地の GCOM-C で観測した地表面温度の

代用を検討し，森林施業の有無による年間可能蒸発

散量の比較を行い，那智の滝上流域の水収支（降雨

－流出―蒸発散の関係）関係性を検証する． 
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．はじめに

近年，地球温暖化の影響で集中豪雨が増加しており，

それに伴う斜面崩壊が多発している．2019 年に鹿児島県

では 6 月下旬から 7 月上旬にかけて集中豪雨に見舞わ

れ，県内各地のシラス斜面において表層崩壊や破堤など

の災害が生じた．このような災害に対して，防災関係者

は崩壊発生後に崩壊原因などを検討する際に，斜面の地

形や地質の調査に加え，土の基本的物理量や保水性，透

水性，せん断強度特性を調査することが多い．その中で，

透水係数については，原位置試験および室内試験によっ

て求められるが，災害現場で試料採取が困難な場合もあ

るため，より簡易に原位置で透水係数を計測することが

できれば調査者にとって有益であると考えられる． 
従来用いられてきた現場透水試験法は，計測に用いる

装置が大きく，水を大量に使用するという問題がある．

加えて，試験孔を用いる方法では，その孔を掘削する作

業も必要になるため，災害現場での計測は極めて困難と

なる 1)，2)．そこで，本研究では，携帯型ミニディスクイ

ンフィルトロメータ（METER 社，以降，インフィルト

ロメータと称す．）を用いる．この方法は，地表面で試験

を行う負圧浸入計の一種であり，従来の現場透水試験器

に比べて持ち運びが容易で，準備がほとんど要らず計測

を速やかに開始できるという利点がある．現場での計測

に導入しやすいことから，地盤の疎水性，浸透，灌漑シ

ステムの設計，侵食の危険性の評価などの多くの研究で

利用されてきている 3)．この試験法では，負圧浸入計で

計測された浸潤量から透水係数を推定する必要がある．

このインフィルトロメータでは，Zhang の方法 4)が広く

用いられており，不飽和透水係数を推定することができ

る．また，他の方法として，Reynolds and Elrick5)が提案

した現場飽和透水係数を推定する方法がある．例えば，

杉井ら 6)はこの方法を用いて，土舗装の現場の浸透特性

の計測を実施している． 
Zhang の方法と Reynolds and Elrick の方法は，推定さ

れる透水係数が異なるため，目的によって使い分けられ

てきた．しかし，著者らはインフィルトロメータから不

飽和透水係数と現場飽和透水係数を同時に推定できる

という点に着目し，Zhang の方法で高飽和領域の不飽和

透水係数，Reynolds and Elrick の方法で現場飽和透水係

数を推定することで，高飽和領域の透水関数（サクショ

ン－飽和・不飽和透水係数の関係）を得ることができる

のではないかと考えた．不飽和土の透水関数を求める試

験方法は確立されておらず，土質試験を実施するにも複

雑で熟練を要す試験となり，試験時間が長期にわたる問

題がある．よって，簡易に透水関数を求める方法を提案

第 回土砂災害に関するシンポジウム論文集， 年 月
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することは意義があると思われる．そこで，本研究では，

Zhang の方法と Reynolds and Elrick の方法を組合わせ，
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バーには地表面に浸潤させる水が入っている．さらに下
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整チューブの目盛りを指す上部チャンバー内の水面の

位置で設定される． 
計測の手順を次に示す． 

① 計測を行う地表面を平滑にする． 
地表面の凹凸を埋めるために，珪砂などの粒径の

細かな砂を用いてもよい． 
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ューブにより圧力水頭を設定する．下部チャンバー

の初期体積を目盛りから読み取り記録する． 
③ 計測開始 

写真 のように，地表面にインフィルトロメータ

を設置する．同時に計測を開始し，一定時間ごとに

浸潤量を目盛りから読み取る．例として，砂質土は
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の方法
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𝐼𝐼 = 𝐶𝐶1√𝑡𝑡 + 𝐶𝐶2𝑡𝑡 (1) 

ここに，I：単位面積あたりの累積流入量 [cm]，C1：吸 
着率に関する係数 [cms-1/2]，C2：透水係数に関する係数 

 [cm/s]． 
式(1)を図 のようにインフィルトロメータで計測さ

れた流入量 I－時間 t関係にフィッティングすることで，

C2 が求められる．C2 はフィッティングで得られた二次

式の係数から得られ，図 においては C2=0.0060[cm/s]
である．不飽和透水係数は次式で表される． 

𝑘𝑘𝑤𝑤𝑤𝑤(ℎ) =
𝐶𝐶2
𝐴𝐴  (2) 

ここに，kwu(h)：不飽和透水係数[cm/s]，A：無次元係数，

h（≦0）：インフィルトロメータの圧力水頭[cmH2O]．

 
写真 インフィルトロメータ
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表  のモデルパラメータ（一部抜粋）

Soil Texture Sand Sandy Loam Silt Clay 
𝛼𝛼 0.145 0.075 0.016 0.008 
n 2.68 1.89 1.37 1.09 

 

インフィルトロメータの圧力水頭は，最大 h = -7 
[cmH2O]までしか負荷できないため，推定される不飽和

透水係数は，極めて高飽和度の領域の不飽和透水係数で

あることを意味している． 
式(2)中のA は，様々な種類の土や初期条件，インフィ

ルトロメータのディスクの半径 R や圧力水頭 h を変化

させて実施された不飽和浸透解析に基づいて決定され

る係数であり，次式を用いて計算される． 

𝐴𝐴 = 11.65(𝑛𝑛0.1 − 1) exp[𝑁𝑁(𝑛𝑛 − 1.9)𝛼𝛼ℎ0]
(𝛼𝛼𝑟𝑟0)0.91

 
(3) 𝑛𝑛 ≥ 1.9 → 𝑁𝑁 = 2.92 

𝑛𝑛 < 1.9 → 𝑁𝑁 = 7.5 

ここに，R：インフィルトロメータのディスクの半径 
[cm]，α，n：van Genuchten のモデルパラメータ． 

van Genuchten のモデルパラメータを表 に示す 7)．

パラメータの決定については，Carsel and Parrish8)が行っ

た 12 種類の土に関するパラメータの検討から土の工学

的分類に応じた設定がなされている． 
 

の方法

Reynolds and Elrick が提案した方法 5)は，Wooding の経

験則 9)に基づいている．Wooding は，浅い円形の溜池か

ら浸潤する流量を理論的に計算し，ディスクから浸潤す

る流量を次式で表現した． 

𝑄𝑄 = 𝜋𝜋𝑅𝑅2𝑘𝑘𝑤𝑤𝑤𝑤(ℎ) + 4𝑅𝑅𝑅𝑅(ℎ) (4) 

ここに，Q：定常流量 [cm3/s]，φ(h)：マトリックポテン

シャル [cm2/s]，kwu(h)：不飽和透水係数 [cm/s]． 
Gardner10)は不飽和透水係数が飽和透水係数の指数関

数で表現できると仮定しており，不飽和透水係数は次式

で表現できると述べている． 

𝑘𝑘𝑤𝑤𝑤𝑤(ℎ) = 𝑘𝑘𝑓𝑓𝑓𝑓 ⋅ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑎𝑎ℎ) (5) 

ここに，kfs：現場飽和透水係数 [cm/s]，a：パラメータ係

数． 
また，φ(h)は次式で表現できる 10)． 

𝑅𝑅(ℎ) = ∫𝑘𝑘𝑤𝑤𝑤𝑤(ℎ)𝑑𝑑ℎ =
𝑘𝑘𝑓𝑓𝑓𝑓 ⋅ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑎𝑎ℎ)

𝑎𝑎  (6) 

式(6)を式(4)に代入することで，Reynolds and Elrick5)は，

次式を導いた． 
 
 

 

𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑒𝑒 (
𝑄𝑄
𝑡𝑡 ) = 𝑎𝑎ℎ+ 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑒𝑒 {(𝜋𝜋𝑅𝑅2 + 4𝑅𝑅

𝑎𝑎 ) ⋅ 𝑘𝑘𝑓𝑓𝑓𝑓} (7) 

ここで，式(7)は図 のような直線を表す式であり，h＝
0 のとき現場飽和透水係数 kfsは次式で表現される． 

𝑘𝑘𝑓𝑓𝑓𝑓 =
exp {𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑒𝑒 (𝑄𝑄 𝑡𝑡⁄ )}

𝜋𝜋𝑅𝑅2 + 4𝑅𝑅
𝑎𝑎

 (8) 

式(8)において，未知数は定常流量 loge(Q/t)とパラメー

タ係数 a であり，図 に示すように h－loge(Q/t)関係の

直線の傾きと切片から得られる．この方法では，1 個の

現場飽和透水係数を得るために，インフィルトロメー 
タの圧力水頭値を変えた最低 3 回の計測が必要となる． 
ここで，現場飽和透水係数を推定するための手順を次

に示す．図 は 1 回の計測で得られる Q-t 関係図であ

る．図の直線部のように，計測開始後，経過時間当たり

の浸潤量（流量）がおおよそ一定になり，定常状態と判

断された際の流量を計測する．圧力水頭を変えた最低 3
回，同様の計測を行い，定常流量を図 のようにプロッ

トし，回帰直線を引く．その回帰直線の傾きと切片から

 
図 関係図

 
図 計測から得られる 関係図
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図 粒径加積曲線
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a と loge(Q/t)が得られ，現場飽和透水係数が得られる． 
現場飽和透水係数とは，原位置の不飽和地盤において，

降雨や故意に地盤を湿潤させた場合，完全な飽和状態の

地盤にはならないことから，高飽和度な地盤の透水係数

ということになる．さらに，現場飽和透水係数は，完全

な飽和状態の領域における飽和透水係数と比べ，小さい

値をとることが確認されている 11)．原位置の不飽和地盤

において，透水性の評価を行う際は飽和透水係数よりも

むしろ，現場飽和透水係数を用いることがより実際に即

した透水性評価になると考えられる． 
 
．シラス斜面における原位置透水試験

本章では，第 2 章で述べた不飽和透水係数および現場

飽和透水係数の推定方法を用いて，鹿児島県郡山町内の

シラス斜面において原位置透水試験を行った． 

試験箇所の概要

写真 には，透水試験を実施した鹿児島県郡山町内の

シラス斜面を示す．斜面は，入戸火砕流が堆積した一次

シラスとみられ，ガリ侵食が発達しているのが確認でき

る．また，3段（以降，上段，中段，下段と称す．）に切

り分けられており，本研究では，中段と下段を対象に調

査を行った．中段と下段において表層土の不攪乱試料を

計測地点周辺の 2カ所から採取し，実験室にて土質試験

を行った．表 に土質試験結果を示す．図 は中段と

下段の表層土の粒径加積曲線を示している．各段の土の

工学的分類は，中段は細粒分質礫質砂（SFG），下段は細

粒分混じり礫質砂（SG-F）である．中段，下段の土は表

において，Sandy Loam に分類され，𝛼𝛼=0.075，n=1.89
である．さらに，山中式土壌硬度計を用いて各段の斜面

の硬度を測定し，指標硬度が 20 以下であることから， 

この斜面のシラスは，極軟質シラスに分類されることが

わかった 12)． 
 

計測の詳細

原位置透水試験は，中段と下段において計測点を 1点
定め，その点で圧力水頭を変えながら3回計測を行った．

インフィルトロメータの圧力水頭は各段-1，-3，-5 

 
写真 斜面の様子

表 土質試験結果

採取場所 下段① 下段② 中段① 中段② 
自然含水比 

wn [%] 
16.0 17.6 27.2 29.6 

土粒子密度 
ρs [g/cm3] 

2.55 2.57 

湿潤密度 
ρt [g/cm3] 

1.21 1.12 1.42 1.27 

間隙比 e [-] 1.46 1.68 1.29 1.61 
乾燥密度  
ρd [g/cm3] 

1.04 0.95 1.12 0.98 

飽和度 Sr [%] 28.10 26.72 54.03 47.15 
 

中段 

下段 

上段 
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表 推定された透水係数

場所 推定方法 圧力水頭 h [cmH2O] C2 [cm/s] A [-] 透水係数 kwu, kfs [m/s] 

中段 Zhang 
-1 0.0060 3.89 1.54×10-5 
-3 0.0055 3.93 1.40×10-5 
-5 0.0027 3.98 6.78×10-6 

Reynolds and Elrick  1.94×10-5 

下段 Zhang 
-1 0.0551 3.89 1.42×10-4 
-3 0.0410 3.93 1.04×10-4 
-5 0.0137 3.98 3.45×10-5 

Reynolds and Elrick  3.57×10-4 
 

  
中段 下段 

図 計測で得られた 関係図 

中段 下段

図 各計測地点での透水関数
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[cmH2O]に設定し，上記の順で計測を実施した．浸潤量

の計測にあたり，砂質土のような透水性の良い地盤を対

象に計測を行うと，地表面へ浸潤する速度が大きく，流

量を目盛りから読み取ることが困難な場合があるため，

今回の計測では録画機器を用いて，計測を行った．

計測結果

原位置透水試験によって得られた透水係数を表 に

示す．本試験では，各段 3 回の計測を行ったため，Zhang
の方法では 3 個の不飽和透水係数 kwu(h)，Reynolds and 
Elrick の方法では 1 個の現場飽和透水係数 kfs が得られ

た．図 は，Reynolds and Elrickの方法におけるh-loge(Q/t)
の関係図である．いずれの測定結果も回帰直線の相関係

数R が約 0.9以上を示し，相関性の高い回帰直線を描く

ことができている．Reynolds and Elrick の方法は常に圧

力水頭の異なる 3 点以上の計測結果が必要となるため， 
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表 推定された透水係数

場所 推定方法 圧力水頭 h [cmH2O] C2 [cm/s] A [-] 透水係数 kwu, kfs [m/s] 

中段 Zhang 
-1 0.0060 3.89 1.54×10-5 
-3 0.0055 3.93 1.40×10-5 
-5 0.0027 3.98 6.78×10-6 

Reynolds and Elrick  1.94×10-5 

下段 Zhang 
-1 0.0551 3.89 1.42×10-4 
-3 0.0410 3.93 1.04×10-4 
-5 0.0137 3.98 3.45×10-5 

Reynolds and Elrick  3.57×10-4 
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図 計測で得られた 関係図 

中段 下段
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[cmH2O]に設定し，上記の順で計測を実施した．浸潤量

の計測にあたり，砂質土のような透水性の良い地盤を対

象に計測を行うと，地表面へ浸潤する速度が大きく，流

量を目盛りから読み取ることが困難な場合があるため，

今回の計測では録画機器を用いて，計測を行った．

計測結果

原位置透水試験によって得られた透水係数を表 に

示す．本試験では，各段 3 回の計測を行ったため，Zhang
の方法では 3 個の不飽和透水係数 kwu(h)，Reynolds and 
Elrick の方法では 1 個の現場飽和透水係数 kfs が得られ

た．図 は，Reynolds and Elrickの方法におけるh-loge(Q/t)
の関係図である．いずれの測定結果も回帰直線の相関係

数R が約 0.9以上を示し，相関性の高い回帰直線を描く

ことができている．Reynolds and Elrick の方法は常に圧

力水頭の異なる 3 点以上の計測結果が必要となるため， 

 

 

より安定性のある透水係数の推定が可能であると考え

られる．しかし，今回の計測において，1 回目の試験は

自然含水状態の地表面にインフィルトロメータを設置

して試験したが，2 回目以降は 1 回目の試験後の湿潤し

た地表面にインフィルトロメータを設置して試験を行

った．この試験前の地表面の含水状態の試験結果に与え

る影響については，今後検討が必要である． 
表 より，Zhangの方法では，中段，下段ともに設定

した圧力水頭値が大きくなるほど，不飽和透水係数

kwu(h)は小さくなった．一方，Reynolds and Elrick の方法

で推定した現場飽和透水係数は，中段，下段ともにZhang
の不飽和透水係数よりも大きな値として推定された．図

は 2 つの方法から推定された透水係数について，横

軸をインフィルトロメータの圧力水頭 h，縦軸を透水係

数および相対透水係数 kr=kwu(h)/kfs とした透水関数を図

示したものである．インフィルトロメータの圧力水頭は，

最大 h = -7 [cmH2O]までしか負荷できないため，高飽和

領域における透水関数を示している．図より，圧力水頭

が 0 近づく（飽和度が増加する）につれて，透水係数も

大きくなるという飽和・不飽和透水特性の一般的な傾向

を示していることがわかる．よって，3 種類の圧力水頭

を設定したインフィルトロメータの試験を実施するこ

とで，高飽和領域の透水関数を得ることができる．計測

値の妥当性については，今後，室内土質試験や原位置透

水試験の結果と比較していく必要があるが，透水関数の

傾きなどがわかることによって，不飽和土の保水・透水

性に関する数理モデルのパラメータ設定などに役立つ

と考えられる． 
 
．おわりに

本研究では，シラス斜面においてインフィルトロメー

タを用いた計測を行い，Zhang の方法と Reynolds and 
Elrick の方法を用いて，高飽和度領域の透水関数を求め

ることができた．試験時の地表面の含水状態が結果に与

える影響や試験結果の妥当性評価などに課題はまだ残

るが，得られた透水関数は，不飽和土の保水・透水性に

関する数理モデルのパラメータ設定などに役立つと考

えられる．今後，試験データを蓄積しながら，試験精度

の検証などを実施したい． 
 
謝辞：レモン通商株式会社には，試験場所を提供してい

ただいた．ここに謝意を表します． 
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1．はじめに 

 

砂防関係施設の長寿命化計画策定に関する考え方

が見直され，これまでの事後保全型の維持管理から

予防保全型の維持管理の考え方が導入された 1), 2)．

なお，長寿命化計画策定に際して（図-1），施設管理

者は点検等により各施設の部位における変状レベル

（表-1）を把握し，それらの変状レベルや施設周辺

の状況等を総合的に評価して，対象施設等の健全度

（表-2）や修繕等の対策優先順位について検討する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 砂防関係施設における健全度評価等検討の流れ 2)に加筆 

筆者らは，これまで，老朽化した施設の健全度（表

-3）に対する定量的な評価手法 3)やライフサイクル

コスト縮減に関する検討手法 4)について提案してい

る．しかしながら，新たに示された除石の優先順位

の評価手法 2)については議論できていない．また，

一般的な予防保全や事後保全に対する検討のみで，

延命化（長寿命化）に関する更なる検討が望まれる． 

表-1 部位あるいは部位グループの変状レベル評価 1） 

変  状 

レベル 
損傷等の程度 

a 

当該部位に損傷等は発生していない，もしくは

軽微な損傷が発生しているものの，損傷等に

伴う当該部位の性能の低下が認められず，対

策の必要がない状態 

b 

当該部位に損傷等が発生しているが問題とな

る性能の低下が生じていない．現状では早急

に対策を講じる必要はないが，今後の損傷等

の進行を確認するため，定期巡視点検や臨時

点検等により，経過を観察する必要がある状態

c 

当該部位に損傷等が発生しており，損傷等に

伴い，当該部位の性能上の安定性や強度の

低下が懸念される状態 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月

部位単位の変状レベル

変状レベル
a

変状レベル
b

変状レベル
c

施設周辺の
状況

施施設設（（ああるるいいはは施施設設群群））のの健健全全度度評評価価

修繕等の対策優先順位検討

ライフサイクルコストを考慮した予防保全の維持管理

健全度
(対策不要:A)

健全度
(経過観察:B)

健全度
(要対策:C)

施設及び施設周辺の点検
（点検計画に基づく定期点検等）

日常的な維持管理
必要に応じて詳細点検等
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表-2 砂防関係施設において有すべき健全度の定義 2) 

用 語 用語の解説 

健 全 度 
有すべき機能及び性能に対して,当該砂防関

係施設が有している程度 

機 能 
砂防関係施設が土砂災害防止のために,有す

べき施設の働き 

性 能 
当該砂防関係施設が機能を発揮するために

必要となる構造上保持すべき強度, 安定性等

表-3 砂防関係施設における健全度評価の表記 2） 

健全度 損傷等の程度 

対策不要 

(A) 

当該施設に損傷等は発生していないか，軽微

な損傷が発生しているものの，損傷等に伴う当

該施設の機能及び性能の低下が認められず，

対策の必要がない状態 

経過観察 

(B) 

当該施設に損傷等が発生しているが問題とな

る機能及び性能の低下が生じていない．現状

では早急に対策を講じる必要はないが,将来対

策を必要とするおそれがあるので, 定期点検

や臨時点検等により経過を観察する，または，

予防保全の観点より対策が必要である状態 

要対策 

(C) 

当該施設に損傷等が発生しており，損傷等に

伴い，当該施設の機能低下が生じている，ある

いは当該施設の性能上の安定性や強度の低

下が懸念される状態 

 

本稿では，筆者らの既往研究成果 3), 4)を基に，砂防

設備における除石（堆砂状況）に関する評価手法 2)

や，その他施設の改築等による更なる延命（長寿命）

化を考慮した劣化予測やライフサイクルコスト等の

具体的な検討手法の提案や考察を目的としている． 

 

2．健全度評価の検討手法に関する提案 

 

健全度評価手法に関して，既往研究成果 3)の内容

を示すとともに，砂防設備における堆砂状況（健全

度）や除石の優先順位の評価手法 2)について提案し，

除石に対する評価の傾向について考察する． 

 

(1) 健全度評価の検討概要 

これまで，筆者らは，欧州の橋梁を対象にした維

持管理マネジメント 5)において提案されている手法

等を参考に，部位単位における変状レベル（a, b, c：

表-1）等の変状特性を考慮した施設の健全度評価（健

全度 A, B, C：表-3）に関する定量的な手法を提案し

ている 3)．なお，先行研究 3)において実施した流れを

図-2 に示す．図-2 に示すとおり，老朽化した施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 既往研究における検討手法の概要とその流れ 3) 

表-4 主な変状に関する分析結果の一例（砂防堰堤）3) 

部 位 1) 変状レベル（概要）1) 
健全度

指数 Vd

本 堤

副 堤

床固工

垂直壁

天端

摩耗

鉛直方向の摩耗（深さ：１リフト程度未満）:b 32 

鉛直方向の摩耗（深さ：１リフト程度以上）:c 49 

ひび

割れ

水平方向のひび割れ（ブロック幅の 1/2 未満）:b 50 

水平方向のひび割れ（ブロック幅の 1/2 以上）:c 83 

洗掘
基礎部の洗掘（堰堤基礎面に未到達）:b 54 

基礎部の洗掘（堰堤基礎面に到達）:c 89 

漏水
部分的な漏水:b 50 

本体の広範囲にわたる漏水等:c 84 

の健全度や対策優先度に対する意思決定における指

標として，複数の研究者，エンジニア及び施設管理

者ら熟練技術者を対象に，アンケート調査（ヒアリ

ング）を実施した．そして，そのヒアリングによっ

て得られた総合的な判断結果を用いて，健全度評価

に必要なそれぞれの部位における変状レベルに対す

る重み係数（健全度指数 Vd：評価者が各変状 1）に対

して評価する際の深刻度を数値化し，各変状間の深

刻度の相対評価が可能）や，対策優先順位検討に必

要な外的基準（変状レベルや施設の重要度等を総合

的に考慮する基準）を提案している．変状レベルに

対する重み係数（健全度指数：Vd）について平均し

て補正した値の一例を表-4 に示す．表-4 に示すとお

り，各部位におけるそれぞれの変状種や変状レベル

（b，c）に応じた健全度指数（重み；対策緊急度）

が得られている．なお，先行研究 3)で実施したヒア

リングは，点検要領 1)で示されている砂防関係施設

における 115 種の変状（ただし，b, c）を対象に，点

検要領 1)で示されている説明概要図や事例写真を用

いて，該当する健全度レベルとして 0 から 100 まで

の値（Vd’，ただし，0：対策不要，50：経過観察，100：

緊急要対策までを指標とした間隔尺度法による分析）

についてそれぞれヒアリングしている． 

点検要領1)に示された各部位におけるそれぞれの変状レベル(b,c)に対
する評価基準及び事例写真を用いたアアンンケケーートト調調査査用用ササンンププルルのの作作成成

作成されたサンプルを用いた研研究究者者，，エエンンジジニニアア及及びび施施設設管管理理者者（（元元管管
理理者者含含））のの熟熟練練技技術術者者等等にによよるる総総合合判判断断及及びび各各変変状状のの重重みみ付付けけ

各損傷の特性を考慮した定定量量的的なな健健全全度度評評価価手手法法のの提提案案

補修等の対策優先順位に関する学識経験者等を対象にしたAHP分析
による各各因因子子のの重重みみ付付けけ及及びび定定量量的的なな対対策策優優先先順順位位手手法法のの提提案案
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さらに，得られた各部位における変状レベルの評

価値と表-5 に示す健全度指数 Vdと施設の健全度（表

-3）との関係（閾値の補正：50→613)）を参考に，定

量的に評価することが可能である． 

 

(2)堆砂状況や除石優先順位に対する評価手法 

近年，砂防設備における除石に関する実施方針が

示され，長寿命化計画策定において，除石の優先順

位を評価するための考え方や管理の目標等を設定す

ることとなった 2)．そこで，既往研究 3）における前

述までの評価手法を補完するために，これまでと同

様の方法（図-2）により，新たに，除石に対する健

全度指数 Vdを提案する．その際，他の変状項目にお

ける変状程度（例えば，集水管の閉塞物付着）1）を

参考にした除石の変状レベル（堆砂状況）を図-3 に

提案する．そして，この変状レベルに対して，25 名

の学識経験者や管理者，エンジニアからのヒアリン

グにより得られた健全度指数 Vd を表-6 に示す．な

お，ヒアリングや分析方法については，既往研究 3)

と同様としている．表-6 に示される傾向より，計画

捕捉量（必要ポケット量：機能）に対して，概ね 40

から 50％程度の堆砂時に，除石の実施が望まれると
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表-5 提案する健全度指数 Vd と施設の健全度との関係 3) 

施設の健全度  変状レベルの健全度指数 Vd

対策不要 (A) Vd ＝ 0 

経過観察 (B) 0 ＜ Vd ≦ 61 

要 対 策 (C) 61 ＜ Vd 

 

 

 

 

 

 

図-3 不透過型砂防堰堤の堆砂に関する分析の概要図 

表-6 不透過型砂防堰堤の堆砂(機能不足)に関する分析結果 

施 設 等 変状レベル（概要） 
健全度

指数 Vd 

不透過型

砂 防 堰

堤 ： 除 石

管 理 型 

砂防堰堤に概ね堆砂（計画捕捉量

の 25％程度堆積）:b 
35 

砂防堰堤に顕著に堆砂（計画捕捉

量の 50％程度堆積）:c 
75 

3．ライフサイクルコスト等の検討手法に関する提案 

 

既往研究 3), 4)における砂防関係施設の対策優先順

位やライフサイクルコストに関する具体的な検討時

の留意点について考察し，その対応を提案する． 

 

(1) 長寿命化計画策定(年次計画)策定までの流れ 

砂防関係施設の長寿命化計画策定における考え方

が見直され 2)，劣化予測に基づいてライフサイクル

コストを縮減させることとなった．そこで，健全度

に関して，前述までの変状レベルの健全度指数 Vd

（例えば，表-4 や表-6）を用いる手法を提案してい

る 4)．ここに，一般的な劣化予測に対応させるため，

健全度 HI (Health Index)例えば 6)として表す． 

HI = Vd_max – Vd       (1) 

ここで，Vd_maxは健全度指数 Vd における最大値（=100）

である．なお，環境条件の異なる施設毎に点検結果

（変状履歴や進行度）に基づいた劣化予測により， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 長寿命化計画の策定に関する検討の流れ 4)に加筆 

砂防堰堤に概ね堆砂
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長寿命化計画の策定

（（CC))

改築（性能確保）の必要性有無

改築（延命）による修繕・更新等の概算工事費算出

改築（性能向上）の可能性有無

改築（性能向上）の有効性有無

更新等の概算工事費算出

対対策策

不不要要

（（AA))

（（BB))
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（（必必要要))
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図-5 変状毎における劣化予測手法の概念図 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 各評価時における修繕等に要す費用算出の概念図 4) 

個別にライフサイクルコスト縮減を図る必要がある

と考えられる 4）．そこで，砂防関係施設の特性や点

検要領 1)に示された点検内容（変状区分やレベル）

を考慮した長寿命化計画の策定に関する検討の流れ

を図-4 に示す．図-4 に示すとおり，ライフサイクル

コストを縮減させるため，健全度評価において「経

過観察」として評価された施設を対象に，健全度 HI
を用いた将来における劣化予測を行い，最終的にラ

イフサイクルコストが最小となる最適な対策時期に

ついて検討するとした予防保全型の維持管理を基本

としている．ただし，これまでの砂防関係施設につ

いては，一般的に点検の実施や予防保全措置（例え

ば，予防対策工事）等が十分でなく，事後保全型の

維持管理等に基づいた対策が講じられてきており，

「要対策」施設が存在しているため，留意が必要で

ある．そこで，当面の対応として，これらの「要対

策」施設については，健全度や保全対象との位置関

係等を考慮した対策優先順位 3)に基づいて早急に対

策を講じ，今後，順次に予防保全型に移行していく

ことが望まれる．なお，対策不要（表-3）の施設に

ついては，次回の点検時において変状が確認された

際に，劣化予測等の検討対象としている． 

 

(2) ライフサイクルコスト縮減の具体的な検討手法 

ライフサイクルコストの基本となる劣化予測手法

の概念図を図-5 や図-6 に示す 3）．ここで，ガイドラ

イン 2)にも示されるとおり，「経過観察」施設に要す

修繕等の費用と，大規模な更新等が必要となる「要 

 

図-7  効率的なライフサイクルコスト時期の概念図 4) 

対策」施設に要す費用が大幅に異なる点に留意する

必要がある．そこで，現時点で確認されている変状

（「経過観察」）が将来に亘って，現時点（tn）と同じ

速度（現時点の健全度 HIn と前回点検時までの HIn-1

等との関係）で劣化すると仮定し，「要対策」（例え

ば，変状レベル c）の健全度 HIn-c’までの進行に要

する期間（時期：tn_c’）を推定する（図-6）．ここで，

点検要領 1)に示されている変状毎に，「経過観察」と

「要対策」の変状レベル（健全度指数 Vd）との関係

性がそれぞれ異なり，更なるライフサイクルコスト

の縮減を図るため，予測する変状の進行途中におい

て「経過観察」から「要対策」への遷移前までに要

す期間（時期：tn’）を推定し，各評価時における修

繕等に要する費用をそれぞれ算出する．なお，劣化

予測に際して，評価する際に過去における複数年の

点検結果が存在する場合は，それらの結果を踏まえ

た近似曲線による予測が望まれるが，点検結果が十

分でない場合は，現時点（tn）の点検結果（HIn）と，

初期建設時（t0）や前回（tn-1）の点検結果等との関係

を用いて予測することも可能である（図-5）． 

また，ライフサイクルコストを最小化させるため,

ライフサイクルコスト指数 LCI を提案している 4). 

LCI = C /  t          (2) 

ここに，C は修繕等に要する費用，t は各評価時まで

の経過年数（修繕サイクル）であり，この LCI を最

小化することで，効率的な対策時期の設定が可能と

なる（図-7）．なお，これまでの点検結果が十分でな

い場合は留意する必要があり，一般的に進行しない

と考えられる変状（例えば，想定外の突発的な外部

からの衝突による変形）については，図-8（下）に示

す予測（例えば，変状の進行がないと予測）とし，

それ以外の変状については，図-8（上，破線：前回点

検結果による劣化傾向，実線：今回点検見直し後の劣

化傾向）に示す予測とする対応も考えられる． 

一方，ライフサイクルコスト等の検討に際して，

一般的に示されている対応方針 2）（表-7）に整合さ

せる等の留意が必要である．具体的には，これまで

の一般的な「予防保全（修繕等）」や「事後保全（更

新等）」等との比較によるライフサイクルストの縮減 

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
指

数
LC

I =
 C

/ 
t

tn_c'tn tn'

××

LCIn

0

LCIn'

LCIn_c'

経過年数 t（年）

健
全
度

H
I

要対策

39

tn_c'tn tn'

××

現時点

HIn-1

HIn

HIn_c'

100

tn-1

修繕（必要に応じで更

新）等に要する費用
Cn_c'

修繕等に要

する費用
Cn_b'

修繕等に要

する費用
Cn_b

t0

経過年数 t（年）

変状■の

変状レベル:b（健全度：

変状■の変状レ

ベル:c（健全度：C）

変状■の健全度

がB→Cへの遷移前

変状▲

健
全
度

H
I

要対策

39

tn-2 tn tn'

××

現時点n-1回目点検

（前回点検）

n回目点検

（今回点検）

HIn-1

HIn

HIn-2

n-2回目点検

tn-1

0

経過年数 t（年）

t0



106

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 変状毎における劣化予測手法の概念図 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 各評価時における修繕等に要す費用算出の概念図 4) 
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図-8 点検結果が不足する際の劣化予測の基本的な考え方 

表-7 老朽化した砂防関係施設における対策方針 2) 

対応方針 内  容 

維 持 
砂防関係施設の機能や性能を確保するた

めに行う軽微な作業のこと 

修 繕 

既存の砂防関係施設の機能や性能を確

保、回復するために，損傷または劣化前の

状況に補修すること 

改 築 
砂防関係施設の機能や性能を確保，回復

すると共に，さらにその向上を図ること 

更 新 

既存の砂防関係施設を用途廃止し，既存施

設と同等の機能及び性能を有する施設を，

既存施設の代替として新たに整備すること 

に対して，新たに，「改築」による更なるライフサイ

クルコスト縮減が望まれている 2）．ここで，「改築」

に関して，砂防関係施設の特性を考慮した分類を表

-8 に示す．表-8 に示すとおり，具体的に提案されて

いる対策工 2)を踏まえて，有すべき性能や機能（表-

2）の特性に留意して整理している．ただし，機能に

向上に関しては，各事業例えば、7）の運用において対象

が異なるため，本稿では取り扱わないものとする（た

だし，機能確保は健全度として評価:表-6 参照）．こ

こで，これまでの一般的なライフサイクルコスト縮

減の概要図 2)に対して，改築（ただし，性能向上）を

考慮した検討のイメージを図-9 に示す．なお， LCI
（式：2）による検討は，図-9 に示される各階段関数

を直線近似させた傾きの比較により，ライフサイク

ルコストを検討するものと同義となっている．ただ

し，改築による延命化（例えば，ゴム材による摩耗

防止）に関して，現時点では限られているため留意 

表-8 砂防関係施設の改築における分類案 

分  類 具体的な対策の一例 2） 

改築（性能確保） ・現行基準に整合した砂防堰堤の腹付け

改築（性能向上）
・腐食した集水管を腐食しにくい材質へ

の変更,ゴム材等による摩耗防止 

改築（機能確保）
・急傾斜地等における地盤条件変化に

よる災害防止機能不足の対策工事 

改築（機能向上） ・砂防堰堤のかさ上げによる機能向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 ライフサイクルコスト縮減のイメージ 2）に加筆 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 改築による延命化効果の評価に関する概要図 

する必要がある．そこで，検討の合理化を目的に改

築による検討の必要性や有効性について検討して，

事前に対策方針を決定し，最終的に予防保全（改築，

修繕）や事後保全（改築，更新）等を比較する（図

-4）．なお，「要対策」施設や改築（性能確保）によ

る対応に際しても，必要に応じて，同様に改築（性

能向上）について考慮するものとする． 

ライフサイクルコスト検討における改築（ただし，

性能向上）の有効性を評価する条件式は， 

fLCI = C / t  – (C+ΔC) / (t +Δt) ≧ 0   (3) 

と表す．ここに，ΔC は改築に要する増額費用，Δt
は性能向上に関する効果年数（例えば，改築補強材

料の耐用年数）である（図-10）．なお，Δt について 
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図-11 ライフサイクルコストにおける対策費用算出例 

表-9 ライフサイクルコストに関する検討結果事例 その 1 

施設 A 

（例えば，地すべり

防止施設） 

単 位 
現 時 点 

要要 対対 策策

遷遷 移移 前前  

要 対 策

時 期

tn tn' tn_c' 

経過年数 年 35 52 70 

変状

1 

方針 - 修繕 修繕 更新 

費用 Cn_b 百万円 10 12 50 

変状

2 

方針 - 修繕 修繕 改築 

費用 Cn_b' 百 万 円 20 25 100 

変状

3 

方針 - 修繕 修繕 修繕 

費用 Cn_c' 百 万 円 2 2 10 

計 ΣCn 百 万 円 32 39 160 

LCI 百万円/年 0.9 0.8  2.3 

表-10 ライフサイクルコストに関する検討結果事例 その 2 

施設 B 

（例えば，砂防設

備：腹付け工） 

単 位 
現 時 点 

要 対 策

遷 移 前 

要要 対対 策策

時時 期期

tn tn' tn_c' 

経過年数 年 35 52 70 

変状

1 

方 針 - 改築 改築 改築 

費用 Cn_b 百 万 円 50 55 60 

変状

2 

方 針 - (同上) (同上) (同上)

費用 Cn_b' 百 万 円 （上含） （上含） （上含）

計 ΣCn 百 万 円 50 55 60 

LCI 百万円/年 1.4 1.1 0.9  

 

は，使用する材料に関する暴露試験結果や公共事業

の財務評価において使用されている耐用年数（減価

償却資産の耐用年数等に関する省令別表）等を代替

させて，設定することも考えられる．一方，一施設

内に複数の変状が存在する場合は，工事の効率化（例

えば，工事用道路新設）に留意して，それらの変状

の全てを対象に劣化予測し，対策に要す全費用を計

上する等が必要である（図-11）．そこで，図-11 に示

すとおり，ライフサイクルコストを検討する時期（経

過年数；tn, tn’, tn_c’）については，変状内で最も健全

度の低下が進行している変状（例えば，変状 1）を対

象に決定する．そして，その時期に全ての変状を修

繕等の対策を講じると仮定した際に要す総費用を計

上し，それぞれの時期における LCI を用いて検討す

る（例えば，表-9）．なお，表-9 に示されるとおり，

各変状における対応方針（例えば，修繕，改築）に

関して，効率性を考慮して変化させることにより，

10 年あたりで概ね 1,500 万円程度のライフサイクル

コストの縮減が可能となる．また，複数の変状を一

工種の対策工により修繕等可能な場合（例えば，砂

防堰堤における下流側の腹付け対策工によるひび割

れや基礎洗掘の改善）については，対策費用の二重

計上に留意して検討する必要がある（例えば，表-10）．

なお，今回提案する手法は，砂防関係施設 1), 2)に対

して，幅広く適用できると考えられる．その他の検

討方法については，既往研究 3), 4)を参照されたい． 

 

 

5．おわりに 

 

本稿では，筆者らの既往研究を基に，新たに検討

手法の提案や考察を示している．今後，砂防関係施

設の変状機構や詳細な劣化予測に関する知見，機能

確保に関する評価値などの更なる高度化が望まれる． 
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．はじめに

日本における地震観測件数は増加傾向にある 1)．

近年では平成 28 年熊本地震 2) や北海道胆振東部地

震 3) 等，強い地震動により山間地の自然斜面や土構

造物の崩壊が発生しており，今後一層の被害の甚大

化が危惧されている．一方で，山間地の斜面に生育

する根系が地震時にせん断補強効果を発揮すること

が知られている．要素試験や模型実験，原位置試験

により，根系による地盤のせん断補強効果の定量化

が試みられているが 4)5)6)，模型実験の場合 7)8)には，

実際の根よりも高い剛性を有する 3D モデルを用い

たり，根と等価な繊維材料で代用するなど，実物の

植生を用いない場合が多く，植生の補強効果を直接

測定した研究は少ない．

根系による地震時のせん断補強効果を把握するた

めには，実際の根系を模型地盤に定植させ，作製し

た地盤に対して振動台実験を行い，その効果を定量

的に評価することが有効であると考えられる．

本報ではスギ根系を有する模型斜面を対象に，1G
場での振動台実験を行い，根系が存在する場合の斜

面の加速度応答，変形挙動及び根系による補強効果

を調査した．加えて，Janbu 法による地震力と根系に

よる補強効果を考慮した斜面の安定解析を行い，実

験結果と比較した．

．実験条件

図 に模型斜面の概略図を示す．模型斜面は，地

震が起こって滑落し，背後に植生が残っている急斜

面が再び地震により被災する状況を想定し 9)，下幅

800 mm，高さ 700 mm，奥行 400 mm，斜面の傾斜角

は 80°とし，アクリル製の土槽内に作製した．土質

材料は，図 に示す粒度分布を有する粒径 4.75 mm
以下のまさ土を用いた．実験条件を表 及び

図 に示す．表 の通り，模型斜面は，最

適含水比 12.2 %に調整したまさ土を用いて厚さ 175 
mm ずつ 4 層で締固め，乾燥密度 16.4 kN/ m3となる

ように作製した．

根系はスギの苗木を用いた．表 に植生の

条件を示した．スギは日本全国に分布しており，日

本の人工林の 44 %を占めることから 10)，代表的な山

間地の植物として選択した．苗木は，Case1 と 2 に

ついては，斜面天端を 4 等分した長方形のそれぞれ

の対角線の交点に 2 本 2 列で配置した．Case3 は斜

面天端を 2 等分した長方形のそれぞれの対角線の交

第 回土砂災害に関するシンポジウム論文集， 年 月
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．はじめに

日本における地震観測件数は増加傾向にある 1)．

近年では平成 28 年熊本地震 2) や北海道胆振東部地

震 3) 等，強い地震動により山間地の自然斜面や土構

造物の崩壊が発生しており，今後一層の被害の甚大

化が危惧されている．一方で，山間地の斜面に生育

する根系が地震時にせん断補強効果を発揮すること

が知られている．要素試験や模型実験，原位置試験

により，根系による地盤のせん断補強効果の定量化

が試みられているが 4)5)6)，模型実験の場合 7)8)には，

実際の根よりも高い剛性を有する 3D モデルを用い

たり，根と等価な繊維材料で代用するなど，実物の

植生を用いない場合が多く，植生の補強効果を直接

測定した研究は少ない．

根系による地震時のせん断補強効果を把握するた

めには，実際の根系を模型地盤に定植させ，作製し

た地盤に対して振動台実験を行い，その効果を定量

的に評価することが有効であると考えられる．

本報ではスギ根系を有する模型斜面を対象に，1G
場での振動台実験を行い，根系が存在する場合の斜

面の加速度応答，変形挙動及び根系による補強効果

を調査した．加えて，Janbu 法による地震力と根系に

よる補強効果を考慮した斜面の安定解析を行い，実

験結果と比較した．

．実験条件

図 に模型斜面の概略図を示す．模型斜面は，地

震が起こって滑落し，背後に植生が残っている急斜

面が再び地震により被災する状況を想定し 9)，下幅

800 mm，高さ 700 mm，奥行 400 mm，斜面の傾斜角

は 80°とし，アクリル製の土槽内に作製した．土質

材料は，図 に示す粒度分布を有する粒径 4.75 mm
以下のまさ土を用いた．実験条件を表 及び

図 に示す．表 の通り，模型斜面は，最

適含水比 12.2 %に調整したまさ土を用いて厚さ 175 
mm ずつ 4 層で締固め，乾燥密度 16.4 kN/ m3となる

ように作製した．

根系はスギの苗木を用いた．表 に植生の

条件を示した．スギは日本全国に分布しており，日

本の人工林の 44 %を占めることから 10)，代表的な山

間地の植物として選択した．苗木は，Case1 と 2 に

ついては，斜面天端を 4 等分した長方形のそれぞれ

の対角線の交点に 2 本 2 列で配置した．Case3 は斜

面天端を 2 等分した長方形のそれぞれの対角線の交
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点に 2 本 1 列で配置した (図 参照)．根系深さは，

実寸の 1/20 を想定し，参考文献 11) を参照し，Case1
では 75 mm (実寸 1.5 m)，Case2 では 125 mm (実寸

2.5 m) とした．スギ苗の地上部の高さはいずれの条

件でも 300 - 400 mm に統一した．なお．根系を設置

しない Case0 についても同様の斜面形状・加振条件

で実験を行った． 
図 に示す法肩から 100，300，500 mm の距離の

鉛直変位をレーザー変位計により測定した．水平変

位は，高さ 175，350，525 mm の斜面表面をレーザ

ー変位計により測定した．図 中の長方形は，変位

測定のための反射板を示しており，反射板の中央部

の変位を測定した．また，鉛直・水平変位測定位置

の延長線で交差する 9 点に加速度計を配置した．設

置位置を法面側から Front，Middle，Back とし，加振

中の応答加速度を測定した． 
入力加速度を図 に示す．入力加速度は sin

波，周波数を 10 Hz とし，加速度振幅を 100 gal，200 
gal，300 gal，400 gal と段階的に増加させた．それぞ

れの加速度の継続時間を，100 gal，200gal および 300 
gal では 10 秒，400 gal では 60 秒とした．  

３．実験結果

模型地盤の水平変位と鉛直変位

図  に斜面の水平変位の時間変化を示す．図

の紙面左向き変位を正とする．図  に斜面

天端の鉛直変位の時間変化を示す．図 の紙面上向

きを正とする．図  の変位が顕著に変化し

始めた時刻を崩壊時刻とすると，Case0では 55.0 秒，

Case1 では 52.2 秒，Case2 では 36.7 秒，Case3 では

93.5 秒であった．Case2 は 300 gal，その他の Case は

400 gal での加振時に法尻から亀裂が入り崩壊が起

こった．崩壊に至るまでの時刻は，Case3 が最も長か

った．根系 2 本の Case3 及び根系なしの Case0 と比

較して，根系 4 本の Case1 と 2 で早く崩壊した理由

として，根系の動揺により土中に亀裂が生じ，表層

付近の模型斜面が崩壊しやすくなったことが考えら

れる． 
 

模型地盤の加速度応答倍率

図 に，崩壊が起こる直前の斜面左端の

加速度応答倍率の高さ分布を示す．加速度応答倍率

は，入力加速度に対する測定加速度の割合である．

この値は，崩壊時の加速度 (Case0, 1, 3 は 400 gal，
Case2 は 300 gal) での値を示している．なお，図

は図 の F (法面側)， は M (中央付近), 

図 模型斜面の概略図

図 まさ土の粒径加積曲線
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は B (背面側) のセンサーの出力値から算出した． 
 図 より，根系がある場合，最も法尻に近い斜

面左下  (F175) の加速度応答倍率は，同じ高さの

Middle，Back の値と比較して 16.3-25.3 %増加した．

スギ 2 本の Case3 を根系なしの Case0 と加速度応答

倍率を比較すると，100，200 gal 時点では差は見ら

れなかったが，崩壊前の 300 gal 時点では Front にお

いて 6.9-8.7 %，Middle において 4.7-11.4 %，Back に

おいて 5.3-12.5 %低減した．Case3 を根入れ深さが同

様でスギ 4 本の Case2 と比較すると，200 gal 時に平

均 4.8 %，300 gal 時に平均 27.7 %低減した．Case2 に

作用している加速度応答倍率が最も高いことがわか

る．このことも，Case2 のみ 300 gal で崩壊した理由

の一つであると推測できる． 

 
模型地盤の崩壊後の傾斜角

根系数が最も多く，根系深さが他の条件よりも深

い Case2 の模型斜面が最も早く崩壊した理由を考察

するため，図 のように斜面の崩壊後の角度を計算

した．図 の崩壊斜面のトレース線 (赤い実線) の
法肩と法尻を結んだ直線 (赤い破線) の角度を崩壊

後の角度とした．図 は一例として Case2 を示して

斜面法肩付近 の水平変位

斜面法肩付近 の鉛直変位

入力加速度

図 高さ 斜面表面 の水平変位

及び入力加速度
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は B (背面側) のセンサーの出力値から算出した． 
 図 より，根系がある場合，最も法尻に近い斜

面左下  (F175) の加速度応答倍率は，同じ高さの

Middle，Back の値と比較して 16.3-25.3 %増加した．

スギ 2 本の Case3 を根系なしの Case0 と加速度応答

倍率を比較すると，100，200 gal 時点では差は見ら

れなかったが，崩壊前の 300 gal 時点では Front にお

いて 6.9-8.7 %，Middle において 4.7-11.4 %，Back に

おいて 5.3-12.5 %低減した．Case3 を根入れ深さが同

様でスギ 4 本の Case2 と比較すると，200 gal 時に平

均 4.8 %，300 gal 時に平均 27.7 %低減した．Case2 に

作用している加速度応答倍率が最も高いことがわか

る．このことも，Case2 のみ 300 gal で崩壊した理由

の一つであると推測できる． 

 
模型地盤の崩壊後の傾斜角

根系数が最も多く，根系深さが他の条件よりも深

い Case2 の模型斜面が最も早く崩壊した理由を考察

するため，図 のように斜面の崩壊後の角度を計算

した．図 の崩壊斜面のトレース線 (赤い実線) の
法肩と法尻を結んだ直線 (赤い破線) の角度を崩壊

後の角度とした．図 は一例として Case2 を示して

斜面法肩付近 の水平変位

斜面法肩付近 の鉛直変位

入力加速度

図 高さ 斜面表面 の水平変位

及び入力加速度
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いる．図 と同様に，各条件で崩壊後の斜面の角度

を計算した． 
図 に崩壊端の法肩からの距離と最終崩壊角度

の関係を示す．図 より，根系が崩壊前の法肩に最

も近い Case3 の最終崩壊角度 49.6°が最も高く，次に

Case2 (47.1°)，Case1 (45.1°)，Case0 (43.5°) の順に崩

壊角度が緩やかであった．このことから，根系があ

る場合，根系が法肩に近いほど最終崩壊角度は高く

なり，水平方向の崩壊が抑えることができると推測

できる．加えて，図 に根系深さと崩壊端と法肩の

距離の関係を示す．Case1 と Case3 を比較すると，

根が深いCase3 の方が法肩の崩壊量を 12 %抑えられ

たことがわかる．このことから，加速度応答倍率を

抑えることができる適切な根系本数があると推測で

きる． 

４．斜面安定解析

 
２．３．に示した模型斜面について，地震力を考

慮した Janbu 法 12) (式(1)) により安全率を求めた． 

          Fs =
1

∑{khWi + Wi tani }

× ∑
{cDlicosi +Wi − uilicosi  }tanD

cosi ( 1 + tani tanD/Fs )
 

(1) 

ここに，Fs：安全率，cD：斜面の粘着力 (kN/m2)，
D：斜面の内部摩擦角，kh：水平震度，li： 分割土塊

の下辺の長さ (m)，Wi：分割土塊の自重 (kN)，i：

すべり円弧の中心から半径方向に伸ばした線と鉛直

方向がなす角度 (°)．  
モデル斜面の傾斜角は，模型斜面と同様の 80°と

した．水平震度 khは，100 - 400 gal の加振加速度で

得られた地盤内の加速度のうち，Front (法尻から約

234 mm) の最大値を用いた．400 gal 以降の加速度応

答倍率は，各条件で入力加速度-応答倍率の関係を直

線近似し，近似式により応答加速度を算出した値を

計算に用いた．すべり面の設定角度は，最終崩壊角

表 粘着力 cDと内部摩擦角Dの設定値

図 入力加速度と安全率の関係
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度とした．斜面分割数は 20 とし，根系を有する分割

土塊のみ，cDとDを変更した．cDとDは，模型斜面

と同様の土質，乾燥密度，含水比，根系で行った田

代らの根系を含む一面せん断試験結果 13)を参照した．

参照した cD, Dの値を表 に記す．各分割土塊に存

在する根の本数を考慮し，根が存在しない分割土塊

には「0 本」 Case1,2 の根が存在する分割土塊には

表 の「2 本」，Case3 の根が存在する分割土塊には

「1 本」のときの cD，Dを用いた．なお，表 の cD，
D の値は静的なせん断試験から得られた値である．

根系が存在する分割土塊において，分割土塊の高さ

に対して，根の深さから根系が存在する割合を計算

し，cDとDの増加割合を決定した．  
図 に入力加速度と安全率の関係を示す．図 よ

り， いずれのCaseでも，崩壊時の入力加速度 (Case0, 
1, 3 では 400 gal，Case2 では 300 gal) のときの安全

率はそれぞれ 1.0 を上回った．式 (1) の粘着力 cDは，

表 の値を用いて計算している．実際には加振によ

り模型斜面に亀裂が入ったことにより，粘着力が低

減しており，安全率が過大に算出されていると考え

られる．また，粘着力の増加割合は考慮しているも

のの，粘着力の増分を根系が存在する分割土塊全体

に付与していることも，安全率が過大に算出されて

いる原因の一つであると推測できる． 
そこで，粘着力を元の値の 80 %，60 %，40 %に低

下させた場合の安全率を求め，入力加速度 400 gal に
おいて，安全率が 1 以下となる粘着力を求めた．そ

れぞれの条件の入力加速度と安全率の関係を図

に示す．その結果，入力加速度 400 gal の
ときの粘着力は，Case0 の場合は初期粘着力から
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くなり，水平方向の崩壊が抑えることができると

推測できる． 
2) 加速度応答倍率は崩壊前の 300 gal 時においてス

ギ 2 本の場合と根系なしの場合を比較すると，

Front，Middle，Back はそれぞれ 6.9 - 8.7 %，4.7 - 
11.4 %，5.3-12.5 %低減した． 

3) 実験で得られた最終崩壊角度をもとに斜面安定

解析を行ったところ，粘着力は，初期粘着力から

Case0，1，2，3 でそれぞれ 59.9 %，61.5 %，64.2 %，

59.1 %低下したと推測できる． 
 
今後，模型地盤の条件として，乾燥密度が小さい

場合，含水比が低い場合の実験を実施することで，

植生による粘着力の増加による影響を大きくし，明

確に補強効果を確認する必要がある．また，植生の

条件では，斜面に根系が存在する場合や，根系の種

類，配置，深さによる影響を，斜面表面の変位や地

盤内の加速度を測定することにより把握し，根系に

よる斜面安定への効果や粘着力の増加効果を定量化

できると考えている．
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1. INTRODUCTION

The word lahar originates from the Bahasa 
Indonesia, where it refers to a slurry of volcanic 
debris and water flowing on and from volcanic slopes. 
From this vernacular knowledge, scientists have 
extended the definition to flows other than 
Newtonian flows (i.e. stress-strain relationship not 
being linear), containing at least one debris-flow 
phase (i.e. the sediment concentration is > ~80% of 
the mass and > ~60% of volume). They are the 
equivalent of debris-flows occurring in mountain 
areas. The slurry often contains a mixture of material 
ranging from clay-size sediments up to pluri-metric 
boulders, that are often named over-sized clasts, 
mixed various types of bio-debris. Direct observation 
of debris-flows in mountains and lahars on volcanoes 
are rather scarce1), due to the nature of the events, 
their irregular spatio-temporal distribution and the 
difficulty of access. Scientists have therefore 
attempted to retrieve flow characteristics from 
deposits using Ground Penetrating Radar2) or relating 
deposits to video-observations3), but these recent 

investigations have only brought further questions, 
showing that traditional concepts derived from 
outcrop analysis for instance had little 
representativity of lahars or debris-flows4).

Consequently, laboratory experiments play a 
central role in understanding the mechanics and the 
dynamics of those flows, and in particular it has been 
shown that the fine-fraction in debris-flows and 
lahars played a crucial role in the waxing of the flow 
and thus the runout of an event5), while single fraction 
can play different role being either integrated as part 
of the slurry or part of the “solid-load”6). 

The role of the grain-size is further emphasized by 
their integration in constitutive equations of debris-
flows. The formulation by Egashira, Miyamoto and 
Itoh7), writes the dynamic pressure due to inelastic 
collisions between particles and the shear-stress due 
to particle inelastic collision as a function of the 
square of the median grain-size over the vertical 
velocity gradient (Eq. (1) - (2)).

          (1)
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          (1)
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       (2)

where,  is the collision pressure,  is the shear 
stress due to particle inellastic collisions, σ is the mass 
density of particles, ρ is the density of water, Kd is an 
empirical constant of value 0.0828, u is the velocity.

Furthermore, the grain-size has a well-known effect 
on the triggering of the debris-flow that can be best 
modelled by an inifinite-plane model, when it does not 
start off a rotational landslide, with a curved sliding 
surface, in which case the factor of safety (Fs) can be 
modelled from the Mohr-Coulomb theory by Eq. 3:

              (3)

, which simplifies to eq. 4 when the material is non-
cohesive with c = 0:

              (4)

From these theoretical sets, the present 
contribution asks whether the ‘d’ should be 
considered as a function of the flow velocity profile, 
as in-flow comminution (i.e. reduction in size) 
through fragmentation and grinding may occur, and 
then reduce the mean and median size of d. Then, in 
turn, it is expected to impact the triggering of lahars 
and debris-flows when they occur as a “chain of 
processes”.

2. OBJECTIVES

The present research is therefore divided into 3 
objectives to assess this hypothesis and attempt to 
provide a preliminary set of measures:
  (a) Determine whether in-flow comminution 
occurs during flowage of debris-flow, and measure it 
by relating intergranular shock and grinding to grain-
size diminution;
  (b) Test whether filling the pores of the slurry - (1-
e) in eq. 2 – with water influences the comminution 
process.
  (c) For the dacites of Unzen volcano, measure the 
role of in-flow comminution on the slope stability 
and the triggering of debris-flows or lahars, using the 
Mohr-Coulomb’s theory.

3. MATERIAL AND METHODS

(1) Material

Unzen Volcano is located in Nagasaki prefecture 
(Fig. 1), in Japan, and it has gained unfortunate fame 
for its last eruption between 1991 and 1995, during 
which it produced numerous pyroclastic-flows from 
dome-collapse, from which several lahars/debris-
flows occurred.

Fig.1 Location of Unzen Volcano in, Kyushu, South-Japan, also 

showing a zoom on the Mizunashigawa and the Gokurakudani. 

The North point upwards on both maps.

A small amount of material collected from a 
recently formed debris-flow in the Gokurakudani 
gully, a tributary of the Mizunashigawa - where most 
of the erupted material was deposited. This set of 
material was shoveled by hand into container bags 
and brought back to the laboratory to conduct the 
present test. No mechanical-engine was used in the 
collection to avoid altering the material.

(2) Method

The methodological flow has been (1) the 
collection of dacitic lahar sediment samples at the 
bottom of the Gokurakudani gully, produced by the 
1991-1995 eruption of Unzen Volcano. The material 
was then separated by dry-sieving between 0.0635 
mm and 8 mm, and rolled a set of times in a tumbler 
adapted from a Los-Angeles abrasion testing 
machine. In between each set of “material rolling”, 
the grain size was re-measured. Finally, to assess the 
role of the generation of fine material by the tumbler 
on the stability of the deposit, the produced fines 
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were added to the sieved material to reproduce the 
data generated by the rotary cylinder. 

The impact of fines production was then tested 
using a direct shear-box. The finest material 
considered was 0.125 mm, as lower fractions may 
have more complex impacts and the coarsest material 
0.250 mm, as coarser fractions can yield more 
complex results in the shear-stress box. 

(a) Material dry sieving and grains-size
Using a column of sieves composed of 8 stories 

plus the base (8 mm, 4 mm, 2 mm, 1 mm, 500 μm, 
250 μm, 125 μm and 62.5 μm) the material was dried 
sieved for 2 minutes after collection in the field and 
sieving was performed again after each rolling 
tumbler experiment. For the material collected in the 
field and for the experiments involving water in the 
slurry, the material was dried on a hot plate for 3 
hours to a day (depending on the water content), until 
fully dry. The water was not drained to keep the 
smallest fractions as well.

(b) Rolling cylinder experiment
The rolling cylinder method uses a Los-Angeles 

abrasion machine, that has a 0.711 m diameter, as 
well as a 10 cm shelf built in the cylinder, so that both 
drop and roll can be performed (video of empty run 
available here: https://youtu.be/PHfih1d9D0U). The 
rotation angular velocity was set to 45 RPM or 
1.6725 m.s-1 travelled on the perimeter. The speed 
was controlled with an electric-variator customized 
to the body of the abrasion machine. Because the 
simulated fragmentation by block impact is related to 
the rotation RPM, this signifies that every grain 
experiences 45 drops per minute (drop height ½ of 
the cylinder diameter and the mass is the mass of the 
sediments + 265 g of the container).

Because, we are interested by the inter-granular 
interactions leading to grinding (supposed by shear-
induced friction) and to fragmentation (supposed by 
collision), the inter-granular space was controlled by 
placing the dry or wet sediment mixtures into smaller 
round plastic container to roll and drop within the 
cylinder. The size of the sediment container is 18 cm 
in diameter with a capacity of 4 litres. The height h 
of the sediments was 2 cm at the deepest in the 
cylinder, ~2.4 and ~2.9 cm when mixed with 200 g 
and 400 g of water. The opening of the cylinder was 
sealed with a double-cap used in the chemical 
industry. The external cap was then taped to the body 
to avoid any unscrewing during the experiment. The 
total energy exerted on the cylinder was measured 
using an accelerometer placed at the container’s end 
sampling at 10 Hz. At 10 Hz, peak velocity due to the 
drop were recorded between |8| and |11| m.s-1 every 
8/10 to 9/10 of a second, which is concordant with 

the dialed rotation velocity of 45 RPM.

(c) Shear-box testing
  The shear-box testing uses a shear box of 30 cm2 
surface, with an electric engine creating a constant 
shear of 0.8 mm.s-1 (Tineng Industry AASHTO T236, 
ASTM D3080). Because the material is > silt and clay, 
lower shearing speed was not used. Two normal 
stress were applied to draw the Mohr’s circle with 
two sets of masses 2.5 and 5 kg (plus the mass of the 
arm) corresponding to 50 kN and 100 kN, or with 100 
kN and 200 kN. The horizontal stress was measured 
using a shearing-ring mounted with a dialed gauge 
(0.01 mm scale) and the vertical deformation was 
measured using a 0.01 mm scaled dialed gauge. 
Because the overlapping surface of the lower-part 
and the upper-part of the shear box change with the 
shear, a maximum 5 mm horizontal displacement was 
used as a maximum. 
  Using this setup, the fraction < 0.25 mm of 
samples retrieved from the field was first tested, and 
then the fraction < 0.25 mm generated from the rotary 
cylinder was tested. Both dry samples and saturated 
samples were tested. The dry samples were poured as 
loose granular material in the shearing box, from a 
height of 4 cm above the lid (and 6 cm to the bottom 
of the box) using a funnel. For mixed material, the 
material was added using a spoon in the funnel to 
avoid any grading that can occur during pouring the 
material. For saturated samples, the procedure 
adopted consisted in filling the lower-box of the 
shearing box with water, and wait for the already-
poured sediment to naturally absorb water by suction. 
Water was repeatedly added until no more variation 
was observed over a period of 30 minute for each 
sample (one will note that the coarse sample took less 
than a few minutes to stabilize). Finally, between 10 
and 20 ml of water was poured over the top porous 
stone and the water was left to overflow from the 
lower part of the shear-box for ~ 30 minutes (such 
process would not be possible with clay and fine-
grained sediments). Afterwards, the cap and the 
bearing were placed over the sample and the sample 
let to consolidate for ~ 10 minutes, resulting in a 
vertical variation of 0.1 to 0.25 mm for all the 
samples. The overflow of water for saturated samples 
was then cleaned, before the shear test to start. 

(d) Sample characteristics
For the present research, four different samples 

were generated from the material of Unzen volcano, 
to test in the rotary cylinder experiment (Table 1) and 
then three different combinations of different grain-
sizes were used to test the soil shear strength for both 
saturated and unsaturated samples leading to 6 
samples (Table 2). 
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were added to the sieved material to reproduce the 
data generated by the rotary cylinder. 

The impact of fines production was then tested 
using a direct shear-box. The finest material 
considered was 0.125 mm, as lower fractions may 
have more complex impacts and the coarsest material 
0.250 mm, as coarser fractions can yield more 
complex results in the shear-stress box. 

(a) Material dry sieving and grains-size
Using a column of sieves composed of 8 stories 

plus the base (8 mm, 4 mm, 2 mm, 1 mm, 500 μm, 
250 μm, 125 μm and 62.5 μm) the material was dried 
sieved for 2 minutes after collection in the field and 
sieving was performed again after each rolling 
tumbler experiment. For the material collected in the 
field and for the experiments involving water in the 
slurry, the material was dried on a hot plate for 3 
hours to a day (depending on the water content), until 
fully dry. The water was not drained to keep the 
smallest fractions as well.

(b) Rolling cylinder experiment
The rolling cylinder method uses a Los-Angeles 

abrasion machine, that has a 0.711 m diameter, as 
well as a 10 cm shelf built in the cylinder, so that both 
drop and roll can be performed (video of empty run 
available here: https://youtu.be/PHfih1d9D0U). The 
rotation angular velocity was set to 45 RPM or 
1.6725 m.s-1 travelled on the perimeter. The speed 
was controlled with an electric-variator customized 
to the body of the abrasion machine. Because the 
simulated fragmentation by block impact is related to 
the rotation RPM, this signifies that every grain 
experiences 45 drops per minute (drop height ½ of 
the cylinder diameter and the mass is the mass of the 
sediments + 265 g of the container).

Because, we are interested by the inter-granular 
interactions leading to grinding (supposed by shear-
induced friction) and to fragmentation (supposed by 
collision), the inter-granular space was controlled by 
placing the dry or wet sediment mixtures into smaller 
round plastic container to roll and drop within the 
cylinder. The size of the sediment container is 18 cm 
in diameter with a capacity of 4 litres. The height h 
of the sediments was 2 cm at the deepest in the 
cylinder, ~2.4 and ~2.9 cm when mixed with 200 g 
and 400 g of water. The opening of the cylinder was 
sealed with a double-cap used in the chemical 
industry. The external cap was then taped to the body 
to avoid any unscrewing during the experiment. The 
total energy exerted on the cylinder was measured 
using an accelerometer placed at the container’s end 
sampling at 10 Hz. At 10 Hz, peak velocity due to the 
drop were recorded between |8| and |11| m.s-1 every 
8/10 to 9/10 of a second, which is concordant with 

the dialed rotation velocity of 45 RPM.

(c) Shear-box testing
  The shear-box testing uses a shear box of 30 cm2 
surface, with an electric engine creating a constant 
shear of 0.8 mm.s-1 (Tineng Industry AASHTO T236, 
ASTM D3080). Because the material is > silt and clay, 
lower shearing speed was not used. Two normal 
stress were applied to draw the Mohr’s circle with 
two sets of masses 2.5 and 5 kg (plus the mass of the 
arm) corresponding to 50 kN and 100 kN, or with 100 
kN and 200 kN. The horizontal stress was measured 
using a shearing-ring mounted with a dialed gauge 
(0.01 mm scale) and the vertical deformation was 
measured using a 0.01 mm scaled dialed gauge. 
Because the overlapping surface of the lower-part 
and the upper-part of the shear box change with the 
shear, a maximum 5 mm horizontal displacement was 
used as a maximum. 
  Using this setup, the fraction < 0.25 mm of 
samples retrieved from the field was first tested, and 
then the fraction < 0.25 mm generated from the rotary 
cylinder was tested. Both dry samples and saturated 
samples were tested. The dry samples were poured as 
loose granular material in the shearing box, from a 
height of 4 cm above the lid (and 6 cm to the bottom 
of the box) using a funnel. For mixed material, the 
material was added using a spoon in the funnel to 
avoid any grading that can occur during pouring the 
material. For saturated samples, the procedure 
adopted consisted in filling the lower-box of the 
shearing box with water, and wait for the already-
poured sediment to naturally absorb water by suction. 
Water was repeatedly added until no more variation 
was observed over a period of 30 minute for each 
sample (one will note that the coarse sample took less 
than a few minutes to stabilize). Finally, between 10 
and 20 ml of water was poured over the top porous 
stone and the water was left to overflow from the 
lower part of the shear-box for ~ 30 minutes (such 
process would not be possible with clay and fine-
grained sediments). Afterwards, the cap and the 
bearing were placed over the sample and the sample 
let to consolidate for ~ 10 minutes, resulting in a 
vertical variation of 0.1 to 0.25 mm for all the 
samples. The overflow of water for saturated samples 
was then cleaned, before the shear test to start. 

(d) Sample characteristics
For the present research, four different samples 

were generated from the material of Unzen volcano, 
to test in the rotary cylinder experiment (Table 1) and 
then three different combinations of different grain-
sizes were used to test the soil shear strength for both 
saturated and unsaturated samples leading to 6 
samples (Table 2). 

During the rotary cylinder experiment, experiment 
2 (XP2) failed during the second set of rotations, as 
the cylinder exploded. For the shear-stress 
experiment, a technical error occurred during the 
recording of the unsaturated mix1, and the data were 
only partial and not included in this contribution 
(those details are included here as a testimony of the 
design and the issues in the process). 

Table 1 Original samples rotated in the cylinder (T1 is 50% 2-4 
       mm & 50% > 4 mm; T2: 100% > 4 mm; Rounds:    
       maximum number of rotations applied for each 
       experiment).

XP Water [g] Sediments [g] Size [mm] Rounds
1 0 400 T1 4484
2 400 400 T1 1484
3 200 400 T1 4484
4 0 400 T2 4484

Table 2 Reconstructed loose samples tested for saturated and  
       unsaturated shear-strength using a shearing box (Sat: 
       saturation and it is divided between unsaturated samples 
       (U) and the saturated ones S). Mix1 corresponds to the 
       grain-size distribution of XP4 for material <0.25 mm 
       and Mix2 XP1 for material < 0.25 mm, which are the 
       two extreme ratios generated by rotating cylinder.

Name Sat. Grain size 
[mm]

σ
 [kPa]

A1 U 0.25 100 & 200
A2 S 0.25 100 & 200

Mix1 U 80% 0.25, 20% 0.125 100
Mix1 S 80% 0.25, 20% 0.125 100 & 200
Mix2 U 52.5% 0.25, 27.5% 0.125 200 & 400
Mix2 S 52.5% 0.25, 27.5% 0.125 200 & 400

4. RESULTS

(1) Rotary cylinder “self-comminution” results

As a result of the rotations of the cylinder, the 
original grains reduced in size (Table 3), with the 
median grain-size being reduced by half for XP 1 and 
XP 3 and by 30% for XP 2. The reduction was more 
limited for XP 4. 

Although for all experiments the D90 does not vary 
very significantly, the D10 changes from 2.1 mm to 
1.01 for XP1 and it varies from 4.137 to 0.175 for XP 
4. For experiment two and three, D10 also reduces, but 
less significantly.

From Table 3, one can see the rapid reduction of 
D50 for XP1 , XP2 and XP3, showing that it is the 
largest fractions that get broken first, compared to 
smaller fraction. The rate of this process then 
decreases. The D50 of XP1 reduces by 0.88 every 
1,000 rotations, for the first experiment and then by 
0.0585 every 1,000 rotations for the 2nd set. 

Table 3 D10, D50 and D90 change through the four experiments  
        (R stands for rotation, with the data before rotation, 
        after 1484 rotations and after 4484 rotations, and XP 
        for experiment).

D10 
(mm) 

D50 
(mm) 

D90 
(mm) 

XP1 (0 R) 2.139 4.000 5.236 

XP1 (1484 R) 2.047 2.692 5.190 

XP1 (4484 R) 1.010 2.575 5.130 

XP2 (0 R) 2.139 4.000 5.236 

XP2 (1484 R) 2.023 2.744 5.216 

XP3 (0 R) 2.139 4.000 5.236 

XP3 (1484 R) 2.069 2.685 5.184 

XP3 (4484 R) 2.014 2.644 5.164 

XP4 (0 R) 4.137 4.733 5.415 

XP4 (1484 R) 1.049 4.610 5.386 

XP4 (4484 R) 0.175 4.504 5.361 

Fig. 2 Comminution of the largest fraction against the number 

of drums rotations.

Fig.3 Increase of the faction inferior to 0.125 mm (a) and 0.25 

mm (b).
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The same schema appears for XP3. XP2 also 
shows the same pattern for the first 1484 rotations. 
However, XP4 shows a more linear decrease, with 
0.082 mm per 1,000 rotations, in the first 1484 
rotations, and then 0.053 mm per 1,000 rotations in 
the last 4484 rotations.Although the original fraction 
still dominates the grain-size distribution, the largest 
fraction reduces significantly, especially for XP4 (Fig. 
2). Furthermore, if the fine sand < 0.125 mm 
proportion is increasing from none to about 2~2.5 % 
(Fig. 3-a). The inclusion of the fraction < 0.25 mm 
shows that XP 4 grinded 12% of sands (Fig. 3-b), so 
that after 4484 rounds ~ 10% of the mass changed 
from 0 to 10% of the full mass of the material. All 
experiments generated < 0.25 mm & > 0.125 fraction, 
but XP4 has the highest ratio change. For material < 
0.125 mm, the ratios are more comparable (Fig. 3-a).

(2) Direct shear-box testing

From the direct shear-box testing, dry unimodal 
sand of 0.25 mm of diameter displayed the highest 
shear strength with 177 kPa, while its saturated 
counterpart reached 173 kPa when a 200 kPa normal 
stress was applied, displaying little variation. The 
same characteristics was portrayed with a lower 
normal stress (100 kPa) as can be seen on fig.4.

Fig.4 Shear stress pathway change depending on the proportion   

    of fine sands (0.25 mm sand sample are only composed of  

 0.25 mm sand; “mix1” is 80% of 0.25 mm and 20% of 

    0.125 mm, and “mix2” is 62.5% of 0.25 mm and 37.5% of 

   0.125 mm; the values 100 kPa and 200 kPa in the legend 

    represent the normal stress applied).

Applying the Coulomb theory of granular material 
(Eq. 5), the calculated value of the friction angle in 
degrees (  ) varies between 31 degrees and 41 
degrees for all the samples, with a positive 
correlation between the mean grain-size and the 
friction angle (Fig. 5), i.e. the friction angle increases 
with mean grain-size. 

            (5)

Fig.5 Friction angle calculated from the Mohr-Coulomb theory  

    for loose and dry material (light grey data) and saturated    

     sediments (dark grey data), following the grain-size  

     change.

5. DISCUSSION & CONCLUSION

   In-cylinder comminution of the material shows 
that abrasion and fragmentation occur for both purely 
granular material and for slurries of materials, which 
are typical of debris-flows and lahars.
   The friction angle data is coherent with published 
data, that present well-graded sandy gravels between 
33 to 40 degrees (or 32 to 44 degrees), and then 
between 27 to 40 for silts and silty-sands and then 
between 18 and 32 for silty loam and silty clays8). 

The present set of experiments from material 
collected at Unzen Volcano shows that dacites are 
self-comminuting and that both fragmentation of the 
larger fractions > 4 mm and > 2 mm is also 
accompanied by grinding – we suppose by friction 
and fragmentation of the larger sediment fraction as 
it would occur in a debris-flow slurry – into material 
mostly in the range of 125 μm and smaller. Therefore, 
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The same schema appears for XP3. XP2 also 
shows the same pattern for the first 1484 rotations. 
However, XP4 shows a more linear decrease, with 
0.082 mm per 1,000 rotations, in the first 1484 
rotations, and then 0.053 mm per 1,000 rotations in 
the last 4484 rotations.Although the original fraction 
still dominates the grain-size distribution, the largest 
fraction reduces significantly, especially for XP4 (Fig. 
2). Furthermore, if the fine sand < 0.125 mm 
proportion is increasing from none to about 2~2.5 % 
(Fig. 3-a). The inclusion of the fraction < 0.25 mm 
shows that XP 4 grinded 12% of sands (Fig. 3-b), so 
that after 4484 rounds ~ 10% of the mass changed 
from 0 to 10% of the full mass of the material. All 
experiments generated < 0.25 mm & > 0.125 fraction, 
but XP4 has the highest ratio change. For material < 
0.125 mm, the ratios are more comparable (Fig. 3-a).

(2) Direct shear-box testing

From the direct shear-box testing, dry unimodal 
sand of 0.25 mm of diameter displayed the highest 
shear strength with 177 kPa, while its saturated 
counterpart reached 173 kPa when a 200 kPa normal 
stress was applied, displaying little variation. The 
same characteristics was portrayed with a lower 
normal stress (100 kPa) as can be seen on fig.4.

Fig.4 Shear stress pathway change depending on the proportion   

    of fine sands (0.25 mm sand sample are only composed of  

 0.25 mm sand; “mix1” is 80% of 0.25 mm and 20% of 

    0.125 mm, and “mix2” is 62.5% of 0.25 mm and 37.5% of 

   0.125 mm; the values 100 kPa and 200 kPa in the legend 

    represent the normal stress applied).

Applying the Coulomb theory of granular material 
(Eq. 5), the calculated value of the friction angle in 
degrees (  ) varies between 31 degrees and 41 
degrees for all the samples, with a positive 
correlation between the mean grain-size and the 
friction angle (Fig. 5), i.e. the friction angle increases 
with mean grain-size. 

            (5)

Fig.5 Friction angle calculated from the Mohr-Coulomb theory  

    for loose and dry material (light grey data) and saturated    

     sediments (dark grey data), following the grain-size  

     change.

5. DISCUSSION & CONCLUSION

   In-cylinder comminution of the material shows 
that abrasion and fragmentation occur for both purely 
granular material and for slurries of materials, which 
are typical of debris-flows and lahars.
   The friction angle data is coherent with published 
data, that present well-graded sandy gravels between 
33 to 40 degrees (or 32 to 44 degrees), and then 
between 27 to 40 for silts and silty-sands and then 
between 18 and 32 for silty loam and silty clays8). 

The present set of experiments from material 
collected at Unzen Volcano shows that dacites are 
self-comminuting and that both fragmentation of the 
larger fractions > 4 mm and > 2 mm is also 
accompanied by grinding – we suppose by friction 
and fragmentation of the larger sediment fraction as 
it would occur in a debris-flow slurry – into material 
mostly in the range of 125 μm and smaller. Therefore, 
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the grain-size distribution of a lahar or a debris-flow 
deposit is the result of (1) the original material that 
started the movement, (2) the material eroded from 
the bed, and (3) the self-comminution processes 
occurring in the flow. The longer debris-flow runs, 
the more the ‘d’ in equations 1 and 2 may need to see 
a corrector applied.

  In turn, it is also expected that this process of 
material self-comminution is also impacting the 
triggering of debris-flows and other sediment-laden 
flows. This was tested for a set of slopes against the 
factor of safety of the calculated materials and the 
friction angle reductions (Fig. 6).

Fig.6 The factor of safety for unconsolidated non-cohesive     
     material as a function of the friction angle for different  
     potential slope angles.

The in-flow self-comminution process should 
therefore influence the ‘d’ factor in the constitutive 
equations but it also should have an impact on the 
remobilization of the material. It also means that a 
volume of sediment that starts on a given steep slope 
can then be remobilized on a slope that is more gentle, 
because the material itself has changed. This being 
said, the tail of the lahar and the debris-flow tends to 
wash away a large portion of the finer fraction when 
the deposits are not “en masse” and it is therefore 
difficult to assert the ubiquity of this finding without 
further investigation. It remains that self-
comminution considerations deeply modify the 
physical underlying of all the equations describing 

debris-flows in the literature in Japan and overseas.
Thus, (1) self-comminution occurs in debris flows, 

and (2) the size of the byproducts change with the 
proportion of water in the slurry. In the end, (3) this 
process reduces the shear strength of deposits.
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1．はじめに 

 

 山間部で発生する深層崩壊等の大規模土砂移動は，

天然ダムを形成し，豪雨時には越流により下流で氾

濫被害を生じる可能性があり，従来から検知手法が

数多く考案されている．その中で準リアルタイムで

の広域監視を対象としたものとして，斜面崩壊に伴

い発生する地盤振動を高感度地震観測網で検知する

手法がある． 
 国内には，人間に感じられない非常に小さな地震

による揺れを観測するための高感度な地震観測網で

ある防災科学技術研究所の Hi-net1)や広帯域地震計

による観測網 F-net2)，国土交通省の大規模土砂移動

検知システムの観測網が整備されており，2001年 3
月に岡山県総社市の斜面崩壊で，この崩壊によると

思われる地震動が Hi-netの観測点で記録されている
3)．また，大角らの研究 4)では Hi-netデータを解析し
2004年 8月に奈良県大塔村で発生した斜面崩壊の発

生箇所をエンベロープ解析により推定できることが

示されている．高原らの研究 5)では 2014年の赤谷地
区再崩壊時の Hi-netと国土交通省の観測局のデータ
から 1～7Hz 帯の振動波形と監視カメラによる土砂
移動プロセスとの比較を行い，崩壊土砂が斜面を流

下する際の振幅の増大は小さく，崩壊土砂が対岸に

衝突し始めたときに振幅が大きくなっていることが

明らかとなっている．他にも土砂移動時の地盤振動

特性に関する過去の研究では，土石流に起因する地

盤振動では 20～40Hz の高周波，深層崩壊に伴う土
砂移動では 1～3Hz 程度の低周波が卓越して観測さ
れることが報告されている例えば 6)．高原らの研究 5)

では 2011 年の赤谷地区の崩壊土砂中に破砕されて
いない岩塊が含まれ 7)，その岩塊層の移動により

0.01～0.1Hzの低周波が発生し，土砂が対岸に衝突す
る際に 1～7Hz の低周波成分が増大することが明ら
かになっているが，低周波成分の発生原因は十分に

は解明されていない．一方，海原ら 8)は 2016 年 11
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月の長崎県雲仙普賢岳での斜面崩壊時に離隔距離約

1.5kmの非常に近接した観測局で 1～20Hzの広い周
波数帯で地盤振動が発生していたことを報告してい

る．地盤振動の減衰は高周波成分ほど大きくなるた

め，崩壊箇所から離れた観測点では高周波成分が観

測できないと考えられるが，地盤振動の距離減衰に

ついて明らかにし，その周波数特性を明らかにする

ことは地盤振動による斜面崩壊の検知において重要

である． 
 上記のように地盤振動により大規模土砂移動を検

知し，その発生箇所の推定やその移動プロセスもあ

る程度推測できることが示されているが，地震のよ

うな自然現象，発破や交通振動のノイズ等の人工的

な現象も地盤振動を発生させることから，大規模土

砂移動のみを正確に検知できる十分な知見は得られ

ていない．しかし，大規模土砂移動の発生頻度は低

く，発生場所が事前に特定できないことから，映像

によりその過程を詳細に捉えることは非常に困難で

ある．そのため，土砂移動による地盤振動を室内の

水路実験で発生させ，これまで観測観察でのみ検討

されてきた実現象時の地盤振動の主要な特徴との比 
較や，地盤振動の距離減衰について考察を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2．実験の概要 

 

 模型実験による振動,変位などの相似則を検討し

た事例例えば 9)はあるが，今回の水路実験では土砂移動

の規模に限界があり起振力が限られたものとなる．

検討対象とする実現象が深層崩壊ということもあり，

現地の崩壊と実験では力の縮尺が極めて小さな値に

なること，伝播する地盤も現地では表層が土砂,深層

が岩盤，実験では表層がコンクリート，下部は土砂

地盤と媒体が異なること，また現地観測では発生箇

所と観測局の距離が遠方のため実体波となるが,室

内実験では振動発生箇所からの距離が近く表面波と

なる等その環境は大きく異なる．振幅等の特定の要

因に着目した相似則を満たしていないことには注意

が必要であるが，定性的な振動特性の確認はできる

と考えている．なお崩壊規模の振幅を求めるには，

媒体の影響を含めて検討できる数値解析の方が有利

と考えられる． 

実験用水路は図－1 に示すように斜面に見立てた

斜路および河床に相当する水平水路である．縮尺規

模は実現象の 200分の 1程度で，土砂が水路移動時
に発生する振動を直接床に伝えるため，水路の基礎

はコンクリートブロックを階段状に積み，その上に

アクリル製水路を設置し，水路とブロックの間はモ

ルタルを充填して水路全体を基礎と密着させた．水

路勾配は 30 度，斜路の長さは 2.0m，水平水路の長
さは 3.2mである．斜路の上流に仕切板を設置し，仕
切り板を引き抜くことで，斜路を流下するようにし

た．対岸への土砂の衝突を想定しコンクリート壁の

設置の有無等を変化させて計測を行った．土砂は直

径 5～10cmの礫と直径 1cm程度の礫を混合し，これ
に土砂の移動を促すため水を混ぜ合わせたものを使

用した．水の重量 20kgは水路幅，角度から予備実験
により決定した．比重の同じものでは小規模の水路

を流下させるには限界があり，起振力を大きくする

ため，直径 10cm，重量 5kgの鉄球 3個を加えた条件
も設定した．実験ケースは対岸の壁の有無，土砂の

重量を変化させるとともに鉄球を加え表－1 に示す

合計 8ケースを実施した． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 加速度計配置図 

図-1 実験水路の模式図 
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 地盤振動の計測は白山工業社製サーボ型加速度計

JU410 を使用し，100Hz のサンプリングで 3 成分を
計測した．加速度計の配置を図－2に示す． 
 

3．結果と考察 

 

（1）土砂移動プロセスと振幅増大のタイミングの関

係 

 実験で得られた加速度計別の加速度時刻歴を，図

－3～6に Case3，4，7，8での上下方向成分を示す．
グラフ横軸の経過時間 0秒は土砂流下開始時刻であ
る．流下土砂量が小さいケースでは計測された振幅

が小さいことから Case1，2，5，6の結果は割愛し，
また鉄球の有無の比較と壁の有無の効果とを確認す

るため，Case3，4，7，8のみを示す．土砂は 4秒程
度で流下した．鉄球を加えた Case4，8で特に大きな
振動が計測された．Case8では流下開始後 1.89秒後
に 7.25cm/s2の最大振幅が発生した． 
土砂の流下状況と振動との関係を検討するため，

図－7，8に case4，8のビデオカメラ画像を示す．ビ
デオカメラ画像の時刻は画像中の時計表示とフレー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ム数（60FPS）による求めた．Case4では流下開始後
0.8秒頃に土砂の先端が斜路から水平水路に進入し，
1.5秒頃と 1.6秒頃に鉄球が水平水路に到達した．斜
路を土砂が移動している時間は振幅が増大せず，土

砂が水平水路移動中の経過時間 1秒付近から徐々に
大きくなり，鉄球が水平水路を移動する 1.8 秒以降
に特に大きくなっている．加速度計 2の振幅は顕著
に大きい．加速度計 1は他の加速度計がピークに至
るころには振幅は減少している．Case8 では流下開
始後 1.3 秒頃に斜路末端のコンクリート壁に土砂の
先端が衝突した．鉄球は 1.8秒頃と 2.1秒頃に壁に衝
突した．その直後に加速度計 1，2，3において明瞭
なピークを観測した．どの加速度計も振幅の増大タ

イミングが不明瞭な Case4と異なり加速度計 1のピ
ークの時間帯は同時刻であった．鉄球の水平水路進

入および壁衝突時刻と波形ピーク時刻との差は目視

による誤差の影響が大きいと考えられる． 
 

（2）土砂移動プロセスと周波数スペクトルの関係 

 土砂移動プロセスと振動の周波数スペクトルとの

関係を調べるため，土砂の斜路移動時と水平水路移 
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先頭が壁衝突 鉄球が壁衝突 Case 8 UD 

図-6 case8の加速度時刻歴（UD成分） 
     5cm/s2ずつずらして表示 
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動時または壁衝突時のフーリエ振幅スペクトルを算

出し，観測された振動には常時微動との比（S/N比）
を求めた．その結果を図－9，10 に示す．常時微動

は各実験開始前の約 10秒前の約 2.5秒間の振動デー
タを用いた．Case4では斜路移動時は 20Hz以上の高
周波成分が各センサーで大きくなっているが，水平

水路移動時に加速度計 2では 3Hz以下の低周波成分
が大きくなっている．Case8では斜路移動時に Case4
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結果において，大規模土砂移動時に崩壊土砂の河床

や対岸への衝突時に 1～7Hz 低周波成分が増大して
いることが明らかとなっており，室内実験による結

果とも調和的であると考えられる． 
 

（3）振動の距離減衰 

 観測した地盤振動の距離減衰を評価するため，加

速度計 2，3，4の波形で，Case3，4 では水平水路移
動時，Case7，8では壁衝突時の振幅の二乗平方平均
根 RMS（Root Mean Square）を求めた．RMS値と各
加速度計の水路中央からの距離の関係を図－11 に

示す．Case3，7 で加速度計 2の RMS値に対する比
率を求めると，距離 1.9mでそれぞれ 0.58，0.52，距
離 2.9mでそれぞれ 0.50，0.45に減衰している．同様
に Case4，8では，距離 1.9mでそれぞれ 0.12，0.35， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
距離 2.9mでいずれも 0.08に減衰している． 
 本実験は発生した振動を近距離に設置した加速度

計で測定しており，その振動は表面波を捉えている

と想定し，ここで地盤材料を粘弾性体と仮定すると

波動エネルギーが熱エネルギーに変換されて失われ，

その平面波動式 9)は式（1）で表される． 

= ( / )              (1) 
ここに u は変位，B は振幅， は材料減衰に起因し

た距離減衰係数，zは伝播方向座標，iは虚数， は

円振動数，t は時刻，VSは S 波速度である．したが
って で表される材料減衰による距離減衰が生じ

る．また距離減衰係数 は粘性係数 を用いて，フォ

ークト粘弾性体では = / 2 で表され，円

振動数 の 2 乗に比例するため，高周波ほど早く減
衰する．さらに波動が振動源から表面波として伝わ

る場合は円筒波伝播とみなせるので幾何減衰も生じ

る．エネルギーの総和が等しいと仮定すると式(1)は
次のようになる． 

= ( / ) . ( / )      (2) 
ここに r，r0は距離である．これにより地盤振動は内

部減衰と幾何減衰を合わせた距離減衰が生じる．時

間微分を２回行った加速度においても同様の距離減

衰が生じる．距離減衰係数 は減衰定数 D を用いて
= / と表され，卓越周波数を 30Hz，減衰定数
を 0.1，弾性波速度を 200m/sと仮定すると，式（2）
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(b) 経過時間 1.5秒 (a) 経過時間 0.8秒 

図-7 case4の経過時間毎のビデオカメラ画像．（a)経過時間 0.8秒 (b)経過時間 1.5秒 

鉄鉄球球  

図-8 case8の経過時間毎のビデオカメラ画像．  (a)経過時間 1.3秒 (b)経過時間 1.8秒  

(a) 経過時間 1.3秒 (b) 経過時間 1.8秒 

鉄鉄球球  
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図-10 case8の各加速度計（UD成分）のフーリエ振幅スペクトル比 

 

(a)加速度計 1 (b) 

加速度計 2 

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

水平路

(c)加速度計 3 (d)加速度計 4 

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

壁衝突時

(a)加速度計 1 (b)加速度計 2 

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

壁衝突時
0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

壁衝突時

(c)加速度計 3 (d)加速度計 4 



138

 
 
 
 
 
 
  

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数 [Hz]

斜路

水平路

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

水平路

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数[Hz]

斜路

水平路

0

1

10

100

1,000

0.1 1 10

S/
N
比

周波数 [Hz]

斜路

壁衝突時

図-9 case4の各加速度計（UD成分）のフーリエ振幅スペクトル比 

 

図-10 case8の各加速度計（UD成分）のフーリエ振幅スペクトル比 
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0.62，距離2.9mで 0.45に減衰することになる．Case3，
7 はこれと整合する減衰がみられるが，弾性波速度
等は今回計測していないこと，実験室の地盤構造が

不明であり低い弾性波速度を与えたため，あくまで

簡易な評価である． Case4，8 でより大きい減衰が
みられ表面波より幾何減衰の大きい実体波が低周波

成分に含まれていることも考えられる．距離減衰は

媒体の特性や散乱による影響も大きいため，実現象

の観測を含めて今後知見を蓄積していく必要がある． 
 

4．まとめ 

 

斜面と河床に見立てた斜路と水平水路から構成す

る実験水路において土砂を流下させ発生した振動を

計測し，振動波形とビデオカメラ画像により確認し

た土砂移動プロセスとの比較を行った．斜路移動時

の振幅に比べて，水平水路移動時もしくは壁衝突時

に振幅が増大すること，また，移動過程毎にフーリ

エ振幅スペクトルを求めたところ，低周波成分は鉄

球を加えた場合の振幅と同様，水平水路移動時もし

くは壁衝突時に増大することが確認でき，実現象で

観察された現象と調和的な結果となった．地盤振動

の距離減衰についても距離に応じ減衰することが確

認できた．小規模な実験であるものの実現象で得ら

れた知見の一部を再現できる可能性を示すと考えら

れる．  
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図-11 RMS値（UD成分）と水路中央から加速度計までの距離との関係 
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1．はじめに 

 

 豪雨時に山地渓流で発生する石礫型土石流は，水

と砂礫が高濃度に混合しながら流下する現象であり，

その流動形態は発生条件（供給流量，供給土砂量），

渓流条件（渓流幅，渓床勾配，渓床材料厚），土砂の

粒度構成などによって異なることが知られている 1)．

このような土石流の内部では土粒子同士の衝突や接

触により土粒子を分散させる力が生じるため，土粒

子は適当な間隙を保持しながら流下する．土石流内

部の土粒子の分散機構は土石流の流動形態を決定づ

ける基本的な要素であり，重力の流れ方向成分およ

び（流動深に対する）土粒子径の影響を強く受ける．

したがって，これらに強く作用する「渓床勾配」お

よび「土砂の粒度構成」は土石流の流動形態に影響

を及ぼす主要な要素であると考えられる． 

土石流は連続的に勾配が変化する山地渓流を流下

するため，流下に伴って渓床勾配変化の影響を受け

て流動形態がいくつかの段階に変化する．土石流流

動域よりも緩い勾配（14～15°以下）においては，重
力の流れ方向成分の減少により流動層全体の土粒子

分散が維持できなくなるため，流動層の上部が水流

層,下部が集合流動層を形成する流れ（掃流状集合流

動または土砂流）となる 1)．集合流動層の厚さは勾

配が緩くなるほど薄くなり，さらに勾配が緩くなる

と掃流砂の形態（砂の移動層厚が粒経の 1～2 倍程
度）に移行する．このことから，石礫型土石流は渓

床勾配が緩くなる渓流出口（扇頂部）に到達した時

点で全体的には掃流状集合流動（もしくは掃流砂）

の流動形態になっていると考えられる．したがって，

土石流氾濫被害をより厳密に予測するためには，山

地渓流を流下する間に土石流の流動形態が渓床勾配

変化によってどのように変化するかを把握し，渓流

出口より供給される土石流の性状をより正確に捉え

る必要がある．既往研究により，土石流および掃流

状集合流動の流動機構が明らかにされている 2),3)など．

しかしながら，連続的に勾配が変化する場での流動

形態の遷移については，急勾配（15°以上）領域の勾
配変化を対象とした研究 4)などがいくつか行われてい

るものの，掃流状集合流動が卓越する 3～15°での勾
配変化を対象とした研究は十分とは言い難い． 

また，石礫型土石流は流下に伴って内部で粒度偏

析が生じ，先頭部に比較的大きい砂礫が集積すると

いう性質がある 1)．芦田ら 5)の水路勾配 1～8°での混
合砂礫を用いた実験により，掃流状集合流動におい

ても流れ内部で粒度偏析が生じていることが明らか 

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 
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となっている．このことから，土石流氾濫被害をよ

り厳密に予測するためには，連続的に勾配が変化す

る山地渓流を流下する間に，土石流内部で生じる粒

度偏析が勾配変化によりどのような影響を受けるか

についても把握する必要があると考えられる．以上

を踏まえ，本研究では，厳密な土石流氾濫被害予測

に繋がる土石流流入条件のより厳密な想定を可能と

するため，勾配変化が土石流の流動形態および粒度

偏析に及ぼす影響を 2種類の水路勾配を設定可能な
変勾配水路を用いた水路実験により把握した． 

 

2．実験概要 

 

 本研究で用いる実験水路（図-1）は，既存の可変

勾配水路上に，水路長 350 cm（整流用の固定床部
50 cmを含む），水路幅 10 cmの変勾配水路を設置す
ることで作製した．変勾配水路の中央に勾配変化点

（P 150地点とする）を設け，下流側の水路勾配を変
化させることで上下流で 2種類の水路勾配を設定可
能とした．P 150 地点側方よりハイスピードカメラ
（CASIO社製，EXILIM PRO EX-F1）を用いて土石
流を撮影し，土石流内部の砂礫移動速度を読み取っ

た．P 150地点より 50 cm上下流の地点（P 100，P 200

地点）では超音波水位センサー（OMURON 社製，
E4C-DS30）で土石流流動深を計測し，下流端（P 0地
点）では 4つの採砂箱を連結した可動式連結土砂受
けで土砂輸送濃度の時間変化を計測した． 

 実験条件は砂礫および供給流量の組み合わせによ

り表-1のように設定した．実験砂は平均粒径 3.0 mm，
7.1 mmの一様砂（質量密度 = 2.650 g/cm3，河床堆

積物の容積濃度 C* = 0.575，内部摩擦角 tan = 0.695）
と，粒径 3.0 mmと 7.1 mmを 4対 1で配合した混合
砂を用い，P 150地点から上下流 150 cmの移動床区
間に厚さ 5 cm で敷き詰めた（空隙込み総体積

15,000 cm3）．供給流量は 2,000 cm3/s および
1,000 cm3/s とした．これらの設定条件に対して，水
路勾配を 9°および 15°とした一様勾配条件，15°→9°
とした変勾配条件を設定し実験を行った．なお，変

勾配条件では，勾配変化点（P 150地点）での顕著な
堆積が発生していないことを確認しており，本実験

では土石流流動に対する勾配変化点での堆積による

地形変化の影響は無視できると考えられる． 
 

3．実験結果および考察 

 

(1) 土砂輸送濃度に対する勾配変化の影響 

a) 土砂輸送濃度に関する本実験結果の妥当性 

 図-2および図-3に，一様砂 7.1 mmおよび混合砂
を対象とした場合の P 0 地点における土砂輸送濃度
Csの時間変化を供給流量別に示す．なお，本稿では，

土石流中で砂礫が比較的集積しやすく，勾配変化の

影響を受けやすいと考えられる土石流先頭部（計測

地点通過から 3秒間に含まれる土石流とする）を対
象として考察を行う．同図には水山 2)による掃流状

集合流動におけるCsの実験式(1)（0.05 < tan< 0.25）
の値も示している．なお，式(1)は勾配 15°ではわず
かに適用範囲外となるが参考値として示す． 

 25.5 tans
s

qC
q

        (1) 

ここに，qs：単位幅流砂量，q：単位幅土石流（水+土
砂）流量，：水路勾配である． 
 これらの図に示されるように，一様勾配 9°では，
実験結果と式(1)の Csが概ね一致したことから，本実

験結果は妥当であると考えられる．ただし，比較的

水深粒径比 h /dが小さい Case 5では実験結果の方が
式(1)の Csよりも小さくなった．これは，水山の実験

に比べて Case 5の h /dが最大でも 1/4程度しかなく，
砂礫が持つ体積によって流動層内の砂礫の存在が制

限される影響（排除体積効果）が大きかったことが 

15度

水水位位セセンンササーー

ハハイイススピピーードドカカメメララ
（（砂砂礫礫移移動動速速度度分分布布））

可可動動式式連連結結土土砂砂受受けけ

勾勾配配変変化化点点
(P 150地地点点)

P 0地地点点
水水位位セセンンササーー

給給水水

9度

P 200地地点点

P 100地地点点

Case 使用実験砂 供給流量 
(cm3/s) 

設定水路勾配 
(°) 

Case 1 粒径 3.0 mmの一様砂 

2,000 （一様勾配） 
9, 15 

 
（変勾配） 
上流 15 
下流 9 

Case 2 粒径 7.1 mmの一様砂 

Case 3 3.0 mm：7.1 mm＝4：1 
の混合砂 

Case 4 粒径 3.0 mmの一様砂 

1,000 Case 5 粒径 7.1 mmの一様砂 

Case 6 3.0 mm：7.1 mm＝4：1 
の混合砂 
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図-2  P 0地点の土砂輸送濃度時間変化 

（流量 2,000 cm3/s）． 

 
図-3  P 0地点の土砂輸送濃度時間変化 

（流量 1,000 cm3/s）． 

 
原因と考えられる．また，参考値ではあるが一様勾

配 15°で比較すると，全ての Case で式(1)の Csより

実験結果の方が小さくなっている．これは，本実験

の移動床長さが水山の実験の移動床長さよりも短く，

水山の実験と比べて土石流先頭部の土砂集積が十分

ではなかった可能性がある．ただし，本実験結果は，

勾配 15°，移動床長さ 175 cmでの混合砂礫土石流に
関する既往実験結果 6)の先頭部 Csと類似しているこ

とから，本実験結果は妥当であると考えられる．以

上より，Csに関する本実験結果の妥当性が確認され

たことから，本実験の Cs計測結果をもとに勾配変化

による流動形態および粒度偏析への影響を考察する． 
b) 勾配変化による土砂輸送濃度への影響 

 図-2および図-3より，勾配変化の有無別に本実験

結果を比較すると，変勾配条件の P 0 地点では多く
の Caseで一様勾配 9°の条件での Csに近くなった．

このことから，勾配変化点より 150 cm下流地点では
下流側勾配9°に沿った流動形態が形成されることが
わかる．ただし，供給流量が大きい場合（Case 2お
よび Case 3）は一様勾配 9°の条件よりもやや Csが大

きく，P 0地点でも上流側勾配 15°の影響が残ってい
ると考えられる．これは，供給流量が大きい方が慣 

表-2  土石流先頭部の平均土砂輸送濃度C
＿

s (P0地点)． 

 

 
図-4  混合砂礫から成る土石流の先頭部大粒子存在割合 

（P 0地点）． 

 
性力が大きく，流動形態の遷移に対してより長い流

下距離が必要となるためと考えられる．表-2に，P 0
地点における土石流先頭部より 3秒間の平均土砂輸
送濃度C

＿

sを Case別に示す．この表より，変勾配条件
での P 0 地点のC

＿

sは全ての Case で一様勾配 9°の条
件のC

＿

sに近く，P 0 地点では下流側勾配 9°に沿った
流動形態が形成されていることがわかる．このこと

から，本実験条件では，粒度構成および流量にかか

わらず勾配変化点（P 150地点）～P 0地点で流動形
態が遷移していることが推察される． 
 図-4に，混合砂条件の Case 3および Case 6の P 0
地点における大粒子存在割合 PLの時間変化を示す．

同図に示されるように，Case 3では変勾配条件での
PLが一様勾配 15°よりも 9°の条件のPLに近くなって

いる．これは，先頭部の粒度偏析も勾配変化点通過

後に下流側勾配9°に沿った形態に遷移することを示
唆している．一方，供給流量（すなわち慣性力）が

小さい Case 6の変勾配条件では，一様勾配 9°や 15°
の条件よりもさらに PLが大きくなった．これは，勾

配変化により重力の流れ方向成分が減少し，重力方

向成分が増大したことにより，芦田ら 5)が示すよう

に，流れ内部の砂礫が形成する間隙を通過しやすい

小粒子がより多く落下し，落下した小粒子が大粒子

の遮蔽により上昇を阻害されることで，小粒子の移

動が相対的に遅くなり，先頭部に大粒子が集積しや
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図-2  P 0地点の土砂輸送濃度時間変化 

（流量 2,000 cm3/s）． 

 
図-3  P 0地点の土砂輸送濃度時間変化 

（流量 1,000 cm3/s）． 
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すくなったことが原因と考えられる． 
 
(2) 勾配変化による土石流流動深への影響 

a) 土石流流動深に関する本実験結果の妥当性 

 図-5および図-6に，一様砂 7.1 mmおよび混合砂
を対象とした場合の P 100 地点における土石流先頭
部の流動深 hの時間変化を供給流量別に示す．なお，
これらの図に示す hは計測地点の河床侵食等による
地形変化の影響を受けていない先頭部通過から 3秒
後までのものとする．同図には高橋 7)による土石流

の断面平均流速に関する理論式(2)および連続式(3)
より求めた hも示している．なお，式(2)は流動層全
層に土粒子が分散した定常状態の流れを想定してお

り，本研究の勾配 9°で形成される掃流状集合流動は
適用範囲外であるが参考値として示している． 

 
1/2 1/3

3/2*2 sin 1 1
5 sin

m
m

i

CgU C C h
d C


  

                  
        

 (2) 

mq U h         (3) 

ここに，Um：土石流の断面平均流速，d：粒径（Case 3
および Case 6の場合は実験砂の平均径），g：重力加
速度，i：係数(= 0.042)，C：平衡土砂濃度，m：間

隙流体（水）の質量密度(= 1.0 g/cm3)である．なお，
C は土石流の動的平衡状態における河床面上の力の
つり合いから導出される式 7)より求める． 
 これらの図に示されるように，一様勾配 15°の条
件では，Case 5を除いて理論式と実験結果の hが近
くなったことから，本実験結果は妥当であると考え

られる．さらに，P 100地点では土石流は十分に発達
し定常状態に近い状態となっていたと推察される．

Case 5では理論式による hよりも実験結果の方が小
さくなったが，これは前述のとおり排除体積効果に

より土砂輸送濃度が低下し，土石流流動に対する砂

礫の影響（すなわち抵抗力）が比較的小さかったこ

とが原因と考えられる．なお，Case 3では土石流が
P 100 地点に到達してから 1 秒後より徐々に流動深
が低下しているが，これは図-2に示すように後続部

ほど土砂輸送濃度が低下していることから，後続部

ほど土石流流動に対する抵抗力が小さくなったこと

が原因と考えられる．一様勾配 9°の条件では，適用
範囲外であるものの，全ての Caseで理論式と実験結
果の hが近い値となった．これは，勾配 9°の条件で
は h /d = 2.7～5.6となり，排除体積効果が大きく，
流動層全層に土粒子が分散した土石流状態で流下し

たことが原因と考えられる．このことから，一様勾

配9°の条件においても本実験結果が妥当であると考 

 
図-5  P 100地点の土石流先頭部の流動深 hの時間変化

（流量 2,000 cm3/s）． 

 
図-6  P 100地点の土石流先頭部の流動深 hの時間変化

（流量 1,000 cm3/s）． 

 

表-3  土石流先頭部の平均流動深(P100地点) 

【単位：mm】． 

 
 
えられる．以上より，妥当性が確認された本実験結

果の流動深をもとに勾配変化による流動形態および

粒度偏析への影響を考察する． 
b) 勾配変化による土石流流動深への影響 

 図-5および図-6より，勾配変化の有無別に本実験

結果を比較すると，変勾配条件では，下流側勾配 9°
上の P 100 地点で一様勾配 15°の条件に近い h とな
った．このことから，勾配変化点から 50 cm流下後
も上流側勾配 15°に沿った流動形態が維持されてお
り，上流側勾配の影響が強く残っていると推察され
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る．ただし，Case 5では一様勾配条件 9°の hに近く
なっていたことから，供給流量（すなわち慣性力）

が小さく流動に対する砂礫の影響（すなわち抵抗力）

が大きい場合は比較的短い流下距離で流動形態の遷

移が進行すると推察される．表-3 に，P 100 地点に
おける土石流先頭部より 3 秒間の平均流動深h

＿

を

Case別に示す．この表より，供給流量が比較的大き
い Case 1～3 における変勾配条件のh

＿

は一様勾配 15°
の条件のh

＿

に近く，P 100地点では上流側勾配の影響
が強いと考えられる．Case 4における変勾配条件で
のh
＿

は一様勾配 15°と 9°の条件のh
＿

の中間値であるが，

これも Case 5と同様に短い流下距離で流動形態の遷
移が進行した結果と考えられる．なお，Case 6では
供給流量が小さいにもかかわらず P 100 地点で上流
側勾配 15°のh

＿

が維持されているが，図-4に示したよ

うに土石流先頭部の大粒子集積が勾配変化によって

さらに顕著になり，流動に対する抵抗力が増大した

ことが原因と考えられる．以上のことから，勾配変

化による流動形態の遷移区間は供給流量および粒度

構成によって異なると考えられる． 
 

(3) 勾配変化による砂礫移動速度への影響 

a) 砂礫移動速度に関する本実験結果の妥当性 

図-7 に，供給流量 1,000 cm3/s 時の勾配変化点
（P 150地点）における土石流先頭部の砂礫移動速度
を示す．これらの移動速度は計測地点の河床侵食等

による地形変化の影響を受けていない先頭部通過か

ら 3秒後までのものとする．変勾配条件における移
動速度は勾配変化点下流側の勾配9°の河床面を基準
とした座標系をもとに算出している．同図には高橋

ら 8)による土石流の理論流速分布（土砂濃度が 0.2～
0.15以下となる水流層領域の分布は表示していない）
も合わせて示している． 
図-7 より，一様砂を用いた Case 4 および Case 5

の一様勾配条件では，実験結果のバラツキは大きい

ものの，実験結果と理論流速分布の分布傾向は概ね

一致しており，本実験結果が妥当であることがわか

る．一方，混合砂を用いた Case 6の一様勾配条件で
は，3.0 mmの一様砂における理論流速分布の方が実
験結果に近くなっているが，これは土石流を構成す

る支配的な粒径を対象とした理論流速分布に実験結

果が近くなったものと考えられ，混合砂を用いた実

験結果も妥当であると考えられる．なお，流れ内部

で大小粒子が流動深方向に分離せず存在高さが重複

しているのは，流動深に占める砂礫の体積が大きく

上下層への大小粒子の分離が起こりにくかったこと

が原因と考えられる．以上を踏まえ，妥当性が確認 

 
図-7  勾配変化点（P 150地点）における土石流先頭部

の土粒子移動速度分布（流量 1,000 cm3/s）． 

 

された本実験の砂礫移動速度をもとに勾配変化によ

る流動形態および粒度偏析への影響を考察する． 
b) 勾配変化による砂礫移動速度への影響 

 図-7より，勾配変化の有無別に本実験結果を比較

すると，一様砂を用いた Case 4および Case 5では，
変勾配条件での移動速度分布および先頭部流動深が

一様勾配 15°と 9°の条件における分布の間に位置し
ており，勾配変化点において既に流動層内部で流動

形態の遷移が発生していることがわかる．また，比

較的 h /dが小さく，土石流流動に対する砂礫の影響
が大きい Case 5 の方が一様勾配条件 9°の結果によ
り近くなっている．これらのことから，流動形態の

遷移は，勾配変化点での流れ内部の砂礫移動速度お

よび流動深の変化が契機となっており，土石流流動

に対する抵抗力が大きい条件ほどその変化が大きく

なると考えられる． 
混合砂を用いた Case 6では，変勾配条件の砂礫移
動速度分布が一様勾配条件 15°よりも小さい範囲に
分布し，変勾配条件の先頭部流動深は一様勾配条件

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0 20 40 60 80 100 120 140 160

流
動
深
（

cm
）

砂礫の移動速度（cm/s）

一様勾配9°[3.0 mm]
一様勾配15°[3.0 mm]
変勾配15°→9°[3.0 mm]
一様勾配9°[7.1 mm]
一様勾配15°[7.1 mm]
変勾配15°→9°[7.1 mm]

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0 20 40 60 80 100 120 140 160

流
動
深
（

cm
）

砂礫の移動速度（cm/s）

一様勾配9°[7.1 mm]
一様勾配15°[7.1 mm]
変勾配15°→9°[7.1 mm]

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0 20 40 60 80 100 120 140 160

流
動
深
（

cm
）

砂礫の移動速度（cm/s）

一様勾配9°[3.0 mm]
一様勾配15°[3.0 mm]
変勾配15°→9°[3.0 mm]

Case 4

一様勾配9°の平均流動深

一様勾配15°の平均流動深

変勾配15→9°の平均流動深

一様勾配9°の平均流動深

一様勾配15°の平均流動深

変勾配15→9°の平均流動深

Case 5

Case 6

理論流速分布
(7.1 mm,  9°)

理論流速分布
(7.1 mm,  15°)

理論流速分布
(3.0 mm,  15°)

理論流速分布
(3.0 mm,  9°)

理論流速分布
(3.0 mm, 9°)

理論流速分布
(3.0 mm, 15°)

流
動
深

(m
m

)
流
動
深

(m
m

)
流
動
深

(m
m

)

一様勾配9°の
平均流動深

一様勾配15°の平均流動深

変勾配15→9°の平均流動深

理理論論流流速速分分布布(7.1 mm, 9°°)

理理論論流流速速分分布布
(7.1 mm, 15°°)



144

 

 

る．ただし，Case 5では一様勾配条件 9°の hに近く
なっていたことから，供給流量（すなわち慣性力）

が小さく流動に対する砂礫の影響（すなわち抵抗力）

が大きい場合は比較的短い流下距離で流動形態の遷

移が進行すると推察される．表-3 に，P 100 地点に
おける土石流先頭部より 3 秒間の平均流動深h

＿

を

Case別に示す．この表より，供給流量が比較的大き
い Case 1～3 における変勾配条件のh

＿

は一様勾配 15°
の条件のh

＿

に近く，P 100地点では上流側勾配の影響
が強いと考えられる．Case 4における変勾配条件で
のh
＿

は一様勾配 15°と 9°の条件のh
＿

の中間値であるが，

これも Case 5と同様に短い流下距離で流動形態の遷
移が進行した結果と考えられる．なお，Case 6では
供給流量が小さいにもかかわらず P 100 地点で上流
側勾配 15°のh

＿

が維持されているが，図-4に示したよ

うに土石流先頭部の大粒子集積が勾配変化によって

さらに顕著になり，流動に対する抵抗力が増大した

ことが原因と考えられる．以上のことから，勾配変

化による流動形態の遷移区間は供給流量および粒度

構成によって異なると考えられる． 
 

(3) 勾配変化による砂礫移動速度への影響 

a) 砂礫移動速度に関する本実験結果の妥当性 

図-7 に，供給流量 1,000 cm3/s 時の勾配変化点
（P 150地点）における土石流先頭部の砂礫移動速度
を示す．これらの移動速度は計測地点の河床侵食等

による地形変化の影響を受けていない先頭部通過か

ら 3秒後までのものとする．変勾配条件における移
動速度は勾配変化点下流側の勾配9°の河床面を基準
とした座標系をもとに算出している．同図には高橋

ら 8)による土石流の理論流速分布（土砂濃度が 0.2～
0.15以下となる水流層領域の分布は表示していない）
も合わせて示している． 
図-7 より，一様砂を用いた Case 4 および Case 5

の一様勾配条件では，実験結果のバラツキは大きい

ものの，実験結果と理論流速分布の分布傾向は概ね

一致しており，本実験結果が妥当であることがわか

る．一方，混合砂を用いた Case 6の一様勾配条件で
は，3.0 mmの一様砂における理論流速分布の方が実
験結果に近くなっているが，これは土石流を構成す

る支配的な粒径を対象とした理論流速分布に実験結

果が近くなったものと考えられ，混合砂を用いた実

験結果も妥当であると考えられる．なお，流れ内部

で大小粒子が流動深方向に分離せず存在高さが重複

しているのは，流動深に占める砂礫の体積が大きく

上下層への大小粒子の分離が起こりにくかったこと

が原因と考えられる．以上を踏まえ，妥当性が確認 

 
図-7  勾配変化点（P 150地点）における土石流先頭部

の土粒子移動速度分布（流量 1,000 cm3/s）． 

 

された本実験の砂礫移動速度をもとに勾配変化によ

る流動形態および粒度偏析への影響を考察する． 
b) 勾配変化による砂礫移動速度への影響 

 図-7より，勾配変化の有無別に本実験結果を比較

すると，一様砂を用いた Case 4および Case 5では，
変勾配条件での移動速度分布および先頭部流動深が

一様勾配 15°と 9°の条件における分布の間に位置し
ており，勾配変化点において既に流動層内部で流動

形態の遷移が発生していることがわかる．また，比

較的 h /dが小さく，土石流流動に対する砂礫の影響
が大きい Case 5 の方が一様勾配条件 9°の結果によ
り近くなっている．これらのことから，流動形態の

遷移は，勾配変化点での流れ内部の砂礫移動速度お

よび流動深の変化が契機となっており，土石流流動

に対する抵抗力が大きい条件ほどその変化が大きく

なると考えられる． 
混合砂を用いた Case 6では，変勾配条件の砂礫移
動速度分布が一様勾配条件 15°よりも小さい範囲に
分布し，変勾配条件の先頭部流動深は一様勾配条件
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15°の結果よりもさらに大きくなった．これらの結果
は，図-4に示したように，土石流先頭部の大粒子集

積が勾配変化によってさらに顕著になったことで，

先頭部の流動に対する抵抗力が増大したことが原因

と考えられる．これらのことから，混合砂から成る

土石流の勾配変化による流動形態の遷移過程は，土

石流内部の粒度偏析の影響が付加された過程となる

ことが推察される． 
 
(4) 勾配変化による土石流流動形態の遷移過程 

 各 Caseの実験結果より，勾配変化に伴う土石流流
動形態の遷移過程を推定した．推定結果を図-8に示

す．一様砂条件で供給流量（すなわち慣性力）が比

較的大きい Case 1～3 は，流動形態の遷移区間が比
較的長いため，P 100地点では流動形態の遷移がまだ
十分進んでおらず上流側勾配 15°に沿った流動が維
持される．その後，P 0地点まで流下する間に流動形
態が遷移し，下流側勾配 9°に沿った流動形態が形成
されたと推定される．一方，供給流量が小さい Case 4
および Case 5 は流動形態の遷移区間が比較的短く，
Case 4は勾配変化点～P 0地点の区間で，流動に対す
る砂礫の影響（すなわち抵抗力）が大きい Case 5は
勾配変化点～P 100 地点の区間で流動形態が遷移し
たことが推察される． 
混合砂条件かつ供給流量が小さい Case 6では，勾

配変化によって土石流先頭部の大粒子集積がさらに

進行することで，砂礫移動速度の低下および先頭部

流動深の増大が発生し，P 100地点でも先頭部大粒子
集積の影響を受けて比較的大きい流動深が維持され

る．このように，混合砂条件での土石流流動形態の

遷移過程は土石流内部の粒度偏析の影響が付加され

たものとなると考えられる． 

 

4．おわりに 

 

 本研究では，上下流で 2種類の水路勾配を設定可
能な変勾配水路を用いた水路実験により，一様砂お

よび混合砂から成る土石流の流動形態および粒度偏

析に勾配変化が及ぼす影響を把握した．その結果，

土石流の流動形態は，勾配変化点通過後，流れ内部

の砂礫移動速度および流動深が流下とともに下流側

勾配に沿った形態に変化することで進行し，土石流

の慣性力が小さい条件ほどその遷移区間が短くなる

ことがわかった．また，混合砂から成る土石流では，

慣性力が小さい場合，勾配変化によって先頭部の大

粒子集積がさらに進行するため，流動形態の遷移過

程に土石流内部の粒度偏析の影響が付加されたもの 

 
図-8  本研究により推定される勾配変化による 

土石流流動形態の遷移過程． 

 
となることが推察された．上記の推察を検証するた

め，今後，勾配変化点下流側のより多くの地点で砂

礫移動速度分布や流動深を計測し，流下に伴う段階

的な流動形態の遷移過程を調べる必要がある．また，

勾配変化および土石流粒度構成について様々な設定

条件で実験を行い，これらの結果をもとに検証を行

う必要がある． 
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11．．ははじじめめにに  

 

慶長国絵図を根拠にして郷土愛を強調する文学的

な表現でも郷土学では是とされ，その方向で熊本市

繁華街での白川蛇行の存在が主張されている 1）．し

かし蛇行を示す科学的な根拠は曖昧である．むしろ

文学的な白川蛇行ではなく科学的に坪井川低地を定

義すると，低地性とその洪水ポテンシャルの危険性

が合わさり，現代的な意義において地域性が把握で

きる． 
本論文では熊本平野の微地形と近年の洪水ポテン

シャルを追跡し，白川蛇行の立論はむずかしく，坪

井川低地という視点が有効であることを検証する． 
熊本平野奥部の地形は白川乱流の影響をうけた微

地形が形成されている．特に保田窪砂礫層と沖積面

間の微地形にその特徴が明瞭である． 
本論文では保田窪砂礫層と沖積面の間に刻印され

た微地形の地盤リスクを整理し，その蓄積を資料と

して，白川蛇行説の是非と意義を検証する．  
 

22．．熊熊本本平平野野のの微微地地形形とと保保田田窪窪砂砂礫礫層層  

 

熊本平野周辺の表層地質は高度から区分すると詫

麻砂礫層，保田窪砂礫層そして沖積層が被覆してい

る 2)．地下では下位から阿蘇-4，詫麻砂礫層，保田

窪砂礫層，島原海湾層そして沖積層が認められる． 

詫麻砂礫層は中位段丘層であり，約 9万年前に堆

積した阿蘇-4 火砕流堆積物に続いて堆積している．

そのあとの保田窪砂礫層は低位段丘層と定義され，

さらに島原海湾層が連なる．島原海湾層は更新世後

期から完新世にかけた堆積層で約 2.1～2.2 万年前

の AT姶良火山灰を挟在している． 

本論文では低位段丘層の保田窪砂礫層と沖積層の

層間地表面に刻印された微地形形態に着目する．図

-1の地質図 2)に示すように北東部の詫麻砂礫層の前

面に保田窪砂礫層が張り付いている．熊本城から北

東方向に阿蘇-4火砕流台地が伸びている． 

地質図では保田窪砂礫層から沖積層が続いている

が，標高 5mの沖積面(御幸笛田地先)と保田窪砂礫層

（子飼橋地先）の間には白川からの氾濫原が広がる．

標高に着目した微地形形態が図-2である．保田窪砂

礫層から標高約 5m の沖積層の微高地が大甲橋から

熊本駅間の白川を扇頂として南東方向に扇形状に広

がっている．微地形形態から，大甲橋から熊本駅周

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 

 
図図--11  熊熊本本平平野野地地質質図図 22))  

 

 

熊熊本本駅駅〇〇  

近近見見〇〇  

保保田田窪窪礫礫層層  

熊熊本本城城〇〇  

詫詫麻麻砂砂礫礫層層  

阿阿蘇蘇--44火火砕砕流流  

〇〇子子飼飼橋橋  

〇〇御御幸幸笛笛田田  沖沖積積面面  

熊熊本本駅駅〇〇  
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辺までの白川に沿って南東に向かう F1～F3 の大き

な洪水による土砂運搬流跡が確認される．白川から

土砂が供給されたことが推定される．F1は江津湖方

向，F2は御幸笛田方向，F3は近見方向の流れになる． 

堆積域に着目して白川の流れを推定しようとした

のが図-2である．これに対し堆積域に囲まれた低地

に着目したのが図-3である．いわば氾濫原の扇頂部

にあたる子飼橋周辺の低地部に着目した図になる．

扇頂部西側の京町台地周辺に L1～L4 の 4 か所の低

地が存在する．L1,L2は坪井川沿いになる

が，微地形形態から白川と坪井川の合流域

に形成された低地と推定される．白川と坪

井川の間に砂碓が発達している．従って熊

本平野微地形の形成源になる子飼橋周辺

からの供給源は白川だけでなく，坪井川と

の合流付近の氾濫からの供給と考えるこ

とができる．L3 は坪井川と井芹川の間に

形成された低地である．東側部分は坪井川

と白川が合流する氾濫により形成された

ように考えられる．L4 は京町台地と井芹

川の間に発達した低地である． 

またやや高い位置から子飼橋周辺を眺めると，白

川左岸から土砂が供給された扇状地状の分布に見え

る．この形態を D１とすると，D1の北西方向に位置

している L１，L2は白川を中心とする対称性を乱し

ており，坪井川と白川の合流点における氾濫の影響

と考えることができる． 

本論文で着目しているのは低位段丘面の保田窪砂

礫層と標高約 5m の沖積面の間に形成された微地形

形態，特に低地形態 L1～L4であり，洪水ポテンシャ

ルとして追跡する． 

 

３３．．白白川川水水害害とと微微地地形形  

  

1953年 6月 28 日白川水害における熊本市内の人

的被害は，死者 183名，行方不明者 103名 3)である．

熊本平野の実大規模洪水災害ポテンシャルの顕在化

と考えると，熊本平野の微地形形態の意義が実際に

露呈したと評価できる 

白川水害の位置関係を把握するために白川水害で

決壊した橋名を図-44)に示した．白川水害では北東

の子飼橋から南西側の薄場橋までが決壊している． 

図-5には浸水域，泥土堆積が多かった地域，流下

方向が示してある 5)．図に泥土堆積域 S1～S8と洪水

の流下方向 F1f～F4fを加筆して明示した． 

白川からの流れに対する浸水域の分布域には F1f

～F4fの筋がある．F1fは江津湖方向に，F2fは出水

町から画図町重富方向に，F3f は流通団地方向の流

れであり，低地を縫って氾濫水が流下した．F4f は

白川が南北流れから東西流れに方向を転じる箇所で

発生した近見付近の流れである．F1f と F2f の間に

は非浸水域があり，図-2の F1の堆積模様が挟まる．

F2fと F3fの間の非水浸域は図-2の F2に対応する．

F4f は舌状に流れており，その両側には非浸水域が

広がる．F4f は図-2の堆積流れの F3に重なる．つ

まり微高地間の浸水であり，それが舌状に流下して

おり，F1f～F3fの流れが低地に向かっているのに対

し，F4fは微高地を流下していることが異なる． 

論文の目的は白川水害状況と現在の微高地を重ね，

白川氾濫ポテンシャルを考慮しながら熊本平野の保

  

図図--33  白白川川とと坪坪井井川川合合流流箇箇所所微微地地形形  

  

 
図図--22  保保田田窪窪砂砂礫礫層層沖沖積積層層間間微微地地形形  

 

 

  

図図--44  白白川川水水害害決決壊壊 44))  
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田窪砂礫層から標高約 5m 間の微地形形態に焦点を

あてて白川からの洪水ポテンシャルの実績を確認す

ることにある．さらに微地形形態の存在を確認した

後に白川蛇行説を検証することにある． 
次に泥土堆積が多かった地域に焦点をあてる．図

-5では概略的に S1～S8が抽出される．S1は坪井川

左岸と白川の間の堆積域である．白川右岸沿いの S2

に接するように発生している． 

白川水害では熊本市内の低地で浸水が始まり，北

部の坪井川で堤防が決壊し，そして下流の熊本駅南

側の蓮台寺地先で堤防が決壊した．最後のとどめと

して熊本大学から子飼橋に至る付近で流木の為洪水

が怒涛のように熊本市内を襲った 4)． 

S1 の上流には坪井川沿いに浸水域が広がる.白川

右岸の S2 の標高は約 16m，S1 の標高は約 11m であ

る．流下方向に着目すると，熊本大学～子飼橋周辺

の白川右岸で溢れて西側に流下し，そこで坪井川と

合流するまで泥土が堆積した．つまり白川からの流

下により坪井川の流れが乱されて堆積した．このた

め S1 の北側の浸水域では遡上が発生したと考えら

れる． 

 白川右岸の S2は子飼橋周辺から氾濫し，南西方向

に運搬され坪井川からの洪水と合流した泥土の堆積

域である． 

S3 は白川の明午橋から代継橋周辺までの右岸で

坪井川までの堆積域である．流下方向によると子飼

橋右岸から流出した泥土が南西方向に流れ堆積した

図になっている．つまり子飼橋から大甲橋間の白川

右岸から流出した泥土ではなく，子飼橋周辺であふ

れた泥土が坪井川からの洪水と合流し，白川に沿っ

て南西方向に流下した堆積域である．この付近の白

川右岸の標高は約 14m，坪井川左岸周辺の標高は約

11m であり，白川と坪井川の間を南西方向に流下し

ている．ところがその舌端部には標高約 13mの微高

地があり，泥土堆積域は，この微高地で止まってい

る．S3の西側は浸水域で標高は約 11mであり，長六

橋方向に伸びている．したがってもし S3泥土堆積域

の西側の標高が約 11mであれば，白川から流出した

泥土は辛島町まで達した可能性があり，S3西側の微

高地のために泥土の流下が止まったように考えられ

る． 

S4 は熊本大学～子飼橋間の白川左岸から流出し，

それが南西方向に流下し，明午橋～大甲橋間周辺で，

南東方向に転じて流下した泥土堆積域である．この

S4は江津湖方向に向かい，図-2の F1方向につなが

るようである．舌端部では筋状に分岐し，南側に流

下している． 

S5 は代継橋～白川橋周辺の白川両岸から流出し

ている．白川右岸の泥土堆積域の広がりに比べ，左

岸からの泥土堆積域が広範に及んでいる．南側に流

下し，図-2の F3の供給線源になっている． 

S6 は白川が豊肥線と直交する周辺左岸から南側

方向に流下している．図-2 の F3 の供給源のような

流下形態である． 

S7は坪井川と井芹川の間で，京町台地の舌端部に

形成された．坪井川から西側に向かって流下した泥

土堆積域である． 

S8 は白川が南北から東西に約 90 度方向を変える

白川右岸からの流出と，北側坪井川および豊肥線と

交叉する白川右岸からの泥土が南下する流れとぶつ

かった領域の泥土堆積域である．流下矢印から考え

ると白川からの供給に比べ北部の坪井川からの供給

が優勢である． 

流下矢印に着目すると熊本大学～子飼橋周辺の白

川両岸からの泥土供給，代継橋～白川橋間の白川左

岸を主とする南側への泥土供給，豊肥線交叉付近で

の両岸への泥土供給が目立つ． 

本論文で着目している図-3 の低地部との関係で

は S2，S3 は L1,L2 に対応している．L3 には S2,S3

が関係し，L4には S7が対応しており，低地部 L1か

ら L4の意義が白川洪水で確認できる． 

 

 

 

図図--55  熊熊本本泥泥水水害害分分布布図図 55))  
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４４．．坪坪井井川川低低地地のの微微地地形形  

  

1953年白川水害の泥土堆積域，流下方向の図-5か

ら白川と坪井川の間には図-3 に示す L1，L2，L3 の

3 か所の低地の存在を確認することができる．また

井芹川沿いの L4も確認することができる．このうち

L2 には S1，S3 の泥土堆積域に対応している．また

S1の上流，S1と S3の間，S3の西側には浸水域が広

がっている．また，L3には S3，S7が重なり，L4に

は S7が対応している．浸水域と微地形の関係を図-

9 に示す．いずれも微高地周辺に形成された低地で

あり，L1～L4 を包含している．つまり L1～L3 は白

川と坪井川の合流地点の氾濫原に形成された自然堤

防の周辺に広がる低地である． 

坪井川氾濫時の写真（図-6）が展示館に展示され

ている 6)． 坪井川沿いの低地の存在と現在的な意義

を確認させた洪水である．1980年（昭和 55年）8月

30 日の水害では白川橋上流白川右岸で氾濫してい

る．図-5の白川水害 S3と S7に挟まれた領域で，図

-3の坪井川低地 L2，L3に重なる地域である．  

  

５５．．西西南南のの役役水水攻攻めめとと微微地地形形  

  

1877 年西南の役では薩軍による水攻めが実施さ

れ，熊本城周辺は水没した．石塘堰を締め切ること

により熊本城周辺が水没している．石塘堰は旧井芹

川が坪井川に合流し，白川と坪井川の間には背割り

堤を設けて分流している箇所の石塘堰とされる．図

-7 の撮影位置の特定はなされていないが，「この水

面の高さは，現在の標高から勘案して，十 m強であ

ったことが知られる」と説明されている 7)．白川と

坪井川合流点の自然堤防の発達を加味した戦術で，

上流に広がる低地，図-3 の L3,4 に対応する地域性

が認識されている． 

 

６６．．慶慶長長国国絵絵図図白白川川蛇蛇行行とと微微地地形形  

 

熊本郷土学で普及している白川蛇行は慶長国絵図

に描かれた白川蛇行の形態が現地形に重ねられて主

張されたものである 8),9)．その根拠を保田窪砂礫層

と沖積層間微地形形態に着目して検証してきた． 

基本的な考え方，誘導方法が，「熊本城」に掲載さ

れた「特別研究 白川・坪井川流路考」8)に整理され

ている．白川蛇行説に至るまでは「（・・旧坪井川は・・）

通説では今の市役所のあたりから旧追廻田端の窪地

を通り，長六橋の上手で白川に合流していたとされ

ている」8)．あるいは伝承研究から「千葉城方向から

茶臼山の裾を流れ，河原町あたりで白川に合流する

と坪井川が見える．」8)と紹介されている．そして山

崎一帯の郡界や帰属を問題視して，古文書の検索が

始まり，慶長国絵図と正保国絵図の比較から，白川

蛇行説とその後の白川直流化による河川改修が提案

される．その位置づけを郡界の絵図の整合性に着目

して「坪井川と白川の合流点を郡界などにより求め

ると，追廻田畑の最北部，現在の熊本市役所付近と

見られる。白川が追廻田畑を南から合流していたわ

けで，これまでの推測を全く覆すことになる。」8) 

そして慶長国絵図に描かれた唯一の瘤状白川蛇行

に焦点が当てられ，その瘤状蛇行だけがあたかも科

学的な真実かのように考えられ，代継橋周辺から蛇

行が始まり，瘤状に湾曲して再び長六橋付近から白

川に合流するという具体的なイメージに浮き上がら

せてしまっている． 

上流側の表現は全く視野にはいっていない 10)．慶

長国絵図に表現された唯一の蛇行を現地形にそのま

ま重ねる根拠が説明されている．「幕府の命令により

制作して提出されたものであり，特に城下の川筋や

郡界を間違えて描くことはあり得ないと考える．」8) 

この絵図（慶長国絵図）は「後出する他の絵図とは

はなはだ異なっている．」9)としながらも強い信頼と

信念のもとに唯一の瘤状白川蛇行を現地形に重ねて

いる．後出される正保国絵図では瘤状白川蛇行は直

流化されて表現されているので，この違いに加藤清

正の河川改修の功績を重ねる． 

 

図図--６６  坪坪井井川川氾氾濫濫((11998800年年 88月月 3300日日))66))  

  

 

図図--77  西西南南のの役役水水攻攻めめ 77))  
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視点を鳥瞰図のようにさらに上方から眺め，白川

中流域まで視野に入れると，ここでは蛇行が顕著で

ある．後出の正保国絵図では蛇行は表現され，慶長

国絵図は蛇行がない緩やかな曲線で表現されてお

り，まったく白川蛇行を反映していない．従って白

川中流域の白川蛇行は無視し，熊本城横の瘤状蛇行

だけに焦点を絞り，しかも現地形に重ねるというこ

との無謀さは明らかである 10)． 

慶長国絵図の瘤状白川蛇行の形態だけに直目し，

主観的な結論の裏付けを科学的な地形に求めよう

とされている．「次ぎに，この白川の大きな蛇行が自

然の流路であるのか，人工的な流路であるのかが問

題になる。自然にしては甚だ大きな蛇行であると思

えるが，人工的にこれだけ蛇行させたのであれば洪

水にあった場合，堤防をとても保てないだろうと思

われる。ところで屈曲部あたりには，元は高みが存

在したと思われる節がある。・・・・白川のほとりに

南嶺と呼ばれる高みが存在していた可能性もある。

現在でも紺屋今町のあたりは若干高くなっている。

白川がこの南嶺の高みを避けるように大きく北に蛇

行していた可能性が強い。」9)少々気になるのか，科

学的にも蛇行する根拠が南嶺の高みに求められてい

る． 

論文で挙げられている高みは紺屋今町の地形に求

められている．紺屋今町は図-8に示す代継橋下流で

長六橋にいたる白川右岸になる．高みが白川を蛇行

させた原因としているが，白川蛇行の視点と同じよ

うに，虫眼鏡的視点で蛇行付近に高みがあればそれ

が蛇行の原因になったという推論でしかない．河川

が蛇行するためには何らかの原因が必要であ

る．このため高みが目に留まり，これこそ蛇行

させる原因だと期待感が先走る．高みを見つけ

ることによって安心したのか，そのあとの分析

が伴わない．高みの成因，分布にはまるで関心

が示されない． 

微地形を調べると図-8に示すように，「高み」

は存在するが，いわゆる高みが白川両岸に分布

し，白川に対し左右対称のような広がりをして

いる．白川右岸では白川と坪井川が乱流でぶつ

かり合い，自然堤防が形成される．高みはその

自然堤防の微地形を表したものである．1953年

の白川水害，1980年の坪井川水害で，代継橋～

白川橋付近が氾濫している．しかし「高み」は

白川を蛇行させるような抵抗力を示すもので

はなく，氾濫した結果堆積した自然堤防であること

は明らかである．例えば白川橋下流で白川は東西流

れから南北流れに流下する．この原因として万日山

の存在が考えられる．そのような白川の流路を大き

く変えるような抵抗力は代継橋～白川橋間には存在

しない． 

また「山崎」を手掛かりにすると「山崎練兵場」

がある．地名「山崎」8)は図-8 の紺屋今町北側に位

置している．微地形形態では白川氾濫原自然堤防の

微高地の舌端部にあたる．図-3の L2と L3の交差部

付近に重なる．山崎練兵場は辛島町周辺の開発に支

障をきたすと判断されて帯山練兵場に移設された．

帯山練兵場は熊本市の東部丘陵地にあり，戦後 1953

年白川水害後の区画整理で開発されている．つまり

山崎練兵場は洪水ポテンシャルが高い，開発が遅れ

た地域ではなかろうか． 

白川蛇行が誘導された地域に図-3 の低地 L2，L3

を重ねたのが図-9である．白川蛇行が現在の白川か

ら離れ北側に大きく湾曲する箇所と L2が重なる．ま

た白川蛇行が現在の白川に合流する箇所に L3 が重

なる．山崎練兵場は L2と L3に挟在された個所であ

り，白川蛇行域は坪井川と白川の合流部に形成され

た低地域が重なっている． 

これをさらに確認したのが図-10 である．白川蛇

 

図図--99  白白川川蛇蛇行行とと坪坪井井川川低低地地  
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図図--88  紺紺屋屋今今町町微微地地形形  
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行をトレースして 1953 年白川水害浸水域 4)

と重ねてみた．白川蛇行は概略的な流路であ

るが，白川水害で発生した深い水浸域に合致

する．1953 年白川水害の S2，S3，S5 に関係

し，下流側における白川からの洪水，あるい

は坪井川洪水と白川洪水が合流し，上流から

押し寄せて形成された浸水域である．従って

白川蛇行で示される地域は坪井川低地 L2，L3

の微地形形成域になり，白川蛇行はその氾濫

原を示したものであり，実際の白川の蛇行を

表現したものではないと結論することが出

来る． 

 

７７．．おおわわりりにに  

 

郷土学としての熊本学であればロマンが

語られることは，地元の郷土愛を醸成することに役

立つ．しかしロマンが科学的事実として語られよう

とすると，科学研究の対象になり，実証的な根拠が

求められる．まさに文献１）は郷土学に秘められた

ロマンを科学的事実に拡散させる内容である． 

本論文では熊本平野の過去の洪水あるいは液状

化などと微地形形態の関係を検討し，その結論から

白川蛇行説の意義を確認した． 

白川水害は熊本平野の広域的な低地の存在を浮

き彫りにした洪水であった．坪井川水害は坪井川沿

いの低地を浮き彫りにする災害であった．また西南

の役水攻めは井芹川，坪井川低地を活かした戦術で

あった． 

白川蛇行が形成される地形であれば，その兆候を

示す微地形形態が現在でも存在するはずである．し

かし白川水害や坪井川水害は白川の流れに抗する砂

碓は現出せずに，白川からの流路が明確になってい

る．したがって白川蛇行に抗する微地形形態ではな

く，坪井川低地域を明確にすることにより現在の洪

水ポテンシャルを市民に提示することができる．そ

して坪井川低地の下流では，白川からの越水，破堤

などにより洪水が低地側に流れ込み，上流からは坪

井川からの洪水，あるいは白川からの洪水が合流し

て流れ込み，微地形が形成されたに過ぎないことは

明らかである． 
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図図--1100  白白川川水水害害とと白白川川蛇蛇行行 44))にに付付記記  
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1．はじめに 

 

 2011年 9月の台風 12号に伴う記録的豪雨により，
和歌山県では紀南地方を中心に洪水・土砂災害が発

生し，56人の尊い命が失われるとともに，道路の寸
断による集落の孤立や世界遺産の被災など，1953年
7月 17日～18日の梅雨前線豪雨（紀州大水害）以来
の大災害（写真-1）が発生した ．この災害を受け，
県では被害を繰り返さないために，土砂災害の記憶

や教訓を後世に伝えるとともに，土砂災害に関する

調査研究の拠点となる施設である「和歌山県土砂災

害啓発センター（IWSRE）」（以下，啓発センター）
を，土石流の多発により甚大な被害が発生した那智

勝浦町に設置（図-1，写真-2）し，土砂災害の発生 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メカニズムに関する調査研究を行うとともに，展示

パネルや映像をとおして，「紀伊半島大水害」をはじ

めとする過去の災害の教訓を風化させずに後世に継

承し，土砂災害から身を守るための研修・啓発活動

を行っている 1)． 

  

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 

写真-2  啓発センターの外観 

図-1  啓発センターの位置 

啓発センター 

写真-1  那智勝浦町における紀伊半島大水害 

の発生状況 
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1．はじめに 

 

 2011年 9月の台風 12号に伴う記録的豪雨により，
和歌山県では紀南地方を中心に洪水・土砂災害が発

生し，56人の尊い命が失われるとともに，道路の寸
断による集落の孤立や世界遺産の被災など，1953年
7月 17日～18日の梅雨前線豪雨（紀州大水害）以来
の大災害（写真-1）が発生した ．この災害を受け，
県では被害を繰り返さないために，土砂災害の記憶

や教訓を後世に伝えるとともに，土砂災害に関する

調査研究の拠点となる施設である「和歌山県土砂災

害啓発センター（IWSRE）」（以下，啓発センター）
を，土石流の多発により甚大な被害が発生した那智

勝浦町に設置（図-1，写真-2）し，土砂災害の発生 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メカニズムに関する調査研究を行うとともに，展示

パネルや映像をとおして，「紀伊半島大水害」をはじ

めとする過去の災害の教訓を風化させずに後世に継

承し，土砂災害から身を守るための研修・啓発活動

を行っている 1)． 

  

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 

写真-2  啓発センターの外観 

図-1  啓発センターの位置 

啓発センター 

写真-1  那智勝浦町における紀伊半島大水害 

の発生状況 

 

 

2．啓発センターが実施している研修 

 

(1) 団体を対象とした土砂災害に関する啓発研修 

 啓発センターには，平成 28年 4月 24日の開所以
来，平成 28年度には 123団体 3,166名，平成 29年
度には 107団体 2,650名，平成 30年度には 93団体
2,051 名，令和元年度には 58 団体 1,146 名の方が来
館し，土砂災害についての啓発研修（以下，啓発研

修）を受講している．研修受講団体の帰属県として

は，図-2から，和歌山県はもとより，京阪神地域や 
中京地域が多く，遠くは長野県や岡山県からも来館

している．また，受講団体の種別としては，学生，

児童，自治会，消防団等の防災関係団体，民生児童

委員が多い． 
 

(2) 啓発研修の方法 

啓発研修は 30 名程度以内を対象として行ってお
り，下記の研修コンテンツを適宜組み合わせること

で約 30分～120分間のプログラムを受講団体に合わ
せて構成している． 
・啓発センターの研修室を利用したスライドや動画

を用いた土砂災害の基礎に関する研修（写真-3）
（約 30分～60分間） 
・啓発センター内の土石流実験装置による透過型・

不透過型砂防えん堤の役割の効果を確認する実験

（写真-4）（約 15分間） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・センターに近接している砂防えん堤工事現場の現

地見学（近畿地方整備局 紀伊山系砂防事務所協

力）（写真-5）など実験・体験（約 20分間） 
また，啓発研修の人数が多い場合には，各研修コ

ンテンツを班分けすることで最大 90 人程度までを
対象に啓発研修を行っている． 
 

(3) 啓発研修の内容 

 団体への啓発研修の内容は，以下の啓発研修が対

象とする各内容を，団体の種別により適宜組み合わ

せたものとしている． 
・土砂災害啓発センターについて 
・土砂災害の概要及び予兆について 
・紀伊半島大水害について 
・深層崩壊について 
・土砂災害防止法・土砂災害警戒区域について 
・早期避難の重要性について 
・災害後の取り組み 
研修にあたっては，画一的な資料を説明するだけ

ではなく，申し込みの段階から研修で聞きたい内容

を聴取し，「土砂災害の概要及び予兆について」では，

土砂災害に対する興味とイメージを持ちやすい土砂

災害の動画（写真-6）2)等を用いている．また，「紀

伊半島大水害について」では，土砂災害発生から年

月を経た現場の復旧状況と当時の被災状況の写真を

見比べられる資料（図-3）を用いている．これらに
加えて，受講団体の地元における土砂災害に係る情 

写真-3  土砂災害の基礎に関する研修の様子 

写真-4  土石流発生装置による砂防堰堤の効果に 

関する実験の様子 

写真-5  砂防えん堤工事現場の現地見学の様子 

研修受講団体の帰属県 研修受講団体の種別 

図-2  研修受講団体の帰属県及び種別 
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報を，必要に応じて関係都道府県に聞き取りするな

どして研修題材（図-4）を作成して用いている．ま
た，対象年齢にあわせてクイズ（図-5）を組み入れ
たりすることで，土砂災害を身近に感じ，危機感を

持ってもらえるような啓発研修を行っている． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．児童を対象とした啓発研修 

 

 児童を対象とした啓発研修では，通常の啓発研修

の内容に加えて，児童が土砂災害をイメージしやす

い各種実験を行っている．土砂災害に関連する地質

については，那智勝浦町周辺に分布する風化前後の

花崗岩を児童自身が金槌で叩き，風化後の花崗岩の

「もろさ」を感じる実験（写真-7）を行っている． 
また，土砂災害発生の要因となる降水については，

土を固めて作った「山」に噴霧器による「降雨」を

継続的に当てることで「山が崩れる」様子を体験す

る実験（写真-8）を行い，土砂災害発生後の地形変
化については，山と谷を模した模型の上部に配置し

た土で「斜面崩壊後の堆積土砂」を示し，噴霧器に

よる「降雨」を継続的に当てることによって土石流

が発生し，谷の出口で土石流が堆積して扇状地がで

きる様子を体験する実験（写真-9）を行っている． 
以上に加えて，小学校 5年生の理科で学習する「流
れる水の働き」に関連した内容として，堆積した砂

が，水流により浸食され，河川の流路が形成され，

自然と蛇行し，加えて，地下水位の上昇により斜面

崩壊が発生する様子を再現する実験（写真-10）を行
っている． 
 

 

  

写真-7  風化前後の花崗岩を叩く実験 

写真-6  土砂災害発生の動画 

図-3  被災時と復旧状況の対比を示す研修資料 

図-4  受講団体の地元で発生した土砂災害に関する 

研修資料 

図-5  土砂災害に関するクイズ 
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以上に加えて，小学校 5年生の理科で学習する「流
れる水の働き」に関連した内容として，堆積した砂

が，水流により浸食され，河川の流路が形成され，
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写真-7  風化前後の花崗岩を叩く実験 

写真-6  土砂災害発生の動画 

図-3  被災時と復旧状況の対比を示す研修資料 

図-4  受講団体の地元で発生した土砂災害に関する 
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4．小学生を対象とした防災教育の効果検証 

 
(1) 小学生を対象とした防災教育 

 啓発センターでは平成 28 年度から令和元年度に
かけて，那智勝浦町内にある全小学校 6校において
土砂災害に関する防災教育を実施した．那智勝浦町

教育委員会では防災教育において，学校などの主体

が当事者意識を持って防災意識向上に携わること，

組織的に防災教育を進めること，学んだことを発信

することを重視しており，これら 3点を踏まえ，土
砂災害に関する防災教育の実施にあたっては，児童

らが「自分ごととして考え・行動する」ことを学習

目標に，担当教員と打合せを進め，個別に教育プロ

グラムを選定した．なお，学習時間については 90～
120分程度であった．今回の研究では，A小学校（令
和元年 9 月 11 日実施，対象生徒 4 年生 43 名），B
小学校（令和元年 10月 7日実施，対象生徒 3・4年
生 12名），C小学校（令和元年 11月 21日，28日実
施，対象生徒 5 年生 24 名）の防災教育受講者によ
る感想文を分析した．また，表-1に防災教育の実施
内容を示す． 
 
(2) テキストマイニングによる解析 
 受講者が書いた感想文をテキストデータ化した上

で，計量化し，分析・可視化するにあたり，テキス

トデータを計量的に分析することが可能である KH 
Coder3)を用いた．KH Coderでは，テキストデータに
おいて出現している単語の検索や出現頻度の分析や，

テキストデータにおいて，併せて出現することが多

い共起関係にある単語を，多変量解析により共起ネ

ットワークとして，単語と単語が共起する関係を直

感的に捉えることができる形で示すこと等が可能で

ある 4)．このような事から，研修を受けた感想文と

これらの研修内容がどのように関連付けられ，意味

づけられているかの検討を行った． 
 
(3) 共起ネットワーク解析と研修結果の検証 
 各小学校を対象とした共起ネットワーク解析結果

（図-6～8）を示す．単語を囲む円は大きいものほど，
テキスト内での出現回数が多い事を示し，また，単

語と単語が線で結ばれているものは共起性や関連性

があることを示し，これらの集合をクラスターと呼

び，本研究で取り扱うクラスターを枠線で明示する．

なお，クラスターの位置関係は作図によるもので，

共起的な関係性を示すものではない．今回の解析に

おいては，受講者が研修プログラムに対して感じた

主要テーマを明確にするため，出現頻度が上位 20
位以内にある単語について共起ネットワーク解析を

行った． 
A小学校の感想文で抽出されたクラスターでは，1
つが「土砂」「災害」「知る」「分かる」「恐い」から

なるもので，これは，土砂災害による死者や行方不

明者数，全国での土砂災害発生状況といった教育内

容が土砂災害の危険性を強く伝えたものと思われる．

また，「不透過型砂防えん堤」「透過型砂防えん堤」

からなるクラスターは，講義での砂防えん堤の役割

についての内容に加えて，土石流発生装置による実

験，砂防工事現場見学により効果的に学習されたも

のと思われる． 
B 小学校の感想文から抽出されたクラスターでは， 

写真-8  雨が降ると山が崩れる実験 

写真-9  土石流が起こると扇状地ができる実験 

写真-10  流れる水の働きについての実験 
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1つが「土石流」「がけ崩れ」「地すべり」「深層崩壊」
からなるもので，講義でのスライドや動画による説

明で強く学習されたことが想定された． 

また，「人」「扇状地」「家」「日本」「多い」などか

らなるクラスターは，スライドでの説明や土石流が

起こると扇状地ができる実験で日本に扇状地が多数

存在することや，扇状地が形成される様子が認識さ

れたものと考える． 
C小学校の感想文においても，B小学校と同じく，
「土石流」「がけ崩れ」「地すべり」「深層崩壊」から

なるクラスターがあり，B 小学校と同じく動画やス
ライドで強く学習されたものと考える．加えて，A
小学校と同じく「不透過型砂防えん堤」「透過型砂防

えん堤」からなるクラスターも確認された．「わかや

ま土砂災害マップ」「家」「確認」「自分」「危険」か

らなるクラスターは，研修の中で PC を操作し，実
際に小学校区周辺の土砂災害のおそれがある個所を

和歌山県が管理するWEBサイトである「わかやま 

図-6  共起ネットワーク解析結果（A小学校） 

図-7  共起ネットワーク解析結果（B小学校） 

図-8  共起ネットワーク解析結果（C小学校） 

表-1  防災教育の実施内容 

【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】

・土砂災害の概要及び予兆について ・土砂災害の概要及び予兆について ・土砂災害の概要及び予兆について

・深層崩壊について ・深層崩壊について ・深層崩壊について

・紀伊半島大水害について ・紀伊半島大水害について ・紀伊半島大水害について

・早期避難の重要性について ・早期避難の重要性について ・早期避難の重要性について

・災害後の取り組み ・災害後の取り組み ・地質について

・土砂災害防止法・土砂災害警戒区域について ・災害後の取り組み

・土砂災害防止法・土砂災害警戒区域について

【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】

・土石流発生装置での実験 ・土石流発生装置での実験 ・土石流発生装置での実験

・砂防えん堤工事現場の見学 ・砂防えん堤工事現場の見学 ・砂防えん堤工事現場の見学

・風化前後の花崗岩を叩く実験 ・風化前後の花崗岩を叩く実験 ・風化前後の花崗岩を叩く実験

・流れる水の働きについての実験 ・雨が降ると山が崩れる実験 ・雨が降ると山が崩れる実験

・土石流が起こると扇状地ができる実験 ・土石流が起こると扇状地ができる実験

・流れる水の働きについての実験

【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】 【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】 【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】

・土砂災害による死者と行方不明者数（クイズ） ・雨と川の水の色、堆積、浸食

・全国での土砂災害発生状況 ・わかやま土砂災害マップについて

AA小小学学校校 BB小小学学校校 CC小小学学校校
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えん堤」からなるクラスターも確認された．「わかや

ま土砂災害マップ」「家」「確認」「自分」「危険」か

らなるクラスターは，研修の中で PC を操作し，実
際に小学校区周辺の土砂災害のおそれがある個所を

和歌山県が管理するWEBサイトである「わかやま 

図-6  共起ネットワーク解析結果（A小学校） 

図-7  共起ネットワーク解析結果（B小学校） 

図-8  共起ネットワーク解析結果（C小学校） 

表-1  防災教育の実施内容 

【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修のの内内容容】】

・土砂災害の概要及び予兆について ・土砂災害の概要及び予兆について ・土砂災害の概要及び予兆について

・深層崩壊について ・深層崩壊について ・深層崩壊について

・紀伊半島大水害について ・紀伊半島大水害について ・紀伊半島大水害について

・早期避難の重要性について ・早期避難の重要性について ・早期避難の重要性について

・災害後の取り組み ・災害後の取り組み ・地質について

・土砂災害防止法・土砂災害警戒区域について ・災害後の取り組み

・土砂災害防止法・土砂災害警戒区域について

【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】 【【啓啓発発研研修修（（実実験験））のの内内容容】】

・土石流発生装置での実験 ・土石流発生装置での実験 ・土石流発生装置での実験

・砂防えん堤工事現場の見学 ・砂防えん堤工事現場の見学 ・砂防えん堤工事現場の見学

・風化前後の花崗岩を叩く実験 ・風化前後の花崗岩を叩く実験 ・風化前後の花崗岩を叩く実験

・流れる水の働きについての実験 ・雨が降ると山が崩れる実験 ・雨が降ると山が崩れる実験

・土石流が起こると扇状地ができる実験 ・土石流が起こると扇状地ができる実験

・流れる水の働きについての実験

【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】 【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】 【【そそのの他他　　実実施施ししたた内内容容】】

・土砂災害による死者と行方不明者数（クイズ） ・雨と川の水の色、堆積、浸食

・全国での土砂災害発生状況 ・わかやま土砂災害マップについて

AA小小学学校校 BB小小学学校校 CC小小学学校校

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
土砂災害マップ」（写真-11）で確認したことが，効
果的であったと考えられる． 
 

5．最後に 

 

啓発研修の理解度を問うために，5 段階評価など
の形でアンケートを求める事はよく行われている手

法であるが，これだけでは研修内容をどのように理

解しているかを判断しづらい．一方，今回の解析に

用いた感想文では，受講者が色々と研修で感じた事

を自由に書いてもらえるため，啓発研修で行った各

内容の理解度についての分析を行うことができ，今

後の，より理解度向上を図った研修プログラム作り

に非常に有用な調査資料となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また，啓発研修を行った講師自身がその効果を把

握することにより，研修教材の改善や研修プログラ

ムの時間配分の変更，新たな教育内容の追加などの

研鑽につながる事が重要であると考える． 
研修後に受講者の感想を分析し，研修内容と講師

による研修方法を改善し，その上でより良い研修を

行い，その結果を再度フィードバックしていく，こ

のような研修方法を継続的にレベルアップできるサ

イクルが行われるよう，研鑽に努めていきたい． 
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おかれましては多大なご協力をいただきました．ま

た，紀伊山系砂防事務所には複数回に渡って現場見

学会の開催をはじめとした様々なご協力を頂き，こ

の場を借りて感謝の意を表します．  
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Key Words: early warning, standard rainfall, excess probability, debris flow, slope failure
 

 
１．はじめに 

 

平成 25 年から大雨特別警報が運用され，以降毎年

のように大雨特別警報が発表されている．気象庁の

大雨特別警報は，大雨警報や土砂災害警戒情報の発

表後も雨がさらに降り続き，土砂災害の危険度分布

(土砂災害警戒判定メッシュ情報)で「極めて危険」

が出現している状況下で，数十年に一度の大雨とな

りさらに雨が降り続くと予想される場合に，大雨特

別警報(土砂災害)を発表することとしている(気象

庁 HP)1)．具体的には 50 年に一度以上という超過確

率年の考え方を採用している． 

近年,土砂災害の発生予測においても超過確率年

が注目されてきた．林ら(2014)2)は，土砂災害被害と

降雨確率規模，災害発生頻度の関係について既往の

資料を整理し傾向分析を行った．國友ら(2015)3)は，

連携案手法 4)において，応答曲面から得られるRBFN
出力値は，同じ値であっても地域の降雨特性により，

その確率的意味が異なることから，同一の RBFN 出

力値が確率的に同等の意味を持つためには RBFN 解

析におけるパラメータ設定方法の検討が必要になる

と指摘している．佐藤ら(2017)5)は，応答曲面を構成

するすべての降雨データの RBFN 出力値を求め，そ

の RBFN 出力値の超過確率年に基づいた RBFN 出力

値線を確率評価として採用する方法を提案している． 

執印ら(2018)6)は CL の縦軸と横軸の降雨指標に

雨量値ではなく超過確率年を用いて，単一降雨指標

IRPIという超過確率年を採用したスネーク曲線を提

案した．この指標を用いることで平成 25 年伊豆大島

のような甚大な災害における発生降雨と非発生降雨

のイベント特性の違いが認識されることを提示した．

さらに執印ら(2020)7)では確率年を連携案の枠組み

の中に導入する方法として，60 分積算雨量と土壌雨

量指数を 2 年確率値で除して標準化する方法を広島

県の呉特別地域気象観測所のデータで検討している． 

このように確率年の考え方を導入する方法が多数

提案されており，感覚的にもわかりやすい指標とい

える．ただし，降雨確率は大きな降雨イベントの経

験により確率分布モデルを見直す必要があることや，

基準雨量の雨量指標として採用する場合は，超過確

率年の計算に際してメッシュ雨量を使用する必要が

ある．これらの影響が明らかでない点に加えて，実

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 
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際に基準雨量を適用する比較的広い範囲(各都道府

県を数ブロックに分割した程度の範囲)において，降

雨確率を用いた手法と連携案手法の精度を比較検証

した事例はない．そこで，本研究では，近年豪雨災

害が集中発生した広島市・呉市を対象として，執印

ら(2018)6)の手法を応用した CL 設定(以下，超過確

率CLと称する)について精度を検証し，超過確率CL
の有効性について検証することとした． 

 

２．検討対象地域及び使用したデータ 

 

(1) 検討対象地域 

検討対象地域は，図-1に示す広島県全域とし，超

過確率 CL の検証に当たっては CL 設定ブロックの

うち，1999 年，2014 年等と複数時期での土砂災害発

生履歴を有する広島呉 CL 設定ブロックとした．超

過確率 CL の設定単位は CL の精度検証に使用され

る 3 次メッシュ(1km メッシュ)単位とした．なお，

メッシュ数は，広島・呉 CL 設定ブロックで 2,170(広
島県全域で 8,007)となる． 

 

(2) 使用した降雨データ及び超過確率年算定方法 

確率分布モデルの検討に用いた降雨データは

1988 年 1 月～2018 年 9 月までのおよそ 30 年間のメ

ッシュ雨量データ(RAP 及び GRIB2 形式)を採用し

た．メッシュ雨量データの精度のばらつきはあるも

のの，これより超過確率年が 30 年確率以下について

は一定の精度を有していると考えている．なお，1988
年～2001 年 4 月まで解析雨量は 5km メッシュ，1 時

間更新であり，2001 年 4 月～2005 年 12 月までは

2.5km メッシュ，30 分更新であるため，上記期間内

の解析雨量は 5kmメッシュ内または 2.5kmメッシュ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内の 1km メッシュは全て同じ値を使用している

(2006 年 1 月以降の解析雨量は 1km メッシュ単位)． 

超過確率年を求める雨量指標は，連携案と同様に

60 分積算雨量と土壌雨量指数のデータ(1km メッシ

ュ単位，1 時間毎)とした．1988 年から各災害前年ま

での RAP 形式及び GRIB2 形式のデータから 1km メ

ッシュ単位で各年の最大値を抽出し，確率分布モデ

ルについては，Gumbel 分布と一般化極値分布（GEV）

の両方の係数を求めた．この二手法を用いた理由は

Gumbel 分布と一般化極値分布(GEV)を用いて日本

の各地方の水文極値の頻度解析を行った田中

(2010)8)の研究によると，日本の南北で分布の適性

が異なるという結果を参考としたものであり，これ

ら二つの分布モデルについて，SLSC による適合度

評価(中小河川計画検討会(1999)9))で，値が小さい

モデルを採用した．これらの計算結果を用いて 1988
年～2018 年の超過確率計算等を行った(図-2)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Gumbel 分布と GEV の両方の係数を計算 

1988 年から各災害前年までの RAP 形式及び
GRIB2 形式のデータから 1km メッシュ単位
で各年の最大値を抽出(異常値は除外) 

適合度評価のために SLSC 値を求め,SLSC 値
が小さい分布モデルを採用 

災害発生年以降の 60 分積算雨量，土壌雨量
指数の超過確率年を算定 

図-2 60 分積算雨量,土壌雨量指数の超過確率算定方法 

図-1 検討対象地域と災害発生箇所 

 ：災害発生箇所 
  (1999～2018 年) 
 ：広島呉 CL 設定ﾌﾞﾛｯｸ 
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( 83 ） ( 43 ） ( 126 ）

0 8 8
( 0 ） ( 4 ） ( 4 ）

6 83 89
( 0 ） ( 35 ） ( 35 ）

27 5 32
( 18 ） ( 1 ） ( 19 ）

245 383 628
( 163 ） ( 242 ） ( 405 ）

災害種別

2011

2015

2016

2018

合計
土石流 がけ崩れ

2007

2009

2010

2012

2013

2014

年

合計

1999

2002

2003

2004

2005

2006

表-1 本検討に使用した災害データ(1999 年～2018 年) 

上段：広島県全体，下段：広島呉ブロック 
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(3) 使用した災害データと選別方法 

災害データについては，国土交通省で整理した土

砂災害データリスト(都道府県より災害報告として

国土交通省に提出したもの)のうち，降雨に起因した

災害データに限定した．また，災害降雨の確率評価

には少なくとも 10 年程度はデータが必要と考え，災

害データの対象期間を 1999 年～2018 年とした． 

災害発生件数は，広島呉 CL設定ブロックで 405 件

(広島県全域で 628 件)あり，災害種別毎に本検討に

使用した災害データを整理した(表-1)．災害時刻不

明なデータについては，連携案手法において，一連

降雨中で最も土砂災害のリスクが高まる RBFN 値が

最小となる時刻に設定した． 

 

３．検討方法 

 

(1) 検討条件と検討方法 

執印ら(2018)6)の手法と同様に算定した 60 分間積

算雨量の超過確率年をY軸と土壌雨量指数値の超過

確率年を X 軸とし，X 軸と Y 軸は対数表示とした．

CL については X 軸と Y 軸ともに同じ次元であるこ

とから，以下の式によって設定した． 

𝑋𝑋＝10����� ���  （1） 

Y＝10����� ���  （2） 

ここに，R：超過確率年 1/N log�N� 
    θ：θ＝0 度～90 度(4 分の 1 円) 

超過確率 CL の設定間隔は低確率ほど変化が大き

く，高確率ほど超過回数が多くなるため，1/2～1/10
では 1 年間隔，1/15～1/100 では 5 年間隔とした. 

 

(2) 検討内容 

60分間積算雨量及び土壌雨量指数の確率分布モデ

ルを用いて，広島県全域の超過確率雨量分布と 1km
メッシュ毎の災害発生率の関係から，超過確率雨量

による災害発生事例と非発生の分離性を確認し，降

雨指標としての適用を把握した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，60 分積算雨量及び土壌雨量指数の超過確

率年を用いた超過確率 CL を設定し，設定した CL
の有効性を確認するため，5km メッシュ単位で設定

した連携案手法と精度比較を行った．また，同じ 3
次メッシュ(1km)内で複数回，災害履歴を有するメ

ッシュについては，その災害の前年までの確率分布

モデルを求め，翌年の災害発生年の予測精度を検証

する等，図-3のケース①～③に示すように，段階的

に精度検証を実施した． 

 

４．解析結果と考察 

 
(1) 超過確率降雨と土砂災害発生との関係 

超過確率降雨と土砂災害発生の解析結果を図-4，

図-5に示す．なお，超過確率雨量については，確率

分布モデルの設定に使用した降雨データ期間が約

30 年である 30 年超過確率雨量に着目することとし

た．図-4の土壌雨量指数のケースでは，概ね 30 年超

過確率雨量が大きいほど，災害発生率が高くなる傾

向にあり，図-5 の 60 分間積算雨量についても土壌

雨量指数値ほどではないが同様の傾向を示した．こ

のことは，超過確率の違いが土砂災害の発生・非発

生の分離に寄与できることを示している． 

図-4，図-5に示した災害発生率は，超過確率雨量の

各カテゴリ(10 カテゴリ)に該当する全 1km メッシ 
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図-3 検討期間を示した数直線図（イメージ） 図-5 30 年超過確率雨量(60 分間積算雨量)と災害発生率 

図-4 30 年超過確率雨量(土壌雨量指数)と災害発生率 
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ュ数に対する災害が発生した 1km メッシュ(以下，

発生メッシュと称する)数の割合で評価した． 

また，今回，解析に使用した災害データは，当該

ブロック内で発生した土砂移動実績を全て網羅した

ものでなく，あくまで人命または家屋被害により災

害報告が提出されたものであることから，災害が発

生していない 1km メッシュ(非発生メッシュ)から，

人口 10)が 0 の 1km メッシュを除いて災害発生率を

算定した(人口=0 の 1km メッシュは，図-1参照)．人

口が 0 の 1km メッシュを含めた災害発生率ついて，

参考までに図-4に破線で表示した． 

続いて，図-4に対応した 30 年超過確率雨量(土壌

雨量指数)の分布と災害発生箇所の位置図を図-6 に

示す．図-6より，広島県内では，広島市を中心した

西側と福山市，尾道市等の東側，庄原市等の北側に

おいて超過確率雨量の傾向が分かれている．特に西

側の広島市では，同じ超過確率年の雨量が大きいこ

とから，経験降雨を上回る降雨を何度も経験してい

る(雨が降り易い)ため，災害発生率が高くなってい

るものと考えられる．一方，東側の福山市等では，

同じ超過確率年の雨量が広島市に比べて相対的に小

さく，大きな降雨の経験が少ないと評価できる．た

だし，福山市等でも比較的多く土砂災害が発生して

いるため，経験降雨の異なる地域では，土砂災害が

発生する条件等も異なると考えられる．また，図-5

で人口=0 を除いた場合に災害発生率が増加傾向に

転じている．この理由は，人口=0 の非発生メッシュ

を除いたことで，レポートバイアス(人口のないメッ

シュでは災害が報告されない)が軽減されたためと

考えられる． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 超過確率 CL と連携案との精度比較 

土砂災害警戒避難基準雨量の雨量指標として従来

の降雨量ではなく，超過確率年を導入した雨量指標

の方が精度が向上するかどうかを確認するため，本

研究では，広島呉 CL 設定ブロックにおいて，超過

確率年に基づく CL として，執印ら(2018)6)の手法と

同様に，雨量指標として 60 分積算雨量及び土壌雨量

指数の超過確率年を用いた． 

また，超過確率 CL の精度比較のため，通常の連

携案手法による CL(以下，連携案 CL と称する)を超

過確率 CL と同期間の雨量データを用いて再設定し

た(現運用の CL とは異なる)．RBFN 値については，

後述する超過確率 CL と災害捕捉率が同等となる閾

値を 0.05～0.95(0.05 刻み 19 ケース)の中から選定し

た．なお，純粋に雨量指標の有効性を確認するため，

土壌雨量指数の下限値は設定せず，また，RBFN 解

析パラメータについては，平成 29 年 11 月 6 日の事

務連絡 11)に基づく最新パラメータを使用した． 

以上の方法による精度検証結果を表-2に示す．有

効性の指標としては，災害捕捉率と空振頻度の 2 指

標とした．災害捕捉率は，各 5km メッシュ内で発生

した全災害降雨数に対する CL を超過した降雨数の

割合で評価した．広島呉 CL 設定ブロック内には，

5km メッシュが 43 個あるため，43 個の 5km メッシ

ュの中で最大，平均，最小となる捕捉率を求めた． 

空振頻度については，比較対象とする通常の連携

案 CL での各閾値(RBFN 値)の災害捕捉率と超過確

率 CL での各閾値(超過確率年)の災害捕捉率を比較

し，捕捉率が同レベルとなる閾値の空振頻度を比較

した．また，5km メッシュ内のいずれかの 1km メッ

シュにおいて非発生降雨が CL を超過した場合に空

振りと評価した．このため，空振頻度は各 5km メッ

シュの内の空振降雨数を 1km メッシュ数及び検証

期間(20 年)当りで評価し，43 個の 5km メッシュの

中で最大，平均，最小となる指標値を示した． 

表-2より，超過確率 CL では連携案 CL に比べて，

空振頻度が 5km メッシュの最大で 1km メッシュ当

り約 0.2(最大値 1.38-1.21)回/年(全 1km メッシュ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 災害発生位置と 30 年超過確率の土壌雨量指数分布 

3300年年超超過過確確率率雨雨量量

ss3300  //  ななしし

      - 160

160 - 170

170 - 180

180 - 190

190 - 200

200 - 210

210 - 220

220 - 230

230 - 240

240 -

・1/30 土壌雨量指数 
人口＝0 

・災害発生箇所：    
 
・広島呉 CL 設定 
ブロック： 

表-2 連携案 CL と超過確率 CL の精度比較結果 

(1999～2018) 

捕捉
件数

災害
捕捉率
(%)

空振
降雨数
(回/1km
ﾒｯｼｭ当り)

空振頻度
(回/年/
1kmﾒｯｼｭ
当り)

最大値 50.0 100.0 28 1.38

平均値 8.1 85.7 12 0.58

最小値 0.0 0.0 0 0.02

最大値 50.0 100.0 25 1.21

平均値 8.1 86.2 11 0.57

最小値 0.0 0.0 1 0.04

災害捕捉の視点

適用手法

空振りの視点

ブロック内
5km

メッシュ

連携案CL

超過確率CL
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2,170 メッシュでは 18 回/年)低減されているが，大

幅な改善にまで至らなかった． 

 

(3) 複数回の災害履歴を有するメッシュにおける 

段階的な精度検証結果 

大規模な降雨イベントを経験すると同じ降雨規模

でも超過確率年が対象とする雨量が変化するため，

ここでは超過確率 CL に対する上記の影響を確認し

た.検討対象地域では,平成 11 年 6 月 29 日と平成 26 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 8 月 20 日の複数の豪雨が発生し，多数の土砂災

害が発生している．このため，検討期間を図-3に示

した 3 期間に分割して通常の連携案の CL との精度

等の違いを確認した．ここでは，代表的事例として

1km メッシュ番号：51325346(広島市安佐南区)につ

いて連携案 CL との精度の比較結果を表-3に示す． 

図-7 下半分の図中にある 1/10 年のラインや 1/100
年のラインを本稿では，等超過確率年線と称し，こ

れらの中から適切な超過確率年を超過確率 CL と定

義した．また，連携案 CL での発生・非発生の降雨

量と超過確率年が対比できるように図-7にはY軸に

60 分間積算雨量の超過確率年，X 軸に土壌雨量指数

の超過確率年をとった 2 軸平面上に主要な等超過確

率年線と超過確率年に基づくスネーク曲線を示した． 

図-7より，この事例では 1/10 年を境界に発生と非

発生降雨の分布密度が明確に異なり，1/10 年を超過

確率 CL とした場合は，連携案 CL と同程度の精度

となる．また，1999 年の発生降雨は災害当時 1/30 年

であったが，現時点までに同等以上の非発生降雨を

経験したことで 1/10 年未満となる一方，2014 年の

発生降雨は現時点でも1/100年以上の降雨となる等，

本手法においても 2014 年の災害降雨規模の異常さ

を表現できている．なお，2014 年の災害降雨を含ま

ないケース②と含めたケース③において，確率評価

が 1/600 年から 1/150 年に大きく変化している．ケ

ース②，③ともにデータ数は概ね 30 年であるため，

本手法では 1/30 年を超える豪雨の経験前後では確

率評価が安定しない課題があるといえる． 

今後，1/10 年未満の降雨イベントで災害が発生し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 1999 年～2018 年までの連携案 CL と超過確率 

CL の精度比較結果一覧表(51325346) 

ケース
確率ﾓﾃﾞﾙ
検討期間

検証
期間

比較手法 連携案CL 超過確率CL

基準
RBFN値

0.60
超過確率

11//3300

災害捕捉率(％) 100.00 100.00

空振頻度(回/年) 0.00 0.00

基準
RBFN値

0.60
超過確率

11//1100

災害捕捉率(％) 100.00 100.00

空振頻度(回/年) 0.13 0.13

基準
RBFN値

0.60
超過確率

11//88

災害捕捉率(％) 100.00 100.00

空振頻度(回/年)
※4年間で算定 0.25 0.25

①
1999年
段階

②
2014年
段階

③
2018年
段階

1988～
1998年

※10年間

1999年

※1年間

1988～
2013年

※26年間

2000～
2014年

※15年間

1988～
2018年

※31年間

2015～
2018年

※4年間

図-7 5km メッシュ：34320907 1km メッシュ：51325346 

1999 年～2018 年までの連携案 CL と超過確率 CL 及び発生・非発生降雨の推移 
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ない，かつ 1/10 以上の非発生降雨の精度が高い場合

にこの発生降雨を CL 対象災害としない等の選択も

考えられるが，降雨規模＝災害規模ではないため，

本指標と流出土砂量や被害状況等の指標と併せて

CL 対象災害を評価することが重要と考える．また，
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る．このような降雨の場合，人家のない山間部等に

おいて家屋被害がない土砂移動が生じていないか，

道路災害等での報告はないか等，空振りかどうか自

体を精査すべきであり，その土砂移動の確認対象降

雨を超過確率年からも判断できる利点がある． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，メッシュ雨量データに基づき，執印

ら(2018)6)の手法を応用して，超過確率年に基づい

た CL 設定方法(超過確率 CL)を検討した．降雨確率

年は一般住民が感覚的にわかりやすく，基準雨量設

定上も災害のない非発生メッシュの根拠としても期

待できる可能性はある．ただし，通常の連携案 CL と
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はじめに

長崎港外にある軍艦島（正式名称：端島）はユネスコ

世界文化遺産「近代日本の産業革命遺産」の構成資産の

一つである 現在 海面から屹立する護岸には多くの亀裂

が走り 今は無人の林立する高層アパートは経年変化と

塩害で劣化が深刻化しつつある

そのような中の 年 月 高層アパートの一つでわ

が国最古の 号棟が一部崩落した 本論は その原因に

建物構成部材の劣化があることはもちろんのこととし

て 嵐などのさいに起こる「ストームクェイク」（詳細は

後述）に着目し これによる島の振動に起因して 号棟

の一部崩落があったのではないか と推察するものであ

る

本論の展開では ストームクェイクは一見 土砂災害と

無関係のようであるが 決してそうではない ストームク

ェイクによる土砂災害の可能性について 同じく長崎港

外にあり明治期炭鉱の島で今は岩礁となっている横島の

沈下を例にとり 言及することとする

軍艦島の高層 アパート群

軍艦島の概要

軍艦島は長崎港から約 の海上にあり 東西方向

ｍ 南北方向 ｍ 周囲 ㎞ 面積 ㎞ の人工島

（一部岩礁）である

海底炭鉱（端島鉱）のあった島で 端島鉱は明治初中期

に開発がなされ 明治 年（ ）から三菱社の経営とな

った 狭小な島に常時 人を超える人々が居住し 最

多時の昭和 年（ ）に人口は 人を数えて 平

方㎞あたり 万 人の人口密度は 当時東京の約 倍

世界一の人口過密ぶりであった

軍艦島では,炭鉱関係者とその家族が居住者の大部分で

あった.このほかに,役場（高島町役場端島支所）の吏員,郵
便局の局員,病院（端島病院）の医師・看護婦,学校（端島

小中学校）の教職員,保育園の先生,警察官,寺院（泉福寺）

の僧侶,個人商店の商人ら,およびこれらの家族がいた.炭
鉱関係者は,坑長以下の三菱職員,坑員および下請けの労

働者である. 
これら多くの人々の生活空間として,高層の鉄筋コンク

リートアパートが大正前期からそれまでの木造家屋に代

わって,次々と建設され林立していった.その生活空間は

島の西側に存し東側は事業空間に当てられて,島を襲う主

として台風による高波に向き合った.西側が広い外洋に面

して大きい高波に襲われやすいのに対して,東側は波が比

較的高くなく事業施設を護ることができることから,島の

狭小さも相まって必然的に生活空間を西側に置かざるを

得なかった（写真— 参照）. 

高層 アパート群の建設

南部に位置する 号棟が大正 年（ ）に ついで

北西側に 号棟～ 号棟（日給社宅）が同７年（ ）

に建設されたのを嚆矢として 階以上 階（一部 階）

までのＲＣ造建物が続々と建てられていった

大正前期当時の高島炭坑長（高島・端島両鉱を総括）は,
日下部義太郎（大正2年〈1913〉11月～同7年〈1918〉
5 月）である.彼の回想録『相知・高島の二十年』によれ

ば,30号棟（7階建て）と日給社宅（9階建て）を建設し 
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高層 アパート群の建設

南部に位置する 号棟が大正 年（ ）に ついで
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5 月）である.彼の回想録『相知・高島の二十年』によれ

ば,30号棟（7階建て）と日給社宅（9階建て）を建設し 

た理由がつぎのように述べてある 2). 
端島に坑夫住宅を鉄筋コンクリートで先づ七階建

を造り次で九階を建てた.併し之は地面がなく埋築

は困難なので広さを大にする代わりに止むなく空中

に延ばしたに過ぎないが,之は洋行してニューヨー

クやシカゴで高層建築を沢山見て帰ったのでここに

考が及んだ.  

日本最古の高層 アパート「 号棟」

号棟 は大正 年（ ）に建設され 軍艦島におけ

る最初のＲＣ造建築であって わが国最初の高層ＲＣア

パートである 階建てで一部に地下室がある 建物中央

に正方形の吹抜け（光庭）が設けられ 各階ともこの光庭

を取り囲む形で階段・廊下と住居群が配置されている

住居数は ～ 戸で 時代によって改造による変動

がみられる 各住居は 帖１間に土間付きの１室住宅であ

る 屋上は平坦な陸屋根で 住民が多目的（洗濯物干し 子

どもの遊び場など）に利用できた

ここで 号棟の立地等について いくつか私見を述べ

ておく 号棟は島の南部西側に位置するが（写真—１参

照） ここは事業所に最も近い場所にあり 地盤ももとも

との岩礁で堅固であったことから 当時未発達の基礎づ

くりであっても十分に 階建て建物（当初 階のち 階

に増築）の支持に耐え得るとして この場所での建設を決

断したのであろう

なお参考ながら 吹抜けを設けたのは採光もあったろ

うが それ以上に当時流行のコレラ対策として建物全体

の空気清浄を保つためと判断する 因みに当時のコレラ

対策は清潔・消毒・隔離しかない 明治後期から大正前期

における全国のコレラ流行を 年ごとに示せば 下記の

とおりである 数値は患者数 死者数の順

▽明治 年（ ） 人 人

▽同 年（ ） 人 人

▽大正 年（ ） 人 人

▽同 年（ ） 人 人

軍艦島の揺れと 号棟の崩落

年 月 日の取材電話

第一著者（福岡市在住）に長崎市に本社を置く長崎新聞

から取材の電話が入ったのは 年 月 日のこと

軍艦島 号棟の一部が崩落し その原因は島を管理する

長崎市当局によれば 日夜の強風のようだという

この電話をうけたとき脳裏をかすめたのは 元島民の

心情を思いやることであった 号棟は軍艦島の象徴で

あり 島民の誇りそして心の拠り所であって 元島民とな

った今もそうである それは 号棟が屹立している状態

でこそそうであり もし 号棟が部分的に壊れ そして全

倒壊ともなれば 元島民のショックは想像に余りある

軍艦島と高層アパートの揺れ

ここに元島民の証言集 がある 著者らが収集を行った

ものだが 軍艦島に台風や時化があったとき「島が揺れ

高層アパートが揺れることがあった」という ２氏の証言

をそのまま引く

〇（軍艦島の自然災害を聞かれて）自然災害っていうの

は裏の方 こっちの方（西側）からの波しぶきってい

うのかな これがものすごかったっていうのを覚え

てるね 飛び越えていきよったからね （島をです

か？）島まではちょっと 途中 階か 階まではこ

う ざぶーんってきよった うん なんか そんな感じ

やった

〇 台風なんかで印象に残っているのは島が揺れる．

（略）島全体というか，ビルが．特に， 階， 階じ

ゃそげん感じらんとかもわからんけど，階とか 階

住んでた人はかなり感じていたと思う．かなり揺れ

てた．時化てるときなど，もう大波が当たれば．

号棟の一部崩落

号棟の一部崩落は今回（ 年 月）が初めてでは

ない 号棟の古写真も援用しながら 崩落に関する経緯

を写真— ～写真— の順に以下に述べる

写真— ：昭和 年（ ） 月台風 号襲来後 島南

部復旧工事現場の古写真である 写真奥の 号棟には坑

夫とその家族が生活しており窓には洗濯物が干してある

ほどで 建物躯体には何らの損傷もない

写真— ： 号棟５階南側での一部崩落が観察され

る 年 月 日の福岡県西方沖地震の揺れにより崩

落したようで このとき軍艦島での震度は３（長崎市高島

町）であった これが 号棟一部崩落の最初である

写真— ：そして今回 年 月の一部崩落である 写

写真 軍艦島のドローン画像

写真中央左の 階建てアパートが 号棟

（島南側から望む。撮影：後藤（惠）・吉武・筒井、 年

月） 
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真— の南側崩落が拡大し その上部６ ７階にまで及んで

いる

写真— ：その後の 号棟崩落を注視していたところ

月 日 今度は 号棟西側６ ７階の一部崩落が発見さ

れた この部分の崩落は写真— では見当たらない

軍艦島のストームクェイクによる共振現象

「ストームクェイク」とは

年夏 （米フロリダ州立大学）らは米

国における超低周波地震を研究する手法を開発していた

その過程で 地殻活動による地震とは異なる異常な振動

の存在に気付いた 振動はハリケーンやノーイースター

（米国北東部やカナダ大西洋岸を襲う 発達した温帯低

気圧による嵐）の襲来時に 北米大陸の東西海岸線から広

がり 数千 にわたり地震のような波が伝わるものであ

った しかし 北米大陸の東海岸には活断層は存在しない

彼らはこれを （ストームクェイク）と名付

けた ～ ストームクェイクはつぎのような特徴を有する

①ストームクェイクによる振動は長周期である

②ストームクェイクによる振動には季節性がある

（ らの調査では 月から 月にかけては一度も発生

していなかった ）

③大きくて強烈な嵐が必ずしもストームクェイクを起

こすわけではない （例えば 風速 を記録しニュー

ヨークに高潮被害をもたらした 年 月のハリケー

ン・サンディの際には 記録されなかった ）

④ストームクェイクを引き起こすには 特定の海底地

形が関係しているようだ 大陸棚のような浅い海で 海底

が少し盛り上がった「堆」の周囲でしか発生していない

（本論著者は海波のエネルギーが海底の盛り上がり部分

をハンマーのように叩くと考える ）

⑤ストームクェイクによる振動は マグニチュード

程度の地震の揺れに相当する

ストームクェイクによる共振現象

著者は ストームクェイクによる振動は「台風（ハリケ

ーン サイクロン）や時化などによる長周期の高波・大波

写真 年 月台風 号後の南部復旧工事現場。

写真奥が 号棟（後藤惠之輔所蔵）

写真 年 月福岡県西方沖地震後の 号棟

（撮影：後藤惠之輔）

写真 年 月の 号棟一部崩落

（提供：久遠裕子氏）

写真 年 月の 号棟一部崩落

（提供：町田信二氏）
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真— の南側崩落が拡大し その上部６ ７階にまで及んで

いる

写真— ：その後の 号棟崩落を注視していたところ

月 日 今度は 号棟西側６ ７階の一部崩落が発見さ

れた この部分の崩落は写真— では見当たらない

軍艦島のストームクェイクによる共振現象

「ストームクェイク」とは

年夏 （米フロリダ州立大学）らは米

国における超低周波地震を研究する手法を開発していた

その過程で 地殻活動による地震とは異なる異常な振動

の存在に気付いた 振動はハリケーンやノーイースター

（米国北東部やカナダ大西洋岸を襲う 発達した温帯低

気圧による嵐）の襲来時に 北米大陸の東西海岸線から広

がり 数千 にわたり地震のような波が伝わるものであ

った しかし 北米大陸の東海岸には活断層は存在しない

彼らはこれを （ストームクェイク）と名付

けた ～ ストームクェイクはつぎのような特徴を有する
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（ らの調査では 月から 月にかけては一度も発生

していなかった ）

③大きくて強烈な嵐が必ずしもストームクェイクを起

こすわけではない （例えば 風速 を記録しニュー

ヨークに高潮被害をもたらした 年 月のハリケー

ン・サンディの際には 記録されなかった ）

④ストームクェイクを引き起こすには 特定の海底地

形が関係しているようだ 大陸棚のような浅い海で 海底

が少し盛り上がった「堆」の周囲でしか発生していない

（本論著者は海波のエネルギーが海底の盛り上がり部分

をハンマーのように叩くと考える ）

⑤ストームクェイクによる振動は マグニチュード

程度の地震の揺れに相当する

ストームクェイクによる共振現象

著者は ストームクェイクによる振動は「台風（ハリケ

ーン サイクロン）や時化などによる長周期の高波・大波

写真 年 月台風 号後の南部復旧工事現場。

写真奥が 号棟（後藤惠之輔所蔵）

写真 年 月福岡県西方沖地震後の 号棟

（撮影：後藤惠之輔）

写真 年 月の 号棟一部崩落

（提供：久遠裕子氏）

写真 年 月の 号棟一部崩落

（提供：町田信二氏）

が 島や堆の海底突起物に当たり しかもその波の周期が

島・海底突起物の固有周期と一致した すなわち共振（共

鳴）現象が生じたとき」に発生すると 考える

このように考えると ストームクェイクによる振動が

いつも起こるわけではないこと（（１）の③）を説明でき

軍艦島でも台風・時化のときいつも島・建物が揺れるわけ

ではなかったこと（３．の（２））も首是できる

軍艦島について 著者らの調査 によれば 台風の風速

超で南寄り（南南東～南西）の風があるときに 島

南部で大きな被害が起きている 島の南側と西側には大

洋が開け風の吹送距離が長くて長周期の波が生じやすく

この高波・大波が島の護岸（海面高さ：約 ～ ）を強

く叩く結果「共振現象」が起こり 島にストームクェイク

による振動が発生すると考えられる

号棟一部崩落の原因

まず 写真— を参照しながら 年 月の一部崩落に

ついて考察する 同月 日～ 日の日ごと風速を図— に

示す（観測地は軍艦島から南東約５ の長崎半島突端野

母崎）

既述のとおり 長崎市当局はその原因を同月 日夜の

強風によるといい その風圧が原因ととっているようで

ある 確かに 号棟は建設後 年経過しており この経

年変化とともに塩害も加わってその構成部材は相当に劣

化している このために今回の一部崩落は風圧によると

してよいだろうが 本論ではこの原因を否定しないもの

の 図－ に示す最大瞬間風速 （南南東 最多風

向は南東）の風が起こした高波・大波によるストームクェ

イクによって島が南北方向に揺れ その振動が原因とな

って 号棟南側の最弱部を一部崩落させたとみたい

図— は 月 日 時～ 日 時の 時間ごと風速

である ストームクェイクは 日夜から翌 日朝にかけ

て起こったとみてよい 図－ から 月 日～ 日にも

強風が認められるが この強風は北寄りの風である 軍艦

島の北側には高島 伊王島さらには長崎市があって吹送

距離が短いためストームクェイクは起こりにくい

ついで 写真— に示す同年 月の一部崩落である とく

にいつ崩落したかを突き止めたい

この崩落が６月 日に発見され、その前の崩落の写真

— には見られないことを考慮して ４月～６月の風速（日

ごと １時間ごと）を調査した結果 号棟西側は６月

日正午を挟む朝から夕刻にかけての時間に一部崩落した

ことが明らかとなった この日の最大瞬間風速は

（南西 最多風向も南西）であり この強風によりストー

ムクェイクが起こって 東西方向の振動により 号棟西

側６ ７階が一部崩落したようである

風圧かストームクェイクによる振動か

号棟一部崩落の主たる原因として 風圧かストーム

クェイクによる振動かの検討が必要である 前者では

号棟当該部分の構成部材が柱・はりしかなく受圧面積が

限定されるのに対して 後者では 号棟の建物全体に作

用し その振動により当該部分の柱・はりは揺れて容易に

崩壊する

したがって 号棟の２回の一部崩落は 当日振動の実

観測はないものの状況証拠として元島民の証言（３．の

（２））があることから ストームクェイクによる振動が

第一原因であり 風圧がこれに加担したとする分析が妥

当であると判断される

今後への懸念

軍艦島を管理する長崎市は 高層アパート等の修復に

取り組んでいる 年には島北部にある端島小中学校

下の大穴について 校舎倒壊の怖れがあるためその埋戻

し工事を実施した（第一著者は技術顧問として参加） し

かし 号棟は劣化が著しいとして修復の対象外とされ

ている

平均風速
最大風速
最大瞬間風速

風
速 

（m/s） 

月日（3月） 
図—  年 月の日ごと風速図

（気象庁 データより作図） 

風
速 

3/26 3/27 
日時 

図—  年 月 日 時～ 日 時の 時間

ごと風速図（気象庁 データより作図） 

（m/s） 
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写真—  軍艦島を襲う台風大波（高島より望む）（撮影：柿田清英氏、 年端島鉱閉山後） 

図—  軍艦島の崩壊予想図

上から現在、 年ごろ、 年ごろ、 年ごろ（イラスト：松本清氏） 
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写真—  軍艦島を襲う台風大波（高島より望む）（撮影：柿田清英氏、 年端島鉱閉山後） 

図—  軍艦島の崩壊予想図

上から現在、 年ごろ、 年ごろ、 年ごろ（イラスト：松本清氏） 

過去には 号棟の修復について 各種の提案がなされ

た 第一著者は「ピサの斜塔」方式に倣って  世界中から

修復技術案を募る「国際コンペ」の開催を熟望し（ 年

月） 中村陽一（元高島炭坑長子息）は「高ひずみ樹

脂」の吹き付けによる修復法を提案した（ 年 月）

しかし それまで 号棟の劣化は深刻に進んでおり いず

れの提案も時すでに遅しであったようだ

軍艦島の建物等は経時変化と塩害とにより ますます

劣化の一途をたどっている これに加えて 自然現象であ

る台風の軍艦島への襲来は古今あり 今後もあり続ける

（写真— 参照） 台風による高波・大波は護岸を叩き そ

のひび割れを拡大させるばかりでなく これまで述べて

きたようにストームクェイクによる振動を発生させ 護

岸をも崩壊に導きかねない その結果 図— に描画するよ

うに 護岸が崩れることにより軍艦島は元の岩礁への

回帰を早めるに相違ない

ストームクェイクによる土砂災害の可能性

著者らは ストームクェイクは土砂災害の一因となり

得ると考える 長崎港外の明治期炭鉱であった横島（面積

は軍艦島の半分程度）は 年ごろ突然沈下し 今は二

つの岩礁となっている 第一著者はこれを海底地すべり

によると考えてきたが ） 改めて横島沈下はスト－ムク

ェイクによる土砂崩壊に端を発し その崩壊が全島に及

んで島は沈下したのではと 再考中である

７． おわりに

本論では 年 月 月に生じた世界遺産「軍艦島」

号棟一部崩落の原因を追及し 台風あるいは時化の際

の高波・大波がもたらす「ストームクェイク」による島の

振動と その振動から生じる建物の揺れについて論じた

ものである 軍艦島・建物等揺れの実観測はないものの

元島民による証言があることから ストームクェイクに

よる島・建物の揺れは事実存在し それに起因して今回の

号棟一部崩落が発生したと推察することができた

地球温暖化で海面水温が上昇することにより 台風の

エネルギー源となる大気中の水蒸気が増えるため 非常

に強い勢力を持った台風が出現するのではないかと予想

されている 事実 年台風 号と 号の発生と勢力

を保ったままの上陸は いずれも最近の日本近海におけ

る海面水温上昇が原因である したがって 軍艦島を揺ら

すストームクェイクの発生は 今後さらにその頻度と強

さを増すものと危惧される とくに劣化が深刻な 号棟

にあっては このストームクェイクによる振動で全倒壊

も時間の問題であるかもしれない

また 軍艦島を海から遮断して屹立する護岸にあって

は 台風・時化で起こる高波・大波の衝撃をうけるばかり

でなく ストームクェイクによる揺れでますます亀裂の

度合いを深める怖れが大きい 護岸が全面決壊すれば軍

艦島はその存在を失するため 一日も早い護岸の修復を

切望してやまない

さらに本論では 長崎港外横島の沈下を例にとり スト

ームクェイクによる土砂災害の可能性についても言及し

た 土砂災害の原因の一つとしてストームクェイクが調

査研究されるよう 本論がその端緒となれば幸いである

本論執筆に当り 軍艦島のストームクェイクに着眼す

るきっかけとなった 号棟一部崩落を知らせてくれた

長崎新聞・山里悠太朗記者に感謝するとともに その後

の 号棟写真を提供してくださった久遠裕子 町田信二

両氏、並びに軍艦島の大波写真をご提供いただいた柿田

清英氏に心からお礼を申し上げたい
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催 年 月 日

後藤惠之輔：軍艦島 年ごろ崩壊 修復しないと風化 長

崎新聞 年 月 日付

後藤惠之輔・後藤健介：長崎港外横島の沈下は海底地すべ

りが原因か 前出 ） 第 号 年

受付  
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1．はじめに 

 

 各種自然災害の激甚化にともないハザードマップ

の整備が進められているが，避難行動に結びつかな

い，避難が遅れるといった状況が続いている．2018

年 7 月西日本豪雨災害に関する広島県の調査による

と土砂災害警戒区域内の住民で何らかの避難行動を

とった人は 30%であり，このうち避難所・親戚友人

宅への避難が 13%，自宅内避難 17%であり，土砂災害

警戒区域の住民の 70%は避難しなかった．避難した

人のうち発災前に避難したのは 21%であった 1) ． 

ハザードマップや避難情報が早期避難に結びつか

ないという課題に対処する方法として，災害図上訓

練 （DIG, Disaster Imagination Game）2)の手法を

用いた地域住民自身による防災マップの作成が有効

であることを，第一著者は経験してきた 3),4),5)．一

方，東広島市では本手法の適用事例はない．同市は

2018 年 7 月西日本豪雨災害で市全域が被災し，住民

の多くが軽重はあるものの災害を体験した状況にあ

ることから，DIG の手法（図‐1）により地域と連携 

図-1 DIG のフロー（参考文献 2)を加工） 

 

して防災マップ作りを行うとともに防災教育手法を

開発することとして，2019 年 9 月から 2020 年 2 月

まで高屋東小学校区全 18 区(1493 世帯，人口 4700

人)を対象として実施した．特に，土砂災害等の経験

を二次元の防災マップに反映させ，避難時の地形の

三次元性や避難遅れ時の避難経路の危険について検

討した．また，防災マップ作成がゴールではなく，

その主旨と活用を地域住民に伝達することが重要で

あり，説明会とその効果についても本論文で示す． 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 
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２．高屋東小学校区の構成と被災状況 

 

 高屋東小学校区（以下当小学校区と略す）は,図-

2 に示すように山陽本線 JR 白市駅北側に位置し，平

安時代以降門前町・城下町として栄えた白市地区を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心とした 18 区からなり，人口約 4700 人,世帯数

は 1493 である 6)．2018 年 7 月の豪雨災害に際して

は，広島県のまとめによると東広島市の被害は土砂

災害箇所 91 箇所，死者 12 名（内土砂災害 8 名）行

方不明 1 名であった.当初，国土地理院のデータから

当小学校区では土石流発生箇所は図-2 に示すよう

に 4 箇所であり，報道されなかったため被害は限定

的のように考えていたが，当小学校区では人的被害

は発生しなかったものの地域住民による調査情報で

は図-3 および表-1 に示すように 181 箇所の被害が

報告されており，甚大な災害につながる一歩手前の

状況であったことが明らかとなった． 

このような状況のもとで，防災マップ作りでは全

18 区を対象とすることとし，各地区の防災マップを

個別に作るのではなく，ある程度広域な状況を把握

できるようにするため大きく 5 地区に分けた.各地

区の世帯数（被害箇所数）は白市・ネオポリス東広

島地区 570（12），沖・沖東・陽晃台地区 496（24），

A・C・D 住区・中筋地区 272（19），貞重 65（68），是

国・岩友・丸友・入寺地区 90（58）である．特に北

側の山間部では，土石流や斜面・のり面崩壊，出水

による床下浸水，田畑被害が卓越している．その他

の地区においても斜面・のり面崩壊，河川侵食によ

る道路崩壊などが多く発生している． 

当小学校区は地形の起伏が大きい箇所が多くあり，

雨水の流下により道路が川になる状況が多く確認さ

れており，避難時に避難経路が危険な状況となる可

能性が考えられた．当時，第一避難所まで避難行動

をとった事例は 3 件であったが，より大きな災害を

想定した場合の避難のルール化が重要と考えた． 

 

３．DIGの取り組みと確認された課題 

 

DIG ワークショップは,当小学校区住民自治協議

会の主催で役員（会長・部会長ほか）および 18 区の

代表・有志・消防団ら計 39 名で構成している．写真

₋1 は Step-1 室内 DIG（同上段），Step-2 防災まち歩

き（同中段），Step-3 防災マップ作成（同下段）の活

動状況を示したものである． 

Step-1の室内 DIGでは白地図上に被災直後にまと

めた被害箇所台帳の情報や土砂災害警戒区域図を記

入する作業により，当小学校区全体における災害当

時の状況や避難経路の危険性を共有した．被害の形

態は，①道路のり面・住宅裏山斜面・竹藪の崩壊，

②道路が川になる・池が溢れる，③団地敷地からの

表流水が 3 方向から 1 箇所に集中する, ④太陽光発

電の開発地からの泥水の流出などであった． 

  

図-2 当該地周辺の土石流崩壊地(地理院地図に加筆) 

 
図-3 高屋東小学校区 18 区の位置と 2018年 7 月豪雨 

の土砂災害等被害箇所数 

表-1 高屋東小学校区世帯数と被害箇所数 

 

西条駅 白市駅
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これらをもとに Step-2 防災まち歩きでは，①通学

路・集会所の安全性，②谷部や道路において水が集

中する箇所の確認，③側溝閉塞と管理の必要性など

を確認しながら避難のタイミングを意見交換した． 

なお,防災まち歩きは，5 つに分けたそれぞれの地

区が広域となるため 2 回に分けて実施することとし

た．地域役員らの案内のもとで効率的に被害箇所の

写真撮影や災害発生時の状況をヒアリングし,記録

した．この防災まち歩きでは，道幅，災害幅，道路

勾配，浸水深など気づいた箇所についてポールと巻

き尺で概略計測した．防災まち歩きの参加者は延べ

約 60 人であった．  

Step-3 防災マップ作成は，Step-1 のマップ上に

Step-2 で撮影した写真や記録を記入して防災マッ

プを試作し，最終の防災マップ様式を意見交換した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．防災マップ作成において留意した視点 

 

３．の取り組みをもとに防災マップは, 図 -4 に

示すような視点に留意して，図-5 に示すような様式

で作成した．それらの視点は以下のとおりである．  

①防災マップをよりリアルにするために国土地理院

の災害直後の航空写真を使用することに変更した 7)． 

②航空写真は，地形の起伏が不明瞭のため，谷から

の表流水や主要な避難経路における表流水の流れを

矢印で示した．これによって防災マップに地形の三

次元性を補うこととした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高屋東地域センターが第一避難所に指定されてい

るため，ここへの避難を前提とする．集会所を当該

地区の一時避難所とする考え方もあったが，表流水

が集まる集会所では第一避難所に変更が必要となっ

た場合に避難遅れとなる懸念があるため，当小学校

区では全集会所は一時避難所としないことを合意形

成した．また，特に北側の地区や中筋地区は第一避

難所までの避難経路が遠く，また，避難経路途中に 

 

 
写真-1 各 Step における活動状況（上段：室内 DIG，中

段：防災まち歩き，下段：防災マップ試作） 
 

  

(a)集会所に水が集まる     (b)道が川になり水が集まる 

  

(c)避難遅れ時の避難経路選択 (d) 土砂崩れ時の迂回路選択 

図-4 防災マップ作成において留意した主な視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 作成した防災マップの例(沖・沖東・陽晃台地区) 

Step-1 

Step-2 

Step-3 
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図-5 作成した防災マップの例(沖・沖東・陽晃台地区) 
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Step-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂崩壊や河川・ため池からの溢水など危険箇所が

多いこと，また，避難遅れの場合には谷あいや起伏

のある道路が川になるなどの危険も加わるため，家

屋が土砂災害警戒区域内にある，あるいは裏山があ

る家屋の住民については避難のタイミングは警戒レ

ベル 3 の段階とした（図-6）． 

④被災箇所の防災まち歩きから，豪雨避難時のタイ

ミングによっては避難経路の安全性が懸念されるこ

とから，複数の避難経路や迂回路の考え方を示した．

これら③，④の対応は，防災マップに避難に関する

時間の要素を組み入れる意味を含んでいる． 

⑤各世帯に配布する防災マップは A2 版とし，中央に

A3 版の航空写真（土砂災害警戒区域図付 8））を配置

した．地図上に災害箇所や避難所・避難場所の番号

を付し，周囲に番号に対応する写真と注意点を配置

する様式で 5 地区の「わがまち防災マップスマイル

プランⅡ」を作成した 6).前掲図-5 は，沖・沖東・陽

晃台地区の防災マップを例として示したものである． 

⑥各世帯への配布は世帯に関連したマップだけでな

く，全地区のマップを配布することによって当小学

校区全体を把握でき，また災害時の第一避難所まで

の避難経路を複数検討することができるようにした. 

⑦5 地区の防災マップを入れる封筒には，日ごろか

らの備えのための情報が閲覧できるよう，防災マッ

プ掲載の高屋東小学校区住民自治協議会，東広島市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所情報・同開設情報，東広島市防災情報，広島

県土砂災害危険度情報等の QR コードを印刷すると

ともに，当小学校区の避難所の情報や家族・親戚な
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いし，判断できない．②避難情報の伝達は，住民自
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段は電話，FM・防災ラジオ．④家毎に状況が異なる

ため，事前に各自で危険箇所を確認する必要がある．

⑤家屋の 2 階等への避難のほうが良い場合がある．

⑥避難所が遠いため集会所への避難はできないのか． 

【A・C・D 住区】①警戒レベル 3 発令時，FM・防災ラ

ジオ，TV，携帯で情報を住民自治協議会⇒自治会長

⇒班長/要介護者に伝達する．②のり面崩壊が想定さ

れる D 住区 1, 3, 6 区画を重点的に避難させる．③

警戒レベル 4 の豪雨時に D 住区の調整池が土砂崩れ

で埋まる可能性がある．④住宅と山の間の水路が埋

まりダムとなって周辺が水浸しになるとメインの避

難経路が使えなくなる可能性がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．３密に配慮した防災マップ活用の説明 

 

防災マップは作成がゴールではなく，発災時の避

難行動にどのように活用するかが重要である．その

ために，2020 年 6 月 23 日に高屋東地域センターで 
 

図-7 防災マップ配布収納封筒に示した防災関連情報 

 
図-8 避難に関する情報伝達の流れの基本 

 
図-6 避難が必要な住民の避難のタイミングの考え方 

危険個所を把握し避難遅れにならないための留意事項
①勾配のある道路が川になる。
②土砂災害警戒区域内や裏山がある家。
③谷合いの避難路の土砂災害の可能性。
④川や溜池の溢れによる通行阻害。

警戒レベル3
早めの避難行動

自宅からの避難ルートを確認！
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18 地区の代表者に活用方法に関する説明会を行っ

た．この説明会においては，同地域センターが避難

所として新型コロナウイルスへの対策をどのように

取り組んでいくかを検証する場にもなり，3 密を回

避する条件下で説明会を実施した. 

説明会に参加した地区代表者は前年度からの留任

と今年度から新任（約 3 割）であり，全体で 30 名弱

の参加であった．なお，この説明会は地区代表者が

各地区住民に説明をするための防災マップの活用方

法を共通認識する場とした． 

 説明会の内容は，①防災マップ作成の経緯，②防

災マップ作成における DIG の内容，作成に当たって

特に留意した事項として住宅地の危険箇所・避難経

路の危険箇所や避難遅れとならない避難のタイミン

グの説明，③地区別に防災マップ用いたミニ DIG，

④日頃からの防災に関する備え，⑤新型コロナウイ

ルスなど感染症を考慮した避難所の対応の考え方で

あり，最後に⑥質問・意見交換を実施した． 

ミニ DIG での作業内容は，表—2 に示す項目につい

て取り組んだ. この一連の作業によって，新旧の地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区代表者間において，防災マップの活用に関する情

報共有を図ることができた． 

 また，防災マップ用封筒に記載された QR コードを

スマホで確認する練習をした.これらを事前に登録

しておくことによって，発災時に情報収集が困難に

なった際にスムーズにアクセスすることができると

いう利点を理解することができた． 

 さらに，新型コロナウイルス感染防止に対応する

第一避難所の運営の方法や情報伝達方法，分散避難

との組み合わせの考え方を意見交換し，今後具体化

していく必要性が議論された． 

 

６．防災マップ活用に関するアンケート調査 

 

 今回の説明会は，各区の代表に対して地域連携に

よって作成した防災マップをどのように活用するか

の確認，また，各区に戻って説明会を行うとした場

合の課題などを確認することを目的とした.その効

果を確認するために一連の説明および意見交換の終

了後にアンケートを実施した．図-9 は主な結果を示

したものである. 

参加者の居住する場所は，山地・傾斜地 26%，平

5%であり，多くが安全な平地に居住している状況で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-2 3 密に配慮した防災マップ説明,ミニ DIG, 

日頃の備え説明，段ボール区画の確認状況 

表-2 ミニ DIG で取り組んだ内容 

 

設問 作業内容
①各地区（自宅）が土砂災害（特別）警戒区
域に入っていますか？仮に入っていなくと
も，その下流域は危険な場合があります．
②何世帯が警戒区域に入っていますか？
①自宅から第一避難所までの避難経路を
確認し，ペンで書き込みしましょう．
②豪雨時の避難で注意すべき場所を付箋
紙に記入し，留意点などマップに貼付しま
しょう．
③代替の避難経路を考えてみましょう.

その他
①防災マップに書いていない危険個所を記
入しましょう．

住居の状況

避難経路
の状況

 

図-9 防災マップ活用に関する主なアンケート結果 
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地（地盤高い）65%，平地（地盤低い）5%，川の近く

あった．2019 年度の DIG 参加者において，当小学校

区で発生した災害に対して脅威の認識が大変変っ

た・ある程度変わったは 71%，少し変わったを含め

ると 94%であった．作成した防災マップは大変分か

りやすい・ほぼ分かりやすいは 71%であった．一方，

白市の中央部では第一避難所までの距離が近く起伏

もあるため，より詳細なマップ作成の要請があった．

居住地や避難経路の危険性については，よく把握で

きた・ある程度把握できたがそれぞれ 90%，100%で

あり理解は得られたといえる．QR コードによるホー

ムページ検索による日頃からの備えの重要性，およ

び避難所の新型コロナウイルスへの対応については, 

よく分かった・ある程度分かったはそれぞれ 90%お

よび 85%であり理解は得られた．そのほか，2018 年

7 月西日本豪雨災害以上の災害が発生した場合避難

をするかの質問には，室内での避難行動 28%，状況

を見て判断 67%という結果であった．居住地が安全

な高台平地である場合，居住地から避難所までが遠

いこと，新型コロナウイルスに対する分散避難の考

え方も影響していると考えられる． 

 

７．まとめ 

 

東広島市高屋東小学校区 18 区において広島大学

防災・減災研究センターの支援により DIG 方式を用

いた地域の連携・合意によって，5 地区の防災マッ

プを作成した．また，これらを用いた発災時の活用

方法に関する説明会を実施し，地域住民の理解を図

る対応を行った．以下，取り組みについてまとめる． 

防災マップ作成における工夫は，①2018 年 7 月の

豪雨の被災箇所を掲載した，②マップは災害後の国

土地理院撮影の航空写真を用い，広島県防災 Web に

よる土砂災害警戒区域を加えた，③地形の起伏が各

所にあり，土石流や出水により避難経路を流下する

状況をマップに矢印で示し三次元性を加えた，④第

一避難所までの避難経路の案を示すとともに，危険

な場所の住民に対しては，警戒レベル 4 では避難時

の危険度が高くなることから警戒レベル 3 での避難

を推奨することとし，マップに時間の要素を加えた． 

防災マップの活用説明会では，新型コロナウイル

ス感染リスクを考慮して 3 密を避ける対応で各地区

代表者に参加を要請し，その後各区において説明会

を開催することを想定して実施した．同時に新型コ

ロナウイルス影響下での避難所運営をイメージする

機会となった．防災マップ活用の理解度についてア

ンケートを実施したが，主旨の理解を得る一方で改

善点の指摘も得た． 

今後，警戒区域や危険を感じる場所に居住する住

民に対して，新型コロナウイルス影響下において分

散避難を考慮しつつも「難を避ける」避難対応の情

報を確実に伝える手法の確立を含め，各地域におけ

る防災訓練の実施が必要といえる． 

今後の取り組みについては，より激甚化する災害

への備えとして，防災マップが未整備の小学校区に

おいても防災マップ作成の支援により地域の防災教

育に繋げていくことが重要と考えている． 
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融雪土砂災害に対する融雪を考慮した 

土砂災害警戒情報の適用性の検討 
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１．はじめに 

 

 積雪地域では，主に 3～5 月の融雪期に融雪に起因

する土砂災害が多数発生し，大きな被害をもたらし

ている．被害を防止・軽減する方策の一つとして，

こうした融雪土砂災害の発生タイミングを予測し，

適切な警戒・避難につなげることが考えられる．そ

のためには，融雪土砂災害に対する警戒避難基準を

設定する必要があるが，設定手法はまだ確立されて

いないのが現状である． 

現在，降雨による土砂災害を対象として，災害発

生の危険度が高まったときに，対象となる市町村を

特定して警戒を呼びかけるため，土砂災害警戒情報

が発表されている．土砂災害警戒情報は，横軸に土

壌雨量指数，縦軸に 60 分間積算雨量をとってスネー

ク曲線を描き，発表基準線（CL）を超過すると判断

された場合に都道府県と気象庁が共同で発表するも

のである．融雪土砂災害に対する警戒避難基準とし

て，まずは土砂災害警戒情報の発表手順に融雪水の

影響を取り入れることが考えられる．こうした検討

を行った数少ない事例として岩倉ら 1)が挙げられる

が，融雪土砂災害発生時にスネーク曲線が CL を超

過していたかまでは検討されておらず，さらに検証

を積み重ねる必要があると考える． 

そこで本研究では，既往の融雪土砂災害事例を収

集した上で，降雨量に融雪水量を足し合わせた，最

終的に地表面に到達する全水量である「地表面到達

水量」を簡易に推定するモデルを用いて，融雪土砂

災害発生地点における地表面到達水量を推定した．

そして，降雨量の代わりに地表面到達水量を用いて

スネーク曲線を描き，発生時に CL を超過するかの

検討を行ったので報告する． 

 

２．既往の融雪土砂災害事例の収集 

 

融雪により発生した既往の土砂災害事例のうち，

以下の条件をすべて満たすものを収集した． 

①発生地点の周囲に位置する気象庁アメダスが現在

とほぼ同じ水準まで整備された（概ね 1970 年代後

半）以降に発生した． 

②文献調査により，河道閉塞の形成を伴わずに発生

した土石流（泥流となっているものも含む）であ

ったことが確認できる． 

③文献調査により，発生時刻が特定できる． 

④発生地点における土砂災害警戒情報の発表基準線

（CL）が都道府県の web サイトで公開されている

（2019 年 3 月現在）． 

②は，現行の土砂災害警戒情報が土石流および集中

的に発生するがけ崩れを対象としている 2)ことから

設定した（ただし，集中的に発生したがけ崩れの事
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例は確認できなかった）．①～④の条件を満たす事例

として，本研究では図-1，表-1 に示す 4 事例を収集

できた． 

 

３．地表面到達水量の推定 

 

(1) 地表面到達水量推定モデル 

 融雪水量や地表面到達水量を推定するモデルはこ

れまで熱収支法に基づく手法をはじめとして種々提

案されているが，本研究では任意の地点に適用可能

なモデルとして，日本全国で広域的に観測され，デ

ータの入手が容易な気象項目である降水量と気温か

ら推定可能な以下のようなモデルを用いた．このモ

デルは SWE（Snow Water Equivalent）モデル 7)と本質

的に同じであるが，本研究では土砂災害警戒情報へ

の応用を見越して 1 時間単位で計算を行う． 

まず，既往研究 8)を参考に，時刻𝑖𝑖における気温𝑇𝑇�
（℃）が 2℃以上のときの降水を降雨，2℃未満のと

きの降水を降雪と判定し，降水量を降雨量𝑅𝑅�（mm/hr）

と降雪量𝑆𝑆�（mm/hr）に分離する．降雨は積雪層の有

無にかかわらずただちに地表面に到達し，降雪は地

表面に積雪層を形成する．形成された積雪層は気温

に応じて融けるものとし，積算暖度法を時間単位で

用いる degree hour 法に基づき，基準気温𝑇𝑇�（℃）よ

り気温が高い場合に，その気温差に融雪係数𝐾𝐾
（mm/℃/hr）を乗じた水量が融雪するものとし，た

だちに地表面に到達するものとする．すなわち，融

雪水量𝑀𝑀�（mm/hr）は以下のように求められる． 

𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�のとき 𝑀𝑀� � 𝐾𝐾�𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�� 
(1)𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�のとき 𝑀𝑀� � � 

𝑇𝑇�は，既往研究 9)～11)を参考に 0℃とする．地熱によ

る底面融雪や積雪表面からの蒸発は少ないため無視

する． 

以上から，時刻𝑖𝑖における積雪水量𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆�（mm）は

以下のように計算できる． 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆� � 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆��� � 𝑆𝑆� � 𝑀𝑀�         (2) 
また，降雨量に融雪水量を足し合わせた，最終的に

地表面に到達した全ての水量である地表面到達水量
12)𝑀𝑀𝑅𝑅�（mm/hr）は以下のように計算できる． 

𝑀𝑀𝑅𝑅� � 𝑀𝑀� � 𝑅𝑅�               (3) 
以上から，融雪土砂災害発生地点における降水量と

気温を推定し，𝐾𝐾の値を決定できれば， 𝑀𝑀𝑅𝑅を時間単

位で推定することが可能となる． 

 

(2)降水量と気温の推定 

降水量と気温の両方を観測している気象庁アメダ

ス地点のうち，融雪土石流災害発生地点（土石流の

発生区）を内包する最も小さな三角形を構成できる

アメダス 3 地点を選び，発生した冬期を含む 10 月 1

日～翌年 6 月 30 日のアメダス各地点の 1 時間ごと

の降水量と気温の観測データを収集した． 

次に，先述の通り気温 2℃を閾値として降水を降

雨か降雪か判定した上で，降水量計の捕捉率を考慮

した降水量の補正を行った．これは，風により降水

粒子の一部が降水量計にうまく捕捉されず，特に降

雪時には本来の降水量よりも少ない値が記録される

ためである．本研究では，これまで提案されている

式 13)により，各アメダスで観測された風速を用いて

補正を行った． 

表-1 対象とした融雪土石流災害事例． 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 現象 出典 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 泥流 新潟県監修 3) 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 土石流 川住ら 4) 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 土石流 丸井ら 5) 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 ＊ 土石流 平松ら 6) 

＊：複数回発生した土石流のうち 1 回目を採用 

図-1 対象とした融雪土石流災害の発生位置（地理院地

図に加筆）． 
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続いて，各アメダス地点と発生地点の標高差を考

慮した補正を行った．気温については減率

0.6℃/100m として，アメダス地点の観測値を発生地

点の値に補正した．降水量については，標高が上が

るにつれ降水量が増加することが知られているため，

既往研究 14)を参考に，発生地点の気温が 2℃以上で

降雨と判断される場合は標高差 100m あたり 6.4％，

2℃未満で降雪と判断される場合は同 10％増加する

として補正した． 

最後に，アメダス 3 地点における上記補正済みの

降水量，気温から，重み付き距離平均法 15)により，

発生地点での降水量，気温を推定した． 

 

(3) 𝐾𝐾の値の決定 

融雪係数𝐾𝐾（mm/℃/hr）は同一地点であっても年に

よって異なることが知られている．そこで本研究で

は，発生時の状況を再現できるよう，文献調査等に

より発生地点またはその周辺の積雪・融雪状況に関

する情報を収集し，それに基づいて𝐾𝐾の値を決定し

た．決定された𝐾𝐾の値とその決定根拠・方法を表-2 に

示す． 

 

４．融雪土砂災害に対する警戒避難基準の検討 

 

(1) 融雪を考慮した土砂災害警戒情報の適用性 

雨量の代わりに𝑀𝑀𝑀𝑀を用いて土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数と 60 分

間積算𝑀𝑀𝑀𝑀を求め，発生時のスネーク曲線が CL を超

過するかを検証した． 

事例 No.1 虫亀のスネーク曲線（発生日時を含む

1993 年 11 月 1 日 0 時～1994 年 6 月 30 日 24 時をす

べてプロット）と虫亀地区が位置するメッシュにお

ける発表基準線（CL）を図-2 に示す．災害発生時の

60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀は 0.6mm と非常に小さい一方で，土

壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数は 95.4mm と比較的大きくなった．これは，

低強度ながら長期間連続する融雪の特性を反映した

ものと言える．ただし，災害発生時でも CL を超過

してはいなかった． 

全 4 事例の災害発生時の 60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀と土壌

𝑀𝑀𝑀𝑀指数を表-3 に示す．60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀はやはりいず

れの事例においても 0.8mm 以下と非常に小さかっ

た．すなわち，縦軸の値は大きくなりえないため，

CL を超過するかどうかはほぼ横軸の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数に

依存する．そこで，横軸と CL の交点の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数

の値に対する災害発生時の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数の値の比𝑃𝑃
（％）を求め，表-3 にあわせて示した．𝑃𝑃が 100％を

超えると災害発生を捕捉できており，超えていない

場合でも 100％に近ければ近いほど CL に近接した

状況で発生したと判断される．表-3 から，𝑃𝑃は No.4 

井出川の 49％が最大であり，全 4 事例とも CL 超過

に必要な土壌雨量（𝑀𝑀𝑀𝑀）指数の半分にも満たない結

果となった．すなわち，土砂災害警戒情報の発表ス

キーム上は，斜面に供給された水は災害が発生する

とは判断されない程度の量であったにも関わらず，

災害が発生したことになる． 

表-2 融雪係数𝐾𝐾の値と決定根拠・方法． 

事例 No. 地区名 𝐾𝐾（mm/℃/hr） 決定根拠・方法 

1 虫亀 0.295 発生地点から約 2km 離れた山古志村役場における発生前日（1980/4/8）の積

雪深が約 130cm であった 16)．融雪期にあたるため積雪密度を 0.5g/cm3と仮定

し，この日の 12:00 の積雪水量が約 650mm となるように決定． 

2 清水山 0.120 発生地点から約 1km 離れた気象庁アメダス小谷観測所における 1994/4/14 4:00

の積雪深が 23cm であった．融雪期にあたるため積雪密度 0.5g/cm3と仮定

し，同時刻の積雪水量が約 115mm となるように決定． 

3 蒲原沢 0.475 1997/4/28 の発生地点の積雪深が 120cm であった 17)．融雪期にあたるため積

雪密度を 0.5g/cm3と仮定し，この日の 12:00 の積雪水量が約 600mm となるよ

うに決定． 

4 井出川 0.125 2017/5/22 午前中に撮影された発生地点の簡易オルソ画像 6)にまだら状の残雪

が見られることから，この日に消雪を迎えたと判断し，この日の午前中に積

雪水量が 0mm となるように決定． 
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 本研究で対象とした 4 事例の災害報告等の文献を

精査したところ，これら 4 事例はいずれも大規模な

崩壊または地すべりを発端とし，崩壊土砂あるいは

地すべり移動土塊が谷部に流入して流下することで

土石流化したものであった．表-4 に，発端となった

現象とその土砂量を文献から整理して示す．土砂量

はいずれの事例とも 39,000m3 以上であり，昭和 47

年から平成 19 年に発生したがけ崩れ災害約 17,000

件の崩壊土砂量の平均が約 380m3である 20)ことを踏

まえると，いずれも規模の大きい崩壊または地すべ

りであったことが分かる．本研究では発生時刻が不

明等の理由で解析対象外となった 1978 年新潟県妙

高高原白田切川土石流災害 21)や 1992 年長野県姫川

支川浦川土石流災害 22)，1997 年秋田県八幡平土石流

災害 23)も融雪に起因した土石流であるが，これらも

やはり大規模な崩壊や地すべりが発端となって発生

している．こうした大規模な崩壊や地すべりは，現

行の土砂災害警戒情報が用いている 60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀
や土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数よりもさらに長期の𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を受

けて地盤深部の間隙水圧が上昇することで発生して

表-4 対象とした融雪土石流災害の発端となった土砂移動現象． 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 発端となった土砂移動現象 出典 

現象 土砂量（m3） 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 地すべり 200,000 藤田ら 16) 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 地すべり 460,000 木村ら 18) 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 崩壊  39,000 丸井ら 17) 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 ＊ 崩壊 147,000 矢島ら 19) 

 

 

図-2 虫亀における融雪土砂災害発生冬期のスネーク曲線と発表基準線（CL） 
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表-3 融雪を考慮した土砂災害警戒情報の適用結果 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 災害発生時の値 

土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数

（mm） 

60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀
（mm） 

𝑃𝑃 

（％） 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 95.4 0.6 34 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 69.3 0.3 24 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 66.3 0.0 28 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 94.3 0.8 49 
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いるものと考えられ，現行の土砂災害警戒情報が対

象としていない現象 2)であるため，土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数，60

分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀といった指標や，現在設定されている

CL がこうした現象には適しておらず，本研究の解析

において災害発生時でも CL を超過しないという結

果につながったものと考えられる． 

 

(2) 新たな警戒避難基準の検討 

前節の検討から，融雪土石流災害に対する融雪を

考慮した土砂災害警戒情報の適用は困難であること

が分かった．そこで代わりとなる警戒避難基準につ

いて検討を加える．前述の通り，融雪土石流発生時

に短期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標は大きくなりえないため，発

生するかどうかはほぼ長期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標に依存し

ていると考えられる．そこで，長期の降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）の

影響を表す指標として，半減期の長い実効雨量を考

える．現行の土砂災害警戒情報で長期降雨指標とし

て用いられている土壌雨量指数は，半減期 1.5 時間

の実効雨量と半減期 72 時間の実効雨量の和とピー

クの位置や減水特性が類似する 24)ため，さらに長い

半減期を検討する．本研究では，実効雨量の計算式

において雨量の代わりに𝑀𝑀𝑀𝑀を用い，半減期をさまざ

まに変化させながら発生冬期における実効𝑀𝑀𝑀𝑀の経

時変化と発生時の関係を検証した．その結果，半減

期 240 時間（10 日）が最適と判断した．発生した冬

期を含む 11 月 1 日 0 時～翌年 6 月 30 日 24 時にお

ける各発生地点の実効𝑀𝑀𝑀𝑀（半減期 240 時間）の経時

変化を図-3 に示す．実効𝑀𝑀𝑀𝑀が事例 No.1 虫亀では

280mm を，事例 No.2 清水山では 200mm を，事例

No.4 井出川では 470mm を，それぞれ当該冬期の中

で初めて超過するタイミングで発生していることが

分かる．本研究では解析事例数が少なく，また発生

冬期のみの検討であるため，さらなる検証が必要で

はあるものの，半減期の長い実効𝑀𝑀𝑀𝑀のように長期の

𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を表す指標を用い，地域ごとに適切な閾値

を設定すれば，警戒避難基準として活用できる可能

性があると考えられる． 

なお，事例 No.3 蒲原沢については，発生時の実

効𝑀𝑀𝑀𝑀は約 300mm であったが，約 1 週間前にも

300mm を超過していた期間があり，実効𝑀𝑀𝑀𝑀で発生

タイミングを説明するのは困難であった．これは，

本研究では災害発生日（1996 年 12 月 6 日）から約

4 か月半後の 1997 年 4 月 28 日の積雪深を根拠に𝐾𝐾
を決定した（表-2）ため，災害発生日ごろの𝑀𝑀𝑀𝑀の推

定精度が低い可能性があることや，蒲原沢の土石流

災害発生当時，標高の高いところで気温の逆転現象

が発生していた可能性が指摘されており 25)，本研究

で用いた𝑀𝑀𝑀𝑀推定モデルがそれを反映できていない

ことが原因と考えられる．さらに精度よく𝑀𝑀𝑀𝑀を推定

する手法についても今後検討を加える必要がある． 

 

５．まとめ 

 

 本研究では，既往の融雪土石流災害事例を対象に

警戒避難基準について検討した．土壌雨量指数と 60

分間積算雨量を融雪水量込み（地表面到達水量𝑀𝑀𝑀𝑀）
で計算した場合の土砂災害警戒情報は，融雪土石流

災害に対する警戒避難基準として適切ではないこと

が分かった．これは，融雪に起因する土石流は大規

模な崩壊や地すべりが土石流化して発生したものが

多く，現行の土砂災害警戒情報が用いている短期・

長期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標や CL がこうした現象に適して

いないためと考えられた．代わりに，半減期の長い

実効雨量（𝑀𝑀𝑀𝑀）など，長期の𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を表す指標

がこうした融雪土石流災害に対する警戒避難基準と

して活用できる可能性が示唆された．今後はさらに

事例を収集して検討を加えることにより，融雪土砂

災害に対する警戒避難基準の設定手法を確立してい

図-3 発生地点の実効𝑀𝑀𝑀𝑀（半減期 240 時間）の経時変化 
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く必要がある． 
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1．はじめに 

 

 土石流は発生件数に対して被害の甚大度が大きく，

適切な防災対策が必要である．扇状地の住宅地に流

入する土石流危険渓流では，地形条件や災害履歴の

調査を行い，都道府県が谷出口を基点として単一規

模の土石流シナリオを基に，扇形形状等に警戒区域

を設定する．しかし，日本の土石流危険渓流は十数

万存在するため，警戒区域毎に詳細な危険度分布を

地方行政が示すのは難しい．また，警戒区域内では

一律で危険度が示されるため，区域内の住民が危険

性を具体的に認識し難い．警戒区域内でも相対的に

危険度が高い場所や低い場所が存在し，具体的な危

険度の濃淡を示すことで危険性が認識しやすくなる

と考えられる 1)．詳細な土石流の危険度分布の検討

には数値シミュレーションが有用だとされる. 

平成 30 年 7 月豪雨により西日本では甚大な土砂

災害が発生し，中でも広島県は被害が大きかった．

この豪雨により広島県で発生した土石流被害の大部

分は県の指定した土砂災害警戒区域内で発生したが，

一部では警戒区域外でも被害が発生した（図-1）2), 3)．

これより，警戒区域内だけでなく区域外でもリスク

の高い箇所があり，警戒区域を含む谷出口の広範囲

において詳細な危険度分布を示すことが求められる．

また，県が災害前に想定した土石流とは異なる規模

で発生して，被害が生じた地域もある．単一の土石

流シナリオだけではなく，複数のシナリオによる危

険度のリスクを事前に把握し，その評価方法を検討

することが求められる例えば 4)． 

本研究は，平成 30 年 7 月豪雨の土石流事例を対

象としてシミュレーションの妥当性を確認した後に，

異なる土石流の規模や建物破壊の有無を考慮したマ

ルチシナリオを想定したシミュレーションを実施し

て，流動深＋堆積厚が最大値となる最大水位，建物

被害に影響する流体力などを指標に，新たな土石流

の危険度分布の評価方法を提案して，防災対策に繋

げることを目的とした． 

 

2．検討方法 

 

(1) 土石流シミュレーション 

シミュレーションには，GIS を実装した土石流シ 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月
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図-1 平成 30 年 7月豪雨により発生した土石流前後の

DEM 差分と警戒区域の対応 3)（口田南三丁目）． 

 

ミュレーションシステムである HyperKANAKO5)を

用いて数値シミュレーションを実施した．本システ

ムは，土石流の抵抗則や侵食堆積速度に高橋モデル
6)を採用し，山間部で流れ方向のみに拘束される一

次元領域の谷部から，流れ方向だけでなく横断方向

にも流れが広がる扇状地の二次元領域までを連続的

に扱える結合モデル 7)を採用している． 

 

(2) 対象地と計算領域 

平成 30 年 7 月豪雨で土石流被害が発生した広島

市安佐北区口田南三丁目を対象とした．図-1 に示し

たように，警戒区域外にまで土砂が到達して，被害

が発生している． 

土石流の実挙動やシミュレーションにおいても，

地形（勾配）と土石流の規模が侵食や堆積等の挙動

に大きく影響する要因である．本研究は，広島県か

ら提供された災害発生前の解像度 1 m×1 m の地形

データとして 1)Digital Elevation Model (DEM)，2) 

Digital Surface Model (DSM)を採用した．DEM は建物

高を除いた詳細な地盤高を，DSM では建物高が表現

される． 

一次元領域は計算点間隔 5 m，河道幅 10 m に設定

した．図-2 に計算領域と災害時の土砂堆積範囲を示

し，図-3 に各地形の二次元領域を示す．両者とも中

央部に線路盛土が表現され，DSM では DEM と比較

して住宅地内の建物が表現されている．二次元領域

は災害時の土砂堆積範囲を囲むように 625 m×400 

m の範囲として，計算格子は 1 m×1 m に設定した． 

 

(3) 実災害規模の検討 

平成 30 年 7 月豪雨の土砂災害のデータを参考に，

航空レーザー測量の災害前後の差分値から移動土砂

量 8,000 m3（空隙込）を得た．この土砂を一次元領

域に均一厚さで移動可能土砂として設定した．ハイ 

 

図-2 口田南の計算領域の設定と災害時の土砂堆積範囲

（背景は災害後オルソ）． 

 

 

図-3 各地形データの二次元領域（等高線は 10m 間隔）． 

 

ドログラフは，降雨発生時から災害発生時までの累

積雨量（188 mm）と対象地の流域面積（0.27 km2）か

ら，土石流発生時には全ての降雨が流出すると仮定

して流出率 1.0 を用いて総流出量を算出した．日本

の土石流事例を参考に 8)，土石流のピークの継続時

間を 300 秒（全時間を 400 秒）にすると，ピーク流

量は 145 m3/s と求められるが，ここでは 150 m3/s と

考えた． 

上流端からは水のみを供給して，一次元領域で移

動可能土砂が侵食されて土石流が発生・発達するシ 

ナリオを想定した．その他のパラメータは，現地状

況や既往検討を基に，表-1 のように設定した． 

図-4 に計算終了時の堆積厚と災害時の土砂堆積

範囲を示す．図-1 に示したように，実災害では警戒
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区域の西側を超えて，警戒区域外まで土砂が到達し

た．この場所は横断地形の比高差が5m未満のため，

土石流が地形の影響を受けず直進すると考えられる

が，実際には地形の影響を受けて左岸側に流動した．

数値シミュレーションの結果から，谷出口より下流

の住宅地では，DSM では DEM と比較して建物の存

在により流れが阻害されることで，堆積範囲が横断

方向（図中では南北の方向）に広がる．また，DSM

では相対的に建物よりも低い道路上に流れが集中す

る様子が堆積厚分布から確認出来る．実災害では南

北に通る道路上に細長く土砂が堆積しているが，本

計算では表現されていない．これは，実災害では土

石流発生後にも強い雨が継続して，後続流が長く続

いたことで，一度堆積した土砂の再移動が見られた

こと等が影響したと推測される．DEM，DSM とも堆

積高が 10 cm 以上を示す範囲は，実際の土砂堆積範

囲とよく対応している．本手法による土石流シミュ

レーションの妥当性が示されたと考えられる． 

 

(4) マルチシナリオの設定 

前項と同じ計算手法とパラメータを用いて複数シ

ナリオの検討を行った．土砂量を 20,000，16,000，

12,000，8,000，4,000 m3（空隙込み）の 5 種類と設定

した．災害前の基礎調査から流出土砂量が 13,692 m3，

運搬可能土砂量が 20,000 m3 と示されていることか

ら，本渓流で災害前に想定される最大土砂量と考え

た．設定した土砂は，実災害の規模に対して 2.5，2，

1.5，1，0.5 倍である．ピーク流量も実災害の規模に

対して土砂量と同じ倍率を乗じて，375，300，225，

150，75 m3/s と設定した．流量 5 種類，土砂量 5 種

類の組み合わせた 25 ケースを DSM と DEM の 2 種

類の地形データを用いて全 50 ケースを計算した． 

 

(5) 危険度分布の評価方法 

本研究では，危険度分布を表す指標として最大水

位（流動深＋堆積厚の最大値）と流体力の最大値を

採用した．最大水位は，家屋が土砂で埋まる状態や

家屋の破壊の指標となり，流体力は家屋の破壊の指

標となる．流体力 F(N/m)は，式(1)で表される． 

� � 𝜌𝜌 � ℎ � 𝑢𝑢�                                          ��� 

ここで，𝜌𝜌：土石流の密度(kg/m3)， ℎ：流動深(m), 𝑢𝑢：
流速(m/s)である．以降で考慮する流体力は各シナリ

オにおける最大値を採用した． 

広島県の土石流基礎調査マニュアルによると 9)， 

流動深が 1 m を超える場合には著しく危害の恐れの 

表-1 計算パラメータ． 

パラメータ 数値 (unit) 

計算時間 600 (s) 

計算の時間間隔 0.01 (s) 

代表粒径 0.2 (m) 

砂礫の密度 2,650 (kg/m3) 

流体相の密度 1,180 (kg/m3) 

砂の内部摩擦角 37 (deg.) 

河床の容積濃度 0.65 

侵食速度係数 0.0007 

堆積速度係数 0.05 

マニングの粗度係数 0.03 (s/m1/3) 

 

 
図-4 計算終了時の二次元領域の堆積厚． 

 

ある区域として指定されている．本検討ではその数

値を参考にシミュレーションで得られた最大水位の

1.0 m と 2.0 m を閾値とした．最大水位には土砂堆積

が含まれる場合も想定される．一般に，土石流の高

さを災害による危険度の指標とする際は，流動深だ

けでは堆積が含まれないため，高さが低く示される

場合がある．そこで，広島県の設定値よりも大きい

2 m も閾値とした．また，津波による建物被害に関

する検討において 10)，50 kN/m を超えると木造・鉄

骨の建物被害が急増することが示されることから，

流体力は 50 kN/m を閾値とした．なお，これらの閾

値の設定方法については今後さらなる議論が必要で

ある． DSM と DEM の各 25 ケースの計算設定した

閾値を超えた計算メッシュを抽出して，それぞれで

閾値を超えた回数をケース数である 25 で除した「閾

値を超過する確率」を指標として，以降，本指標を

超過確率と呼ぶ．例えば，超過確率が 0 では，その

メッシュは全ケースで閾値を超えない地点となり，

相対的に安全な地点であることを示す．一方，超過
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確率が 1.0 では，そのメッシュは全ケースで閾値を

超えており，危険度が非常に高い地点であることを

示す．さらに，二つの地形データを合わせた 50 ケー

ス（以降，DEM＋DSM と記載）についても，同様の

方法で検討を行った．DEM では建物の高さを除いた

地盤標高が表される一方，DSM では建物の高さが表

現された標高が示されている．そのため，建物が全

て破壊された場合の地盤標高の DEM と，建物破壊

が全くない場合を想定する DSM の，二つの地形デ

ータを合わせて検討することにより，両者の中間的

なシナリオとなる一部の建物が破壊された状況を評

価することを目指した． 

 

3．住宅地内の危険度分布 

 

計算結果と最大水位と流体力で設定した閾値の比

較から地点ごとに超過確率を求めて，DEM，DSM，

DEM+DSM で表した．1 回でも閾値を越えると，最

小の超過確率が DEM，DSM では 0.04，DEM+DSM

では 0.02 となる． 

図-5に最大水位の閾値を 1.0 m とした場合の危険

度分布を示す．まず，DEM と DSM を比較すると，

建物の高さが表現される DSM の方が，超過確率 0.04

以上を示す範囲が広い．また，超過確率が 1.0 とな

る範囲が広い．特に，図中に黒○で示した範囲で顕

著な違いが見られる．一方，建物の高さを表現しな

い DEM では赤○で示した南側で DSM より高い超

過確率を示す．ここでは，水位が上昇したことで線

路盛土を越えて西側に流出していることがわかる．

この結果から，DEM では地形勾配の影響を受けて南

側に流れる割合が多い傾向を示し，DSM では建物の

間が移動経路となるため DEM よりも地形勾配の制

約を受けずに南側に流れる割合が少なくなり，北西

向きに流れる傾向を示す．また，線路沿いの北側に

一部で高い超過確率を示す地点が点在する．これら

は，移動途中は高い水位を示さないが，この地点に

流入すると，地形的な制約や水・土砂が集まること

で高い最大水位を示す「流れのたまり場」となる．

すなわち，流れのたまり場では，土石流の直撃によ

り破壊や損傷を受ける危険性ではなく，土石流が流

動してきた際に周囲と比較して大きな最大水位を生

じやすい場であることから，当該地点に道路や家屋

などの構造物が存在すると，水や土砂で埋没する危

険性が高いことを示唆する．線路を超えた西側では，

DSM の方が高い超過確率を示す範囲が広い．これは，

DSM では線路沿い東側で最大水位が高くなる箇所

が複数あるため，そこから線路を越えて西側に流出

したためである．線路の東側と西側を超過確率で比

較すると，西側の方が明らかに小さい．また，DSM

で超過確率が 0.72 以上を示す範囲は，DEM では 0.5

を示す範囲とほぼ同じであり，周囲と比較して流れ

が溜まりやすい地形を呈していると考えられる．

DEM+DSM の結果は，谷出口付近では殆ど同じ結果

を示すが，DEM や DSM の一方のみが示す範囲では

超過確率が低くなるが，共通して示される場所は高

くなる傾向を示す．  

図-6に最大水位の閾値が 2.0 m の危険度分布を示

す．閾値が 1.0 m の結果と比べて，流れのたまり場

となる地点が多く点在することが確認できる．ここ

では，閾値を大きくすることでこのような地点が抽

出できる．DEM と DSM の比較では，閾値が 1.0 m
の結果と同様に高い超過確率を示す範囲が広い．先 

図-5 最大水位 1.0 m を閾値とした危険度分布． 
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の検討では 11)，谷出口直下に家屋があると流れを阻

害して建物の高さを表現した地形の方が上流側に土

砂が堆積する傾向を示したが，この地域では，建物

の高さを表現することで下流に多くの流れを流出さ

せる傾向を示す．DEM は線路西側で超過確率が 0.04

以上を示す範囲は見られず，一方で，DSM では線路

西側にも流出が見られる．DEM+DSM では，閾値

1.0 m の結果と同様の傾向を示す． 

図-7 に流体力の最大値に関する危険度分布を示

す．DEM は 0.04 以上の超過確率を示す範囲は谷出

口にとどまった．DSM は DEM と比較すると，超過

確率が 1.0 を示す地点はほぼ共通するが，それ以下

の超過確率を示す地点は谷出口付近では DEM の方

がやや広い．一方で，建物が存在する住宅地を見る

と，DSM の方が北西方向に超過確率が 0.04 以上を

示す範囲が広がり，一部は超過確率が 0.5 程度を示

す地点も確認された．住宅地では，DEM は広がった

流れとなり，DSM は建物の間を移動する集中した流

れとなるため，住宅地まで流出した流れの流体力は

DSM の方が大きくなる傾向を示す．DEM+DSM で

は，閾値 1.0 m の結果と同様の傾向を示す．しかし

ながら，50 ケースの土石流シナリオを対象として超

過確率が 1.0 を示す範囲は，住宅地において建物が

全て破壊された場合，ならびに建物を考慮した住宅

地において，全てのシナリオで閾値を超えることか

ら，危険度が著しく高く警戒が必要な領域であり，

早い段階から避難行動を起こす等の優先的な防災対

策が必要な地点だと考えられる． 

 

 

図-6 最大水位 2.0 m を閾値とした危険度分布． 

図-7 流体力 50 kN/m を閾値とした危険度分布． 
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4．おわりに 

 

本研究では，単一の土石流シナリオだけではなく，

複数のシナリオによる危険度のリスクを事前に把握

し，その評価方法について検討を行った．従来の警

戒区域のように一律に危険な範囲を示すのではなく，

一つの図で複数の土石流シナリオを考慮した上での

住宅地内の詳細な危険度分布を示す方法を提案した．

マルチシナリオを検討するにあたり，災害実績や基

礎調査のデータをベースとして，土砂量と流量から

シナリオを設定した．最大水位と流体力を指標とし

て，ある閾値を設定して場所ごとにそれを越えた回

数を基に危険度分布を作成した．シナリオ設定は結

果に大きく影響することから，今後は特に災害が発

生していない地域についてのシナリオの設定方法や

その基準，最大値などの検討が必要である．また，

閾値の設定方法について，特に流体力の閾値は建物

被害との対応を考慮しながら，更なる検討が必要で

ある．今後は複数の指標を組み合わせた危険度分布

の提案方法や，対象地を広げることも検討している． 
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1．はじめに 

 近年，全国的に異常気象に伴う局所的豪雨が多く

観測され，これに伴い多くの土砂災害や洪水が発生

している．秋田県においても，226 億円を超える被

害総額を記録した 2017 年秋田豪雨災害が記憶に新

しい．この年，7 月 22 日から梅雨前線による大雨に

より，東北地方や北陸地方を中心に記録的な豪雨に

見舞われ，河川の氾濫や土砂災害による甚大な被害

が発生した．内閣府発表によると，7 月 22 日から 7
月 25 日の 6 時までに降った雨は，秋田県秋田市で

は 348.5mm，秋田県横手市で 316.5mm など 300mm
を超える雨となり，本研究の調査対象である秋田県

大仙市強首地区付近の雄物川も氾濫した．このよう

な数十年～数百年に一度の大規模災害に対して，著

者らは時間防災学という視点から，長期的スパンか

つ低頻度で発生する大規模洪水・土砂災害の履歴を

科学的･歴史学的の両面から調べ，その照合から未来

に発生し得る豪雨災害の被災リスクを判定する試み
1)~4)を実施している．本報告では，これまでに西日本

で行ってきた長時間スケールでの洪水氾濫の実態解

明に対して，東北エリアにおける秋田県雄物川流域

に着眼し，これを明らかにすることを目的としてハ

ンディジオスライサーによる洪水堆積物調査，歴史

書による災害履歴調査，洪水頻発地域の防災意識ア

ンケート調査を行った． 

 

2．調査地域について 

 調査対象地域は，秋田県大仙市の強首地区とした．  

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 

 
図-1 調査対象地区（秋田県大仙市強首） 

出典：Google Earth        

秋田県 
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調査地点の詳細を図-1 に示す. 図中の青枠は調査

許可を得た範囲を示し，a ~ g はハンディジオスライ

サーを実施した地点である．強首地区は，洪水常襲

地区として知られており，西仙北町史（先史〜近世

編）5) には 1728～1781 年の洪水被害記録も残され

ている．また，図-2は藤木ら 6)が雄物川大曲捷水路

の変遷についてまとめた文献に 2002 年に完成した

輪中堤を追記したものである．この地域において，

1680 年から河川改修が数回にわたり行われ，強首地

区（旧強首村）の上流部に新川を施工し，河川を直

線化した経緯が示されている．さらに，上述した輪

中堤によって，洪水被害は著しく低減したことが報

告されている． 

 

3．調査方法 

 ジオスライサー調査では 2m のハンディジオスラ

イサー（復建調査設計社製）を用いた．写真-1に調

査状況を示す．図-1の調査地点において，a ~ c は旧

河川の堤防の外側で，d ~ g はその内側で実施した．

また，ジオスライサーで採取した試料を用いて放射

性炭素（14 C）年代測定を加速器質量分析計（パレオ・

ラボ，コンパクト AMS:NEC 社製 1.5SDH）を用い

て行った．さらにその結果と本調査地の上流域であ

る西仙北町史および仙北町史年表 7)の洪水履歴と照

合した．その他，液性・塑性限界試験，土粒子の密

度試験，粒度試験を実施し，災害イベントの発生頻

度について調べた．また，本研究の全体構想におい

て，最終的に得られた知見を地域住民に還元するこ

とを目的として，強首地区の住民に対するアンケー

ト調査を行なった．アンケートは全 58 世帯中 29 世

帯の合計 29 名に，同時に対面ヒアリングも 17 名に

実施した． 

 
写真-1 ジオスライサー調査状況 

 

図-2 1680 年雄物川改修工事（文献 6)に加筆） 

 
図-3 地層断面図 
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4．結果および考察 

 図-3 に，合計 7 本の地表面下の地層断面を示す．

図中の赤枠内には，それぞれの試料を採取した標高 

を示すとともに，グラデーションは土質の色調を表

現したものである．右画像のジオスライサー調査で

は，a ~ c で砂層が，d ~ g ではシルト・粘土層がみら

れ，河川から離れるほど（a → f），粒子が細かくな

っていくことが分かる．また，地層の色彩も河川か

ら離れるほど（地層断面図の右から左），茶色から灰

色・黒色に変化している．図-3 左に試料採取地点の

標高を示しているが，旧堤防外の a ~ c と比べて標高

が 3 ~ 6m 高い地点でもある堤防内の d ~ g では，洪

水で洗い流されることなく有機分が残り，それらが

腐食したためと考えられる．また，e ~ g では下方に

白・黒・青・黄土色の何層もの薄い層がみられた．

これは，洪水や火山活動などのイベントの痕跡とみ

られ，これらのイベントが少なくとも 21 ~ 82 回は

発生した可能性がある．その他，当該断面において

何らかのイベントの痕跡を残す特徴としては，突然

異なる色の層が散見されることである．これは，突

発的なイベントによるものである可能性が高い．d
の地表下（GL）170cm，e：160cm，f：150cm，g：135cm
あたりにはグレーの層がみられる．多少のずれはあ

るが対応している層であると考えられる．また，白

色の層は，強首に近い火山の活動の影響が考えられ，

火山灰が含まれる層は同じ年代であるという指標と

なり得る．現段階では，各火山灰の対比を行ってい

ないが，今後，顕微鏡による土粒子観察などを行う

予定である． 

 14C 炭素年代測定の結果を表-1 に，炭化物採取箇

所を図-4示にす．図中の 1～7 は，14C 炭素年代測定

を実施した箇所である． 

図-4 の 1 から採取した炭化物において 1982-1983

年（炭素年代測定誤差は±15 年）の測定結果が得ら

れた．仙北町史年表によれば，同時期に 3 度の洪水

が記録されており，そのときの洪水堆積物であると

考えられる．また，歴史書に記録されていない 1300
年代のもの，さらに古いものでは紀元前 3801-3702
年のものが計測された．これらの 14C 炭素年代測定

の結果のみでは，全ての木片が洪水堆積物であると

いう断定はできないが，今後調査範囲を拡大し，面

的な拡がりを調べることで，それを明らかにするこ

とができるものと考えている． 

a および d ~ g の特徴的な縞模様がある層で粒度

試験を行った．細粒分の含有率が異なるものの，d ~ 
g では 98%以上がシルトと粘土であることがわかっ

た．図-5 に粒度試験結果の一例を示す．土試料は図

-4における 1 付近から抽出したものである．この他 

 
図-4 炭化物採取箇所 

 

図-5 粒径加積曲線の一例（図-4 の 1 付近） 

表-1 14C 年代測定結果と資料から抽出した災害イベント 
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の土試料としては，図-4 の 2～7 付近のまとまった

層を抽出して同試験を行ったが，木片や木の皮を含

むものが多く，過酸化水素水による処理で有機分の 

分解が十分に行えなかったため，比較対象にできる

結果は得られなかった．今後，有機分の除去方法を

改善し，各層の粒度分布を明らかにできれば，種々

のイベント毎の共通の土性を整理し，災害等の面的

な拡がりを確認することができると考えている． 

 

5．アンケート調査に関する結果 

地盤調査等で示唆された未知の洪水履歴が住民の

防災活動や意識形成にどのように反映されているの

かを探るために，強首地区の住民に対してアンケー

ト調査を行った．その結果を図-6 に示す．アンケ

ートは令和 2 年 1 月 10 日に，全 58 世帯中 29 世帯

の合計 29 名に対面で実施し，その場で記入して頂

いた．時間に余裕のある方（内 17 名）にはヒアリ

ングも実施した．アンケート内容は，基本事項 2 項

目，災害経験について 1 項目，防災意識について 5
項目とした．防災意識を確認する質問については，

図-6に示すような内容とした．その結果，洪水に

対する意識調査において，86%の方から洪水を意識

しているあるいは少し意識しているとの回答があ

り，住民の高い防災意識を確認した．当該地区で

は，住民独自のハザードマップを作成しており，そ

の内容は，強首地区の「どこに，（何歳の）誰が，

何人」居住しているか，各居住エリアの班長の連絡

先･避難所･連絡体制などである．このような各家の

個人情報が記載されたマップを住民自ら協力し合っ

て作成・配布すること自体，本地域における住民の

防災意識が高いといえる．また，特筆すべき点とし

て，行政視点で作成するハザードマップのように浸

水領域や危険個所の提示等に重点を置いておらず，

災害時の具体的な避難行動を各人が確認できる仕様

となっている点である．また，ヒアリング調査で

は，「洪水時には河川の増水具合や田畑が大丈夫か

を見に行ってしまう」「輪中堤があれば絶対大丈夫

と思う」など，災害の危険性に対して比較的に安易

な考えの方も若干名存在し，災害記憶の風化が認め

られた．また，「高齢者や寝たきりの家族がいる住

人のための避難対策を考えてほしい」「老人や身体

に障害がある方にとって避難所の硬い床に寝ること

はとても辛い」など，高齢化問題と併せて検討すべ

き課題も提示された． 

 

6．まとめ 

 秋田県大仙市の強首地区において，ハンディジ

オスライサーによる試料採取および 14C 炭素年代測 

定の結果から，洪水や豪雨･火山噴火などの災害が

少なくとも 21〜82 回起きていることを確認した．

また，歴史書との照合により，1982〜1983 年の洪

水履歴について科学的根拠である 14C 炭素年代測定

結果と合致した． 

アンケート調査を実施した結果，強首地区は洪水

頻発地域であるが故に，住民の防災に対する意識は

極めて高いことが確認された． 

今後の展開として，ジオスライサー調査を同地区

で行い，今回特定できなかった 1700 年代における

洪水の痕跡を調べ，近隣地区に調査エリアを拡大

し，面的な広がりとこれに伴う災害規模の特定も進

 

 

図-6 アンケート結果 
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める予定である．さらには得られた知見を地域住民

に対して，どのような形で還元することが防災意識

の向上に繋がるのかを，住民へのヒアリング等を通

して検討していく． 
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1．はじめに 

 

 土砂災害は，山腹や川底の石や土砂が集中豪雨な

どによって一気に下流へと押し流される土石流や，

山の斜面や自然の急傾斜の崖，人工的な造成による

斜面が突然崩れ落ちる崖崩れなどがある１）．特に，

集中豪雨による土砂崩壊の場合，広域的な被害の把

握には，天候の回復を待つ必要があり，一定度の時

間がかかる場合が多い． 

 一方で，本論のタイトルにあるベトナムをはじめ

とする東南アジア各国では，我が国のような気象シ

ステムが整備されておらず，集中豪雨による土砂災

害を未然に防ぐための手段を今後，強化する必要が

ある２）．また，我が国のように国土全域をカバーす

る航空写真が取得されていない．土砂災害が発生し

た場合，発生前と発生後とを比較することは，迅速

に災害規模を知るための重要な手段であるが，東南

アジア各国では，そのような手段を取ることができ

ないことが一般的である． 

 近年では，全世界を網羅した衛星データがウェブ

サイトに公開されており，先で示したように，防災

に関する手段の選択肢が少ない国々で利活用するこ

とが進められている．衛星データにおいて，DEM デ

ータや光学センサーによる観測データでは，視覚的

に理解可能な画像となり，土砂災害の発生域を航空

写真と同様に，地形判読によって理解することが可

能となる３）．しかし光学センサーによる観測では，

同時に雲に覆われた場合，地形的特徴を把握するこ

とは困難となる．特に，東南アジア各国は，雨季に

おける観測は事実上不可能となるだろう．また，豪

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月
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雨発生による土砂災害では，災害発生域は，当然雨

雲によって覆われており，迅速に災害発生域を把握

することは不可能である． 

 それに対して，レーダーによる観測では，雲によ

る影響を考慮することなく，地表の状況を把握する

ことができるため，近年，地すべりによる地表の変

形の把握などさまざまな用途として活用されている
４）． 

 このように，防災システムが乏しく，雲に覆われ

る期間がある東南アジア各国では，レーダーによる

観測，すなわち SAR を用いた土砂災害の把握が求め

られている． 

さらに，東南アジア各国では，毎年大規模な土砂災

害が発生しているが，それが世界的に報道されるこ

とはほとんどなく，私たち日本人は，東南アジア各

国において，どのような土砂災害が発生しているか

知る術は少ない．しかし，これらの国々で発生する

土砂災害の特徴を調べ，その情報をカタログ化して

共有することは，今後の我が国の防災に役立つばか

りでなく，我が国の技術を各国に活かす機会を与え

るだろう． 

そこで，本論では，このような観点に立って，ベト

ナム北部で 2017 年 8 月に発生した土砂災害につい

て報告するとともに，地表での調査や衛星データ解

析によって，東南アジアにおける調査のあり方につ

いて議論する． 

 

2．ベトナムの気象学的・地質学的背景 

 

(1) ベトナムの気象学的特徴とその観測網 

 一般的に，ベトナム北部は亜熱帯性気候とされ，

ハノイでは 11 月〜4 月は最高気温が 30℃を下回り，

降水量が比較的少ない．それに対して，5〜10 月は

30℃を上回り，ひと月の降水量が 200 mm を超える． 

 ベトナム気象水文局が気象・水文に関する防災機

関として役割を果たしているものの，気象・水文に

関する観測，情報の精度，発表する情報の質などの

点において，改善の余地があると報告されている２）．

例えば，ベトナムには気象レーダーと雨量計観測網

はあるものの，北部では３台のレーダーについては

地形エコー除去がされず，他のレーダーとの電波混

信をはじめとする機器性能の不備とともに，ディジ

タルデータとして出力されていない２）．また，全国

的にもそれぞれのレーダーが独立運用されており，

全国レーダー合成図が作成されていない２）．さらに，

雨量計によってレーダーデータが校正されておらず，

信頼性が著しく低い２）． 

このように，今後，ベトナムにおいて土砂災害の早

期警戒システムを構築する上では，これらの気象観

測システムの拡充が必須であるが，現時点において

重要なことは，従来の固定式ではなく，おそらく信

頼できる観測機器を搭載した移動式の観測システム

かもしれない． 

 

(2) ベトナムの地質学的背景と土砂災害の関係 

 ベトナム北部は，北進したインド亜大陸のユーラ

シア大陸への衝突によるインドシナ半島の形成プロ

セスと深く関わっている（図１A）５）．図１B にはベ

トナム北部の地質が示されており，ここはインドシ

ナプレートと華南プレートに挟まれている．華南プ

レート南縁部には北西〜南東方向の第 1 級の断層群

があり，代表的な断層として Red River 断層がある．

これは，インド亜大陸衝突に伴って活動しており，

ベトナム北部では，Song Hong 断層と Song Chay 断

層とにあたる．その北限は華南プレートの Ailao 

Shan 断層に連続し，全体として，Ailao Shan-Red 

River（ASRR）断層と呼ばれる総延長 1000 km 以上の

巨大な左横ずれ断層とされている５）． 

両プレートの間には複数の変動帯があり，北から，

20〜24 億年前の原生代変成岩帯，ペルム紀〜三畳紀

の火山岩・堆積岩類の Song Da 帯であり，その南に

は，蛇紋岩化しているオフィオライトが分布してい

る Song Ma 帯に分けられている５）． 

 今回の調査地域は，Song Da 帯の中に存在する後

期ペルム紀〜前期三畳紀の酸性火山岩類の地質体で

ある Tu Le リフトに位置する６）．ここは，3000 m 級

の山岳地帯であり，火山岩類の上には，ジュラ紀・

白亜紀の赤色堆積岩類が覆うとされている７）． 

 このような急峻な山地では，急斜面が多数存在し，

地すべりなどの土砂災害が発生しやすい地形的特徴

となっている．また，多くの谷に村落があり，その

ような谷は集水地形となっており，降雨による土石

流が発生しやすい状況となっている． 
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図-1  調査地域の概要．A：調査地域のベトナム北部の広域的な地形的特徴．調査地域はベトナム北部であり，黒枠は図

-1B の位置を示す．調査地域は，西にラオス，北に中国との国境があり，北西―南東方向に山地や谷が伸びている．これ

らの地形的特徴は北進するインド亜大陸の衝突に伴って変動した地形である５）６）．B：調査地域のソンラ省周辺の詳細な

地形的特徴と地質５）６）．黒枠で囲まれた地域が調査地域であり，北西―南東方向に山脈が伸びている．調査地北部には

ソンホン川，南部にはダー川が流れている．山脈の標高は 3000m 級であり，調査地域はその南側斜面にあたる． 

 

3．ベトナム北部で発生する土砂災害の特徴 

 

 ベトナム北部ではほぼ毎年土砂災害が発生してお

り，その発生原因は主として豪雨と考えられている． 

 例えば，ベトナム北部のソンラ省イトン地区を中

心として，2017 年 8 月 3 日夜からの豪雨によって，
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大規模な土石流が発生した．それによって，川沿い

にあった集落を襲い，死者 27 名，行方不明者 14 名，

住居 231 棟が押し流され，425 棟が地すべりなどに

よって被害を受けた８）．4章以降では，この土砂災害

での解析例を詳細に示す． 

このような災害は，ASEAN ウェブサイトなどを通じ

て報告されているが，我が国においてそのような災

害を知ることは容易ではない．しかし，このような

災害は，我が国との共通点もあると考えられ，相互

の情報交換をさらに緊密に進める必要がある． 

ベトナムをはじめとした東南アジア各国で毎年発

生する土砂災害をカタログ化し，それらの特徴を把

握することは今後，重要性を増すだろう． 

 

4．ベトナム北部の衛星データの特徴と解析 

  

 ベトナム北部で利用可能な衛星データは，DEM デー

タとして ASTER，光学データとして，Sentinel-2，レーダ

ーデータとして，Sentinel-1 がある．これらは基本的に無

料で公開されている． 

DEM データは，解像度 30 m であり，詳細な地形解

析が可能である（図２）． 

光学データは，ベトナムの気象的特徴でもあり，雲

で覆われることが多く，取得されたデータのうち，

解析可能か否かを判定するために取捨選択する必要

があり，これに多くの時間を要する．図３には，取

得された光学データを植生と裸地とに色分けした解

析結果（NDVI 値の分布図）の例を示す．この図は，

2018 年 11 月 3 日に取得されたデータであり，先に

紹介した 2017 年 8 月 3 日での土砂災害を含んだ山

地斜面での土石流が明瞭に示される．このように，

光学データによって，かなりの精度で土石流などの

土砂災害を把握することは可能であり，過去の解析

例３）でも示されている．このような情報をストック

することができれば，土砂災害前後の解析により，

その規模を定量的に評価することも可能だろう．し

かし，一方で，これらのデータは天候に左右され，

取得時に雲で覆われていると，このような解析を行

うことができない．土砂災害が発生する瞬間だけで

なく，雲量が小さくなるまで待たなければならず，

期間を要する．また，解析結果について定量的に評

価するためには，天候以外にも取得条件を合わせる

必要がある．例えば，太陽の位置によって，山岳の

影が平地に生じ，NDVI を用いた解析に大きな影響を

与える． 

合成開口レーダー（SAR）は先の光学データと異な

り，マイクロ波を用いている．マイクロ波は雲を透

過することから，天候に左右されずにデータを取得

することができる．解析結果には，2017 年 8 月 1日

と 2017 年 8 月 13 日とを用いており，先の 2007 年 8

月 3 日の土砂災害の前後に取得されたデータを用い

ている．二時期に取得された反射マイクロ波の干渉

作用を用いて，解析したものが図４になる．衛星か

らの照射波と地表からの反射波で，解析に用いる振

動方向によって，VV，VH，HV，HH の４種類の解析が

あり，さらに，衛星が地球を周回する軌道が上昇方

向と下降方向の二種類がある．計 8 種類のデータか

ら，図４は VV 偏波の下降軌道による例である．土砂

災害の規模は，衛星データの範囲に対して規模が小

さいため，干渉解析によるヒンジが抽出されない。

しかし衛星画像を拡大すると，小規模で地形的・地

表面的変化を示す結果が散見される． 

この研究では，実際に土砂災害が確認できた地点で，

光学衛星やドローンによる現地踏査の結果を用いて，

クロスチェックした．これら結果から，土砂災害に

伴う地表面変化と地形変化を検出できることを確認

できた．ただし，土砂災害の解析において SAR を用

いた例 4）は徐々に増えてきており，今後研究をさら

に加速させる必要がある． 

 

５．現地調査・ドローン調査での成果 

  

2017 年 8 月 3 日の土砂災害発生後，ベトナム地質

鉱物総局が 8 月 15 日に現地入りし，地表踏査を行

い，8 月 21 日にドローンを用いた調査を実施した

（図５，６）． 

ドローンは土砂災害の被災地を俯瞰することがで

き，土石流が稜線より数 m 下がった斜面上部から発

生していることがわかる．踏査による調査が困難な

場所の状況を迅速に把握でき，その後の調査計画を

立てる場合や二次災害の可能性を検討する際に現場

で役立つだろう（図５）．また，衛星光学データによ

る解析結果と合わせて，衛星データを検証すること

が可能であり，航空写真が少ないベトナム北部にお

いては極めて有効な手法である．このようなドロー

ンによる調査を土砂災害前に行うことができていれ

ば，土砂災害前後の比較により，土砂災害の規模を

正確に知ることも可能であろう． 
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図-2  ASTER の DEM データによるソンラ省の表示例．表

示される位置は，図-1B の黒枠に示される． 

 

図-3  光学データによる NDVI による解析結果の例（2018

年 11 月 3 日）．ベトナム北部，ソンラ省，イトン地区周

辺．図-2 の赤枠に位置が示される．図中の濃く塗られた

部分（カラーでは赤で表示）が裸地を，それ以外の部分（カ

ラーでは青で表示）が植生を示す．裸地の中で，河川に沿

った線状のものは河原などを表し，図中に River として示

している．また，斜面上のものは土砂崩壊を示し，その代

表例を図中に Debris flows として示している． 

 

図-4  SAR データ解析結果の例．解析には，2017 年 8 月

1日と13日に取得されたものを用いた．VV偏波下降軌道． 

 

現地調査では，土石流の発生源やその流下物につい

て調べることができる．今回の場合，斜面に存在す

る風化帯が削り取られて下り，斜面上部での土石流

発生メカニズムは，集中豪雨に起因したものが推測

される（図７）．風化帯に存在していた巨礫も一緒に

流下し，斜面直下に撒き散らされ，水田などが使用

不能になったり，住居を直撃したりしている． 

 

６．今後の課題 

 

ベトナム北部は，上記のように土砂災害が発生し，

それは毎年生じている．さまざまな資材のあるハノ

イからのアクセスは必ずしも良くなく，自動車で 8

時間以上かかる．このような中国など諸外国との国

境沿いの山岳地帯における防災は，今後の東南アジ

ア各国での課題となる． 

筆者らは，そのような地域での防災において，必要

資材を自動車に搭載したような防災車のようなもの

がふさわしいのではないかと考えている．衛星回線

でハノイの本庁とリンクできるのならば，本部が移

動して調査活動を行えるかもしれない． 

先に示したドローンの映像や，衛星データなどが，

災害現場において，土石流災害前のものと迅速に比

較することができれば，災害直後であったとしても，

その状況を迅速に把握することができるだろう． 

また，整備の行き届いていない気象システムなども

現地に持っていくことが可能ならば，二次災害を防

ぎながら，調査活動を行うことができるかもしれな

い．現在 JAXA が世界の雨分布速報（GS Map）を配信

しており，これと併用することによって，簡易的な

気象システムであっても有効活用できるかもしれな

い． 

以上のように，ベトナム北部では，我が国とは異な

る状況であり，さまざまな克服する点があるが，一

方で，土砂災害の対策は，毎年発生しており，必要

なインフラが整備されるまで待っていることはでき

ない．必要なインフラがなかったとしても，迅速に

対応することができるシステムが求められている．

ここに提案される防災車構想は，その一つかもしれ

ない． 

 

謝辞：本研究の一部は，国際地質学連合ジオハザー

ド・タスク・グループ運営金を利用させていただい

た． 
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図-5 ドローン調査．8 月 21 日に実施された．       図-6 地表踏査．8 月 15 日に実施された．このときでも

まだ水は引いておらず，豪雨は間欠的に続いていたと予想

される．ただし，気象システムによる検証はできない． 

 

 
図-7 斜面における土石流の発生メカニズム（模式図案） 
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1．緒 言 

 

 2018 年 9 月 6 日 03 時 07 分 59.3 秒に北海道胆振地

方中東部を震央とする「平成 30 年北海道胆振東部地

震（地震の規模：マグニチュード 6.7，震源の深さ

37 km，最大震度 7）」1), 2)が発生した．この地震によ

り，広範囲かつ高密度で斜面崩壊が発生したことは

記憶に新しい（図-1）．本地震発生直後から各分野の

学会調査団や研究チームが現地入りし，斜面崩壊の

分布状況や被害状況調査，現地観測等を実施してき

た 3),5)-8)．著者らも，現地調査や被害地域における微

動観測および地震観測を行った 9),10)．また，多くの

研究者・技術者が斜面崩壊の原因究明や発生メカニ

ズムを解明するために調査・研究 11)-13)を行ってきた．

このような事例から斜面崩壊の発生メカニズムを明

らかにし，斜面崩壊の危険度評価や数値解析等を用

いた到達域の予測，防災対策の優先度評価等の有効

的な手法の確立に結び付けることが重要であること

は言うまでもない．平成 16 年（2004 年）新潟県中

越地震，平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震，

平成 28 年（2016 年）熊本地震による斜面崩壊事例

からもわかるように，21 世紀に発生した地震では広

範囲かつ高密度の斜面崩壊を引き起こしている．す

べての斜面崩壊危険箇所に防止対策を立てることは

財政的に困難であるが，地震時の斜面崩壊危険度の

高い斜面を抽出し，優先順位を考えた上での調査や

対策を行うことが必要となる．このような場合，ま

ず着目すべき項目の一つに地形が挙げられる．広範

囲に地形調査を行う場合には，多くの時間とコスト

の面から近年，ドローン（UAV）14)-17)を活用した空

撮動画による地形調査が注目され，その威力を発揮

してきたが，航空法や電波法，条例など，クリアす

べきハードルも高い．したがって，別アプローチと

して，入手が容易で汎用性が高いデータを用いて，

地震時の斜面崩壊危険度エリアを客観的かつ容易に

抽出できれば，一つの基礎的（補助的）資料として

大いに役立つと考えられる． 

 本研究では，まず，河野ほか 18)が提案した AHP

（Analytic Hierarchy Process）法および GIS を用いた

地すべりハザードマッピング手法を平成 30 年北海

道胆振東部地震による斜面崩壊分布を含む神居古潭

地域（図-1）に適用し，地すべりハザードランクと

斜面崩壊分布との整合性について検討した．そして，

斜面崩壊分布に対する地形・地質・植生等の影響度

を確認したうえで，斜面崩壊分布と地形的素因との

関係について調査した結果を報告する． 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 
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2．研究方法 

 

(1) AHP 法を用いた地すべりハザードマッピング

の概要 
 AHP 法とは，Saaty19)によって開発された意思決定

法の一つであり，評価項目の重要度ウェイトを一対

比較に基づいて決定する解析方法である．研究対象

地域の設定については，地質区分や行政区分等が考

えられるが，本研究では，日本の地質構造区分 20)に

基づいて，平成 30 年北海道胆振東部地震による斜面

崩壊分布地域を含む神居古潭帯地域（図-1）とした．

ただし，本地域は北海道中央部に分布し，蛇紋岩な

どの変成岩に由来する深層崩壊が多く発生する一方

で，本研究で扱う平成 30 年北海道胆振東部地震によ

る斜面崩壊は大半がテフラ由来の表層崩壊と考えら

れている．そのため，斜面崩壊のプロセスが異なる

現象を同一の土俵で評価することについては議論が

必要になると考えられるが，解析範囲の設定方法に

ついては今後の課題としたい．まず，神居古潭帯地

域における地すべり地形分布図 4)を基に，地すべり

地形と評価項目・要素との関係性（すなわち，両者

の面積比）を調査した．本研究ではデータの入手が

容易で汎用性が高いという利点に重きを置いて，

AHP 法による地すべり危険度に関する評価項目（階

層レベル 1）を標高，斜面傾斜角，斜面型，集水度，

地質および植生の 6 つに設定している． 

 これらの設定した評価項目に基づいて，地すべり

危険度の階層システムを構築する．この階層構造か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 GIS データモデルとラスターデータの重ね合わせ 
 
ら，まず，各要素（階層レベル 2）間の重要度ウェ

イトを，次に，その上位の評価項目（階層レベル 1）

間の重要度ウェイトを算出する．一般に，AHP 法で

は，評価項目（または要素）の重要度ウェイトを算

出する際の一対比較の基準尺度は，「1：同じ程度」，

「3：やや重要」，「5：重要」，「7：非常に重要」，「9：

絶対に重要」とし（2，4，6，8 を補完的に使用），

重要度が低い場合はその逆数とする．つまり，この

基準尺度を用いる場合，技術者の主観的・経験的判

断が必要とならざるを得ない．そこで，本手法では

地すべり地形分布と要素との関係数値化したものを

一対比較に導入することにより重要度ウェイトを算

出した．得られた各階層の重要度ウェイトから，各

評価項目における地すべり危険度を得点化し，評価

項目ごとに該当する地すべり危険度得点を GIS を用

いて合計（図-2）することにより，地すべりハザー

ドマッピングを行う． 
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3

ベクターデータ ラスターデータ

ベクターデータの属性 ラスターデータの属性

斜面型

集水度

地質

植生

B 標高

斜面傾

ハザード

マップ

20mベクターデータ ラスターデータ
標高

傾斜角

斜面型

集水度

地質

植生

斜面崩壊
ハザードマップ

ベクターデータの属性 ラスターデータの属性

A                           B                                    C

図-1 研究対象地域（神居古潭地域）と北海道厚真町周辺地域における斜面崩壊分布と地すべり地形分布図 
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図-3 ラスターデータによる地すべり地形および斜面崩 
壊地形の表現（図-1 に示す範囲の例） 

 

(2) 本研究で用いたデータの概要 

 GIS ソフトは ESRI ジャパンの ArcGIS 10.2.2 を使

用した．GIS のデータモデルには，ポイント(点)，

ライン(線)およびポリゴン(面)の 3 つの要素で表現

されるベクターデータ（図-2A），行と列の格子状(グ 

リッド状)に並ぶセル(ピクセル)で構成されるラス

ターデータがある（図-2B）．本手法では，AHP 法に

よって算出された各評価項目の地すべり危険度得点

を各セルに入力し，それらを重ね合わせできるよう

に（図-2C），ラスターデータを適用することとする．

なお，本研究におけるすべてのラスターデータのセ

ルサイズは，GIS におけるデータ統合の計算負荷時

間を考慮して 20 m × 20 m に統一している． 

 地すべり地形分布図は，防災科学技術研究所が公

開している地すべり地形 GIS データ 4)を使用した．

神居古潭帯地域で確認された約25,000箇所の地すべ

り地形の規模は大小様々であるため，本研究では，

地すべり地形（ベクターデータ）を単なる一つのセ

ルとして扱うのではなく，図-3 に示すように，地す

べり地形の移動体部分（ポリゴンデータ）をラスタ

ーデータで表現し，地すべり地形とした．セルの最

小単位は 20 m であるため，ラスターで表現すること

による地すべり地形の輪郭部にはジャギーが現れる．

なお，滑落崖（ラインデータ）については，面積情

報を有していないため，本研究では解析の対象とし

ない．地形データは，国土地理院が公開している基

盤地図情報数値標高モデル（10 m メッシュ，DEM: 

Digital Elevation Model）21)を使用した．この数値標

高モデルを基に GIS のサーフェス解析を実行し，対

象地域の標高，斜面傾斜角，斜面型および集水度マ

ップを作成した．ここでの斜面型（図-4）は，単位

地表面（本研究では 20 m × 20 m）の傾斜角と傾斜方

向の変化状態の組合せによって，単位地表面を 3 次

元的に区分した場合の起伏形態 22)とする．集水度は，

GIS サーフェス解析と Tarboton23)によって開発され

た地形分析ツール TauDEM（Terrain Analysis Using 

DEM）とを併用することで算出した．地質データは， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 垂直断面形と水平断面形の組合せによる斜面型の

基本的分類（鈴木，199722)を一部改編） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 地すべり地形分布と斜面型との関係 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 階層レベル 2 における要素（斜面型）の一対比較 

 

地質調査総合センターが公開している 20 万分の 1

日本シームレス地質図（基本版，データ更新日：2015

年 5 月 29 日）24)を使用した．植生データは，生物多

様性センターが公開している自然環境保全基礎調査

結果のうちの植生調査における 5 万分の 1 現存植生

図（昭和 54 年～平成 10 年整備）GIS データ 25)を使

用した． 

 各要素（階層レベル 2）は，標高は 0～1800 m を

200 m 間隔の 9 区分，傾斜は 0～80°を 10°間隔の 8

区分，斜面型は図-4 の 9 区分，集水度は 20～7271.58

を等量分類して 5 区分，地質および植生はそれぞれ

用いたデータの凡例に従い，14 区分および 9 区分と

した． 

Xr Rr Vr Xs Rs Vs Xv Rv Vv weight
Xr 1 17.19 1.02 24.16 22.35 16.56 1.09 20.32 1.04 24.30
Rr 0.06 1 0.06 1.41 1.30 0.96 0.06 1.18 0.06 1.41
Vr 0.98 16.88 1 23.73 21.95 16.26 1.07 19.95 1.02 23.87
Xs 0.04 0.71 0.04 1 0.93 0.69 0.05 0.84 0.04 1.01
Rs 0.04 0.77 0.05 1.08 1 0.74 0.05 0.91 0.05 1.09
Vs 0.06 1.04 0.06 1.46 1.35 1 0.07 1.23 0.06 1.47
Xv 0.92 15.77 0.93 22.16 20.50 15.19 1 18.64 0.95 22.29
Rv 0.05 0.85 0.05 1.19 1.10 0.81 0.05 1 0.05 1.20
Vv 0.96 16.54 0.98 23.24 21.50 15.93 1.05 19.55 1 23.38

0
凹形谷型斜面：Vv
等斉谷型斜面：Rv
凸形谷型斜面：Xv
凹形直線斜面：Vs
等斉直線斜面：Rs
凸形直線斜面：Xs

凹形尾根型斜面：Vr
等斉尾根型斜面：Rr
凸形尾根型斜面：Xr

地すべり面積占有率 [%]
10 20 30 40

8.60
0.44

8.20
0.54
0.40
0.37

8.78
0.52

8.94
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3．地すべりハザードマッピング 

 

 評価項目に関する要素間の一対比較について，こ

こでは，斜面型（図-5, 6）を例に説明する．前述の

ように，一対比較の基準尺度の数値には，図-5 で得

られた関係より，要素間の地すべり面積占有率の比

を用いている．例えば，図-6 の Xr（図-5：8.94）と

Rr（図-5：0.52）との一対比較の値は 8.94/0.52 = 17.19

となり，Rr と Xr との一対比較ではその逆数（0.06）

となる．重要度ウェイトの順位（図-6）は，図-5 と

対応していることがわかる．また，一対比較の整合

性は，整合度（Consistency Index: C.I.）を用いて評価

され，C.I. = 0 のとき，完全に整合性がある 19)とされ

るが，本研究では，一対比較する要素間の比を用い

ているため，当然，C.I. = 0 となる． 

 次に，評価項目間の一対比較を行い（図-7），重要

度ウェイトを算出する．ここでは，階層レベル 1 に

おける評価項目間の一対比較の基準尺度に，階層レ

ベル 2 の重要度ウェイトの変動係数に基づく場合を

一例として図-7 に示す．階層レベル 1 における基準

尺度の設定の詳細については，河野ほか 18)を参照さ

れたい．各階層（評価項目および要素）の重要度ウ

ェイトから，各評価項目に関する各要素における地

すべり危険度得点を次式により算出した． 

 

(1) 

 

ここで，W1および W2は階層レベル 1 および 2 にお

ける各評価項目または要素の重要度ウェイト，

W2MAX は階層レベル 2 における各要素の重要度ウェ

イトの最高値である． 

 ある斜面（20 m × 20 m のセル）において，評価項

目ごとに該当する地すべり危険度得点を合計（GIS

を用いて重ね合わせ）したものを地すべり危険度総

得点とし，I～V に分類（100 点満点を 5 分割）した

ハザードランクに基づいて，地すべりハザードマッ

ピングを行う．合計得点が高ければ地すべり危険度

は高く，小さければ低いことを意味する．神居古潭

帯地域の地すべりハザードマップの一例を図-8に示

す．この例の場合，ハザードランク III および IV 分

布域が地域の大部分を占めていることがわかる．斜

面崩壊分布域に限ってみても，ハザードランク III

および IV 分布域が大部分を占めている．ここで，

地すべりハザードランクと平成 30 年北海道胆振東

部地震による斜面崩壊分布との関係を図-9（赤線）

に示す．斜面崩壊面積はハザードランク III でピーク

を示し，ハザードランク IV および V 分布域におい 

 

 

 

 

 

図-7 階層レベル 1 における評価項目の一対比較の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 神居古潭地域における地すべりハザードマップの 
一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 地すべりハザードランクと斜面崩壊面積との関係 

 

て減少した．つまり，作成された地すべりハザード

マップにおいて，必ずしも地すべり危険度が高い地

域で斜面崩壊が起こったわけではないことがわかる．

したがって，本手法によって作成された地すべりハ

ザードマップは，地震によって発生した斜面崩壊分

布を適切に表現しているとは言えない． 
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A B C D E F weight
A 標　高 1 0.67 0.60 1.80 0.71 0.83 13.64
B 傾斜角 1.50 1 0.89 2.70 1.07 1.25 20.43
C 斜面型 1.68 1.12 1 3.02 1.20 1.39 22.87
D 集水度 0.55 0.37 0.33 1 0.40 0.46 7.57
E 地　質 1.40 0.93 0.83 2.52 1 1.16 19.09
F 植　生 1.20 0.80 0.72 2.17 0.86 1 16.40

階層レベル1
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4．地形的素因に着目した地震時の斜面崩壊ハ

ザードマッピング 

 

 前章で作成した地すべりハザードマップにおいて

設定した評価項目のうち，どの要因が最も斜面崩壊

分布に影響を及ぼしていたのかを調査した．その方

法は，AHP 法における階層レベル 1 における評価項

目の重要度を 99.9 とし，それ以外の 5 つの評価項目

の重要度を 0.2 として地すべり危険度得点を算出す

るものである．設定した評価項目は 6 つであるから，

それらに対応する地すべりハザードマップも 6 つ作

成されることになる．作成された地すべりハザード

マップの地すべりハザードランクと平成 30 年北海

道胆振東部地震による斜面崩壊分布との関係を確認

することで，どの評価項目が地震時の斜面崩壊分布

と関連性があるのかを知ることができる． 

 各評価項目の重要度を99.9とした場合に得られた

地すべりハザードマップにおける地すべりハザード

ランクと地震時の斜面崩壊分布との関係を図-10 に

示す．この図から特に，標高および地質は，地すべ

りハザードランクが I や II の比較的地すべりハザー

ドが低いと考えられる分布域で既に 80%以上の斜面

崩壊が発生したことになり，両者の要因の斜面崩壊

分布への関与はそれほど大きなものでないと考えら

れる．一般的に，斜面崩壊と地質との間には密接な

関係があることは周知のとおりだが，今回のような

同一地質環境内で発生したような斜面崩壊分布では，

その影響度が現れなかったものだと考えられる．そ

れ以外の要因についてはハザードランクが高くなる

につれて，斜面崩壊面積の累積相対度数が大きくな

る傾向が見られ，植生を除く 3 つの要因（傾斜角，

斜面型，集水度）はいずれも地形的素因項目である．

そこで，「傾斜角」，「斜面型」，「集水度」のみを評価

項目に設定して，再度，地すべりハザードマッピン

グを行い，得られた地すべりハザードマップと地震

時の斜面崩壊分布との関係を調査した． 

 3 つの評価項目（地形的素因項目）に基づく地す

べりハザードランクと平成 30 年北海道胆振東部地

震による斜面崩壊分布との関係を図-9（緑線）に示

す．地すべりハザードランクが高くなるにつれて，

斜面崩壊面積占有率が大きくなる傾向がみられ，地

すべりハザードマップと斜面崩壊分布との間に良好

な対応が見られた．これは言うまでもなく，斜面崩

壊分布と関連性が大きい要因のみを集めて設定して

地すべりハザードマッピングを行ったためである．

したがって，傾斜角，斜面型および集水度の 3 つの

要因を用いて斜面崩壊危険度を評価することは，地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 地すべりハザードランクと斜面崩壊面積の累積

相対度数との関係 

 

震のような突発的な現象に伴う斜面崩壊危険度の高

いエリアを事前に把握するうえで，有効な方法の一

つになり得ると考えられる． 

 

5．結 言 

 

 本研究では，約 25,000 箇所に及ぶ神居古潭帯地域

の地すべり地形を基に，河野ほか 18)の地すべりハザ

ードマッピング手法を平成 30 年北海道胆振東部地

震による斜面崩壊分布域に適用し，得られた地すべ

りハザードランクと地震時の斜面崩壊分布との関係

について調査した．さらに，斜面崩壊分布に対する

要因の影響度を確認したうえで，斜面崩壊分布と地

形的素因との関係について調査した．その結果，河

野ほか 18)の手法を用いた場合には，地震時の斜面崩

壊分布の様子を適切に表現することはできなかった

が，地震時の斜面崩壊分布には地形的素因が大きく

関与することがわかった．このことから，地震のよ

うな突発的な現象に伴う斜面崩壊危険度の高いエリ

アを事前に把握するうえで，地形的素因（傾斜角，

斜面型および集水度）を用いて評価することが有効

な方法の一つになり得る可能性があると結論付けた．

本成果は避けられない次の地震災害に向けて還元し

なければならない．本手法は，現地調査を要する地

震時の不安定斜面の抽出に期待でき，優先順位を考

えた効率的な対策を行うことが可能となることから，

斜面防災技術の発展に大きく貢献できると考える．

今後，現地調査も併せて地震時の斜面崩壊リスクを

総合的に評価していく必要がある．本手法が効果

的・効率的な地震時の斜面崩壊危険度評価の一助と

なることを願ってやまない． 
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平成 30 年 7 月豪雨による北九州市内の斜面崩壊

に関する試験結果と崩壊メカニズム 

TEST RESULTS AND MECHANISM OF SLOPE FAILURE CAUSED BY 

HEAVY RAIN IN KITAKYUSHU ON JULY 2018 
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Key Words: slope failure, portable dynamic cone penetration test, in-situ permeability test 
 
 

１．はじめに 

 

 降雨による斜面災害から住民の生命と財産を守る

ためには，降雨と斜面崩壊の危険度の関係を明らか

にし，住民にとって分かりやすい警戒避難体制を構

築することが必要と考える． 

福岡県北九州市では，雨の降り方と斜面崩壊の関

係について研究が進められ，その成果が警戒避難情

報に関する意思決定時の参考資料に供されている 1)．

そこで，北九州市圏域で平成 30 年 7 月に発生した

斜面崩壊を対象として，地形・地質，降雨・崩壊状

況，崩壊土砂や崩壊面付近の土の物性値等を把握し，

崩壊メカニズム及び降雨と崩壊層の飽和度（斜面崩

壊の危険度）の関係及び地質による違いについて検

討が進められている．このうち，本稿ではこれら崩

壊斜面に対し，現地踏査及び簡易動的コーン貫入試

験，現場透水試験，室内土質試験を実施し，調査・

試験結果とともに，崩壊地の地形・地質，崩壊状況

及び崩壊メカニズムについて報告する． 

北九州市地域には，上部古生界，下部白亜系，古

第三系，第四系および白亜紀深成岩類，鮮新世－更

新世の玄武岩類などの幅広い年代の多様な岩石・地

層が複雑な地質構造をなして分布している 2）．崩壊

は北九州市圏内で広く発生したことから，研究対象

地として，分布地質も考慮し，図-1に示すように八

幡東区祝町（中生代砂岩），門司区大里東（古生代砂

岩），小倉南区平尾台（中生代花崗岩）の３つの地域

を対象とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  北九州市周辺の地質概念図 2) 

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 

山口県下関市 

八八幡幡東東区区祝祝町町  

福岡県北九州市

 
門門司司区区大大里里東東  

小小倉倉南南区区平平尾尾台台  
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２．試験結果と崩壊メカニズム 

 

本章では，研究対象とした３つの地域における試

験結果と崩壊メカニズムについて示す． 

 

(1) 八幡東区祝町 

対象地は谷部を切り開いた東向きの切土のり面で

ある．中生代白亜紀後期の関門層群下関亜層群に属

する凝灰質砂岩が分布地する 3)． 

 

a) 崩壊状況 

 崩壊斜面の全景写真を図-2に示す．対象斜面は

法尻に 2段のブロック積擁壁（53°程度），その上

位に 1:1.2 より緩勾配（36°程度）で表層をプレキ

ャスト法枠で保護した切土のり面となっており，崩

壊は上段のブロック積擁壁を巻き込み，幅 11m，高

さ 12m 程度の規模となっている． 

 

b) 崩壊斜面の地形地質状況 

崩壊地は大局的にみて，図-3に示すように，緩傾

斜の山地地形の谷側方斜面にあたり，斜面背後は宅

地として広く造成されている．このため，多雨に伴

い山地斜面から供給される地下水の存在は考えられ

るが，図-4のように崩壊地背後の平坦地から表流水

が過剰に供給される可能性は低い． 

分布地質は緩傾斜の地形に示唆されるように，風

化が著しく進行しており，崩壊のり面の滑落崖で見

られるような軟らかい砂質粘土からＮ値 10～20 程

度の粘土質砂（共に凝灰質砂岩の強風化土）が法尻

以深まで厚く分布し，切土のり面やその周囲に硬質

な岩盤は露出していない（図-5）． 

なお，崩壊地に向かって北側（平面図右側）の崩

壊跡地ではパイピング孔が数ヶ所確認されている

（図-6）．多雨に伴い地下水ないし伏流水が湧水とし

て流出するミズミチの存在が想定される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  崩壊地全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  崩壊地周辺状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4  崩壊地の平面図 

 

 

 

 

 

 

 

図-5  強風化砂質粘土    図-6  パイピング孔 

 

c) 原位置試験結果 

崩壊地のすぐ脇の未崩壊斜面で実施した簡易動的

コーン貫入試験 No.1 では，図-7に示すように，Nd 

4 程度が深度-2.3m 付近まで連続し，これを境に下

位では局部的な硬質部を挟在しながら徐々に Nd 値

が上昇する傾向を示す． 

この境界深度は，崩壊地内で実施したボーリング

調査により把握した今回の崩壊による堆積土砂（崖

錐堆積物）の下面深度とほぼ同一であることから，

当該深度が崩壊の底面に相当すると考えられる． 

現場透水試験の結果を表-1に示す．崩壊地周辺

斜面の透水係数はいずれも 10-8（m/sec）と非常に

低い．これは，表-2に示すように当地の崖錐堆積

物が非常に細粒分に富む土質であることと調和的な

結果となっている． 

対対象象斜斜面面  

パパイイピピンンググ孔孔  

崩壊面に 

露出する粘土 

↓滑落崖 

パイピング 

緩やかに崩壊斜面

と反対側へ傾斜 
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図-7  崩壊斜面の断面図 

 

表-1  現場透水試験結果 

 

 

 

 

 

 

表-2  室内土質試験結果 

 

 

 

 

 

 

d) 崩壊メカニズム 

崩壊斜面の地形・地質および崩壊状況等から，崩

壊のメカニズムを以下のように推定する． 

① 表層からの風化及び切土に伴う緩みにより非常

に軟らかい砂質粘性土状の強風化層（Nd 4 程度以

下）が地表部に分布していた． 

② 背後斜面からの地下水の供給により，表層の強風

化部及び上段ブロック積擁壁背面に過剰な水圧が

発生する． 

③ 地下水の一部はパイピングとして地表に湧出し，

表層の浸食・小崩壊を引き起こす一方で，ブロッ

ク積擁壁箇所では，過剰間隙水圧が発生し緩い強

風化層が不安定化し，斜面崩壊・擁壁倒壊を引き

起こした． 

 

(2) 門司区大里東 

対象地は山口県下関市と福岡県北九州市を分かつ

関門海峡に面する海岸に近い国道から台地上の住宅

街へ上る細い市道に面した西向き斜面である．古生

代の呼野層群に属する凝灰質砂岩が分布地する 3)． 

 

a) 崩壊状況 

 崩壊斜面の全景写真を図-8に示す．崩壊地のす

ぐ隣には吹付枠工が施工されているが，崩壊斜面は

無処理である．崩壊は勾配 41～43°の自然斜面で

発生し，高さ約 10m，幅約 12m の規模である． 

 

b) 崩壊斜面の地形地質状況 

崩壊地は，山地裾部の緩傾斜地の西端部にあたり，

崩壊地の上部は平坦地となっており住宅や公園とし

て利用されている（図-9）．このため，多雨に伴い表

流水が集中するような状況にないと考えられる． 

表層の地質は風化が著しく進行し褐色の砂質粘土

化した砂岩からなり，地山深部に向かうほどシルト

混じり砂状に変化する． 

なお，のり肩背後の平地で実施した調査ボーリン

グにおいて，深度-6～8m 付近で含水が高く，孔内水

の存在も確認されていることから，常時は，同深度

付近に地下水位が存在している可能性が考えられる． 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8  崩壊地全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9  崩壊地の平面図 

湿潤密度 乾燥密度 含水比

k ρt ρd

(m/sec) (g/cm
3
) (g/cm

3
) （％）

崩壊背後地 Nd≦5 6.2E-08 － － －

崩壊地側方 Nd≦5 6.0E-08 － － －

崩壊地内 Nd＞5 3.5E-08 1.40 1.00 40.5
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現場透水

試験

室内土質試験
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土粒子
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限界

塑性
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ρs 礫 砂 シルト 粘土 wL wP

(g/cm
3
) （％） （％）（％）（％）（％） （％） （％）

崖錐堆積物 2.749 38.5 0.0 3.9 52.7 43.4 55.3 32.6

室内土質試験

含水比
粒度

地質名

対対象象斜斜面面  



222

 

 

c) 原位置試験結果 

当該地における簡易動的コーン貫入試験の結果，

Nd 値が急激に上昇する深度は，表-3及び図-10に示

すように，滑落崖直下の No.2 を除けば深度-0.9～

1.2m 程度であり，No.2 も滑落崖の高さ 1.4m 程度と

考慮すれば旧地表から-1.7m 程度と想定される．こ

のため，当該地では概ね深度-1.5m 前後の深度まで

Nd 値が低い地層が分布していると考えられ，本層が

崩壊に至ったと推定される．なお，Nd 値は最大 10 程

度以下であるが，いずれも Nd 5～10 の層厚は 10～

30cm 程度と薄いことから，崩壊対象層はおおむね Nd

≦5 程度以下であると考える． 

 

表-3  Nd の境界深度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10  崩壊斜面の断面図 

 

表-4  室内土質試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11  崖錐堆積物     図-12  現場透水試験 

 

崩壊した土砂（崖錐堆積物）の性状は表-4の室内

土質試験結果に示すように，粘性土ではあるが礫砂

分がやや多い（図-11）． 

また，斜面中腹で実施した現場透水試験による透

水係数は 10-5（m/sec）となり，やや低い透水性を

呈している（図-12）． 

 

d) 崩壊メカニズム 

崩壊斜面の地形・地質および崩壊状況から，崩壊

のメカニズムを以下のように推定する． 

① 風化により非常に軟らかい砂質粘土状を呈す強

風化土（Nd 5 以下）が表層に形成されていた． 

② 背後の山体からの多量な地下水の供給に伴い，

表層の強風化粘土が飽和し，過剰間隙水圧が発生

するなど不安定化する． 

③ 強風化層下に弱面が形成され，地形変化点であ

る市道を起点とした崩壊が発生し，斜面肩部の平

坦地まで波及した． 

 

(3) 小倉南区平尾台 

対象地は北九州市南東部を通る東九州自動車道の

朽網トンネル起点側坑口付近の南東に位置する林道

沿いの北向き斜面である．中生代白亜紀後期の花崗

岩類（平尾花崗閃緑岩）で，中～粗粒の塊状岩盤か

らなる． 

 

a) 崩壊状況 

 崩壊斜面の全景写真を図-13に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13  崩壊地全景 

 

土粒子

の密度

液性

限界

塑性

限界

ρs 礫 砂 シルト 粘土 wL wP

(g/cm
3
) （％） （％）（％）（％）（％） （％） （％）

崖錐堆積物 2.686 38.2 17.9 11.6 40.9 29.6 63.3 36.0

地質名

室内土質試験

含水比
粒度

番号　 No.3 No.2 No.1

　Nd （m） （m） （m）

Nd≦5 1.03 0.2 0.9

Nd≦10 1.2 0.3 1.2

堆積した土砂 

（崖錐堆積物） 
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対象斜面は，下貫から水晶山方面へ昇る蛇行した

林道の北向き斜面で，約 10m の区間で切土が実施さ

れている．斜面勾配は 49°程度で遷急線から崩壊し

ており，崩壊規模は幅約 10m，高さ約 13m 程度であ

る．なお，崩壊地周辺の林道は，他にも崩壊や路面

の浸食が連続している． 

 

b) 崩壊斜面の地形地質状況 

崩壊地の背後はやや緩い凸状の地形を呈している

が，図-14 に示すように，さらに背後では明瞭な谷

地形を成しており，典型的な集水地形となっている．

崩壊斜面を構成する地層は，上位から表土，黄灰～

淡褐灰色の砂質まさ土（滑落崖に露出），礫質まさ土

～軟岩が確認された（図-15）． 

さらに，まさ土中には最大径 2m のコアストーン

（未風化硬質岩）が一部多量に分布する状況が認め

られた（図-16）．ただし，図-17に示すように，崩壊

斜面にはコアストーンはあまり確認されなかった．

コアストーンの分布が少ない箇所は地質構造的な弱

線の可能性がある．また，集水地形の前面の緩い凸

状地形は，集水地形による地表水の供給によって崩

壊または流下した土砂の堆積部とも想定される． 

以上より，現地斜面は地質的に弱線であったうえ

に，豪雨時に背後からの地表水の供給が加わり，崩

壊へと繋がったと想定される．現状は表層の緩いま

さ土の表層崩壊であるが，今後も崩壊がさらに進展

すると，背後の凸状地形を形成する土砂堆積部の土

砂を伴い，さらに大きな崩壊や土石流へと繋がるこ

とが懸念される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14  崩壊地周辺の地形図 

 

 

 

 

 

図-15  滑落崖のまさ土    図-16 コアストーン 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

図-17  崩壊地の平面図 

 

c) 原位置試験結果 

簡易動的コーン貫入試験を実施した．図-18 で示

される崩壊直上（滑落崖背後）で実施した No.1-1 で

は Nd≦5 以下の地層が GL-2.1m 付近まで分布し，そ

の直下から Nd が急激に上昇する傾向を示す．一方，

崩壊面上で実施した No.1-2 では，表層より Nd 10 以

上となり，GL-2.3m 付近まで 10～20 前後で推移し，

その後急激な上昇傾向を示す．斜面裾部は Nd 1～3

程度の崩積土が堆積する． 

このように，本崩壊では Nd 5～10 程度の地層が

欠落しており，地盤の締まり具合の観点では Nd 5 程

度以下（主に，Nd 3 程度）を目安に地層区分ができ

ると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18  崩壊斜面の断面図 

 

d) 崩壊メカニズム 

崩壊斜面の地形・地質および崩壊状況から，崩壊

のメカニズムを以下のように推定する． 

背後に谷地形 

凸状地形 
対象斜面 

崩壊部 

深さ 2m 程度 

表土～砂質まさ土 

礫質まさ土 
ｺｱｽﾄｰﾝ 

ｺｱｽﾄｰﾝ 

崩壊面 

滑落崖 
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① 強風化した緩い砂質まさ土（Nd 3 程度以下）が

地表部に形成された． 

② 傾斜 50°程度と切土に対する標準法面勾配より

急な勾配で切土され，さらに背後に典型的な集

水地形が分布していた． 

③ 豪雨によって地表水が急激に供給されたため，

緩い砂質まさ土が飽和し，弱面が形成され崩壊

が発生した． 

 

３．崩壊の傾向 

 

今回，対象とした北九州市八幡東区祝町，門司区

大里東，北九州市小倉南区平尾台の３地域における

崩壊の概要について表-5に示すとともに，その傾向

を以下に列記する． 

 

・崩壊規模は，３地域とも高さ・幅 10m 程度，崩壊

深さ 2m 前後となる． 

・斜面勾配は，砂岩分布地で 40°程度，花崗岩分布

で 50°程度となる． 

・崩壊対象層の Nd は概ね 5程度以下となる． 

・崩壊対象はともに基盤の強風化層となり，土質は

砂岩が粘性土，花崗岩は砂質土となる． 

・細粒分の多い強風化層や崖錐堆積物は，10-5～10-8

（m/s）となり，透水性は低い． 

・粘性土はともに含水比は低く，液性指数 ILが 0.08

～0.26 となり，試験時は安定した状態にある． 

 

表-5 各地域の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

 

平成 30 年 7 月豪雨によって北九州市圏域で発生

した斜面崩壊について，現地の地形地質状況および

崩壊状況を確認し，原位置・室内試験結果等も踏ま

え崩壊のメカニズムについて検討した． 

推定される崩壊メカニズムについて，本論で取り

扱った３地域では，崩壊対象層の土質や周辺環境の

違いから，砂岩の強風化（粘性土）が崩壊対象とな

る２地域は背後地山からの地下水の供給による過剰

間隙水圧の発生，花崗岩の強風化砂質まさ土が分布

する地域は背後の集水地形からの地表水による飽和

によって，それぞれ崩壊に至ったと推定される． 

なお，３地域の崩壊規模は，高さ，幅ともに 10m，

層厚 2m 前後，崩壊層の Nd 値は 5以下程度という共

通点があった． 

今後，さらに他地域の崩壊箇所において現地調査・

室内土質試験等を行い，分布地質ごとの力学特性や

透水性，崩壊規模の差異等を明らかにしていきたい。

その結果，分布地質の違い（地域性）を踏まえ，降

雨の降り方（斜面崩壊の危険度）と崩壊層の飽和度

の関係に基づく斜面崩壊箇所の予測や警戒避難体制

の構築（地質・地域毎の有効先行雨量の設定）につ

なげたい 4)，5)． 
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八幡東区

祝町

門司区

大里東

小倉南区

平尾台

切土のり面 自然斜面 切土のり面

砂岩 砂岩 花崗岩

(m) 11 12 10

(m) 12 10 13

(°) 38 42 49

(m) 2 1.5 2.5

4 程度以下 5 程度以下 3 程度以下

シルト 砂混じり礫質シルト （砂質マサ土）

(g/cm3) 2.749 2.686 －

(%) 38.5 38.2 －

礫 (%) 0 17.9 －

砂 (%) 3.9 11.6 －

ｼﾙﾄ (%) 52.7 40.9 －

粘土 (%) 43.4 29.6 －

(%) 55.3 63.3 －

(%) 32.6 36 －

(m/s) 6.1E-08 3.2E-05 －

粒度

崩

壊

対

象

層

斜面勾配

推定層厚

土粒子の密度

含水比

Nd

液性限界

塑性限界

透水性

分類名

崩

壊

規

模

地区名

地　形

基盤地質

幅

高さ
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1．はじめに 

 
 2018年 9月 6日に北海道胆振地方中東部を震源と
する地震（以下，北海道胆振東部地震と呼ぶ）が発

生した．この地震により，北海道厚真町を中心に多

数のテフラ層すべりが発生した（図-1）1)．この地域

では火山活動による多くの火砕物が堆積しており，

樽前火山から約 300年前に飛来した樽前 a, b降下火
砕堆積物（Ta-a, Ta-b），同じく 3000年前の樽前 c降
下火砕堆積物（Ta-c），同じく 9000 年前の樽前 d降
下火砕堆積物（Ta-d）2)，さらに，約 2万年前の恵庭
火山の恵庭 a降下火砕堆積物（En-a）3)，そして，約

4 万年前の支笏カルデラの支笏降下火砕堆積物 1
（Spfa-1）4)から形成されている（図-2）．なお，図-2
の場所は中川ら 5)から情報を得たうえで，標準露頭

として現地で撮影した． 
ここで，テフラ層すべりとは，テフラ層（火山活

動によって噴出する火砕物の総称）をすべり面とす

る斜面崩壊と定義している． 
千木良ら 6)では 2018年北海道胆振東部地震によっ
て発生したテフラ層すべりの大部分は，降下火砕物

の崩壊であり，特定の地層がハロイサイト化し，そ

こにすべり面ができたものであった．最も多かった

のは 9000 年前の Ta-d と呼ばれる軽石層の基底部の
細粒軽石層にすべり面を持つものであったと述べて

いる． 

 笠間ら 7)では，熊本地震によって南阿蘇村高野台

地区で発生したテフラ層すべりのすべり面とされる

約 3万年前の草千里ヶ浜降下軽石を対象に，せん断
条件を変えた一面せん断試験を実施し，平常時・地

震時のせん断特性を明らかにするとともに，ニュー

マーク法を用いて繰返しせん断時における強度低下

を考慮して地震時安定性を評価した． 
王ら 8)は，北海道胆振東部地震によって厚真町吉

野地区で発生したテフラ層すべりを対象に，すべり

面とされる Ta-d 層の現場一面せん断試験を実施し，
せん断特性を調べている． 

Li et al.9)は，北海道胆振東部地震によって厚真町

桜丘地区で発生したテフラ層すべりを対象に，粘土

化した Ta-dの三軸試験で液状化強度を評価した． 
テフラ層すべりのすべり面の発生機構を解明する

ためには，すべり面とされる Ta-dの土質力学的なせ

第 10回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020年 9月 
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ん断特性を明らかにする必要がある．そこで本論文

では，厚真町東和地区で採取した Ta-dを対象に，各
種物理試験を行い，定体積繰返し一面せん断試験を

実施した． 
また，これまでに Ta-d 上および Ta-d 下を用いた
定体積繰返し一面せん断試験を実施した 10)，11)が，そ

の際せん断抵抗角が大きかったため，再実験を行い

ここに報告した． 
 
2．現地調査 
 
本研究にあたり，現地調査を行った．調査地点は，

図-1 に示す厚真町東和地区（以下，東和地区）で，
実施日は，2019年 9月 14日～16日である． 
 東和地区における滑落崖の様子および層序・層厚

を図-3および図-4にそれぞれ示す．上位より， 
クロボク，Ta-c，風化した Ta-d（以下，風化 Ta-d），
Ta-d 上部（以下，Ta-d 上），Ta-d 下部（以下，Ta-d

下），ロームが堆積していた．ロームについては，En-
a ではないことを確認した．すべり面は現場の観察
より地表からおよそ 2mの Ta-d下と推定される．東
和地区では，Ta-dが他の層に比べて厚く堆積してい
ることが確認できた．また，各層から乱れの少ない

試料と乱した試料を採取した．ここで，乱れの少な

い試料とは，土の構造と力学特性を出来るだけ原位

置に近い状態の試料とし，乱した試料とは，スコッ

プなどで採取した攪乱状態の試料とする．さらに乱

した試料を用いて再構成試料を作成した． 
 
3. 土の物理的性質 
 
 本研究において，風化 Ta-d，Ta-d上，Ta-d下，お
よびロームの各種物理試験を実施した． 
粒度試験は，風化 Ta-dは炉乾燥させて団粒化した

試料を乳鉢でときほぐし，ロームは炉乾燥させて団

粒化した試料を木づちでときほぐして実施した．一

図-1 厚真町などで発生したテフラ層すべり 1) 

図-2 厚真町で堆積している主なテフラ層 図-4 東和地区の層序・層厚 

図-3 東和地区の滑落崖の様子 
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方， Ta-d上および Ta-d下は炉乾燥させて団粒化し
た状態で粒度試験を実施した．Ta-d上および Ta-d下
でこのような試験方法を採用した理由として，Ta-d
上および Ta-d 下においても木づちでときほぐして
粒度試験を実施しているが，粒径加積曲線において

理由は不明だが不連続になるため，団粒化した状態

で試験を実施した．また，笠間ら 7)は，草千里ヶ浜

降下軽石で破砕させた試料と炉乾燥させ団粒化した

状態の試料で粒度試験を実施している． 
図-5に示す粒径加積曲線より，風化 Ta-dは非常に

粒径が小さく，ロームと似たような結果が得られた．

また，Ta-d上と Ta-d下において，Ta-d下は Ta-d上
よりも粒径が小さいことが分かった． 
物理試験は，直径 50mm，高さ 50mm の採土円筒
を用いて各層から乱れの少ない試料をそれぞれ 3
つ採取し，その試料から物理試験を行った後，3つ
のデータの平均値をまとめた． 
表-1 に示す物理的性質より，風化 Ta-d，Ta-d 上，

Ta-d下，ロームのそれぞれ 3つの試験データにおい
て大きなばらつきはなかった．試験を行ったすべて

の試料において乾燥密度が 1.0 以下と小さな値を示
しており，特に Ta-d上では 0.259g/cm3であり，非常

に緩く堆積していることが分かる．また，ロームと

比較して風化 Ta-d，Ta-d上，Ta-d下において土粒子
の密度は，2.4~2.6g/cm3と小さな値を示した．さらに，

Ta-d上と Ta-d下では間隙比が大きく異なった．  
また，現地調査日の前日より前の一週間では，2019

年 9月 11日に 7.5mmほどの降雨のみが記録されて
おり 12)，降雨の影響をあまり受けていないにも関わ

らず，風化 Ta-d，Ta-d上，Ta-d下およびロームで飽
和度がすべて 60%以上であった．ロームの下端およ
びロームよりも下層については，現地調査で観察で

きておらず検討していない． 

4. 定体積繰返し一面せん断試験 
  
(1) 試験方法 

 
本研究では，東和地区で採取した乱れの少ない試

料および再構成試料（Ta-d上は再構成試料のみ）を
定体積繰返し一面せん断試験に用いた．試験条件は，

せん断速度は 1.55mm/min., せん断過程での上下の
せん断箱のすき間を 0.25mm，せん断応力が±60kPa
に達した時,せん断方向を反転させ，せん断変位が±
10mm に達した時点もしくは繰返し回数 10 回にな
った時点で試験を終了させた．また, 風化 Ta-d，Ta-
d上,Ta-d下の再構成試料においては，表-1に示すそ
れぞれの原位置の乾燥密度にできるだけなるように

調整し, 現地で採取した乱した試料から供試体を作
成した.  
現地調査においてすべり面が地表から深さ 2m と

推定されたため，初期垂直応力は深さ 2m に相当す
る荷重をかける必要がある．しかし，本論文では初

期垂直応力を 100kPaとした．その理由として，①低 
い垂直応力で繰返し一面せん断試験を行うと，試験

が困難になってしまうため，②笠間ら 7)では同試験

で草千里ヶ浜降下軽石を用いて初期垂直応力を

図-5 風化 Ta-d，Ta-d上，Ta-d下，ロームの粒径加積曲線 

表-1 風化 Ta-d，Ta-d上，Ta-d下，ロームの物理的性質 
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100kPaとしており，Ta-dも草千里ヶ浜降下軽石と同
じ降下火砕堆積物であり両者を比較するためである． 
また，定体積繰返し一面せん断試験における最

終せん断時のストレスパスの正の傾きから強度

定数を求めた． 
 

(2) 試験結果および考察 
 
 図-6 (a)，(b)，(c)に，風化 Ta-d，Ta-d上および Ta-
d 下のせん断応力とせん断変位の関係をそれぞれ示
し，図-7 (a)，(b)，(c)に，風化 Ta-d，Ta-d上および Ta-
d 下のストレスパスをそれぞれ示す．表-2 に試験時
の物理的性質および強度定数を示す．また，本試験

で得られる物理的性質および強度定数は，それぞれ

1つの供試体から算出されている． 
 図-6より，乱れの少ない試料および再構成試料の
風化 Ta-dは，共にせん断を開始してせん断応力が増
加したものの，すぐにせん断応力が低下しており，

繰返しせん断行うと，剛性を失っていることが分か

る.  
 Ta-d上および Ta-d下は繰返しせん断によって，せ
ん断変位が増加する傾向が見られた．また，Ta-d下
の乱れの少ない試料では，せん断変位量が再構成試

料と比べて 2倍程度大きかった． 
図-7 より，風化 Ta-d と Ta-d下における乱れの少
ない試料と再構成試料では，それぞれストレスパス

の挙動について大きな差がないことが分かった．ま

た，風化 Ta-dにおいては，Ta-d 上と Ta-d下と比較
して大きく挙動が異なっており，せん断強度が著し

く小さいことが分かる．さらに，再構成試料の Ta-d
上と Ta-d下においては，挙動が非常に似ており，粒
径の大きさや含水比などは異なるが，地震時での挙

動はほとんど変わらないことが分かった． 
繰返しせん断によって，風化 Ta-dはせん断強度が

減少し，せん断剛性が回復しなかったが，Ta-d上と
Ta-d下はせん断剛性が回復しており，原点付近でサ
イクリックモビリティ現象を示した．これは密な飽

和砂によくみられる傾向であるが，不飽和状態で，

緩く堆積しているテフラ層にこのような現象がみら

れるのは特徴的な性質である． 
笠間ら 7)による草千里ヶ浜降下軽石の定体積繰返

し一面せん断結果と, 本研究におけるTa-dの試験結
果をストレスパスで比較すると, 両者で異なる挙動
が観察された.  
また，表-2に示す強度定数は最終せん断時におけ

る正の傾きから算出しており，風化 Ta-dの粘着力お
よびせん断抵抗角は，Ta-d 上と Ta-d 下よりも小さ

く、Ta-d上と Ta-d下では大きく変わらないことが分
かった． 
本論文で実施した定体積繰返し一面せん断試験結

果だけを見ると，風化 Ta-dは Ta-d上と Ta-d下より
も強度が低く，実際にテフラ層すべりが発生したす

べり面は現地での観察から Ta-d 下と推定されるの
で，今後現地調査と実験の両方からすべり面につい

て研究を継続する必要がある． 
 また，本試験では，風化 Ta-d と Ta-d 下は乱れの
少ない試料と再構成試料で定体積繰返し一面せん断

試験を実施し，乱れの少ない試料と再構成試料の試

験結果に大きなばらつきはなく試験の信頼度を確認

した． 
 
5. 結論 

 
 本論文では，厚真町東和地区で採取した風化 Ta-d，
Ta-d上，Ta-d下およびロームを対象に，各種物理試
験を実施し, 物理的性質を把握した．そして風化 Ta-
d，Ta-d上および Ta-d下を対象に定体積繰返し一面
せん断試験を実施し，すべり面の変形・強度特性に

ついて把握した．本論文で得られたことを以下にま

とめる． 
(1) 物理的性質より，物理試験を行ったすべての試
験において, 乾燥密度が小さく緩く堆積してお
り，降雨の影響をあまり受けていないにも関わ

らず飽和度が 60%以上であった.   
(2) 風化 Ta-d におけるストレスパスは，Ta-d 上と

Ta-d下に比べて挙動が異なり，強度が大きく低
下していた． 

(3) Ta-d 上および Ta-d 下のストレスパスでは，不
飽和状態で緩く堆積しているにも関わらず，密

な飽和砂でよくみられるサイクリックモビリテ

ィ現象を示した． 
(4) 3つの試料の定体積繰返し一面せん断試験結果
のみで検討すると，風化 Ta-dがすべり面と考
えられるが，現地での観察から実際のすべり面

が Ta-d下と推定される．この原因については
引き続き研究が必要である． 
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図-6 (a) 風化 Ta-dのせん断応力とせん断変位の関係 

図-6 (b) Ta-d上のせん断応力とせん断変位の関係 

図-6 (c) Ta-d下のせん断応力とせん断変位の関係 

図-7 (a) 風化 Ta-dのストレスパス 

図-7 (b) Ta-d上のストレスパス 

図-7 (c) Ta-d下のストレスパス 

表-2 定体積繰返し一面せん断試験に用いた供試体の物理的性質と強度定数 
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1． はじめに 

 

近年，傾斜地では豪雨による比較的浅い表層崩壊

が起こり，大規模崩壊や土石流につながっている場

所がある．斜面崩壊の生じやすい現場の地形，地質，

降雨条件などを予め調査し，斜面の外力による変形

やひずみ性状を予測しておくことが重要である．よ

り正確な崩壊箇所の危険度予測が，斜面災害から市

民の命と財産を守るための対策を講じることにもつ

ながる． 

本報では，平成 30 年 7 月豪雨による九州北部の

災害現場を調査し，現場の地形・地質や地盤の状態

と原位置で強度を評価する現場実験をおこない，有

限要素解析に導入して数値シミュレーションを実施

した．さらに，現場での災害を想定したモデル地盤

を設定し，現地で得られた土質定数や透水係数を導

入した数値解析から斜面の崩壊メカニズムについて

検討するために，地盤内に浸透する水分移動を考慮

した解析を実施することで，盛土斜面の防災・減災

に寄与する知見を得ることを目的する. 

 

2． 平成 30 年の豪雨災害の概要 

 

平成 30 年 6 月 28 日～7 月 8 日までに台風 7 号や

梅雨前線などの影響による集中豪雨が西日本を中心

に全国的に広いエリアで被害を及ぼした．7 月 9 日

に気象庁が「平成 30 年 7 月豪雨」と命名した．6 月

29日から発生した台風 7号は太平洋高気圧の外側を

回り込むように東シナ海を北上して，対馬海峡付近

で進路を変えて日本海上に抜けた．太平洋高気圧の

影響で 7 月 2 日～5 日に北海道に停滞し，7 月の降

水量の平均値を超える記録的な豪雨となった．その

後，梅雨前線が南下して，九州地方では台風の影響

による雨が 7 月 3 日頃から降り続き，7 月 5 日～8 日

にかけて西日本付近に停滞，大量の湿った空気が流

れ込んだため西日本から東海にかけて大雨が連続的

に発生した．西日本から東日本にかけて広範囲での

記録的な大雨となった． 

7 月 6 日 17 時 10 分に福岡，長崎，佐賀の 3 県に

大雨特別警報が発表され，その後も広島，岡山，鳥

取，京都，兵庫と岐阜，8 日に高知，愛媛と運用を開

始して最多となる 11 府県で大雨特別警報が発表さ

れた．西日本の多くの地域での河川の氾濫や浸水被

害，土砂災害が発生して 200 人を超える死者が出る

第 10 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2020 年 9 月 
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など甚大な被害で，平成に入って最悪の大水害とな

った． 

九州から東海地方にかけての線状降水帯が 15 箇

所で発生したため，局地的な集中豪雨が発生したと

いう気象庁の報道であった．北九州市門司区では崖

崩れが発生し住宅が全壊，2 人が死亡した．筑紫野

市の水路で避難中に土石流に巻き込まれた方が発見

されている．6 日には，北九州市小倉北区の板櫃川

などの複数の河川が氾濫し，久留米市では広範囲で

浸水している．北九州市では 9 日までに土砂崩れな

どにより約 680 棟が被害を受けた．佐賀県で 2 人，

宮崎県 1 人，鹿児島県でも桜島の古里町で 2 棟が土

砂に巻き込まれて 2 人が死亡している．写真-1は盛

土された道路斜面が豪雨により崩壊した地区で，盛

り土は，シルト質砂で構成されている．また，基盤

となる地山部分は，風化岩と判別される． 

 

3． 原位置試験による地盤調査 

 

地盤の原位置試験で強度を調べるためのサウンデ

ィングとは，ロッドの先端に取り付けた抵抗体を地

中に挿入し，貫入，回転，引き抜きの抵抗値から，

原位置の土層の状態や土の強さなどの力学的性質を

推定する．ボーリング調査時に標準貫入試験機を利

用する N 値の測定法が一般的であるが，急斜面や狭

小な現場で簡易にできる原位置試験を実施した． 

調査位置は，福岡県北九州市八幡東区田代町の道

路斜面崩壊現場（図-1）で，露頭観察と以下に示す

ベーンコーンせん断試験と簡易動的コーン貫入試験，

原位置透水試験を崩壊地の斜面上部と崩壊した斜面

の下部を選定し，地盤調査を実施した． 

 

(1)ベーンコーンせん断試験 

 簡易的な原位置での試験として，土層強度検査棒

（土検棒）を実施した．斜面の崩壊範囲から上部の

斜面と下部の斜面を選定して，地盤強度定数の内部

摩擦角（φ）と粘着力（c）を算出する．図-2に示す

ように貫入コーンを目的の位置までロッドをつなぎ

ながら押し込んでいき，バネ式荷重計で力を計測す

る．その後，先端アダプターをロッドに接続して，

ダイヤル式トルクレンチでせん断抵抗値を測定する．

利用した土層検査棒装置の一式を写真-2 に示す．ベ

ーンコーンせん断試験（写真-3）から土質定数とし

ての粘着力と内部摩擦角を整理する方法として，経

験式法と相関式法がある．経験式法は，横軸に鉛直

応力，縦軸をせん断力とした図を作成して測定点毎

に回帰式から粘着力 cdk’と内部摩擦角φdk’を求める．

相関式法とは，横軸をベーンコーンにかかる鉛直荷

重（Wvc）と縦軸をトルク（TVC）として土質ごとに

その回帰式の切片を粘着力，傾きを内部摩擦角とし

て求め，室内強度試験（一面せん断試験や三軸圧縮

試験）を実施した c とφ両者の相関式から cdkとφdk

を求める方法である．ここでは，経験式法と相関式

法による結果を表-1 に示した． 

 

写真-1 道路斜面の崩壊（北九州市） 

 

 
     図-1 調査位置図（北九州市） 

 

 

      図-2 ベーンコーンせん断試験 
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(2)簡易動的コーン貫入試験 

      

写真-2 土層強度検査棒一式            写真-3 ベーンコーン貫入試験 

表-1 ベーンコーンせん断試験の結果（粘着力と内部摩擦角） 

  

 

     
（a）上部（No.1）      （b）中部（No.３）    （c）下部（No.５） 

       図-3 簡易動的コーン貫入試験結果（地盤への貫入深さと Nd値の関係） 

粘着力c(kN/m
2
) 内部摩擦角φ(°) 粘着力c(kN/m

2
) 内部摩擦角φ(°)

1 1.0 崩壊地左 崖錐堆積物 27.61 27.7 18.7 5.78

3 0.6 崩壊地右 崖錐堆積物 32.16 17.68 21.78 3.51

5 0.8 崩壊地内 盛土 39.99 28.97 27.08 6.12

崩壊地外 崖錐堆積物 30.75 20.18 － －

－ 全体 32.45 26.85 － －
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簡易な原位置試験として，簡易動的コーン貫入試

験を斜面の崩壊範囲の上部と下部で実施した．簡易

動的コーン貫入試験による Nd 値の算定式（1）を以

下に示す． 

          𝑁𝑁� � ���
∆ℎ          (1) 

ここに，N：打撃回数（回），⊿h：貫入量（cm）であ

る． 

簡易動的コーン貫入試験装置は，先端が 60°で直

径 25mm の円錐型コーンを用いて，高さ 500mm か

らハンマーをノッキングヘッドまで自由落下させて，

100mm ごとの打撃回数を測定する． 

 図-3 に簡易動的コーン貫入試験の実験結果を整

理した一例を示した．貫入深さを縦軸に，横軸に計

算による Nd値をプロットしている． 

 道路付近の盛土上部は深さ約 6m まで小さな値を

とりながら地山に達している．斜面の下部は約 1m

で Nd 値が大きく変化しながら固い風化岩まで到達

していることがわかる．値が大きく出ているところ

で，基盤岩との区別を推定することができる． 

 

（3）原位置透水試験 

現地での透水試験用に北九州市消防局で開発され

た透水試験機で実施した．試験区内に注水をおこな

う長さ 300mm のストレーナを打ち込み，上部に注

水時の水頭差を観察できるアクリル製の測定用パイ

プとその上部に注水タンクを装備したものである．

現場用に改良された透水試験装置であり，比較的軽

量に設計されてはいるが，急斜面に打ち込む際は場

所の選定には注意を要する．写真-4に現位置透水試

験装置一式を示す．図-4は斜面崩壊地の平面図と原

位置試験の位置，表-2 に計算した透水係数を示す． 

 

4． 現場斜面を想定した数値解析 

 

外力による斜面の安定性を評価するために，局所

的な変形挙動を 3 次元的に観察し，評価する数値解

法の一つである有限要素法（Finite Element Method）

による数値解析を行った．今回は，Bentley 社 PLAXIS 

3D を使用し，実際の斜面崩壊地の現場を想定したシ

ミュレーションを実施して，現場で得られた変形係

数を導入した幾つかのケーススタディをおこなうこ

とで斜面の変形性状を考察した．このソフトウェア

は地盤解析専用に開発された 3 次元有限要素法解析

アプリケーションで，任意形状のモデル作成をし，

複雑な地盤構造でも比較的簡単にモデル化すること

ができ，施工プロセスを考慮した条件設定から変形

状態を逐次計算できる機能が備わっている． 

 

(1)数値解析の方法 

 最初に解析対象地の外形を入力して，斜面の形状

を設計する．次に，斜面を形成している地盤の材料

データを入力し，設計した地盤モデルに適用する．

そうして，変位や荷重などの条件を入力しメッシュ

の自動生成をおこなう．最後に，弾・塑性解析や安

全率解析等の解析方法を決定し，計算を実行し出力

された変形・強度の結果を評価する． 

 

(2)数値解析モデル 

 解析対象は福岡県北九州市八幡東区田代町の斜面

崩壊現場をモデル地盤とした．ところが，本解析で

は植生の現況等を詳細に再現することは不可能であ

るため形状だけモデル化し，崩壊に至る外力による

変位や各種条件を仮定した解析を行った．モデル斜

面は，地山部分高さ 8.0m，斜面勾配 20°，幅 114m の

斜面としモデル中心部に盛土範囲 5.0m とし斜面下

部を地山の基盤岩とした．図-5にモデル斜面の要素

分割図、図-6に断面図を示す．節点数は 25,220，要

素数は 16,509 である．表-2 に解析パラメータを示

す．透水係数は先に示した現場透水試験，粘着力と

  

写真-4 原位置透水試験装置 

 

 

図-4 斜面崩壊地の平面図 
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内部摩擦角はベーンコーンせん断試験の結果を経験

式法により求めた値である．また，N 値は簡易動的

コーン貫入試験の結果を式(2)に代入することで決

定し，その値を式(3)に代入することで弾性係数 E を

求めた． 

                𝑁𝑁 � ����𝑁𝑁�          (2) 
C1，C2は係数であり種々の地盤により値が決められ

ている．せん断弾性係数は，式（4）で求めた．ただ

し，ポアソン比 ν は 0.3 と仮定した．C1，C2 につい

ては，盛土がシルト質砂の 12，5.8，地山が 24，5.3

を用いた． 

             � � �� � ��𝑁𝑁           (3) 

� � �
�（���）        (4)  

破壊もしくは降伏基準については，Mohr-Coulomb の

式を用いた．本解析では，斜面上部に道路地盤を設

置し, 盛土の頂部に変位を与える条件に加えて，地

下水面が時間とともに降下する排水条件を与えた．

また，内部摩擦角や粘着力，必要な材料定数につい

ては，原位置試験から得られた結果（表-2）に基づ

いて算出した． 

 

(3)FEM による数値解析の結果と考察 

 図-7 は盛土斜面上部に増分変位を与えた際の斜

面の変形図である．初期の段階では，盛土部分より

も両端にある地山部分の方が徐々に変位している．

盛土が一塊となって地山斜面とその周囲を押し出し

ている現象が解析結果から捉えれた．図-8～図-11

は，モデル断面の経時的な変位分布と地下水面の位

置である．また，図-12～図-15 には，モデル断面の

ひずみ分布と地下水面の位置を経時変化で示した．

断面形状を示す変位図から，初期の段階では盛土部

分の斜面上方部で変位が大きく発生していた．盛土

の下部や僅かではあるが斜面の法先付近にひずみが

集中していることがわかる（図-13～図-15）．さらに，

盛土と地山の境界部分を地下水面が回り込む箇所が

見られることから，透水係数の違いがこのような現

象を呈しているものと思われ，盛土の塊が地山を押

し込んで法先に応力が集中して，すべり面の発生に

つながったものと考察される．矢印で示した地下水

面が徐々に低下していることが図からもわかる．解

析は十分ではないが，盛土部分が地山よりも変位す

る設定条件下での解析が最も盛土と地山の境界部で

の変位が大きかった．現場は豪雨による崩壊であっ

たため降雨による斜面変形や地下水による間隙水圧

の影響も考えられるが，本解析結果から地山と盛土

の内部摩擦角による弾性係数の違いや透水係数に起

因する斜面自体の外力が斜面の安定性に影響を及ぼ

しているのではないかと推測される． 

 

 

図-5 モデル斜面の要素分割図 

     （節点数 25,220，要素数 16,509） 

 
図-6 解析斜面の断面図 

 

表-2 FEM 解析に使用した材料パラメータ 

材料係数 地山 盛土 

Nd 値 7 5 

N 値 5 4 

弾性係数 E(kN/m2) 5,079 3,308 

せん断弾性係数 G(kN/m2) 1,953 1,272 

ポアソン比ν 0.3 0.3 

透水係数 k(m/s) 2.41×10-6 3.66×10-7 

粘着力 c(kN/m2) 30.75 39.99 

内部摩擦力(°) 20.18 28.97 

 

 

    図-7 地盤の変位量を表す等値線図 
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5． おわりに 

 

 平成 30 年 7 月豪雨により斜面崩壊を起した現場

を調査し，地形や地質との関係，地盤の状態と原位

置での強度や透水性を調べる目的で，ベーンコーン

せん断試験と簡易動的コーン貫入試験，原位置透水

試験を行った．また，原位置試験から得られた推定

N 値から算定した粘着力や内部摩擦角などの材料パ

ラメータを導入した有限要素解析を用いて，調査現

場の斜面をモデル化した数値シミュレーションを試

みた． 

結果として，盛土上部から水位を与えた条件にお

いて，地山内部にせん断面が発生し，特に斜面法先

部分にひずみが集中するような現象が起こることが

わかった．このような二層地盤の解析においては，

導入した盛土部と地山部の弾性係数や内部摩擦角の

値の選定や透水係数の違いが計算結果に影響してい

ると推測されるため，さらなる数値解析の検証が必

要と考えられる．今後は，降雨による雨水が地盤中

に浸透して，地下水位の挙動が斜面の変形に及ぼす

影響についてさらに詳細に解析することで，現地の

地盤内のすべり破壊現象を追跡可能な崩壊発生のメ

カニズムについて検討したい． 
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図-8 変位分布と地下水面（1時間後）           図-9 変位分布と地下水面（3時間後） 

      

図-10 変位分布と地下水面（12 時間後）          図-11 変位分布と地下水面（24 時間後） 

     

図-12 ひずみ分布と地下水面（1時間後）         図-13 ひずみ分布と地下水面(3 時間後） 

      

図-14 ひずみ分布と地下水面（12 時間後）         図-15 ひずみ分布と地下水面(24 時間後） 
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